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●「取組の実施状況」における、「元年８月末までの主な取組実績」欄の「（実施状況： ）」の

考え方は次のとおりです。 

 

令和元年度の取組について、８月末までに予定していた取組を 

・ 計画どおり実施できている → 「○」 

・ 実施しているが、計画から遅れている → 「△」 

・ 実施できていない → 「×」 

※ 令和元年８月末までに実施する取組がないものは「―」と記載しています。 

 

年月及び年度の表示については、和暦（元号）によるものとしますが、元号表記は省いてお

ります。 

・年月  
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例：平成 29 年度、平成 30 年度 ⇒ 29 年度、30 年度 

令和元年度、令和２年度  ⇒ 元年度、２年度 

（平成 31 年４月１日から始まる年度については、年度全体を通じて「令和元年度」としま

す。） 
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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱１】地域社会における住民自治の拡充 
 

柱 1-Ⅰ-ア 人と人とのつながりづくり 

取組①「人と人とのつながりづくりのための取組への支援」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・マンション居住者を対象
にした防災講座や、防災
の基本ルールづくり等
により、居住者間や地域
とのつながりづくりを
支援する。（通年） 

・区ホームページや広報紙
などのほか、マンション
管理業協会と連携を図
りながら、マンション居
住者に向けて、広く情報
発信することで地域活
動等への参加参画を促
進する。（通年） 

・区民カーニバル等のイベ
ントの運営において、よ
り広く多くの区民に参
加してもらえるように、
魅力的なプログラムや
広報に工夫を凝らす。
（通年） 

・マンション居住者を対
象にした防災講座や、
防災の基本ルールづく
り等により、居住者間
や地域とのつながりづ
くりを支援するための
業務委託事業者を選定
した。 

・区ホームページや広報
紙などのほか、マン
ション管理業協会の協
力により、管理会社を
通じて、区施策等をマ
ンション居住者に広く
情報発信し、地域活動
等への参加参画を促進
した。 

・区民カーニバルのプロ
グラムに「パン＆ス
イーツホリデーマー
ケット」を盛り込むと
ともに、元年度から新
たに、郵便局や造幣局
をはじめ、北区の企業
や団体のイベントブー
スを設置し広報活動を
行うなど、より多くの
区民に参加してもらえ
るよう、プログラムに
工夫を凝らした。 

 
（実施状況：○） 

・マンション居
住者と地域と
のつながりが
希薄である。 

・業務委託事業者を活用
しながら、マンション
居住者を対象にした防
災講座や、防災の基本
ルールづくり等を行
い、居住者間や地域と
のつながりづくりを支
援する。 

・引き続き、区ホーム
ページや広報紙などの
ほか、マンション管理
業協会と連携を図りな
がら、マンション居住
者に向けて、広く情報
発信することで地域活
動等への参加参画を促
進する。 

・区民カーニバル等のイ
ベントの運営におい
て、より広く多くの区
民に参加してもらえる
ように、魅力的なプロ
グラムや広報に工夫を
凝らす。 

都島区 

・防災訓練をはじめ、区の
各事業でつながりの大
切さを啓発する。（通年） 

・区民まつりや交流イベン
トなど、若い世代に、つ
ながりづくりの大切さ
を感じていただけるよ
うなイベントづくりを
行う。（通年） 

・ホームページ、ＳＮＳ、
広報誌、掲示板など様々
なツールで、メディア
ミックスの手法を取り
入れるなど、効果的な情
報発信に取り組む。（通
年） 

・地域主体の防災訓練
（１回）や防災出前講
座の実施（９回）、防災
にかかる情報発信（広
報誌１回、ホームペー
ジ４回、Facebook４
回）により自助・共助
の大切さを啓発した。 

・出前講座を実施した。
（18 回） 

・地域活動協議会が行う
活 動 の 紹 介
（Facebook21 回）のほ
か、地域イベント等の
情報発信を行った。（広
報 誌 ４ 月 ～ ８ 月 、
Facebook 17 件 、

・つながりづく
りの大切さを
知っていただ
けるよう、効果
的な情報発信
が必要。 

 

・地域、行政、関係機関と
連携した防災訓練（１
回）、地域主体の防災訓
練（８回）や防災出前
講座（６回）を実施す
る。 

・区民まつり・成人の日
のつどい・生涯学習
フェスティバルの実施
（９月・１月・３月）、
まちづくりセンターが
行うつながりづくりや
交流のためのイベント
を開催する。（２件） 

・地域活動協議会が行う
活 動 の 紹 介
（Facebook）や、地域
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
Twitter５件） 

・地域活動チラシを転入
者に配付した。 

 
（実施状況：○） 

の情報について広報誌
やＳＮＳなどを織り交
ぜた効果的な情報発信
に取り組む。 

・地域活動チラシを転入
者に配付する。 

福島区 

防災や福祉といった身近
な課題をきっかけに、日常
から顔見知りになりつな
がっていることの重要性
を認識してもらえるよう
な事業を展開する。（以下
通年） 
・自主防災組織による避難

所開設訓練や地域防災
計画策支援、中学生被災
地訪問事業など、地域力
の強化による防災・減
災・安全対策の推進 

・地域福祉コーディネー
ターの設置など「福島区
地域福祉ビジョン」の取
組 

・広報紙を活用した地域活
動協議会のＰＲ（年２回
以上）など、地域活動協
議会の自律的な活動の
促進 

・町会（第一層）加入促進
チラシの配布をはじめ
とした自治会・町内会単
位のいわゆる「第一層」
の活動への支援など、継
続可能な地域活動の実
現 

・地域の防災意識の向上
などを目的に区内中学
生が被災地を訪問し、
体験学習を行った。 

・避難所開設訓練につい
ては、上福島地域・野
田地域・海老江西地域
と訓練実施に向けた打
合せを行った。 

・地域防災計画について
は、吉野地域、大開地
域と計画策定に向けた
ワークショップを実施
した。吉野（５月、７
月）大開（７月） 

・区内コミュニティセン
ター等に地域福祉コー
ディネーターを１名ず
つ配置し、相談窓口を
設置した。また、ふく
しま暮らし支えあいシ
ステム事業の実施や、
地域コミュニティサロ
ン連絡会への参加等に
より、住民主体の福祉
コミュニティづくりの
推進を進めた。 

・町会加入促進等のた
め、転入者に対し、く
らしの便利帳に町会加
入促進チラシや地域活
動協議会案内チラシを
挟んで配布した。また、
ホームページにて町会
加入促進のための記事
を掲載した。 

・継続可能な地域活動の
実現のため、町会に対
し、地域の犯罪発生情
報の提供を行い防犯活
動の支援を行った。
（４・７月）また、子ど
もの居場所づくりの一
環として地域が自習室
を設置するにあたり、
対象者を絞った効果的
な広報活動など助言・
支援を行った。（７・８
月） 

・マンションの管理組合

・町会加入促進
に向けたチラ
シを配布し第
一層への活動
の支援を行っ
ているが、加入
のメリットや
必要性が伝わ
りにくく、工夫
が必要である。
また、防災に関
してマンショ
ン居住者に防
災講座や各種
訓練へ参加し
ていただいて
いるが、すぐに
は町会加入促
進につながら
ない。 

・地域活動協議
会のＰＲにつ
いて、広報紙だ
けでなく、区役
所内でも様々
な方法で、来庁
者にＰＲして
いく必要があ
る。 

・中学生被災地訪問事業
について、区民等を対
象とした報告会を実施
し、地域のつながり促
進につなげる。 

・避難所開設訓練につい
ては、訓練実施地域（３
地域）とワークショッ
プを開催し、自主防災
組織の更新などを実施
したうえで、訓練を実
施する。 

・地域防災計画について
は、引き続き吉野、大
開地域に対して計画策
定に向けた支援を行
い、年度内に計画を策
定する。 

・地域福祉コーディネー
ターの設置やふくしま
暮らし支えあいシステ
ムの充実を図り、人と
人とがつながり支えあ
うまちづくりを推進
し、引き続き「福島区
地域福祉ビジョン」の
取組を進めていく。 

・広報紙を活用した地域
活動協議会のＰＲ（年
２回以上）など、地域
活動協議会の自律的な
活動を促進する。 

・地域活動協議会のＰＲ
のため、１階ロビーに
地域活動協議会用の
ラックを設置し、同場
所でのモニターで盆踊
りなど地域に馴染みの
ある事業を紹介してい
く。 

・引き続き、転入者に対
し、くらしの便利帳に
町会加入促進ちらしを
挟んで配布し、加入促
進を図る。また、大規
模の新築マンション居
住者に対して、転入手
続き関係書類とともに
チラシを配布し町会加
入の促進を図る。（９～
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
に対し、大阪市のイベ
ントやお知らせを提供
し、コミュニティづく
りのきっかけとなるよ
う働きかけを行った。 

・福島駅周辺の飲食店と
地元商店街について、
清掃活動やイベント
（ふくしまてんこもり
2019）を通じたつなが
りづくりを支援した。 

 
（実施状況：○） 

11 月） 
・区の広報紙やホーム

ページのバージョン
アップにより町会の活
動などをわかりやすく
情報提供し、町会加入
を促進する。 

此花区 

・区民まつり等コミュニ
ティ育成事業などで地
域のつながりづくりが
必要だと感じていただ
けるような情報を発信
していく。（通年） 

・地域担当を通じて、町内
会議や行事等において
地域との関係を築き、
個々の相談等にも対応
していく。（通年） 

・区広報紙を活用して、
コミュニティ育成事業
の実施に向けたＰＲや
ボランティア募集を行
うとともに、チラシや
ポスター、ＳＮＳを
使った働きかけも行っ
た。 

・地域担当職員が積極的
に町内会議や行事に参
加し、地域との関係を
築くとともに、様々な
問題・課題の共有化を
図った。 

 
（実施状況：○） 

・若い世代をは
じめ多くの人
につながりの
大切さと興味
を持ってもら
えるよう、機会
をとらえて情
報発信を行う
必要がある。 

・地縁団体や地
域のつながり
の基礎となる
自治会・町内会
などのつなが
りづくりのた
めの活動を支
援していく必
要がある。 

・区民まつり等、コミュ
ニティ育成事業を実施
しながら、機会あるご
とにつながりづくりの
必要性を情報発信して
いく。 

・地域担当職員が地域活
動協議会や地域行事な
どに出席し、地域との
関係を築くとともに地
域情報の把握に努め、
個々の相談等に対応し
ていく。 

・区広報紙において地域
活動の紹介を行うなど
町内会への加入促進に
向けて情報発信を行
う。 

中央区 

・地域活動に参加していな
い住民に対する参加促
進の取組を強化する。
（通年） 
啓発チラシの配布機会
を増やす。 
啓発チラシ多言語化を
行う。 

・広報紙において各地域活
動協議会について取材
を行い、全地域活動協議
会を紹介する。その記事
内容を活用し情報発信
を行う。（通年） 

・広報紙による地域情報の
発信を強化し地域活動
への参加を呼び掛ける。
（通年） 

・地域活動への参加啓発
チラシについて内容を
見直し、区窓口におい
て配架を行った。 

・元年度から地域活動協
議会への取材をもとに
した紹介記事の区広報
紙への掲載を開始し
た。（８地域活動協議
会） 

・記事内容について区
ホームページに掲載し
た。 

 
（実施状況：○） 

・広報紙をはじ
め、ＳＮＳなど
多様な媒体を
利用し、幅広い
区民に向けた
働きかけが必
要である。 

・啓発チラシについて区
民まつりや防災訓練等
で配布し啓発の機会を
増やす。 

・全地域活動協議会の紹
介記事を広報紙・区
ホームページに掲載す
る。（残り 12 地域活動
協議会） 

西区 

・マンションに出向き、民
生委員・主任児童委員な
どの地域子育て支援
サークル関係者の協力
を得て、マンションに居

・マンションに出向き、
民生委員・主任児童委
員などの地域子育て支
援サークル関係者の協
力を得て、マンション

・各取組は順調
に推移してい
るものの、急激
な人口の増加
などに伴い「身

・マンションに出向き、
民生委員・主任児童委
員などの地域子育て支
援サークル関係者の協
力を得て、マンション
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
住する親子が集う「にっ
しー広場」を引き続き開
催（年間 12 回以上）す
ることに加え、公園にお
いて「にっしー広場（公
園版）」を開催する。（年
間３回） 

・子育て支援情報や地域で
の様々な取組を紹介す
る場を創出し、マンショ
ン住民を地域の活動に
つなげる支援を行う。
（通年） 

・マンションの特性に応じ
た防災対策の講座（年間
５回以上）や訓練を実施
し、マンション住民同士
の交流の機会をつくり、
隣近所のコミュニティ
づくりを支援する。 

・マンション内の自主防災
組織を形成するための
支援を行うとともに、地
域との交流の機会をつ
くり、地域とのコミュニ
ティづくりを支援する。
（通年） 

・介護予防とコミュニティ
づくりを同時に実現す
る「いきいき百歳体操」
の普及を支援する。（通
年） 

に居住する親子が集う
「にっしー広場」を開
催（６回）するととも
に、公園において「にっ
しー広場（公園版）」を
１回開催した。 

・「にっしー広場」におい
て子育て支援情報や地
域での取組を紹介し、
マンション住民を地域
の活動につなげる支援
を行った。 

・防災出前講座（３回）の
際にマンションごとの
自主防災組織の形成や
平時からの地域とのコ
ミュニティづくりの重
要性を訴えた。 

 
（実施状況：○） 

近な地域での
つながりを肯
定的に感じる
区民の割合」は
30 年 度 の
35.8 ％に比べ
34.1％と、若干
減少している。 

に居住する親子が集う
「にっしー広場」を引
き続き開催（６回以上）
することに加え、公園
において「にっしー広
場（公園版）」を開催す
る。（２回） 

・子育て支援情報や地域
での様々な取組を紹介
する場を創出し、マン
ション住民を地域の活
動につなげる支援を行
う。 

・マンションの特性に応
じた防災対策の講座
（２回以上）や訓練を
実施し、マンション住
民同士の交流の機会を
つくり、隣近所のコ
ミュニティづくりを支
援する。 

・マンション内の自主防
災組織を形成するため
の支援を行うととも
に、地域との交流の機
会をつくり、地域との
コミュニティづくりを
支援する。 

・介護予防とコミュニ
ティづくりを同時に実
現する「いきいき百歳
体操」の普及を支援す
る。 

港区 

・防災訓練などの機会を捉
えて共助、近助の重要性
について啓発を行う。
（通年） 

・多様な世代につながりづ
くりの大切さと地域活
動に興味を持ってもら
えるよう広報紙やＳＮ
Ｓを活用して情報発信
を行う。（通年） 

・地域のつながりの基礎と
なる町会への加入促進
について、広報紙やＳＮ
Ｓを活用して情報発信
を行う。（通年） 

・防災学習会や広報みな
と（８月特集号）で共
助、近助の重要性につ
いて啓発した。 

・ふれあい喫茶や食事
サービス、子育てサロ
ンなど地域でのつなが
りづくりの場への参加
について Twitter 、
Facebook を通じて情
報発信した。 

・広報みなと（５月号）や
ホームページで町会加
入案内について掲載す
るとともに区転入者へ
町会加入案内を配布し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・全地域において実施す
る避難所開設訓練の場
において共助、近助の
重要性について啓発す
る。 

・広報紙や Twitter 、
Facebook などを通じ
て地域でのつながりづ
くりの場への参加につ
いて情報発信する。 

・町会加入について区の
広報ツールを活用して
情報発信するととも
に、区転入者へ町会加
入案内を配布する。 

大正区 
・地域コミュニティの充実

に向け、各地域の幅広い
自主的な活動に対する

・地域活動の活性化や地
域コミュニティの充実
を目的とした地域活動

― ・区とまちづくりセン
ターが連携し、補助金
の適切な執行にかかる
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
支援を行うため、地域活
動協議会補助金制度を
創設する。（４月交付決
定、通年で履行確認） 

・区長認定を受けた各地域
まちづくり実行委員会
が防災訓練や要援護者
見守り活動などを通じ、
地域カルテを活用しな
がら「自助・互助・共助」
の取組を支援する。（通
年） 

協議会補助金制度を創
設し、４月に交付決定
を行った。 

・地域が実施した防災訓
練を支援した（２地域
実施）。また要援護者支
援システムにかかる説
明会を順次開催し、地
域カルテも活用しなが
ら「自助・互助・共助」
の取組にかかる支援を
行った。 

 
（実施状況：○） 

支援を行う。 
・９月以降に順次実施さ

れる防災訓練を支援す
るとともに、見守り体
制の確立の支援を行
い、実際に体制の確立
を行えた地域をつく
る。 

天王寺区 

・区広報板を活用し、地域
の人と人がふれあう活
動紹介を通して、身近な
地域でのつながりの大
切さを伝える。年３回
（通年） 

・区広報紙を活用して地域
活動協議会の各種活動
を紹介する。 10 回（通
年） 

・つながりづくりの大切さ
や地域の身近な自治組
織の町会加入をよびか
ける広報を行う。 １回
以上 

・避難行動要支援者名簿に
登載されている要援護
者に対して、地域におけ
る平時の見守りと災害
時の避難支援への備え
を強化する。（通年） 

・区職員が地域に出向き、
健康に関する出前講座
を実施する。（通年） 

・参加体験型の講座やイベ
ント開催時の即席講座
等、区役所が積極的に地
域に出向く「出前講座」
を実施する。出前講座で
は、東日本大震災、熊本
地震における被災地の
状況も伝えることとし、
災害対策の意識の向上
に取り組む。 
出前講座等の実施 12
回以上 
個々のマンションへ啓
発ポスターの掲出依頼 
100 ヶ所以上（通年） 

・天王寺区はマンション等
の集合住宅が非常に多

・区広報板を活用し、地
域の人と人がふれあう
活動紹介を通して、身
近な地域でのつながり
の大切さを伝えた。（７
月 １回実施） 

・区広報紙を活用して地
域活動協議会の各種活
動を紹介した。（４～８
月 ５回実施） 

・つながりづくりの大切
さや地域の身近な自治
組織の町会加入をよび
かける広報を行った。
（４、７月 ２回実施） 

・30 年度に同意確認・整
備を行った避難行動要
支援者名簿を各地域、
民生委員等に提供し、
事業説明を行った。ま
た、元年度の名簿整備
にあたり、地域へ事業
内容の周知など協力依
頼を行うとともに、避
難行動要支援対象者に
案内と同意確認書を
送った。 

・健康の保持増進に取り
組む機会を確保するた
め、健康に関する出前
講座を実施した。（６回
開催） 

・防災出前講座を実施
し、区民に対して災害
対策を呼び掛けるとと
もに防災意識の啓発を
図った。（出前講座８
回・８月末現在） 

・マンション防災を推進
する専門職員を配置し
て、個々のマンション
において出前講座を実

・マンション居
住者、若手世代
など、地域でつ
ながる事が大
切であり、つな
がりづくりに
向けた活動が
あ る こ と を
知ってもらう
必要がある。 

・区広報板を活用し、地
域の人と人がふれあう
活動紹介を通して、身
近な地域でのつながり
の大切さを伝える。10
月と１月２回実施す
る。 

・区広報紙を活用して地
域活動協議会の各種活
動を５回紹介する。 

・元年度の新たな見守り
の同意者を加えた名簿
を整備・作成する。 

・地域や関係する機関並
びに多くの区民にさら
に利用いただけるよう
周知につとめ、健康に
関する出前講座を実施
する。 

・防災出前講座の実施や
啓発ポスターの掲出依
頼など、区民に対して
防災意識向上に向けた
取組を進める。 

・マンション住民への出
前講座を引き続き実施
し、自主防災組織構築
に向けた取組を進める
とともに、マンション
防災学習会の開催を通
じて防災力の向上に取
り組む。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
いという区域特性があ
ることから、専門性をも
つ人材の配置により、
個々のマンションにお
いて自主防災組織の構
築など防災力向上を図
る取組をスピード感を
もって進める。 
マンション防災学習会
の開催 １回 
個々のマンションへの
個別支援 15 件以上（通
年） 

施し、自主防災組織構
築に向けた取組を進め
た。（個々のマンション
への支援実績 14 件・８
月末現在） 

 
（実施状況：○） 

浪速区 

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告
を、区広報紙・区ホーム
ペ ー ジ ・ 区 Ｓ Ｎ Ｓ
（Twitter・Facebook）や
市民活動総合ポータル
サイトといったＩＣＴ
ツール等様々な広報媒
体を用いて、広く周知
し、つながりの端緒、機
会を広げる。（通年） 

・転入届出時に、住民情報
窓口において、地域活動
協議会の趣旨や目的、ま
た町会への加入を促進
する案内パンフレット
を交付し、地縁による団
体やグループへの加入
促進につなげる。（通年） 

・転入時に訪れる住民情報
待合フロアに地域活動
協議会コーナーを設置
し、待合呼出しモニター
にて地域活動協議会加
入を促進する広告映像
を放映する。（通年） 

・地域に応じた見守り活動
を、新たに３地域以上で
開始する。（通年） 

・ネットワーク強化事業と
連携して、引きこもりが
ちな住民の状況を把握
する。（通年） 

・地域福祉コーディネー
ターの活動等から、行政
が福祉課題を把握でき
るよう、区社協と協力し
て取り組む。（通年） 

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告
を区広報紙、まちづく
り セ ン タ ー の
Facebook 及びブログ
を用いて、周知を行っ
た。 

・転入届出時に、住民情
報窓口において、転入
者全員へ地域活動協議
会の趣旨や目的、また
町会への加入を促進す
る案内パンフレットを
交付し、地縁による団
体やグループへの加入
促進につなげた。 

・住民情報待合フロアに
地域活動協議会コー
ナーを設置し、待合呼
出しモニターにて地域
活動協議会加入や町会
加入を促進する広告映
像を放映した。 

・地域に応じた見守り活
動を、新たに３地域で
開始した。（通年） 

・ネットワーク強化事業
と連携して、引きこも
りがちな住民の状況を
把握した。（通年） 

・地域福祉コーディネー
ターの活動等から、行
政が福祉課題を把握で
きるよう、区社協と協
力して取り組んだ。（通
年） 

 
（実施状況：○） 

・転出入率や外
国人居住率、ま
た集合住宅率
が極めて高い
等の当区の特
性から、担い手
形成やコミュ
ニティ醸成に
向けては、より
多様な層の協
働・参画が不可
欠である。 

・区内日本語学校や地元
企業との連携、協力要
請の調整などを行い、
より多様な層との協
働・参画を促す。 

・引き続き転入届出時
に、住民情報窓口にお
いて、転入者全員へ地
域活動協議会の趣旨や
目的、また町会への加
入を促進する案内パン
フレットを交付し、地
縁による団体やグルー
プへの加入促進につな
げる。 

・引き続き住民情報待合
フロアに地域活動協議
会コーナーを設置し、
待合呼出しモニターに
て地域活動協議会加入
や町会加入を促進する
広告映像を放映する。 

・見守り会議をきっかけ
として見守り活動を３
地域以上で実施する。 

・引き続き住民の状況を
把握する。 

・引き続き区社協と連携
して福祉課題を把握す
る。 

 

西淀川区 
・若い世代をはじめ多くの

人に、つながりづくりの
大切さと興味を持って
もらえるよう、広報紙や

・若い世代をはじめ多く
の人に、つながりづく
りの大切さと興味を
持ってもらえるよう、

・効果的な情報
発信をさらに
進める必要が
ある。 

・若い世代をはじめ多く
の人に、つながりづく
りの大切さと興味を
持ってもらえるよう、
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ＳＮＳ等において事例
の共有や取組の情報発
信を行うほか、より効果
的な情報発信を行う。
（通年） 

・地域のつながりの基礎と
なる自治会・町内会への
加入を促進するため、転
入者に対してチラシ等
の配布を行う。（通年） 

・短時間や短期間だけ活動
に参加できるなど、誰も
が気軽に活動に参加で
きるための仕組みや工
夫に関する情報を提供
する。（通年） 

・各種団体で構成する実行
委員会等を組織して区
民まつりや駅伝大会等
を開催し、スタッフや参
加者が絆を深めること
で地域コミュニティの
活性化を推進する。（通
年） 

・区民ゲートボール大会や
区民バレーボール大会
等を開催し、区民の健康
増進や区民同士のコ
ミュニティの活性化を
推進する。（通年） 

 

広報紙やＳＮＳ等にお
いて事例の共有や取組
の情報発信を行うとと
もに、一部の地域にお
いて、効果的な情報発
信として活動状況を報
告したパンフレットを
全戸配布した。 

・地域のつながりの基礎
となる自治会・町内会
への加入を促進するた
め、転入者に対してチ
ラシ等の配布を行っ
た。 

・誰もが気軽に活動に参
加できる取組として、
「企業、商店、ＮＰＯ
など各団体や活動者た
ちが集まり、情報交換
やマッチングを図る異
業種交流会」（以下
「MAIDO にしよど」
という。）を開催した。
（６月） 

・区民まつり実行委員会
を組織して、９月開催
に向けて調整を行っ
た。 

・区民ゲートボール大会
や区民バレーボール大
会等を開催し、区民の
健康増進や区民同士の
コミュニティの活性化
を推進した。 

 
（実施状況：○） 

広報紙やＳＮＳ等にお
いて事例の共有や取組
の情報発信を行うとと
もに、他地域において
も全戸配布による情報
発信を進める。 

・地域のつながりの基礎
となる自治会・町内会
への加入を促進するた
め、転入者に対してチ
ラシ等の配布を行う。 

・「MAIDO にしよど」で
話し合われた内容につ
いて、活躍できる場の
提供につながるよう検
討する。 

・各種団体で構成する実
行委員会等を組織して
区民まつりや駅伝大会
等を開催し、スタッフ
や参加者が絆を深める
ことで地域コミュニ
ティの活性化を推進す
る。 

・区民軟式野球大会を開
催し、区民の健康増進
や区民同士のコミュニ
ティの活性化を推進す
る。 

淀川区 

・様々な広報媒体を活用
し、地域活動の情報発信
と地域活動参画促進を
行っていく。（随時） 

・全 18 地域で実施する地
域防災訓練や避難所開
設・運営訓練を支援す
る。（通年） 

・地域防災訓練等の防災講
座で自助・共助の重要性
を周知する。（通年） 

・若年層に訴求力の高い新
規防災イベントを実施
し、自助・共助の重要性
を周知する。（通年） 

・区内小学校や子供会のイ
ベントでチラシを配布
する。（通年） 

・区広報誌での連載記事
掲載や区ホームページ
の更新など様々な広報
媒体を活用し、地域活
動の情報発信と地域活
動参画促進を行った。
（４月～） 

・全 18 地域で実施する
地域防災訓練や避難所
開設・運営訓練を支援
した。（４月～） 

・地域防災訓練等の防災
講座で自助・共助の重
要性を周知した。（４月
～） 

・若年層に訴求力の高
い、脱出ゲームの要素
を盛り込んだ新規防災
イベントを実施し、自
助・共助の重要性を周

・今まで地域活
動に関わりの
薄かった層の
参加促進につ
ながっていな
い。 

・若年層など、今まで地
域活動に関わりの薄
かった方々にとって参
加したくなる地域活動
となるように取り組
む。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
知した。（８月） 

・区内小学校や子供会の
イベントでチラシを配
布した。（４月～） 

 
（実施状況：○） 

東淀川区 

・地域課題を解消するた
め、保健福祉計画策定の
場で、つながりづくりの
重要性や「自助・共助・
公助」の考え方および役
割について地域住民の
理解を進めていく。（通
年） 

・新たな参加者増につなが
るよう、区ホームページ
や毎月開催している地
域連絡会議において、取
組内容を周知していく。
（通年） 

・区内 17 地域のうち、３
地域において地域別保
健福祉計画作成の取組
のなかで、福祉や防災
などの地域課題解決に
向けた意見交換等にお
いて、つながりづくり
の重要性を再認識し
た。 

・毎月開催している地域
連絡会議において、各
地域活動協議会の広報
紙を配布する等、情報
提供を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域での保健
福祉に関する
取組について
は、参加者や関
係機関が固定
化・減少してお
り、取組が進ん
でいない地域
が多く存在し
ている。地域別
保健福祉計画
の策定に向け
て、地域住民へ
の効果的なア
プローチの方
法を検討し策
定意欲の醸成
を図る必要が
ある。 

・地域別保健福祉計画策
定作業中の２地域につ
いて引き続き支援を行
う。計画の完成後には、
未策定地域住民向け学
習会等で周知し、他の
地域の計画の策定意欲
の醸成につなげる。 

・区ホームページや毎月
開催している地域連絡
会議で、各種団体の取
組内容を周知する 

東成区 

・ホームページや広報紙の
他、LINE も活用した情
報発信の充実を行う。
（通年） 

・ホームページや LINE
を活用して防災に関す
る情報を配信した。 

 
（実施状況：○） 

・LINE 等、新た
な情報発信も
効果的である
が、手法を限定
せず、より多く
の方を対象に
情報発信して
いくことが必
要である。 

・引き続き多様な広報媒
体で地域情報や行政情
報の発信を行う。 

・広報紙で、防災等を
テーマに、人と人との
つながりづくりにつな
がるような特集記事を
掲載する。（12 月） 

生野区 

・共助による減災に向けた
地域自主防災活動を支
援するため、以下を実施
する。（通年） 
・地域防災訓練の支援 
・地域防災マップ作成支

援（更新） 
・地域防災リーダー研修

会の実施 
・土曜授業での防災訓練

実施（学生の親にも参
加を促すため） 

・地域防災訓練の支援 
１地域 

・地域防災マップ作成支
援（更新）１地域 

・地域防災リーダー研修
会の実施 ４回 

・土曜授業での防災訓練
実施 ２回 

 
（実施状況：○） 

・防災訓練に参
加している参
加者の満足度
の割合は高い
が、若年層の参
加割合が低い。 

・引き続き、共助による
減災に向けた地域自主
防災活動を支援するた
め、以下を実施する。 
・地域防災訓練の支援 
・地域防災マップ作成
支援（更新） 

・地域防災リーダー研
修会の実施 

・土曜授業での防災訓
練実施 

旭区 

・地域活動協議会が取り組
む自律的な地域活動を
サポートし、地域社会に
おけるご近助のつなが
りをひろげ、安全・安心
で活力ある地域社会を
つくることを積極的に
支援する。（通年） 

・地域活動協議会連絡会
議等において、情報発
信及び意見交換を行い
ながら、地域課題や
ニーズに対応した活動
が行われるとともに、
地域社会におけるご近
助のつながりがひろが

・ワークショッ
プを開催する
必要がある。 

・これまで地域
活動への関わ
りが薄かった
人たちをはじ
め、あらゆる世

・地域活動協議会が取り
組む自律的な地域活動
をサポートしつつ、担
い手確保のためのワー
クショップを各地域活
動協議会単位で開催す
ることにより支援す
る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・若い世代やマンション住

民などこれまで地域活
動への関わりが薄かっ
た人たちをはじめ、あら
ゆる世代を対象として、
地域活動情報をＳＮＳ
等を利用して積極的に
発信する。（通年） 

・「地域カルテ」ワーク
ショップを継続的に開
催する中で、他の活動主
体同士の連携・協働【外
部との連携・協働】が進
むような具体的な取組
が生まれるよう支援す
る。（通年） 

・区民まつりやスポーツ
フェスティバル、区民ス
ポーツ大会等、コミュニ
ティづくりに資する各
種事業を実施し、人と人
とが出会い、つながる機
会をつくる。（通年） 

・地域のつながりの基礎と
なる町内会等とも関係
をつくり、個別の相談に
も対応する。（通年） 

るよう支援した。 
・あらゆる世代を対象と

して、地域活動情報を
広報紙等により発信し
た。 

・ワークショップの開催
に向けてテーマ設定等
に取り組んだ。 

・区民まつりを開催し、
人と人とが出会い、つ
ながる機会をつくっ
た。（８月） 

・区に配置している地域
運営アドバイザーが、
町内会等との関係をつ
くるとともに、個別の
相談にも対応した。 

 
（実施状況：○） 

代を対象に地
域活動等への
参加を促す（担
い手の確保を
含む）ような取
組が必要であ
る。 

・若い世代やマンション
住民等のこれまで地域
活動への関わりが薄
かった人たちをはじ
め、あらゆる世代に地
域活動情報を知っても
らうため、区と地域の
双方から情報を発信す
る。 

・「地域カルテ」ワーク
ショップを継続的に開
催する中で、他の活動
主体同士の連携・協働
【外部との連携・協働】
が進むような具体的な
取組が生まれるよう支
援する。 

・スポーツフェスティバ
ルや区民スポーツ大会
を開催し、人と人とが
出会い、つながる機会
をつくる。 

・区に配置している地域
運営アドバイザーが、
町内会等との関係をつ
くるとともに、引き続
き個別の相談にも対応
する。 

城東区 

・「ウエルカム JOTO」（転
入者への城東区に関す
る情報提供パック）で、
地縁団体等への加入呼
びかけビラを配布する。
（通年） 

・各地域の活動紹介や情報
提供を地域の広報紙や
ＳＮＳを活用して積極
的に行う。（通年） 

・「ウエルカム JOTO」
（転入者への城東区に
関する情報提供パッ
ク）で、地縁団体への
加入呼びかけビラを配
布し、また「区民情報
コーナー」に配架した。 

・区広報誌７月号におい
て、地域活動協議会の
活動を紹介する特集を
掲載した。 

・区広報誌８月号～３月
号で 16 地活協会長が
わが町の魅力を発信す
るリレー企画掲載をま
ちづくりセンター発信
でスタートした。 

・全 16 地域の広報紙を
区役所１階市民情報
コーナーに配架し、各
地域のＳＮＳでも地域
の情報提供を行った。 

・各地域の活動紹介や情
報提供を地域の広報紙
やＳＮＳを活用して情
報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・新築マンショ
ンなどへの転
入者に地域の
活動に興味を
持ってもらう
必要がある。 

・より多くの区
民に活動紹介
と活動情報提
供できるよう、
広報をさらに
充実させる必
要がある。 

・３月号までを予定して
いる左記リレー企画の
中で「転入者に地域活
動に興味を持ってもら
えるような記事内容の
充実」に取り組む。 

・引き続き、各地域の活
動紹介や情報提供を地
域の広報紙やＳＮＳを
活用して積極的に行
う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

鶴見区 

・事業の同日開催等、地域
で実施する事業間の連
携を促進させるなど、参
加者の交流を図るとと
もに、多くの方が参加す
るように広報に力を入
れ、つながりづくりを支
援する。（通年） 

・地域間の連携を促進す
るため、地域活動協議
会連絡会において、各
地域・区役所のイベン
トカレンダーを配布し
た。 

・地域活動研究会「ツル
ラボ」を７月・８月に
開催し、各地域の担い
手の交流を図るととも
に、参加対象を限定せ
ず広く参加を募り、地
域活動に関心のある住
民との交流も図った。 

 
（実施状況：○） 

・事業により多
くの方が参加
するように取
り組む必要が
ある。 

・地域活動研究会「ツル
ラボ」、「つるばた会議」
を開催し、各地域の担
い手の交流を図るとと
もに、参加対象を限定
せず広く参加を募り、
地域活動に関心のある
住民との交流も図って
いく。（ツルラボ：11
月・１月、つるばた会
議：３月） 

阿倍野区 

・防災に関する出前講座等
でつながりの大切さを
啓発する。（通年）また、
阿倍野区地域福祉計画
の推進に向けて活動主
体が連携できる仕組み
づくりを支援する。（通
年） 

・小・中学校を対象とした
防災研修でつながりの
大切さを啓発する。ま
た、区ホームページなど
を活用し、若い世代をは
じめ多くの人につなが
りの大切さと興味を
持ってもらえるよう啓
発する。（通年） 

・防災関係会議参加者へ
の啓発：のべ 145 名 

・出前講座での啓発：開
催数８回/300 名 

・地域防災リーダーへの
訓練・研修参加者への
啓発：のべ 106 名 

・地域福祉推進会議の開
催：１回（７月） 

・地域福祉推進会議ワー
キングの開催：２回（６
月・７月） 

・防災訓練・研修等実施
学校数：15 校のうち５
校 

・まちなか防災訓練参加
者への啓発：１回 

 
（実施状況：○） 

・地域活動に関
する啓発・情報
発信をより幅
広く行ってい
く必要がある。 

・防災関係会議参加者へ
の啓発：１回以上 

・地域福祉推進会議の開
催：１回（３月予定） 

・地域福祉推進会議ワー
キングの開催 

・地域福祉ミーティング
の開催：１回（２月予
定） 

・防災訓練・研修等実施
学校数：10 校 

・まちなか防災訓練参加
者への啓発：９回 

住之江区 

・地活協が実施するイベン
ト等で、地活協の活動紹
介や町会加入促進にか
かる取組が進むよう、中
間支援組織とも連携し
支援を行う。（通年） 

・区広報紙、区ホームペー
ジ、区 Facebook で、地
域活動や町会加入促進
にかかる情報発信を行
う。（通年） 

・地域の協力を得て、地
活協の活動紹介や町会
加入促進についてのチ
ラシを作成し、地域の
まつりで配布した。 

・区広報紙・・・毎月地域
に焦点をあてた記事を
掲載した。 

・区ホームページ・・・町
会加入促進についての
ページを掲載した。 

・区 Facebook・・・町会
加入促進についての
ページを投稿した。 

 
（実施状況：○） 

・ 区 広 報 紙 や
ホームページ
など区の広報
媒体だけでな
く、多様な手法
でより広く情
報発信してい
く必要がある。 

・地活協が実施するイベ
ント等で、地活協の活
動紹介や町会加入促進
にかかる取組が進むよ
う、中間支援組織とも
連携し支援を行う。 

・区広報紙、区ホーム
ページ、区 Facebook
で、地域活動や町会加
入促進にかかる情報発
信を行う。 

・引き続き地域イベント
などにおいて、活動紹
介・町会加入案内チラ
シなどを配布するとと
もに、イベントの案内
を区 Facebook などの
ＳＮＳを活用して情報
発信を行う。 



11 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

住吉区 

・近所に住む人同士が日常
生活の中で顔見知りに
なれるよう、地域見守り
支援や町会エリアでの
防災の取組を進める。
（通年） 

・マンション住民向け防災
研修会を実施（７回）し、
防災を通じて、住民同士
のつながりづくり、マン
ションと町会・自治会等
とのつながりづくりを
促進する。不参加者に対
し、ポスティング等で研
修会の内容を周知する。
（通年） 

・若い世代を含むたくさん
の住民が参加したくな
る活動事例の情報提供
を地域振興会議やホー
ムページで行う。（通年） 

・Twitter、LINE などを活
用し、若い世代を対象と
した地域活動情報の発
信を行う。（通年） 

・人と人とのつながりを大
切にするため、あいさつ
運動を推進する。（通年） 

・つながりづくりの基盤と
なる町会への加入を促
進するため、町会加入促
進のチラシを転入パッ
クへ封入、ホームページ
や広報すみよしで情報
発信を行う。（通年） 

・地域、町会単位での防
災訓練を実施。（６地
域・２町会） 

・各地域、町会単位で地
域見守り支援の説明会
を実施し、本取組への
協力依頼を行った。（８
回） 

・マンション住民向け防
災研修会の趣旨説明を
実施。（８月/１回） 

・地域行事に参加したく
なるような惹きつけら
れるポスター・チラシ
づくりの研修を開催。
（６月） 

・Twitter（154 件）や
LINE ＠（ 20 件）、
Instagram（38 件）「広
報すみよし」で若い世
代を対象に子育てサロ
ンや体育祭等の様子を
発信。 

・あいさつ運動を町会加
入促進チラシに記載。 

・町会の活動内容がわか
る町会加入促進チラシ
を作成し、転入パック
へ封入。 

・町会に合わせた町会加
入促進チラシフォー
マットを作成。 

・盆踊りの開催日を周知
するチラシを作成し区
役所待合に配架。（７
月） 

・「広報すみよし」等で防
災訓練や盆踊り等を掲
載し、町会のつながり
の大切さを周知。 

 
（実施状況：○） 

・多くの住民に
対し訓練や研
修会の参加を
促すこと。 

・地域見守り支
援や防災の取
組について、地
域、町会の格差
があること。 

・マンション住
民向け防災研
修会において、
多くの住民の
参加を促すこ
と。 

・若い世代へ地
域活動の魅力
をＰＲ。 

・ＳＮＳやホー
ムページを通
して若者の関
心を引き出す
こと。 

・未実施の６地域におい
ても防災訓練を実施す
る。 

・住吉区総合防災訓練で
は、町会災害対策本部
を設置するとともに、
地域災害対策本部や避
難所運営委員会の設置
訓練を重点的に実施す
ることで、より実態に
即した訓練を行い、住
民同士のつながりづく
りを促進する。 

・重点地域（長居、苅田、
苅田南、苅田北）を設
定し、地域見守り支援
の働きかけを実施する
とともに本事業への取
組を促す。 

・マンション住民向け防
災研修会を地域と連携
して実施（７回）し、自
助・共助の取組につい
て啓発を行うととも
に、町会加入のきっか
けづくりを行う。 

・マンション建設時から
管理者等に町会加入の
働きかけを行う。促進
住民に町会加入を促
す。 

・作成したフォーマット
を活用し、町会に合わ
せた町会加入促進チラ
シを作成する。 

・ Twitter 、 LINE 、
Instagram 等を活用
し、若い世代へ情報を
発信し魅力をＰＲす
る。 

東住吉区 

・各地域の行事予定を広報
紙に掲載する。広報紙に
ついては区全体で編集
方法を改め効果的な発
信に取り組む。（通年） 

・各地域の活動実施の様子
をホームページに掲載
する。（通年） 

・町会加入促進チラシを転
入者に配布する。（通年） 

・様々な催し等で啓発す
る。（随時） 

・各地域の行事予定を広
報紙及びホームページ
に掲載した。 

・各地域の活動実施の様
子をホームページに掲
載した。 

・各地域の夏祭り等開催
予定をいまざとライ
ナー内モニターへ掲載
した。 

・町会加入促進チラシを
転入者に配布した。 

・人と人とのつ
ながりづくり
のため、まずは
地域の行事や
地域活動につ
いて認知して
いただく必要
がある。 

 

・各地域の行事予定を広
報紙に掲載する。 

・地域活動について、高
齢者福祉月間等の機会
をとらえて、また地域
活動協議会の特集を行
うなど、伝わりやすい
方法で広報紙に掲載す
る。 

・各地域の活動実施の様
子をホームページに掲
載する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・区内のイベントでの機

会をとらえ啓発を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・町会加入促進チラシを
転入者に配布する。 

・区民フェスティバル等
の機会をとらえ啓発を
実施する。 

平野区 

・高齢者見守り等の福祉の
視点及び活動の呼びか
けのチラシを作成し、町
会・自治会加入促進を行
う。（上半期） 

・地域情報 Facebook、区
ホームページ、広報ひら
のにおいて、地域の活動
の掲載にあわせて町会・
自治会加入の呼びかけ
を行う。（通年） 

・高齢者見守り等の福祉
活動をテーマにしたチ
ラシの作成に着手した
が、９月末までの作成
が困難となった。 

・地域情報 Facebook、区
ホームページ、広報ひ
らのにおいて、地域活
動の掲載を行った。 

 
（実施状況：△） 

・高齢者などに
対して、電子媒
体以外での広
報周知が必要。 

・チラシを作成し、ホー
ムページ公表だけでな
く、区広報板への掲示・
各地域の活動の場での
配付・施設への配架も
行い電子媒体以外での
広報周知も実施する。 

西成区 

・地域住民が参加する防災
訓練や防災出前講座な
どを通して、共助の重要
性について啓発を実施
する。（通年） 

・地域のつながりづくりの
ために転入者へ町内会
などのチラシを配布し
周知を行う等の支援を
行う。（通年） 

・区主催のイベント等にお
いても町内会などのチ
ラシを配布し周知を行
う等の支援を行う。（通
年） 

・地域住民が参加する防
災訓練（無線交信訓練
含む）を５回、防災出
前講座を３回実施し、
共助の重要性について
啓発を実施した。 

・転入者へ町内会などの
チラシを配布（転入者
パック）し周知するな
どの支援を行った。 

・区主催のイベントであ
る区民まつり（10 月）
において、チラシによ
る周知が行えるよう、
設置場所等について事
業受託会社との調整・
確認を行った。 

 
（実施状況：○） 

・町内会などの
チラシについ
て、地域関係者
以外の参加者
が多い区主催
イベント等に
おいても配布
するなど、より
多くの区民に
周知していく
必要がある。 

・地域住民が参加する防
災訓練、防災出前講座
を実施し、共助の重要
性について啓発する。 

・地域のつながりづくり
のために転入者へ町内
会などのチラシを配布
し周知を行う等の支援
を行う。 

・区主催のイベント等に
おいても町内会などの
チラシを配布し周知を
行う等の支援を行う。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組①「自治会・町内会単位（第一層）の活動への支援」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・約９割の世帯がマン
ション居住であること
を踏まえ、マンション
内のコミュニティ形成
を目的とした防災講座
や、防災の基本ルール
づくり等を支援する。
（通年） 

・区ホームページや広報
紙などのほか、マン
ション管理業協会と連
携を図りながら、マン
ション居住者に向け
て、広く情報発信する
ことで地域活動等への
参加参画を促進する。
（通年） 

・防災の取組を契機に育
まれたマンション内の
コミュニティを地域活
動への参加参画につな
がるよう支援する。（通
年） 

・マンション内のコミュ
ニティ形成を目的とし
た防災講座や、防災の
基本ルールづくり等を
支援するための業務委
託事業者を選定した。 

・区ホームページや広報
紙などのほか、マン
ション管理業協会の協
力により、管理会社を
通じて、区施策等をマ
ンション居住者に広く
情報発信し、地域活動
等への参加参画を促進
した。 

・防災の取組を契機に育
まれたマンション内の
コミュニティを地域活
動への参加参画につな
がるよう支援した。 

 
（実施状況：○） 

・マンション内
の コ ミ ュ ニ
ティが希薄で
ある。 

・業務委託事業者を活用し
ながら、マンション内の
コミュニティ形成を目
的とした防災講座や、防
災の基本ルールづくり
等を支援する。 

・引き続き、区ホームペー
ジや広報紙などのほか、
マンション管理業協会
と連携を図りながら、マ
ンション居住者に向け
て、広く情報発信するこ
とで地域活動等への参
加参画を促進する。 

・引き続き、防災の取組を
契機に育まれたマン
ション内のコミュニ
ティを地域活動への参
加参画につながるよう
支援する。 

都島区 

・防災訓練や子ども・要援
護者の見守り、百歳体
操、まつりなど、地域活
動への支援を行うとと
もに、自治会・町内会、
その他各種活動団体へ
の支援を行う。（通年） 

・地域主体の防災訓練
（１回）や防災出前講
座（９回）を実施した。 

・市有財産の使用にかか
る支援を行った。 

・活動支援として情報発
信を行った（広報誌４
月～８月、Facebook17
件、Twitter５件）ほか、
不動産取扱い事業者を
通じた地域活動チラシ
の配布を行った。 

・百歳体操の立ち上げ
（１グル―プ）・普及の
ための健康教育（１回）
を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域、行政、関係機関と
連携した防災訓練（１
回）や地域主体の防災訓
練（８回）のほか防災出
前講座（６回）を実施す
る。 

・市有財産の使用にかかる
支援を行う。 

・活動支援としての情報発
信（広報誌、Facebook、
Twitter）のほか、不動産
取扱い事業者を通じた
地域活動チラシの配布
を行う。 

・引き続き、百歳体操の立
ち上げ・普及のための健
康教育を実施する。 

福島区 

・定期的に各地域の代表
が集まる会議を開催
し、大阪市の施策やイ
ベント等の行政情報の
提供を行い、各地域活
動協議会の構成団体を
通じて地域全体に情報
を届けるなど、つなが
りづくりの基盤となる
自治会・町内会単位の
いわゆる「第一層」の活

・行政協力会を含め各種
団体会議において、大
阪市の施策やイベント
等の情報提供を行い、
地域活動協議会の構成
団体を通じ「第一層」
へ情報を届けるなど、
イベント等を通じて地
域のつながりづくりが
できるような情報を提
供した。 

― ・行政協力会を定期的に開
催し、地域のつながりづ
くりができるきっかけ
となるようなイベント
をはじめとした情報の
提供を行う。 

・町会（第一層）でつなが
りづくり等の行事にお
いて福島区住みます芸
人の派遣を行い、町会活
動の活性化を支援する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
動への支援を年間通じ
て行う。（通年） 

・また、「第一層」単位で
実施する防災訓練や防
犯活動等にも積極的に
支援するほか、各種の
「第一層」単位で様々
な活動ができるような
情報提供を年１回以上
実施する。（通年） 

・４、５月に町会「第一
層」の親睦会において、
福島区住みます芸人の
派遣を行い、町会活動
の活性化を支援した。 

・マンション管理組合に
行政情報やイベント情
報の情報提供を行い、
住民のつながりづくり
のきっかけとなるよう
支援を行った。 

・４、７月に町会に対し、
地域の犯罪発生情報の
提供を行い防犯活動の
支援を行った。 

・８月にマンション管理
組合等の「第一層」に
対する防災出前講座を
開催し、防災対策の支
援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・マンション管理組合に対
し、イベント等の情報を
提供し、自治会・町内会
のつながりづくりの
きっかけとなるよう支
援を行う。 

・町会に対し、地域の犯罪
発生情報の提供を行い、
地域の防犯活動を支援
する。 

・「第一層」に対する防災出
前講座等を開催し、防災
力向上の支援を行う。 

此花区 

・転入者に対し、地域活動
への参加を促すパンフ
レットを配付する。（通
年） 

・区広報紙などを通じて、
地域活動を紹介するな
ど情報発信に努め、加
入促進を図る。（通年） 

・地域活動協議会の主た
る団体でもある町内会
への加入促進のため、
転入者に対しチラシの
配布を実施した。 

・区広報紙で町内会への
加入や地域活動の紹介
を行い、加入促進にか
かる情報発信を行っ
た。 

・「避難情報の変更のお
知らせ」のリーフレッ
ト配布を第一層を通じ
て行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・転入者向けのチラシ配布
を行う。 

・区広報紙において、地域
活動の紹介を行うなど、
町内会への加入促進に
かかる情報発信を行う。 

・区民まつりなどで地域活
動への参加を即すパン
フレットの配布を行う。 

・第一層単位でも出前講座
を実施。 

中央区 

・広報紙や区 Twitter に
よる地域情報の発信を
強化し地域活動への参
加を呼び掛ける。（通
年） 

・地域担当制を活用し地
域の実情を把握するな
ど、現行業務の延長上
で支援を継続・強化す
る。（通年） 

・区 Twitter により地域
情報の発信を行った。 

・支援につながる毎月の
地域担当会議での情報
交換や、地域カルテの
整理など行った。 

 
（実施状況：○） 

・広報紙をはじ
め、ＳＮＳなど
多様な媒体を
利用し、幅広い
区民に向けた
働きかけが必
要である。 

・区 Twitter により発信す
る地域情報の内容の充
実を図る。 

・広報紙や啓発チラシ等で
地域活動への参加を呼
び掛ける。 

西区 

・自治会や町内会、子ども
会など地縁型団体の活
動状況について、活動
主体と連携して西区広
報紙・ホームページ等
を通じて区民に広報

・地縁型団体の活動状況
について、西区広報紙・
ホームページ等を通じ
て区民の皆さんに広報
し、活動目的の周知や
活動への参加を呼び掛

― ・地縁型団体の活動状況に
ついて、引き続き西区広
報紙・ホームページ等を
通じて区民の皆さんに
広報し、活動目的の周知
や活動への参加を呼び
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
し、活動目的の周知や
活動への参加を呼び掛
ける。（年間 15 回以上） 

・広報チラシを作成し、転
入者や子育て層に自治
会・町内会活動への参
加を呼び掛ける。（通
年） 

けた。（年間 15 回中５
回実施） 

・自治会・町内会活動へ
の参加を呼び掛ける広
報チラシ等の作成につ
いての準備を進めた。 

 
（実施状況：○） 

掛ける。（10 回以上） 
・広報チラシ等を作成し、

転入者や子育て層に自
治会・町内会活動への参
加を呼び掛ける。 

港区 

・「第一層」単位で実施す
る防災訓練や防犯活動
等への支援を行うとと
もに、活動に関する情
報発信を行う。（通年） 

・広報みなと（８月特集
号）で地域の防災活動
への参加について情報
発信した。 

・マンション管理組合で
実施された防災学習会
へ参画し資料提供やア
ドバイスを行った。（７
月） 

 
（実施状況：○） 

― ・「第一層」単位で実施する
活動の情報を収集、発信
するとともに、必要に応
じた支援を行う。 

大正区 

・区内転入者に配布する
転入者パックに町会加
入のしおりを同封する
など、加入促進にかか
る支援を行う。（通年） 

・継続的に転入者パック
に町会加入のしおりを
同封し、様々な機会に
加入の促進にかかる説
明等を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・今後も様々な機会を活用
し、地域担当を中心とし
て町会加入促進にかか
る支援を行う。 

天王寺区 

・マンション住民への防
災訓練参加呼びかけ時
（町会未加入の場合）、
町会活動案内チラシ配
布（通年） 

・転入者の方への、町会活
動案内チラシ配付（通
年） 

・マンションにおいて出
前講座を実施する際
に、防災訓練の参加、
町会等地域との連携の
大切さを呼びかけた。 

・転入者の方への、町会
活動案内チラシを配付
した。（４～８月） 

 
（実施状況：○） 

・管理組合の理
事の任期が１
～２年のマン
ションが多く、
地域との連携
の核となる人
物の定着が難
しく、取組が進
みにくい。 

・マンション住
民への防災訓
練参加呼びか
け時（町会未加
入の場合）、町
会活動案内チ
ラシ配布が出
来ていないた
め、下半期にお
いて実施する
必要がある。 

・マンションにおいて出前
講座を実施する際に、地
域で行われる防災訓練
への参加や地域との連
携を引き続き呼びかけ
る。 

・マンション住民への防災
訓練参加呼びかけ時（町
会未加入の場合）、町会
活動案内チラシを配布
する。 

・転入者の方への、町会活
動案内チラシを配付す
る。 

 

浪速区 

・地域イベント等への参
加の呼びかけを、区広
報 紙 、 区 Ｓ Ｎ Ｓ
（Twitter・Facebook）
への地域イベント記事
掲載や、まちづくりセ
ンターの Facebook・ブ
ログの活用等により効

・地域イベント等を区広
報紙、まちづくりセン
ターの Facebook 及び
ブログへ記事掲載し
た。 

・地域担当職員が町会長
会議や地域イベント等

・マンション住
民や転入者、と
りわけ若年層
と町会とのつ
ながりが希薄
であり、地域活
動に関する関
心が低いこと

・区ＳＮＳ等を活用した幅
広い層への情報発信を
継続する。 

・町会長会議や地域イベン
ト等の地域活動への地
域担当職員の参画は今
後も継続した取組とす
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
果的に行う。（通年） 

・地域担当職員が町会長
会議や地域イベント等
の地域活動へ参画し情
報収集を行う。（通年） 

・転入届出時に、住民情報
窓口において、転入者
全員へ地域活動協議会
の趣旨や目的、また町
会への加入を促進する
案内パンフレットを交
付し、地縁による団体
やグループへの加入促
進につなげる。（通年） 

・住民情報待合フロアに
地域活動協議会コー
ナーを設置し、待合呼
出しモニターにて地域
活動協議会加入や町会
加入を促進する広告映
像を放映する。（通年） 

の地域活動へ参画し情
報収集を行った。 

・転入届出時に、住民情
報窓口において、転入
者全員へ地域活動協議
会の趣旨や目的、また
町会への加入を促進す
る案内パンフレットを
交付し、地縁による団
体やグループへの加入
促進につなげた。 

・住民情報待合フロアに
地域活動協議会コー
ナーを設置し、待合呼
出しモニターにて地域
活動協議会加入や町会
加入を促進する広告映
像を放映した。 

 
（実施状況：○） 

が課題である。 る。 
・引き続き転入届出時に、

住民情報窓口において、
転入者全員へ地域活動
協議会の趣旨や目的、ま
た町会への加入を促進
する案内パンフレット
を交付し、地縁による団
体やグループへの加入
促進につなげる。 

・引き続き住民情報待合フ
ロアに地域活動協議会
コーナーを設置し、待合
呼出しモニターにて地
域活動協議会加入や町
会加入を促進する広告
映像を放映する。 

西淀川区 

・地域のつながりの基礎
となる自治会・町内会
への加入を促進するた
め、転入者に対してチ
ラシ等の配布を行う。
（通年） 

・地域のつながりの基礎
となる自治会・町内会
への加入を促進するた
め、転入者に対してチ
ラシ等の配布を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域のつながりの基礎と
なる自治会・町内会への
加入を促進するため、転
入者に対してチラシ等
の配布を行う。 

淀川区 

・町内会への加入促進に
向けたチラシのより一
層の活用を支援する。
（通年） 

・防災や防犯等の出前講
座により住民間の交流
を図る。（通年） 

・各種団体と、地域でのつ
ながりづくりについて
の意見交換を行う。（上
期） 

・町内会への加入促進チ
ラシの窓口配布に加え
て、町内会への加入促
進について、区広報誌
に町会加入促進記事を
掲載した。（４月） 

・防災や防犯等の出前講
座により住民間の交流
を図る。（４月～） 

・各種団体の総会に出席
し、地域でのつながり
づくりについて意見交
換を行うとともに、団
体総会資料を入手し
た。（４月～６月） 

 
（実施状況：○） 

・町内会や各種
団体の役員の
高齢化および
新たな担い手
不足が課題。 

・通年の取組に加え、他区
や他都市の事例を参考
に、若年層やマンション
世帯等地域活動に関わ
りの薄かった方々の町
内会や各種団体への参
画促進について検討す
る。 

東淀川区 

・毎月開催している地域
連絡会議において、地
域活動や暮らしに役立
つ情報の提供を行う。
（通年） 

・区広報紙に継続的に町
会加入促進の記事を掲
載する。（通年） 

・毎月開催している地域
連絡会議において、地
域活動や暮らしに役立
つ情報の提供を行っ
た。 

・30 年度から継続して町
会加入促進のチラシを
転入者パックに入れて

・マンション住
民と町会のつ
ながりが希薄
であり、マン
ション住民の
地域活動に関
する関心が低
い。 

・毎月開催している地域連
絡会議において、地域活
動や暮らしに役立つ情
報の提供を行う。 

・区広報紙に継続的に町会
加入促進の記事を掲載
する。 

・元年度改訂の「暮らしの
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・防災訓練等の際に、地域

に対して町会加入促進
のチラシ等を渡す。（通
年） 

・町会加入率や町会活動
を取り巻く現状につい
て聞き取りを行う。（通
年） 

・各町会の取組の情報発
信について支援を行
う。（通年） 

おり、また区役所ロ
ビーのラックに配架し
た。 

・区広報紙への町会加入
促進の記事を継続的に
掲載した。 

・区内各地域で開催され
る夏まつりのポスター
を区役所庁舎内壁面及
び出張所庁舎内にて掲
示した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動への
関心が薄いた
め、町会や自治
会への参加が
進まない。 

 

便利帳」に、町会加入促
進の記事を掲載する。 

・防災訓練等の際に、地域
に対して町会加入促進
のチラシ等を渡す。 

・区民まつりや OSAKA 
５GO！WALK 等、区内
で実施されるイベント
において町会加入促進
のチラシ等を配る。 

・身近な地域活動の重要性
について、周知・啓発を
行う。 

東成区 

・転入した区民に対し、自
治会・町内会への加入
促進ビラ及び啓発物品
の配布をする。（通年） 

・来庁する区民に対し、モ
ニター（行政情報広告
画面）を用いて自治会・
町内会への加入を呼び
かける。（通年） 

・区が主催するイベント
等でも加入促進を啓発
する。（通年） 

・転入した区民に対し、
自治会・町内会への加
入促進ビラ及び啓発物
品を配布した。 

・来庁する区民に対し、
モニター（行政情報広
告画面）を用いて自治
会・町内会への加入を
呼びかけた。 

・区民まつり等、区が主
催するイベントで加入
促進の啓発を行うた
め、啓発手法の検討や
調整を進めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・区民まつり等、区が主催
するイベント等で加入
促進を啓発する。 

・広報紙に自治会・町内会
への加入促進の記事を
掲載する。 

生野区 

・連合振興町会長会議で
行政情報の提供を行
う。（10 回） 

・自治会・町内会への加入
促進チラシの配布。（通
年） 

・連合振興町会長会議に
おいて行政情報を提供
（４回） 

・転入する区民に対し
て、自治会・町内会へ
の加入促進チラシを配
布した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、連合町会長会
議において行政情報の
提供を行うとともに、転
入する区民に対して町
内会への加入促進チラ
シを配布する。 

旭区 

・自治会・町内会、その他
各種グループといった
活動主体が、自律的か
つ円滑に地域での活動
を行うことができるよ
う、個別相談に対応す
ると共に、加入促進に
取り組む。（通年） 

・活動主体間の連携促進
にかかる支援として、
町内会等との関係をつ
くるとともに、個別の
相談にも対応した。 

・町内会の加入促進につ
ながるよう、町内会の
紹介にかかるチラシの
配架等を行った。 

 
（実施状況：○） 

・自律的かつ円
滑に地域で活
動できるよう
な具体的な取
組が必要であ
る。 

・町内会の紹介にかかるチ
ラシについて、区民情報
コーナーへ配架すると
ともに、転入者セットに
同封する。 

城東区 
・相談内容を十分把握し

たうえでのきめ細かな
相談を行う。（通年） 

・随時、町会等の日常的
な課題に対してきめ細
かい相談対応を行っ

― ・引き続き、相談内容を十
分把握したうえでのき
め細かな相談を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・地域振興会への加入呼

びかけの広報を行う。
（通年） 

た。 
・区広報誌８月号～３月
号で 16 地活協会長が
わが町の魅力を発信す
るリレー企画掲載をま
ちづくりセンター発信
でスタートした。 

・区広報誌に毎月町会加
入呼びかけを掲載し
た。 

・区広報誌７月号には町
会加入促進記事を掲載
した。 

 
（実施状況：○） 

・左記リレー企画記事の中
で、町会が地活協の中心
を担っていることも記
載し、「地域活動（町会）
に興味を持ってもらえ
る」ような情報発信に取
り組む。 

鶴見区 

・町内会単位で実施する
防災訓練への支援を行
うとともに、防災を通
じて、地域とのつなが
りづくりを促進する。
（通年） 

・マンションが一つの町
会である地域に対し、
地震等災害発生のメカ
ニズムの解説や日頃の
備えを意識してもらい
ながら、防災にかかわ
る「クロスロードゲー
ム」を行うとともにマ
ンションの防災設備の
確認等を図り、防災・
減災の向上に努めた。
（１か所） 

 
（実施状況：○） 

― ・町内会等から要望があれ
ば、ニーズに合わせなが
ら防災を通じて地域と
のつながりづくりを促
進する。 

阿倍野区 

・自治会・町内会単位の活
動を支援する。（通年） 

・広報紙や Twitter など
による周知、講師とし
て職員派遣、大阪市等
の制度紹介などの支援
を行う。（通年） 

・区役所 Twitter や広報
紙、まちセン Facebook
等で自治会・町内会等
の事業について情報発
信を行った。 

・防災に関する出前講座
での啓発：開催数８回
/300 名 

 
（実施状況：○） 

― ・区役所 Twitter や広報
紙、まちセン Facebook
等で自治会・町内会等の
事業について情報発信
を行う。 

住之江区 

・区広報紙、区ホームペー
ジ、区 Facebook で、町
会加入促進にかかる情
報発信を行う。その際
には、内容の充実を
図っていく。（通年） 

・区広報紙・・・毎月地域
に焦点をあてた記事を
掲載した。 

・区ホームページ・・・町
会加入促進についての
ページを掲載した。 

・区 Facebook・・・町会
加入促進についての
ページを投稿した。 

 
（実施状況：○） 

・より効果的な
発信内容とな
るようさらに
工夫していく
必要がある。 

・区広報紙、区ホームペー
ジ、区 Facebook で、町
会加入促進にかかる情
報発信を行う。 

・引き続き地域イベントな
どにおいて、活動紹介・
町会加入案内チラシな
どを配布するとともに、
イベントの案内を区
Facebook などのＳＮＳ
を活用して情報発信を
行う。 

住吉区 
・町会災害対策本部へ照

明器具等の物資を配備
・照明器具等の物資購入
に向けた入札の手続き

・配備した救助
資器材等につ

・各町会災害対策本部（一
時避難場所）に照明器具
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
する。（下期） 

・救助資器材などを使用
した住吉区総合防災訓
練を実施する。（年１
回） 

・マンション住民向け防
災研修会を実施（７回）
し、防災を通じて、住民
同士のつながりづく
り、マンションと町会・
自治会等とのつながり
づくりを促進する。不
参加者に対し、ポス
ティング等で研修会の
内容を周知する。（通
年） 

・つながりづくりの基盤
となる町会への加入を
促進するため、町会加
入促進チラシの転入
パックへの封入、ホー
ムページや広報すみよ
しで加入促進の情報発
信を行う。（通年） 

 

を進めた。 
・マンション住民向け防
災研修会の趣旨説明を
実施した。（８月/１回） 

・町会の活動内容がわか
る町会加入促進チラシ
を作成し、転入パック
へ封入した。 

・町会に合わせた町会加
入促進チラシフォー
マットを作成した。（６
月） 

・盆踊りの開催日を周知
するチラシを作成し区
役所待合に配架した。
（７月） 

・「広報すみよし」等で防
災訓練や盆踊り等を掲
載し、町会のつながり
の大切さを周知した。 

 
（実施状況：○） 

いて住民に周
知するととも
に、資器材を使
いこなすこと
により地域防
災力を高める
こと。 

・マンション住
民向け防災研
修会において、
多くの住民の
参加を得るこ
と。 

・参加したいと
思うような事
業を実施する
こと。 

・町会の活動内
容を住民に周
知すること。 

等を配備し、備蓄物資の
拡充と住民への周知を
図る。（９月～） 

・総合防災訓練時に配備済
の救助資器材等の点検
及び使用訓練を実施す
る。 

・マンション住民向け防災
研修会を地域と連携し
て実施（７回）し、自助・
共助の取組について啓
発を行うとともに、町会
加入のきっかけづくり
を行う。 

・町会の活動内容がわかる
ポスターを作成する。 

・大和川に隣接している５
地域のうち、浸水による
危険度が高い 15 町会を
選定し、マンション住民
向けのミニ防災フォー
ラムを実施する（元年度
は５町会実施） 

・マンション建設時から管
理者等に町会加入の働
きかけを行う。促進住民
に町会加入を促す。 

・作成したフォーマットを
作成し、町会に合わせた
町会加入促進チラシを
作成する。 

・Instagram やホームペー
ジ等で町会の活動内容
を発信する。 

東住吉区 

・各地域の行事予定を広
報紙に掲載する。広報
紙については区全体で
編集方法を改め効果的
な発信に取り組む。（通
年） 

・各地域の活動実施の様
子をホームページに掲
載する。（通年） 

・町会加入促進チラシを
転入者に配布する。（通
年） 

・様々な催し等で啓発す
る。（随時） 

・各地域の行事予定を広
報紙及びホームページ
に掲載した。 

・各地域の活動実施の様
子をホームページに掲
載した。 

・町会加入促進チラシを
転入者に配布した。 

・区内のイベントでの機
会をとらえ啓発を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域の行事予定を広報
紙に掲載する。 

・各地域の活動実施の様子
をホームページに掲載
する。 

・町会加入促進チラシを転
入者に配布する。 

・区民フェスティバル等の
機会をとらえ啓発を実
施する。 

平野区 

・全地域共通課題の防災
について、地域ととも
に取り組む。（通年） 

・区政協力会・地域振興
会と協働して、全住民
向の防災マニュアルの
作成をおこなった。 

 
（実施状況：○） 

・防災マニュア
ルを活用した
取組展開を地
域と検討する
必要がある。 

・防災マニュアルを活用し
た地域での防災訓練を
支援することで、地域内
での連携強化を図る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

西成区 

・転入者へ町内会（第一
層）などのチラシを配
布し周知する等の支援
を行う。（通年） 

・町内会（第一層）などの
活動状況等をホーム
ページへ掲載し周知す
る等の支援を行う。（通
年） 

・区の Facebook におけ
る情報周知等、ホーム
ページ以外の周知の機
会を増やす取組もあわ
せて行う。（通年） 

・転入者へ町内会（第一
層）などのチラシを配
布（転入者パック）し
周知する等の支援を
行った。 

・町内会（第一層）などに
よる地域活動状況等に
ついて、Facebook を活
用しにより周知を行っ
た。 

・町内会（第一層）の認知
度向上に向けた取組と
して、区のホームペー
ジで周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

・より多くの区
民に周知して
いくため、チラ
シや区のホー
ムページ以外
にも周知方法
を検討する必
要がある。 

・転入者へ町内会（第一層）
などのチラシを配布し
周知する等の支援を行
う。 

・町内会（第一層）などの
活動状況等をホーム
ページへ掲載し周知す
る等の支援を行う。 

・区の Facebook における
情報周知等、ホームペー
ジ以外の周知の機会を
増やす取組もあわせて
行う。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組②「地域リーダーの活躍促進」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・マンション居住者を
対象にした防災講
座や、防災の基本
ルールづくりの場
で地域活動の魅力
を伝え、活動への参
加参画を呼び掛け
る。（通年） 

・マンション居住者を対
象にした防災講座や、
防災の基本ルールづく
りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参
加参画を呼び掛けるた
め、業務委託事業者を
選定した。 

 
（実施状況：○） 

・マンション居住
者に地域活動の
魅力が伝わって
いない。 

・業務委託事業者を活用し
ながら、マンション居住
者を対象にした防災講座
や、防災の基本ルールづ
くりの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参加
参画を呼び掛ける。 

都島区 

・関係部局と連携し、
本人の意向に基づ
き活躍の場につな
げる。（通年） 

・防災リーダー研修を実
施した。（３回） 

・防災リーダー会議を実
施した。（３回） 

 
（実施状況：○） 

・地域活動に関心
を持っていただ
けるよう、効果
的な情報発信が
必要。 

・防災リーダー研修を行う。
（１回） 

・防災リーダー会議を行う。
（３回） 

福島区 

・関係部局等と連携
し、地域リーダーな
どの人材について、
本人の意向に基づ
いた活躍の場につ
なげるよう取り組
む。（通年） 

・７月に防災関係の知識
や技術の習得を目的と
した、地域防災リー
ダーへの技術訓練を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域リーダーが
高齢化・固定化
してきており、
若手の担い手が
不足している。 

・関係部局と連携するとと
もに、地域リーダーなど
に対して活躍の場が広が
るよう、また、新たな担い
手の発掘につながるよう
に情報収集・提供を行う。 

此花区 

・本人の意向に基づき
活躍の場につなぐ
取組を実施する。
（下期） 

・地域防災リーダーに対
して防災関係の知識や
技術習得を目的にした
研修会を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・同じ活動を行う人同士の
交流会を実施し、地域
リーダーとして次世代を
担う方への働きかけを行
う。 

・防災リーダーを中心とし
た津波避難訓練等を実施
する。 

中央区 

・地域リーダーがやり
がいを感じること
ができるよう、ニー
ズや意向を踏まえ
た活動支援を行う。
（通年） 

・中間支援組織と情報交
換を行い、ニーズの洗
い出しや支援の方向性
を確認し、可能な支援
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域リーダーの
意向を把握し、
より効果的に活
動の場に活かし
ていくことが必
要である。 

・中間支援組織と情報交換
やニーズの洗い出しを継
続し、支援につなげる。 

西区 

・防災リーダーの活躍
促進の一環として、
情報共有会等の開
催を通じ、地域にお
ける防災活動の強
化に努める。（年１
回以上開催） 

・地域防災訓練に伴う
地域防災リーダー
とのワークショッ
プ等における他地
域の訓練内容等の

・防災に関する各地域間
での情報共有を図るた
め、各地域の地域防災
リーダー隊長等で構成
する会議の開催に向
け、調整を行った。 

・地域防災訓練に伴う地
域防災リーダーとの
ワークショップ（随時）
を通じ、地域における
防災活動の強化に取り

― ・災害対策部長・防災リー
ダー隊長会議を開催し、
各地域間での情報共有を
図るとともに、各地域防
災リーダーを対象とした
全体訓練を実施する。（３
月予定） 

・引き続き、地域防災訓練に
伴う地域防災リーダーと
のワークショップ（随時）
を通じ、地域における防
災活動の強化に取り組
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
情報共有を通じ、地
域における防災活
動の強化に取り組
むことで、地域防災
リーダーの活躍促
進につなげる。（通
年） 

組んだ。 
 

（実施状況：○） 

む。 

港区 

・地域リーダーとして
より意識をもって
活動ができるよう
各人のニーズや意
見を踏まえて支援
に取り組む。（通年） 

・グリーンコーディネー
ターを対象に定例会
（月１回）を開催し、
ニーズや意見を踏まえ
ながら、地域の緑化活
動に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・地域リーダーの
ニーズや意見を
的確に把握しな
がら、地域活動
へ意欲的に取り
組めるよう支援
していく必要が
ある。 

・さまざまな機会を通じて、
地域リーダーと意見交換
しながら、地域活動へ意
欲的に取り組めるよう支
援を行う。 

・新任の地域防災リーダー
に対し、防災関係の知識
や技術の習得を目的とし
た研修会（座学・実技）を
実施する。（９月） 

大正区 

・地域防災リーダーの
訓練・研修会の開催
（技術研修、６月～
７月等） 

・地域においても健康
づくり、介護予防活
動を啓発していけ
るような人材を育
成することを目的
とした講座の開催
（10 月） 

・地域防災リーダーへの
技術訓練や情報伝達訓
練を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・様々な啓発活動
の担い手となる
人材が十分では
ない。 

・10 月に地域で健康づくり
や介護予防活動を啓発し
ていけるような人材育成
講座を開催する。 

天王寺区 

・緑化ボランティア講
習会などの場を活
用し、引き続き新た
な担い手確保を図
るとともに、本人の
意向に基づき活躍
の場につなぐ取組
を実施する。（通年） 

・グリーンコーディネー
ターの皆さんに緑化ボ
ランティア団体の「グ
リーナリー天王寺」に
参加いただいており、
種花事業に携わってい
ただいた。 

 
（実施状況：○） 

・天王寺区主催の
「緑花講習会」
を 通 じ て 、 グ
リーナリー天王
寺の担い手を募
集しているが、
新たな担い手の
確保には継続的
に取り組む必要
がある。 

・緑化ボランティア団体の
「グリーナリー天王寺」
による「緑花講習会」（正
月用寄せ植え講座）を開
催（12 月２回） 

浪速区 

・役割の理解を深める
取組を実施するこ
とにより、動機付け
ややりがいを創出
し、本人の意向に基
づく活躍を促進し
ていく。（通年） 

・グリーンコーディ
ネーターの活躍の
場を創出するため、
緑化普及啓発イベ
ント（下期）や保育
所、中学校での植え
方指導（通年）を実
施する。 

・区役所・建設局・グ
リ ー ン コ ー デ ィ

・地域防災リーダーの活
躍の場として、５月幸
町・西区日吉小学校防
災訓練、世代をつなぐ
地域防災訓練 ３中学
校（６月本橋小中一貫
校、７月木津中学校、日
難波中学校）、７月幸
町・西区高台連合防災
訓練に参加した。 

・グリーンコーディネー
ターの活躍の場とし
て、保育所、中学校で植
え方指導（随時）を実施
した。 

・４月から７月まで毎月
実施した種花会議の場

・地域リーダーが
より活動に対す
る意識を向上さ
せることができ
るような取組が
必要である。 

・地域防災訓練に伴う地域
防災リーダーとのワーク
ショップを通じ、地域に
おける防災活動の強化に
取り組む。 

・グリーンコーディネー
ターの活躍の場として
Naniwa Botanical festa
を開催する。 

・９～３月に種花会議を開
催し区役所・建設局・グ
リーンコーディネーター
による意見交換を実施す
る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ネーターによる意
見交換会を実施す
る。（通年） 

 

で、区役所・建設局・グ
リーンコーディネー
ターによる意見交換を
実施した。 

 
（実施状況：○） 

西淀川区 

・地域リーダーの活躍
促進に向けて、本人
の意向に基づき活
躍の場につなぐ取
組を実施する。（通
年） 

・効果的な取組につい
て検討し実施する。
（通年） 

・地域リーダーの活躍促
進に向けて、各地域で
の取組について情報交
換を行う場を提供し
た。 

・「MAIDO にしよど」に
おいて、本人の意向に
基づき活躍できる場に
ついて検討した。（６
月） 

 
（実施状況：○） 

・検討した内容を
具体化していく
必要がある。 

・地域リーダーの活躍促進
に向けて、本人の意向に
基づき活躍の場につなぐ
取組を実施する。 

・検討した内容について、活
躍できる場として提供す
る。 

淀川区 

・区長会議の支援を受
けながら、関係局と
連携し、本人の意向
に基づき活躍の場
につなぐ取組を実
施する。（通年） 

・制度や市政改革プラン
2.0 の方針等について、
区役所担当者間で情報
共有し、制度の効果的
な運用に向けた理解度
向上に努めた。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・地域リーダーの
意向を把握し、
活躍の場につな
げるために、地
域リーダーとの
継続的な意見交
換が必要。 

・区長会議の支援を受けな
がら、関係局と連携し、本
人の意向に基づき活躍の
場につなぐ取組を実施す
る。 

東淀川区 

・各地域で実施される
防災訓練等におい
て、地域防災リー
ダーが、地域におけ
る防災活動の中核
的な存在として活
躍できるよう訓練
計画の策定支援を
行う。あわせて地域
まつり等のイベン
トで地域防災リー
ダーの役割を周知
し次世代の参画に
繋げる。（通年） 

・グリーンコーディ
ネーターについて、
周知を進めるとと
もに、活動を続けて
もらえるように分
かりやすく、興味が
湧く活動になるよ
うに意見交換をし
ていく。（通年） 

・地域主催の防災訓練に
おいて地域防災リー
ダーが主体的に取り組
めるように、地域防災
リーダー隊長連絡会に
おいて、ＨＵＧ（避難所
運営ゲーム）のレク
チャーを行った。 

・グリーンコーディネー
ターの活躍の場につい
て、区役所・建設局・グ
リーンコーディネー
ターによる意見交換会
を実施した。（月１回）
また、花づくり広場や
区役所前の花壇など活
動の場を提供した。意
見交換を踏まえて、市
民向けに花の講習会を
開き、新たな担い手の
勧誘を行った。 

 
（実施状況：○） 

・継続的に活動を
行っていくため
に、新たな人材
の確保が必要。 

・30 年度に引き続き、地域
防災リーダーが地域にお
ける防災活動の中核的な
存在として活躍できるよ
う、訓練計画の策定支援
を行う。また、他地域の取
組を共有できるように意
見交換の場を設ける。 

・グリーンコーディネー
ターが活き活きと活躍し
ている所をアピールする
ことで、新たな担い手の
発掘に繋ぐ。 

東成区 
・地域防災リーダーを

中心にヒアリング
結果に基づくリー
ダーの活躍につな

・地域防災リーダーの意
向を汲みつつ、防災担
当からも提案を行うと
ともに意見交換を行

― ・地域防災リーダーを中心
にヒアリングを継続して
行い、リーダーの活躍に
つながる実践的な取組を
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
がる実践的な取組
を行う。（通年） 

い、より実践的な取組
を行った。 

・地域防災リーダー訓練 
11 回 

 
（実施状況：○） 

行う。 

生野区 

・本人の意向に基づき
活躍の場につなぐ
取組を実施する。
（随時） 

・地域防災リーダーに対
し、防災関係の知識や
技術の習得を目的とし
た研修会を実施した。
（６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域防災リー
ダーの意向に基づき活躍
の場につなぐ取組を実施
する。 

旭区 

・ＳＮＳ等を利用し
て、担い手の拡大に
向けた広報などの
働きかけを支援す
る中で、ボランティ
アの呼びかけを行
う。（通年） 

・地域活動協議会連絡会
議等において、ＳＮＳ
等を利用した広報等の
働きかけを行うよう支
援した。 

 
（実施状況：○） 

・地域リーダーと
して活躍する人
材の発掘が必要
である。 

・地域活動協議会に対し担
い手の拡大に向けた広報
等の働きかけを行うよう
支援する。 

城東区 

・リーダーのアイデア
を現実化できるよ
う支援する。（通年） 

・地域防災訓練の内容や
進行について、防災
リーダーと意見調整を
行い支援した。 

 
（実施状況：○） 

・リーダーの主体
的なアイデアを
掘り起こす必要
がある。 

・防災リーダーのアイデア
実現を意図した意見調整
結果を反映させた地域防
災訓練を実施する。 

鶴見区 

・区役所・建設局・グ
リ ー ン コ ー デ ィ
ネーターによる意
見交換会を実施し
たり、区ホームペー
ジや広報紙で活動
状況を広報したり
することにより、活
躍の場の創出・拡充
につなげる。（通年） 

・区役所・建設局・グリー
ンコーディネーターに
よる意見交換会を実施
した。（２回） 

・グリーンコーディネー
ターの活動状況を区
ホームページ（２回）や
広報紙（１回）に掲載し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区役所・建設局・
グリーンコーディネー
ターによる意見交換会を
実施し、活動状況を区
ホームページで広報す
る。 

阿倍野区 

・本人の意向に基づき
活躍の場につなぐ
取組を実施する。
（通年） 

・地域防災リーダー新任
研修開催：１回 

・地域防災リーダー訓練
開催：１回 

・防災ジュニアリーダー
研修開催：１回 

・ウォーキングサポー
タースキルアップ講
座：１回 

 
（実施状況：○） 

・本人の意向に基
づき活躍の場に
つなぐ取組を進
めていく必要が
ある。 

・ウォーキングサポーター
スキルアップ講座：１回 

住之江区 
・新たな担い手の育成

に向け、関係部局等
・６月・７月・８月に地域

活動者を中心とした担
・ワーキングで出

た解決策等を実
・関係部局等と連携し、本人

の意向に基づき活躍の場
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
と連携し取り組む。
（通年） 

い手拡大ワーキングを
実施した。 

 
（実施状況：○） 

際に実行できる
ように、手法な
どを検討してい
く必要がある。 

につなげるよう取り組
む。 

住吉区 

・地域防災リーダー研
修会を開催し、役割
について説明する
とともに、住吉区総
合防災訓練で実施
する訓練について
主体的に参加する
ように促す。（通年） 

・総合防災訓練に向け
た事前説明会で、女
性視点の重要性に
ついて啓発を行い、
訓練への女性の参
画を促す。（年２回）
（下期） 

・有意義な研修会となる
よう、消防署と連携し
ながら研修内容につい
て協議した。 

・訓練に向けた事前説明
会において、女性視点
での内容説明や参画を
促した。 

 
（実施状況：○） 

・地域防災リー
ダーと町会役員
との連携。 

・女性の参画。 

・地域防災リーダー研修会
を 10 月に開催し、役割に
ついて説明するととも
に、住吉区総合防災訓練
で実施する町会災害対策
本部の設置訓練を実施す
る。 

・訓練に向けた事前説明会
で、女性の視点での内容
を説明する。 

東住吉区 

・委嘱式開催や事業実
施等の機会をとら
え関係局との情報
共有等の連携を密
に行う。（通年） 

・６月開催の防災リー
ダー・女性防火クラブ
合同研修を消防署と協
力・連携して行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域リーダーの
活 躍 推 進 の た
め、関係局と情
報共有等の連携
を密に行う必要
がある。 

・９月の廃棄物減量等推進
員研修会を環境事業セン
ターと協力して開催する
等、引き続き関係局との
情報共有等の連携を密に
行う。 

平野区 

・消防署と連携し未実
施地域へ実施方法
など具体的提案を
行い実施促進を行
う。（通年） 

・市大防災士養成講座
への地域参加人数
が増えるように働
きかけ、30 年度の実
績以上に参加する。
（上半期） 

・消防署と連携し地域に
おける訓練を実施し
た。 

・市大防災士養成講座の
参加を地域へ働きか
け、地域より 16 名の受
講を受け付けた。（前年
実績２名） 

 
（実施状況：○） 

・防災士講座を受
講した方が地域
内でどのように
活躍いただくか
検討が必要。 

・防災士として地域で活躍
いただくように支援をす
る。 

西成区 

・役割の理解を深める
取組を実施するこ
とにより、動機付け
や遣り甲斐を創出
し、本人の意向に基
づく活躍を促進し
ていく。（通年） 

・地域防災リーダーを対
象とする防災アドバン
スト講習会を実施し、
災害時の消火活動等理
解を深めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・１月に第２回研修会を実
施し、役割の理解を深め
る取組を実施することに
より、動機付けや遣り甲
斐を創出し、本人の意向
に基づく活躍を促進して
いく。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組③「気軽に活動に参加できる機会の提供」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・区ホームページや広報紙
などのほか、マンション
管理業協会と連携を図
りながら、マンション居
住者に向けて、広く情報
発信することで地域活
動等への参加を促進す
る。（通年） 

・各地域活動協議会が発行
する広報紙において地
域活動を紹介するとと
もに、地域活動等への参
加を呼び掛ける。（通年） 

・マンション居住者を対象
にした防災講座や、防災
の基本ルールづくりの
場で地域活動の魅力を
伝え、活動への参加参画
を呼び掛ける。（通年） 

・区ホームページや広報紙
などのほか、マンション
管理業協会の協力によ
り、管理会社を通じて、
区施策等をマンション
居住者に広く情報発信
し、地域活動等への参加
を促進した。 

・各地域活動協議会が発行
する広報紙において地
域活動を紹介するとと
もに、地域活動等への参
加を呼び掛けた。 

・マンション居住者を対象
にした防災講座や、防災
の基本ルールづくりの
場で地域活動の魅力を
伝え、活動への参加参画
を呼び掛けるため、業務
委託事業者を選定した。 

 
（実施状況：○） 

・マンション居
住者に地域活
動の魅力が伝
わ っ て い な
い。 

・引き続き、区ホーム
ページや広報紙などの
ほか、マンション管理
業協会と連携を図りな
がら、マンション居住
者に向けて、広く情報
発信することで地域活
動等への参加を促進す
る。 

・引き続き、各地域活動
協議会が発行する広報
紙において地域活動を
紹介するとともに、地
域活動等への参加を呼
び掛ける。 

・引き続き、マンション
居住者を対象にした防
災講座や、防災の基本
ルールづくりの場で地
域活動の魅力を伝え、
活動への参加参画を呼
びかける。 

都島区 

・地域活動協議会が実施し
ている様々な取組を情
報発信し、市民活動への
参加を呼びかける。（通
年） 

・地域活動協議会が行う活
動を周知した。 
（Facebook10 回） 

・防災訓練などの情報発信
を行った。（広報誌１回、
区ホームページ４回、
Facebook４回） 

・区内一斉清掃活動「ク
リーン作戦」を実施し
た。（１回・５月）また、
その事前周知を行った。
（ ６ 回 ・ 広 報 誌 、
Facebook、ホームペー
ジ、ポスター、チラシ、
掲示板） 

・その他地域活動の情報発
信を行った。（広報誌４
月～８月、Facebook16
件、Twitter４件） 

 
（実施状況：○） 

・地域活動に関
心を持ってい
た だ け る よ
う、効果的な
情報発信が必
要。 

・区内一斉清掃活動「ク
リーン作戦」を実施す
る。（11 月） 

・区民まつり（９月）の開
催、まちづくりセン
ターが行うつながりづ
くりや交流のためのイ
ベント開催（２件）、地
域活動協議会が行う活
動の周知（Facebook）
を行う。 

福島区 

・町会（第一層）の行事に
おいて、引き続き、住み
ます芸人の派遣を行い、
地域活動に気軽に参加
できるよう支援を行う。
（通年） 

・区広報紙への地域活動協
議会の紹介記事を複数

・４・５月に町会（第一層）
のふれあい行事におい
て、福島区住みます芸人
の派遣を行い、地域活動
に気軽に参加できるよ
う支援を行った。 

・各地域で開催される盆踊
りについて、区広報紙７
月号・区ホームページに

・地域での行
事・活動がま
だまだ認知さ
れていないた
め、より効果
的な周知方法
や内容を検討
していく必要
がある。 

・引き続き、福島区住み
ます芸人の派遣を行い
気軽に地域活動に参加
できるよう支援を行
う。 

・区広報紙への地域活動
協議会の紹介記事は複
数回（９月・11 月）の
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
回の掲載を行う。 

・盆踊りや歳末夜警など全
地域で行う代表的な地
域活動協議会の記事を
掲載する。（年３回以上） 

・子育てサロンでの子ども
服交換会など、新しい事
業をまちづくりセン
ターと連携して積極的
に発信する。（通年） 

掲載した。また、１階ロ
ビーモニターでの開催
日程周知、地域活動協議
会広報専用ラックでの
チラシ配架を行った。 

・マンションコミュニティ
にかかる講習会を区内
マンションの管理組合・
住民を対象として開催
した。開催案内チラシは
まちづくりセンターよ
り新聞折り込みで配布
した。 

・子育て世代など、若い世
代の人材を地域活動へ
参加・参画するきっかけ
づくりとして、子育てサ
ロンを活用した、子ども
服交換会を実施した（１
地域）。 

 
（実施状況：○） 

掲載を行う。 
・歳末夜警など全地域で

行う代表的な地域活動
協議会の記事を区広報
紙や区ホームページに
掲載する。 

・引き続き、区役所１階
ロビーに設置の広報専
用スタンドでの地域活
動協議会の事業紹介チ
ラシの配架を行う。 

・地域活動と関わりの薄
い子育て世代などの若
年層（30 歳代）を対象
に気軽に参加してもら
えるイベントを開催
し、地域活動・地域課
題の現状を知ってもら
い、地域とつながる
きっかけをつくる。（１
月） 

此花区 

・地域活動協議会をはじ
め、他の地縁型団体が行
う活動について、区広報
紙やホームページ等で
情報発信する。（通年） 

・地域における活動や各種
団体の活動・取組を区広
報紙やホームページで
紹介した。 

・区役所や区民ホールに地
域情報コーナーを設け、
地域行事等のチラシを
配架するとともに、活動
内容を紹介する壁新聞
を作成・掲示した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会をはじ
め、他の地縁型団体が
行う活動について、区
広報紙等で情報発信し
ていく。 

・区役所や区民ホールに
地域情報コーナーを設
け、地域行事等のチラ
シを配架するととも
に、活動内容を紹介す
る壁新聞を作成・掲示
する。 

中央区 

・広報紙や区 Twitter など
様々な手法により地域
情報の発信を強化し地
域活動への参加を呼び
掛ける。（通年） 

・区ホームページ・区
Twitter・広報紙などを
使い地域情報の発信を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・多様な媒体の
活 用 を 検 討
し、幅広い区
民に向けた働
き か け が 必
要。 

・区 Twitter により発信
する地域情報の内容の
充実を図る。 

西区 

・自治会や町内会、子ども
会など地縁型団体の活
動状況について、活動主
体と連携して西区広報
紙・ホームページ等を通
じて区民に広報し、活動
目的の周知や活動への
参加を呼び掛ける。（年
15 回以上） 

・地縁型団体の会議等で活
動目的を改めて確認す
る機会を設け、さらに誰
もが気軽に参加できる
ようにする仕組みや工

・地縁型団体の活動状況に
ついて、西区広報紙・
ホームページ等を通じ
て区民の皆さんに広報
し、活動目的の周知や活
動への参加を呼び掛け
た。（年間 15 回中５回実
施） 

・活動目的を改めて確認す
る機会を設け、さらに誰
もが気軽に参加できる
ようにする仕組みや工
夫に関する情報提供を
実施した。（６回実施） 

― ・地縁型団体の活動状況
について、引き続き西
区広報紙・ホームペー
ジ等を通じて区民の皆
さんに広報し、活動目
的の周知や活動への参
加を呼び掛ける。（10
回以上） 

・広報チラシ等を作成
し、転入者や子育て層
に自治会・町内会活動
への参加を呼び掛け
る。 

・引き続き誰もが気軽に
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
夫に関する情報提供を
行う。（年６回以上） 

 
（実施状況：○） 

地域活動に参加できる
ようにする仕組みや工
夫に関する情報提供を
行う。 

港区 

・全戸配布している広報紙
を活用して市民活動情
報の認知向上に取り組
む。（通年） 

・子育て、健康、スポーツ、
文化等、気軽に参加でき
るイベント等について、
広報紙やＳＮＳを活用
して情報発信を行い、参
加を呼びかける。（通年） 

・広報紙に市民活動に関す
る情報を掲載し、その認
知向上に取り組んだ。 

・子育て、健康、スポーツ、
文化等の市民活動情報
について、広報紙、ホー
ムページ等、多様な広報
ツールを活用してきめ
細やかな情報発信を行
い、参加を呼びかけた。 

 
（実施状況：○） 

・市民活動情報
について十分
認知されてい
ない。 

・さまざまな市民活動情
報について、各機関と
連携しながら多様な広
報ツールを活用して情
報発信し認知向上を図
るとともに参加を呼び
かける。 

大正区 

・区内 10 地域から募った
市民ボランティアによ
り、季節に応じた各種の
花を種から育ててもら
う。（花壇レイアウト講
習会、６～７月等） 

・区とまちづくりセンター
が連携を図りながら、各
団体の課題に即した支
援を行う。（通年） 

・30 年度から広報紙にお
いて各地域活動協議会
の活動報告を掲載して
いるが、元年度からは広
報紙の増ページでの特
集も行う。 

・花壇レイアウト講習会
は、調整会議において実
施しないこととなった
が、市民ボランティアの
方々により、花苗を花づ
くり拠点への出荷等を
行った。 

・地域活動協議会の会議の
場などで、補助金制度創
設の目的や意義を説明
した。 

・毎月、１地域ずつ、地域
活動協議会の活動報告
を広報紙に掲載した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会の活動につ
いての更なる
情報発信にか
かる支援等が
必要。 

・市民ボランティアによ
る種から育てる花づく
り事業を推進する。 

・区とまちづくりセン
ターとの連携を密に
し、各地域の課題に即
した支援を行う。 

・広報紙 12 月号に地域
活動協議会の特集を掲
載する。 

天王寺区 

・地域資源等を活用したイ
ベントの開催や、気軽に
参加し易い各種地域イ
ベントを区広報紙等や
区 Facebook、Twitter で
紹介し、いままで地域に
関わりの少なかった世
代等の地域活動への参
加のきっかけづくりと
する。（通年） 

・地域資源等を活用したイ
ベントの開催や、気軽に
参加し易い各種地域イ
ベントを区広報紙等や
区 Facebook、Twitter で
紹介し、いままで地域に
関わりの少なかった世
代等の地域活動への参
加のきっかけづくりと
した。 
区広報紙５～８月４回
実施、区 Facebook 、
Twitter７月各１回実施 

 
（実施状況：○） 

・若手世代など
が情報を入手
し や す い 、 
ＩＣＴを活用
した区 Face 
book、Twitter
での情報発信
も 必 要 で あ
る。 

・地域資源等を活用した
イベントの開催や、気
軽に参加し易い各種地
域イベントを区広報紙
等 や 区 Facebook 、
Twitter で紹介し、いま
まで地域に関わりの少
なかった世代等の地域
活動への参加のきっか
けづくりとする。 
区広報紙紹介６回、区
Facebook、Twitter 各
４回実施 

浪速区 

・まちづくりセンター、地
域担当職員、市民協働担
当職員が、地域活動協議
会議等より各地域での
取組（喫茶事業や食事
サービス事業等）情報を

・まちづくりセンター、地
域担当職員、市民協働担
当職員が、地域活動協議
会議等より各地域での
取組（喫茶事業や食事
サービス事業等）情報を

・マンション住
民や転入者、
とりわけ若年
層と町会との
つながりが希
薄であり、地

・引き続きまちづくりセ
ンター、地域担当職員、
市民協働担当職員が、
地域活動協議会議等よ
り各地域での取組（喫
茶事業や食事サービス
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
収集・発信し、参加を広
く呼びかけるとともに、
未実施の地域が、実施地
域のノウハウを共有・吸
収できるような場を設
定し居場所づくりの更
なる拡大を図る。（通年） 

・区広報紙・区ホームペー
ジ・区ＳＮＳ（Twitter・
Facebook）等による情報
発信を行う。（月１回以
上） 

収集・発信し、参加を広
く呼びかけるとともに、
未実施の地域が、実施地
域のノウハウを共有・吸
収できるような場を設
定し居場所づくりの更
なる拡大を図った。 

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告を
区広報紙、まちづくりセ
ンターの Facebook、ま
ちづくりセンターのブ
ログを用いて、情報発信
を行った。 

 
（実施状況：○） 

域活動に関す
る関心が低い
ことが課題で
ある。 

事業等）情報を収集・
発信し、参加を広く呼
びかけるとともに、未
実施の地域が、実施地
域のノウハウを共有・
吸収できるような場を
設定し居場所づくりの
更なる拡大を図る。 

・マンション住民や転入
者、若年層等が、気軽
に参加できるイベント
などをタイミングよく
情報発信する。 

西淀川区 

・誰もが気軽に参加できる
場の情報や活動のきっ
かけとなる情報を収集
して、区広報紙やホーム
ページ、ＳＮＳ等で発信
し、地域活動への参加を
呼びかける。（情報発信
件数 20 件）（通年） 

・地域課題等について参加
者が自由に意見を述べ
ることができる場等を
開催し、地域に関わりの
少なかった区民の地域
活動への参加を支援す
る。（通年） 

・区内の「地域公共人材」
に関する情報を収集し、
地域活動に取り組む人
を中心に「地域公共人
材」の意義・役割につい
て周知する。（通年） 

・各地域での活動の内容を
幅広く広報するため、中
間支援組織を活用し、Ｓ
ＮＳによる情報発信を
各地域で行えるよう支
援する。（通年） 

・効果的な取組について検
討し実施する。（通年） 

・区民まつりや地域清掃活
動など、誰もが気軽に参
加できる場や活動の
きっかけとなる情報を、
区広報紙やホームペー
ジ、ＳＮＳ等で発信し、
「ものづくりまつり」や
地域活動への参加を呼
びかけた。（情報発信件
数 20 件） 

・区内で定期的に開催され
ている「企業、商店、Ｎ
ＰＯ等各団体や活動者
たちが集まり、情報交換
やマッチングを図る異
業種交流会」について、
地域住民及び区内もの
づくり企業へ積極的に
声かけを行う等、区も連
携して周知を行い、拡大
して実施した。 

・30 年度から引き続き、１
地域においてコミュニ
ティ会館の利用に関し
て活用した。 

・中間支援組織を活用し、
各地域のＳＮＳによる
情報発信の更新情報等
を確認した。 

・気軽に参加できる活動と
して、「MAIDO にしよ
ど」を開催した。 

 
（実施状況：○） 

・取組内容を継
続することが
必要と考える
が、より効果
的な方法で実
施する必要が
ある。 

・誰もが気軽に参加でき
る場の情報や活動の
きっかけとなる情報を
収集して、区広報紙や
ホームページ、ＳＮＳ
等で発信し、地域活動
への参加を呼びかけ
る。 

・地域課題等について参
加者が自由に意見を述
べることができる場等
を開催し、地域に関わ
りの少なかった区民の
地域活動への参加を支
援する。 

・活用した「地域公共人
材」の状況を報告する
ことにより、意義・役
割を周知していく。 

・各地域での活動の内容
を幅広く広報するた
め、中間支援組織を活
用し、ＳＮＳによる情
報発信を各地域で行え
るよう支援する。 

・引き続き、気軽に参加
できる活動の情報提供
など効果的な取組につ
いて検討・実施する。 

淀川区 

・わかりやすい表現やイラ
ストの活用等、内容を工
夫し、若い世代から高齢
者まで幅広い世代に向
けて地域活動情報を発

・区広報誌にて地域活動情
報発信の連載記事掲載
（４月～） 

・区役所１階に「地域情報
コーナー」という専用の

・ホームペー
ジ、ＳＮＳ、
地域の掲示板
のより一層の
活用が課題。 

・若い世代から高齢者ま
で幅広い世代に向けた
身近な地域情報を発信
するため、区ホーム
ページの改善、ＳＮＳ
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
信する。（通年） 

・区広報誌、ホームページ、
ＳＮＳ、地域の掲示板
等、あらゆる広報媒体を
活用した情報発信によ
り、身近な地域や関心の
あるテーマへの市民活
動への参加を呼びかけ
る。（通年） 

・区役所１階に「地域情報
コーナー」という専用の
配架棚を設け地域行事
等のチラシを随時配布
する。（通年） 

配架棚を設け、地域が発
行している広報紙や地
域行事等のチラシを随
時配布した。（４月～） 

 
（実施状況：○） 

での積極的な情報発
信、地域の広報紙やチ
ラシの作成支援を行
う。 

東淀川区 

・参加者増につなげるた
め、過去の同種イベント
に参加した方々へのチ
ラシの配付や、区掲示
板、ＳＮＳの活用等によ
る情報発信を行う。（通
年） 

・「東淀川みらい EXPO」を
実施し、気軽に活動へ参
加できる場を提供して
いく。（年２回） 

・「第３回東淀川みらい
EXPO」において「地域
活動」「担い手」をテーマ
に情報提供や意見交換
を実施した。（８月） 

・東淀川区に関わる様々な
情報が集まる場として、
週末サロン「ひと×まち
コーデ」を開催し活動参
加への新しい入口を創
出した。（６月以降毎月
１回開催） 

・過去の同種イベントに参
加した方々へ案内チラ
シを配付するとともに、
区 ホ ー ム ペ ー ジ 、
Facebook、市民活動総
合ポータルサイト等で
情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・イベントにつ
いて、知らな
い人がまだま
だ多く、参加
者申し込みが
少ない。（新し
い参加者への
ＰＲ方法の模
索） 

・「第４回東淀川みらい
EXPO」開催する。（12
月） 

・毎月第４日曜日に週末
サロン「ひと×まち
コーデ」を開催する。 

・過去の同種イベントに
参加した方々へのチラ
シの配付や、区掲示板、
ＳＮＳの活用等による
情報発信を行う。 

東成区 

・Twitter や広報紙等を活
用して気軽に参加でき
る情報発信を行う。（通
年） 

・各地域が実施する「いき
いき百歳体操」や「地域
子育てサークル」を様々
な媒体やイベントなど
の機会を通じ紹介する
とともに、参加を呼びか
ける。（通年） 

・健康講座（保健栄養コー
ス）を９月から、健康づ
くりやってみよう講座
を 10 月から開催し、そ
の参加者に対し、地域の
健康づくり活動を紹介
するとともに、参加を促
していく。（９月～10 月） 

・地域担当職員等が地域行
事に参加し、Twitter や
広報紙で情報発信を
行った。 

・地域でのいきいき百歳体
操の区民への紹介・参加
勧奨を行った。 …ホー
ムページ、Twitter、健康
づくり講演会（６月） 

・いきいき百歳体操開催グ
ループが２グループ増
え、参加受け入れ可能な
人数の増加が図れた。 

・「地域子育てサークル」の
区民への紹介、参加勧奨
を行った。 …広報紙（毎
号サークル紹介を行っ
ている）ホームページ、
Facebook、メールマガ
ジン（毎月）、「すくすく・

― ・引き続き、地域担当職
員等が地域行事に参加
し、Twitter などを活用
し情報発信を行う。 

・引き続き、「地域子育て
サークル」を様々な媒
体やイベント、窓口来
所時などの機会を通じ
て紹介し、参加を呼び
かける。 

・健康講座（保健栄養
コース）を９月から、
健康づくりやってみよ
う講座を 10 月から開
催し、その参加者に対
し、地域の健康づくり
活動を紹介するととも
に、参加を促していく。
（９月～10 月） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
つながるクラブ」のリー
フレットに掲載、サーク
ル合同イベント（７月）、
イベント会場での周知
（６月）、及び窓口に来
られた方への紹介。 

・地域福祉活動の情報を発
信した。みんなでつなが
る声掛け体験（５月）ほ
うえいさんぽ（６月）
Twitter（毎月） 

 
（実施状況：○） 

生野区 

・幅広い世代の住民が地域
活動について興味を持
ち、さらに、地域活動の
新たな担い手へとつな
がるよう、誰もが気軽に
参加し、交流できる場を
提供する。（通年） 

・ＳＮＳ等を通じて情報を
発信し、市民活動への参
加を呼びかける。（通年） 

・気軽に活動できる機会の
提供としてまちカフェ
を開催した。（４回） 

・Facebook 等を通じて市
民活動への参加を呼び
かけた。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、気軽に活動
できる機会の提供とし
てまちカフェを開催す
る。 

・引き続き、Facebook 等
を通じて市民活動への
参加を呼びかける。 

旭区 

・地域活動協議会が取り組
む自律的な地域活動や
子ども食堂等の取組を
サポートしつつ、地域活
動情報を広報紙及びＳ
ＮＳ等を利用して、積極
的に発信する。（通年） 

・子ども食堂等、自律的な
地域活動等の取組をサ
ポートした。 

・地域活動情報を広報紙等
により発信した。 

 
（実施状況：○） 

・活動のきっか
けとなる情報
等、市民活動
への参加を呼
び掛ける具体
的な発信が必
要である。 

・担い手確保に向けた広
報等の働きかけを行う
よう支援する。 

城東区 

・区広報誌の「地域活動協
議会だより」のコーナー
を継続して掲載する。
（通年） 

・各地域の広報担当者向け
に「情報交換会」を開催
し、広報の技術を学ぶ機
会を作る。（下期） 

・区広報誌８月号～３月号
で 16 地活協会長がわが
町の魅力（実施済みの取
組報告やイベント予告）
を発信するリレー企画
掲載をまちづくりセン
ター発信でスタートし
た。 

 
（実施状況：○） 

・活動情報の浸
透に向けた広
報活動の充実
（ＳＮＳの定
期的更新と広
報紙作成・配
布、ポスター
掲示、チラシ
回覧等） 

・各地域の広報紙展に関
し、複合施設１階ロ
ビーでまちづくりセン
ターが調整して９月以
降に開催する。 

・各地域の広報担当者に
対する積極的な広報の
まちづくりセンターに
よるアドバイスを継続
していく。 

鶴見区 

・地域活動協議会や地縁型
団体等の活動を紹介し
た転入者向けリーフ
レットの内容更新や区
広報紙、区ホームページ
等での地域活動の情報
発信を行う。（通年） 

・転入者向けリーフレット
を作成・配布し、町内会
等に関する情報の提供
を行った。 

・区広報紙に毎月地活協の
イベント日程を、区ホー
ムページに随時地活協
の活動内容を掲載した。 

・区広報紙に月替わりで各
地域活動協議会のふれ
あい喫茶の取材情報を
掲載した。 

 
（実施状況：○） 

― ・転入者向けリーフレッ
トの内容更新を行う。 

・引き続き、区ホーム
ページ等での情報発信
を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

阿倍野区 

・地域のまつり（７～10 月
頃）、まちなか防災訓練
（通年）、ウォーキング
（通年）、生涯学習（通
年）など地域活動協議会
をはじめさまざまな団
体が実施している取組
について情報発信し、市
民活動への参加を呼び
かける。（通年） 

・区役所ツイッターや広報
紙、まちセンフェイス
ブック等で事業につい
て情報発信を行った。 

・まちなか防災訓練：１回 
・あべのウォークは５月

（開催月の前月）に「広
報あべの」への記事掲
載、あべのちょこっと
ウォークは「広報あべ
の」４月号に年間予定の
記事掲載を行ったほか、
区役所窓口や関係機関
でのリーフレットの配
布、ウォーキングサポー
ターによる口コミによ
り、区民に対するウォー
キングイベントへの参
加を呼びかけた。 

・区内９小学校で実施する
生涯学習ルーム事業な
ど生涯学習の取組につ
いて、区広報紙での特集
記事掲載（年１回）､｢あ
べの生涯学習だより｣の
発行及びホームページ
へ掲載（月１回）により
情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動に関
する情報発信
をより幅広く
行 う と と も
に、参加につ
ながるよう発
信内容の工夫
が 必 要 で あ
る。 

・区役所ツイッターや広
報紙、まちセンフェイ
スブック等で事業につ
いて情報発信を行う。 

・まちなか防災訓練：９
回 

・あべのウォークは 10
月・２月、あべのちょ
こっとウォークは９
月・12 月に「広報あべ
の」への記事掲載予定
の他、区役所窓口や関
係機関でのリーフレッ
ト配布、ウォーキング
サポーターによる口コ
ミにより、区民に対す
るウォーキングイベン
トへの参加を呼びかけ
る。 

・区民まつりでの周知
（年１回）、イベント
｢阿倍野区生涯学習
ルーム交流会｣の開催
（年１回）、｢あべの生
涯学習だより｣の発行
及びホームページへ掲
載（月１回）等により
情報発信を行う。 

住之江区 

・区広報紙、区ホームペー
ジ、区 Facebook で、誰
もが気軽に参加できる
場の情報発信を行うこ
とで、市民活動への参加
を呼びかける。その際に
は、内容の充実を図って
いく。（通年） 

・区広報紙・・・「地域のま
つり日程」や「食事サー
ビス」、「ふれあい喫茶」、
「百歳体操」等各事業に
ついて紹介記事を掲載
した。 

・区ホームページ・・・各
地域の行事カレンダー
を作成し公表した。 

・区 Facebook・・・地域活
動に関する記事を投稿
した。 

 
（実施状況：○） 

・より効果的な
発信内容とな
るようさらに
工夫していく
必要がある。 

・区広報紙、区ホーム
ページ、区 Facebook
で、誰もが気軽に参加
できる場の情報発信を
行うことで、市民活動
への参加を呼びかけ
る。 

・地域イベントなどにお
いて、活動紹介チラシ
などを配布するととも
に、イベントの案内を
区 Facebook などのＳ
ＮＳを活用して情報発
信を行う。 

住吉区 

・地域で行われている様々
な活動が、地域活動協議
会によって行われてい
ることを広く知っても
らうための情報発信を
広報紙やホームページ
等を活用し行う。（全 12
地域で実施）（通年） 

・若年層への区政・地域へ
の関心喚起のため、ＳＮ

・「広報すみよし」による情
報発信 
地域活動協議会の活動
全般紹介（５月号） 
子育てサロン（６月号）、
盆踊り（７月号）、体育祭
（８月号）、防災訓練（９
月号） 

・ホームページによる発信
（全 12 地域） 

・行事のチラシ
を手に取る人
は 多 い が 、
ホームページ
のアクセス数
はあまり増え
ない。 

・「広報すみよし」による
情報発信。（毎月） 

・行事のチラシを区役所
で配架する。 

・ホームページで魅力的
な情報の発信。（全 12
地域） 

・ Twitter や LINE 、
Instagram を活用し、
行事の開催日を周知す
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
Ｓ（LINE＠・Instagram
など）を活用した情報発
信を強化する。（通年） 

・地域活動協議会の広報紙
を発行する。（３地域）
（通年） 

・Twitter（154 件）・LINE
＠（20 件）、Instagram
（38件）を活用した情報
発信 

・長居地域活動協議会の広
報紙発行（４月・７月） 

・盆踊りの開催日を周知す
るチラシを作成し区役
所待合に配架（７月） 

・パソコン講習の開催（山
之内）（６月～） 

 
（実施状況：○） 

る。 
・地域活動協議会の広報

紙を発行する。（２地
域） 

・区役所で地域活動の写
真を掲示する。 

東住吉区 

・各地域の行事予定を広報
紙に掲載する。広報紙で
の発信については区全
体で編集方法を改め効
果的な発信に取り組む。
（通年） 

・各地域の活動実施の様子
をホームページに掲載
する。（通年） 

・町会加入促進チラシを転
入者に配布する。（通年） 

・様々な催し等で啓発す
る。（随時） 

・広報紙にて、「認知症区民
フォーラム」「はつらつ
脳活性化元気アップ
リーダー養成講座」を周
知する。（下期） 

・各地域リーダーが、「はつ
らつ脳活性化元気アッ
プリーダー養成講座」の
周知、勧奨などの活動を
行う。（通年） 

・「若いリーダーの育成と
多世代交流のための認
知症キッズサポーター
養成講座」開催への協
力。（通年） 

・各地域の行事予定を広報
紙及びホームページに
掲載した。 

・各地域の活動実施の様子
をホームページに掲載
した。 

・各地域の夏祭り等開催予
定をいまざとライナー
内モニターへ掲載した。 

・町会加入促進チラシを転
入者に配布した。 

・広報紙にて「はつらつ脳
活性化元気アップリー
ダー養成講座」を周知し
た。（８月号） 

・８月に各地域のリーダー
に、養成講座のビラを配
布するためビラの準備
をした。 

・北田辺小学校における
「認知症キッズサポー
ター養成講座」について
準備のための会議に区
職員が出席した。 

 
（実施状況：○） 

・気軽に活動に
参加できる機
会を提供する
ために、まず
は地域の行事
や地域活動に
ついて認知し
ていただく必
要がある。 

・各地域の行事予定を広
報紙及びホームページ
に掲載する。 

・地域活動について、高
齢者福祉月間等の機会
をとらえて、また地域
活動協議会の特集を行
うなど、伝わりやすい
方法で広報紙に掲載す
る。 

・各地域の活動実施の様
子をホームページに掲
載する。 

・町会加入促進チラシを
転入者に配布する。 

・「認知症区民フォーラ
ム」について広報紙９
月号で周知する。 

・学校からの要請により
「キッズサポーター養
成講座」の開催に協力
する。 

平野区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携し
て、地域における周知方
法を検討し支援を行う。
（通年） 

・いきいき百歳体操の実施
場所やサポーター養成
講座、交流会の開催など
の情報発信を行う。（通
年） 

・認知症予防推進事業にお
ける「平野区いきいき脳
活サポートマニュアル」

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と情報共有
し、地域特性に応じた広
報支援の方向性を確認
した。 

・中間支援組織の支援によ
り、地域で新たに広報紙
の作成・配付を行った。 

・いきいき百歳体操の実施
場所やサポーター養成
講座、交流会の開催など
の情報発信を行った。
（２回） 

・中間支援組織
（まちづくり
センター）に
おける広報は
永続的ではな
いため、次の
展開を検討す
る 必 要 が あ
る。 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）の電子
広報媒体をきっかけ
に、各地域において電
子媒体活用を支援す
る。 

・いきいき百歳体操の普
及啓発に向けては、交
流会の開催などの情報
発信を継続していく。 

・認知症予防推進事業に
ついては、「平野区いき
いき脳活サポートマ

34 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
などの情報発信および
取組団体を発掘する。
（通年） 

・キッズひらちゃん子育て
応援団への登録団体や
個人ボランティア募集
をする。（通年） 

・情報誌「子育てのＷＡ！
情報」による子育て支援
活動の情報発信等を行
う。（通年） 

・平野区役所 Facebook「子
育て情報ページ」や区
ホームページによる子
育て支援活動やボラン
ティア養成講座などの
情報発信を行う。（通年） 

 

・「平野区いきいき脳活サ
ポートマニュアル」を活
用し、認知症予防推進事
業などの情報発信およ
び取組団体の発掘を
行った。（情報発信４回 
新規取組１箇所） 

・キッズひらちゃん子育て
応援団への登録団体や
個人ボランティアの募
集（新規 登録団体１件 
個人ボランティア０人） 

・情報誌「子育てのＷＡ！
情報」による子育て支援
活動の情報発信等を
行った。（乳幼児健診時
で配布中） 

・区 Facebook「子育て情
報ページ」や区ホーム
ページによる子育て支
援活動やボランティア
養成講座などの情報発
信を行った。（35 件） 

 
（実施状況：○） 

ニュアル」を活用する
などし、情報発信を
行っていくとともに、
取組団体の発掘に努め
ていく。 

・キッズひらちゃん子育
て応援団への登録団体
やボランティアの募集
については、引き続き
実施していく。 

・「子育てのＷＡ！情報」
は単なる配布にとどま
らず、11 月の子育て
フェスタにおいて、子
育て層の区民に広くＰ
Ｒしていく。 

・区 Facebook「子育て情
報ページ」等の情報発
信については、今後も
積極的に実施してい
く。 

西成区 

・区内における夏まつり情
報以外にも、各地域にて
開催されるイベントや
地域活動などの情報を
広報紙に掲載する等、市
民が地域行事に参加し
やすいよう、情報提供を
行う。（通年） 

・より多くの地域イベント
が掲載できるよう、掲載
の協力について、地域活
動協議会補助金説明会
等で周知を行う。（通年） 

 

・区広報紙において、区内
における夏まつり情報
を掲載するなど、情報発
信を行った。 

・各地域において開催され
るイベントや地域活動
を区の Facebook に掲載
し、市民が参加しやすい
よう情報提供を行った。 

・より多くの地域イベント
を周知できるよう、６月
開催の地域活動協議会
における会議にて掲載
の協力依頼を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・区内における夏まつり
情報以外にも、各地域
にて開催されるイベン
トや地域活動などの情
報を広報紙に掲載する
等、市民が地域行事に
参加しやすいよう、情
報提供を行う。 

・より多くの地域イベン
トが掲載できるよう、
掲載の協力について、
地域活動協議会補助金
説明会等で周知を行
う。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組④「ＩＣＴを活用したきっかけづくり」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・マンション居住者を
対象にした防災講座
や、防災の基本ルール
づくりの場で地域活
動の魅力を伝え、活動
への参加参画を呼び
掛ける。（通年） 

・上記取組と合わせて、
Facebook や Twitter
などＳＮＳ広報の好
事例を地域に紹介し、
地域活動連絡会にお
けるＩＣＴ活用を促
進する。（通年） 

・マンション居住者を対象
にした防災講座や、防災
の基本ルールづくりの
場で地域活動の魅力を
伝え、活動への参加参画
を呼び掛けるための業
務委託事業者を選定し
た。 

・地域活動連絡会におい
て、区ホームページのリ
ニューアルを紹介し、Ｉ
ＣＴ活用を促進した。 

 
（実施状況：○） 

・区民に地域活
動の魅力が伝
わっていない。 

・業務委託事業者を活用し
ながら、マンション居住
者を対象にした防災講
座や、防災の基本ルール
づくりの場で地域活動
の魅力を伝え、活動への
参加参画を呼び掛ける。 

・上記取組と合わせて、
Facebook や Twitter な
どＳＮＳ広報の好事例
を地域に紹介し、地域活
動連絡会におけるＩＣ
Ｔ活用を促進する。 

都島区 

・Facebook、Twitter な
どＳＮＳを活用し、若
い世代に向けて地域
活動への参加を呼び
かける。（通年） 

・区内一斉清掃活動「ク
リーン作戦」の周知（２
回 Facebook 、ホーム
ページ）、防災訓練など
の情報発信（ホームペー
ジ ４ 回 、 Facebook ４
回）、各地域活動協議会
が 行 う 活 動 の 周 知
（ Facebook10 回）を
行った。 

・その他、イベントなどの
地域活動の発信を行っ
た。（Facebook16 回、
Twitter４回） 

 
（実施状況：○） 

・地域活動に関
心を持ってい
ただけるよう、
効果的な情報
発信が必要。 

・引き続き、Facebook や
Twitter などＳＮＳを活
用し、区民まつり（９月）
クリーン作戦（11 月）、
各地域活動協議会が行
う活動の周知のほか、地
域活動（防災訓練、イベ
ントなど）の情報発信を
行う。 

福島区 

・区ホームページや
Facebook において地
域情報を掲載すると
ともに、まちづくりセ
ンターや各地域活動
協議会のホームペー
ジで各種活動につい
て情報発信を行う。
（通年） 

・各地域活動協議会の
ホームページ等が更
新されていないとこ
ろへの支援を強化し
ていく。（通年） 

・区ホームページで地域活
動協議会の盆踊りの案
内を掲載した。 

・まちづくりセンターの
ホ ー ム ペ ー ジ 及 び
Facebook にて各地域活
動協議会の活動を掲載
した。 

 
（実施状況：○） 

・若い世代に情
報が届くよう
に工夫をして
いく必要があ
る。 

・まちづくりセンターと連
携しながら、区ホーム
ページや Facebook にお
いて地域情報を掲載す
るとともに、各地域活動
協議会のホームページ
で各種活動について情
報発信を行う。 

・各地域活動協議会のホー
ムページ等が更新され
ていないところへの支
援を強化していく。 

此花区 

・コミュニティ育成事
業において、若者が活
躍できるような場を
つくるとともに、若い
担い手であるＰＴＡ
などを巻き込めるよ
う働きかける。また、
ＳＮＳを活用して気

・コミュニティ育成事業実
施にあたり、定期的にＳ
ＮＳを更新して、参加を
呼びかけた。 
（６月子どもフェスタ
開催） 

・まちづくりセンターと連

― ・機会をとらえてＩＣＴを
利用し、周知を図ってい
く。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
軽に参加できるよう
情報を発信していく。
（通年） 

携し、地域のまつりなど
の情報を Facebook で発
信した。 

 
（実施状況：○） 

中央区 

・区 Twitter の活用を行
う。 
地域情報の発信。 
地域活動協議会が立
ち上げたホームペー
ジへの誘導をするな
ど地域活動協議会に
関する情報の発信。
（通年） 

・地域活動の担い手の
ＩＣＴスキルの向上
に向け、中間支援組織
（まちづくりセン
ター）を通じ、地域の
ニーズに応じた支援
を行う。（通年） 

・区ホームページ・区
Twitter・広報紙などに
より地域情報の発信を
行った。 

・区 Twitter から地域活動
協議会のホームページ
に誘導するなど地域活
動協議会に関する情報
を発信した。 

・中間支援組織を通じ、地
域活動協議会のホーム
ページの更新の支援を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域で活動す
る担い手のＩ
ＣＴスキルの
向上が必要で
ある。 

・区 Twitter により発信す
る地域情報の内容の充
実を図る。 

・中間支援組織を通じて引
き続き地域活動の担い
手のＩＣＴスキル向上
に向けた支援を行う。 

西区 

・地域団体などの情報
をＳＮＳなどを通じ
て情報発信する。（随
時） 

・区ホームページにおいて
地域団体の情報を掲載
するとともに、地域団体
のホームページなどに
より情報を随時発信し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き区ホームページ
において地域団体の情
報を掲載するとともに、
地域団体のホームペー
ジなどにより情報を随
時発信する。 

港区 

・地域活動への新たな
担い手の参画を進め
るため、地域ニーズに
合わせて参画しやす
い地域行事などの情
報をＳＮＳを活用し
て発信する。（通年） 

・ＳＮＳを活用して、各地
域で開催される様々な
行事や活動について情
報発信し、参画を呼びか
けた。 

・地域活動協議会において
Facebook を開設し、地
域行事などの情報発信
を開始した（１地域）。 

 
（実施状況：○） 

・地域行事につ
いて常に情報
収集しながら
タイムリーに
情報発信をし
ていく必要が
ある。 

・地域行事について常に情
報収集しながら、きめ細
やかな情報発信を行う。 

大正区 

・T-1 ライブグランプリ
の開催にあたり、審査
員・ＰＡエンジニア
（音響調節）以外の業
務は、ＳＮＳや区ホー
ムページで募集した
職員及びボランティ
アの協力のもとで行
う。（６月、９月、12
月） 

・審査員・ＰＡエンジニア
以外についてはボラン
ティアにより６月の予
選第１回を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・６月開催回で
はボランティ
アの数は一定
確保できたが、
次回以降のボ
ランティアの
確保は不確定
である。 

・さらにＳＮＳや区ホーム
ページでの情報発信を
強化し、９月の第２回予
選及び 12 月の決勝大会
も同様の体制で実施す
る。 

天王寺区 
・運用面の負担が低い

と思われる、市民活動
総合ポータルサイト

・運用面の負担が低いと思
われる、市民活動総合
ポータルサイトへの登

・ 共 同 運 営 の
Facebook から
の地域活動協

・まちづくりセンターと全
地 域 と 共 同 運 営 の
Facebook から地域活動
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
への登録を各地域に
働きかける。（通年） 

・まちづくりセンター
と全地域と共同運営
のFacebookから各地
域活動協議会の情報
発信が行なわれるよ
う、各地域に働きかけ
る。（通年） 

・各地域活動協議会に
向けた CivicTech の
紹介・情報提供を行
う。（１月） 

録を各地域に働きかけ
１地域が登録した。（６
月） 

・まちづくりセンターと全
地 域 と 共 同 運 営 の
Facebook から地域活動
協議会の情報発信が行
なわれた。 

 
（実施状況：○） 

議会の情報発
信は、地域で発
信できる方が
限られており、
担い手の方の
負担にならな
いよう発信で
きる方を広げ
ていく必要が
ある。 

協議会の情報発信が広
がるよう発信できそう
な担い手に働きかける。 

・各地域活動協議会に向け
た CivicTech の紹介・情
報提供を行う。（１月） 

浪速区 

・催事（防災訓練等）実
施の告知及び成果・報
告を、区広報紙・区
ホームページ・区ＳＮ
Ｓ（Twitter・Face 
book）や市民活動総
合ポータルサイトと
いったＩＣＴツール
等様々な広報媒体を
用いて、広く周知し、
つながりの端緒、機会
を広げる（通年）とと
も に 、「 Code for 
OSAKA 」 に よ る
CivicTech 活動と、地
域課題解決に取り組
む市民や市民活動団
体との橋渡しを行う
など、新たな担い手づ
くりの参画・育成を促
す。（通年） 

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告を
区広報紙、まちづくりセ
ンターの Facebook 及び
ブログを用いて、周知を
行った。 

・「Code for OSAKA」と連
携し、防災マップを作成
した。 

 
（実施状況：○） 

・各地域の情報
発信力を強化
し、安定的かつ
持続可能とす
るための「人材
の掘り起こし・
育成、スキルの
向上と継承」の
仕組みづくり
が必要である。 

 

・新たな人材・資源の掘り
起こしや広く参画を促
すための区ＳＮＳ等に
よる情報発信を継続す
るとともに、各地域でも
行えるようにする。 

・行政情報への関心を持っ
てもらうために、防災
マップの周知を図る。 

西淀川区 

・各地域での活動の内
容を幅広く広報する
ため、中間支援組織を
活用し、ＳＮＳによる
情報発信を各地域で
行えるよう支援する。
（通年） 

・効果的な取組につい
て検討し実施する。
（通年） 

・中間支援組織を活用し、
各地域のＳＮＳによる
情報発信の更新情報等
を確認した。 

・効果的なＩＣＴ活用に関
する取組について検討
した。 

 
（実施状況：○） 

・ＩＣＴの活用
は必要なこと
だが、情報発信
の観点から効
果的な方法も
必要。 

・各地域での活動の内容を
幅広く広報するため、中
間支援組織を活用し、Ｓ
ＮＳによる情報発信を
各地域で行えるよう支
援する。 

・効果的な情報発信の観点
を視野に入れながら、Ｉ
ＣＴ活用に関する取組
について検討・実施す
る。 

淀川区 

・あらゆるＳＮＳ媒体
を活用することで、区
民の目に触れる機会
を増やすとともに、夢
ちゃんブログではコ
メントのやり取りな
どで双方向性の実験
を行う。（通年） 

・Twitter、Facebook で
のアンケート実験は、
今後も継続し、区民か

・Twitter、Facebook での
発信は継続的に行って
いる。（Twitter８月末：
870 件、Facebook８月
末：17 件） 

・夢ちゃんブログでは、ブ
ログ発信によるコメン
トのやり取りなど双方
向性の手法について検
討した。 

・Twitter、Face 
book のフォロ
ワー数は３月
末から若干増
加しているが、
Twitter で
3,978 件 程 度
（24 区１位で
はあるが）であ
り、日常的な情
報発信ツール

・Twitter、Facebook、夢
ちゃんブログでの継続
的発信。 

・Twitter、Facebook のア
ンケート機能を活用し
たアンケートの実施。
（区民まつりについて
のアンケート＝９月実
施。広報誌についてのア
ンケート＝２月実施） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
らの情報収集ツール
としての活用を進め
たい。（通年） 

・不特定多数を相手と
したＳＮＳ発信は継
続しつつも、地域関係
者のみによる情報交
換ツール的なＳＮＳ
活用法を検討する（通
年） 

 

・Twitter、Facebook のア
ンケートについては、９
月以降の実施とアン
ケート内容を決定した。 

・地域関係者間での情報交
換ツールとして、グルー
プ LINE の活用企画を
作成した。 

 
（実施状況：○） 

として過大評
価することは
できない。（た
だし、大地震が
発生した 30 年
６月 18日に47
件ツイートし、
約 39 万件の閲
覧数を記録し
たことから災
害時等の伝達
ツールとして
は有効と考え
ている。） 

・情報交換ツー
ル と し て の
LINEの活用で
は、地域関係者
のＳＮＳ活用
スキルや個人
の情報端末を
使用してもら
うことなど課
題もある。 

・地域間のグループ LINE
については、９月に運用
要領の作成を行い、10月
地域に周知し、11 月に運
用する。 

東淀川区 

・広報に関する講座を
実施する。（通年） 

・ＳＮＳを利用してイ
ベントの事前開催予
定を発信する。（通年） 

・「Word でつくる技あり
チラシ」と題してパソコ
ンを使った広報講座を
実施。 

・区内 17 地域に協力いた
だき、地域活動ＰＲのた
めの 10 分程度のフォト
ムービーを制作し、「第
３ 回 東 淀 川 み ら い
EXPO」において発表し
た。 

・区公式 YouTube チャン
ネル投稿に向けた資料
等を作成した。 

 
（実施状況：○） 

・広報は、各地域
に応じてレベ
ルに開きがあ
る為、一律の内
容での講座の
実施には、限界
がある。 

・現在の地域活
動の担い手の
多くが、ＩＣＴ
に関するリテ
ラシーに関し
て知識が乏し
い。 

・フォトムービーは完成
後、区公式YouTubeチャ
ンネルに投稿し、地域活
動に興味のある人なら
誰もが見られる環境を
整える。 

・ＩＣＴを用いた新しい活
動の可能性について、地
域活動協議会従事者と
共有する機会を作る。 

東成区 

・Facebook やメールマ
ガジン等のＩＣＴを
活用し、区行事や地域
の活動の情報発信を
行う際に、アンケート
等での効果測定を行
い、ＰＤＣＡを回して
いく。（通年） 

・「地域子育てサークル」情
報を、ホームページや
Facebook、メールマガ
ジン（毎月）ツイッター
等で発信した。 

・地域福祉活動の情報を発
信した。みんなでつなが
る声掛け体験（５月）ほ
うえいさんぽ（６月）
Twitter（毎月） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、ＩＣＴ等を活
用し、情報発信を行って
いく。 

生野区 
・ＳＮＳ等を通じて情

報を発信し、市民活動
への参加を呼びかけ

・Facebook 等を通じて市
民活動への参加を呼び

― ・引き続き、Facebook 等
を通じて市民活動への
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
る。（通年） 

・幅広い世代の住民が
地域活動について興
味を持ち、さらに、地
域活動の新たな担い
手へとつながるよう、
誰もが気軽に参加し、
交流できる場を提供
する。（通年） 

かけた。 
・気軽に活動できる機会の

提供としてまちカフェ
を開催した。（４回） 

 
（実施状況：○） 

参加を呼びかける。 
・引き続き、気軽に活動で

きる機会の提供として
まちカフェを開催する。 

旭区 

・地域へ目を向けても
らうきっかけづくり
のために憩の家等の
予約状況の確認など
をホームページで可
能にしていく。（通年） 

・老人憩の家等の予約状況
をホームページで確認
できるように取り組ん
だ（１地域）。 

 
（実施状況：○） 

・他の老人憩の
家等において
も同様に予約
状況をホーム
ページで確認
できるように
取り組む必要
がある。 

・他の老人憩の家等におい
ても同様に予約状況を
ホームページで確認で
きるように取り組む。 

城東区 

・各地域でＳＮＳ等の
活用促進を進めてい
ただけるよう支援を
行う。（通年） 

・１地域で LINE を使った
ネットワークづくり講
座を実施し、ＳＮＳ等の
活用促進を進めていた
だけるよう支援を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・参加促進のた
めの地域活動
の事前周知に
かかる情報発
信 

・３月号までを予定してい
る左記リレー企画の中
で、各地活協のホーム
ページや Facebook のＱ
Ｒコードを掲載し、ＩＣ
Ｔを活用した地域活動
周知と参加呼びかけを
行う。 

鶴見区 

・各地域活動協議会に
Civic Tech の理解を
深めてもらうととも
に事例紹介を行う。
（通年） 

・各地域活動協議会にホー
ムページやＳＮＳを活
用した広報などの事例
紹介を行っている。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、事例紹介など
を行うことにより、各地
域活動協議会に Civic 
Tech の理解を深めても
らう。 

阿倍野区 

・新たな地域コミュニ
ティ支援事業として、
地域団体や企業等だ
れもが参加できる交
流会を開催する。開催
についてはＳＮＳ等
を通じて情報を発信
し参加を呼びかける。
（年４回） 

・地域団体や企業等の交流
会として、「あべのほっ
とカフェ」を開催した。
（３回） 

・ホームページや LINE＠
を活用し情報発信を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・住民が地域活
動に参加する
きっかけを少
しでも増やす
ために、さまざ
まな世代への
情報発信に優
れたＳＮＳを
活用していく
必要がある。 

・地域団体や企業等の交流
会として、「あべのほっ
とカフェ」を開催する。
（１回） 

・まちづくりセンターホー
ムページやLINE＠を活
用し情報発信を行う。 

住之江区 

・区ホームページや区
Facebook で様々な
地域課題に対応した
取組が地域で行われ
ていることや「Code 
for OSAKA」による
CivicTech 活動の情
報発信を行う。（通年） 

・地域活動協議会をＰ
Ｒする区民参加型の
取組を、ＩＣＴを活用
して実施する。特に若
い世代を意識した内

・区ホームページや区
Facebook で様々な地域
課題に対応した取組が
地域で行われているこ
とや「Code for OSAKA」
によるCivicTech活動の
情報発信を行った。 

・地域活動協議会におい
て、中間支援組織支援の
もとにホームページが
作成され、情報の共有・
発信を行った。 

・若い世代に情
報が届くよう
な工夫を検討
する必要があ
る。 

・区ホームページや区
Facebook で様々な地域
課題に対応した取組が
地域で行われているこ
とや「Code for OSAKA」
によるCivicTech活動の
情報発信を行う。 

・30 年度実施の地活協ポ
スターにかかる感想募
集を区 Facebook 等ＩＣ
Ｔを活用して実施し、地
域活動に参加しやすい
環境づくりを実施する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
容の充実を図る。（通
年） 

 
（実施状況：○） 

 

住吉区 

・若年層への区政・地域
への関心喚起のため、
ＳＮＳ（LINE＠・
Instagram・動画な
ど）を活用した情報発
信を強化する。（通年） 

・地域活動協議会が自
らの活動情報を発信
し、地縁型団体への参
加が少ない世代に向
けて活動の参加を呼
びかけるためのホー
ムページの作成を支
援する。（通年） 

・Twitter（154 件）・LINE
＠（20 件）・Instagram
（38件）を活用した情報
発信の実施 

・ホームページ作成支援
（３地域） 
＊残りの９地域は作成

済み 
 

（実施状況：○） 

・若年層の関心
が低い。 

・ホームページ
更新の人材不
足。 

・若年層への区政・地域へ
の関心喚起のため、ＳＮ
Ｓ（LINE＠・Instagram 
・動画など）を活用した
情報発信を強化する。 

・ホームページの必要性を
粘り強く説明。 

・人材募集の支援。 

東住吉区 

・広報紙や区民が多く
参加するイベント・取
組において、来場者に
対し広く周知する。
（通年） 

・毎月の広報紙において、
区公式LINE＠の周知記
事を掲載するとともに、
８月に開催される親子
向けのイベントにおい
て、チラシを配布した。 

・毎月実施される乳幼児健
診において、LINE＠の
周知チラシを配布した。 

 
（実施状況：○） 

・区内の全ての
子育て世帯に
対してLINE＠
の周知をする
事は困難であ
るため、広く周
知できる機会
が必要である。 

・広報紙やイベント等で
LINE＠登録への周知を
引き続き実施する。 

・区民が多く参加するイベ
ント・取組において、来
場者に対し引き続き広
く周知する。 

平野区 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）と連携
して、地域状況に応じ
た支援を行う。（通年） 

・地域情報 Facebook によ
り地域活動の発信を
行った。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）における地
域の広報を紹介するサ
イトで活動の紹介を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・中間支援組織
（まちづくり
センター）にお
ける広報は永
続的ではない
ため、次の展開
を検討する必
要がある。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）の電子広報
媒体をきっかけに、各地
域において電子媒体活
用を支援する。 

西成区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴ
を活用し、情報発信や
事業の実施（小学生向
けプログラミング教
室等）を中間支援組織
による支援を活用し
ながら、市民同士また
は市民と行政がつな
がることを促進する。
（通年） 

・プログラミング教室
の開催にあたっての
効果を分析しつつ、他
地域での応用が可能
な場合はその分析結
果をもとに情報提供

・中間支援組織による地域
活動協議会への支援と
して、ＮＰＯ法人の協力
を得ながら、Facebook
を利用して事業への参
加を呼びかけるなどし、
小学生向けプログラミ
ング教室を継続して実
施した。 

・プログラミング教室の開
催にあたっての効果の
分析について、中間支援
組織を活用しながら取
組を進めた。 

・６月開催の地域活動協議
会補助金説明会におい

・プログラミン
教室の開催に
あたっての効
果の分析を進
め、他地域での
応用も含め、実
状に応じた支
援となるよう
取組が必要。 

・多様なＩＣＴ
（市民活動総
合ポータルサ
イトを含む。）
の活用促進に
向け、継続した
取組が必要。 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを活
用し、情報発信や事業の
実施（小学生向けプログ
ラミング教室等）を中間
支援組織による支援を
活用しながら、市民同士
または市民と行政がつ
ながることを促進する。 

・プログラミング教室の開
催にあたっての効果を
分析しつつ、他地域での
応用が可能な場合はそ
の分析結果をもとに情
報提供するなど、継続し
て支援を行っていく。 

・12 月開催の地域活動協
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
するなど、継続して支
援を行っていく。（通
年） 

・多様なＩＣＴ（市民活
動総合ポータルサイ
トを含む。）の活用促
進に向けて、情報提供
を行っていく。（通年） 

て多様なＩＣＴ（市民活
動総合ポータルサイト
を含む。）活用促進に向
けて、情報提供を行っ
た。（６月） 

 
（実施状況：○） 

議会補助金説明会にお
いて多様なＩＣＴ（市民
活動総合ポータルサイ
トを含む。）の活用促進
に向けて、情報提供を
行っていく。 
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取組⑤「委嘱制度の再検討」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・マンション居住者を
対象にした防災講座
や、防災の基本ルール
づくりの場で地域活
動の魅力を伝え、活動
への参加参画を呼び
掛け、地域の担い手を
発掘していくととも
に、一部の方に負担が
偏ることのないよう
配慮する。（通年） 

・マンション居住者を
対象にした防災講座
や、防災の基本ルー
ルづくりの場で地域
活動の魅力を伝え、
活動への参加参画を
呼び掛けるための業
務委託事業者を選定
した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動の新た
な担い手が発掘
できていない。 

・業務委託事業者を活用し
ながら、マンション居住
者を対象にした防災講座
や、防災の基本ルールづ
くりの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参加
参画を呼び掛け、地域の
担い手を発掘していくと
ともに、一部の方に負担
が偏ることのないよう配
慮する。 

都島区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解してい
ただくための取組を
進めるとともに、一人
に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮
する。（通年） 

・民生委員推薦のため
の説明会において一
斉改選の意義、目的、
選出方法の説明を
行った。（５月） 

・民生委員選考事務説
明会において一斉改
選の意義、目的、選出
方法の説明（７月）を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱状伝達式において委
嘱の趣旨等の説明（民生
委員児童委員）を行う。
（12 月） 

・事業説明会等で、委嘱制度
の趣旨・目的の説明（青少
年指導員・青少年福祉委
員・生涯学習推進員・はぐ
くみネットコーディネー
ター・スポーツ推進員）を
行う。（２月） 

福島区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解してい
ただくための取組を
進めるとともに、一人
に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮
する。（通年） 

・スポーツ推進員の委
嘱制度について次回
の委嘱に関して公募
型と推薦型の検討を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・負担感の解消に
向けて、同じ方
に多くの委嘱を
することがない
ような配慮が必
要。 

・地域活動に関わる区民の
負担感軽減を図るため、
一人に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮す
る。 

此花区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解してい
ただくための取組を
進めるとともに、一人
に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮
する。（通年） 

・委嘱をする場におい
て役割や目的を説明
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱する市民の方に、委嘱
の趣旨・目的を理解して
いただくための取組を進
めるとともに、一人に多
くの委嘱をすることがな
いよう配慮する。 

中央区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解してい
ただくための取組を
進めるとともに、一人
に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮
する。（通年） 

・委嘱者の推薦依頼の
際に、委嘱の趣旨・目
的を説明した。（随
時） 

 
（実施状況：○） 

・負担感の解消に
向け、１人に多
く委嘱すること
がないよう配慮
することが必要
である。 

・委嘱者の推薦を依頼する
際に、１人に多くの委嘱
が重ならないよう配慮し
ていただくよう依頼す
る。 

西区 

・受嘱者に対し、委嘱業
務の趣旨・目的・内容
等を説明する。 
（１回以上） 

・民生委員委嘱準備会
で委嘱業務の趣旨・
目的・内容等を説明
した。 

― ・委嘱する市民の方に委嘱
の趣旨・目的をしっかり
理解していただくための
取組を進めるとともに、



43 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
 

（実施状況：○） 
一人に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮す
る。 

港区 

・委員等の役割や活動
内容について理解が
深まるよう委員等と
意見交換を行う。（通
年） 

・青少年指導員など委
嘱をする委員等に委
嘱の趣旨・目的につ
いて説明し、意見交
換を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・人権啓発推進員など委嘱
をする委員等に委嘱の趣
旨・目的について説明し、
意見交換を行う。 

大正区 

・区政会議委員改選の
際、委嘱の趣旨・目的
をしっかり理解して
いただくための取組
を進めるとともに、一
人に多くの委嘱をす
ることがないよう配
慮する。（10 月） 

・区政会議の場で委員
改選に関してその趣
旨や目的の説明を行
い、区政会議委員の
推薦団体の見直しを
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議の趣旨や目的を
説明し、多様な意見の集
約を行えるような委員構
成となるよう、改選に関
する事務を進めて行く。 

天王寺区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解してい
ただくための取組を
進めるとともに、一人
に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮
する。（通年） 

・委嘱にあたっては、委
嘱事業の趣旨・目的、
担うべき役割につい
て十分説明したうえ
で委嘱を行った。 

 
（実施状況：○） 

・一人に多くの委
嘱をすることが
ないよう配慮が
必要。 

・委嘱する市民の方に委嘱
の趣旨・目的をしっかり
理解していただくための
取組を進めるとともに、
一人に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮す
る。 

浪速区 

・委嘱者に対して、委嘱
業務の趣旨・目的を説
明する機会を設ける。
（通年） 

・委嘱時には、よりわか
りやすい説明等を行
う。（通年） 

・委嘱者に対して、委嘱
状交付の際等に委嘱
業務の趣旨・目的に
ついて説明を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・委嘱者に委嘱の
趣旨・目的につ
いてより理解を
向上させる取組
が必要である。 

・委嘱者に対して、委嘱業務
の趣旨・目的を説明する
機会として概要説明の資
料を用いてよりわかりや
すい説明会を開催する。
（１回） 

西淀川区 

・委嘱制度について、一
人に多くの委嘱をす
ることがないよう配
慮する。（通年） 

・青少年指導員などを
委嘱する委員の推薦
依頼にあたり、地域
からの推薦時期が同
時期になるよう配慮
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱制度について、一人に
多くの委嘱をすることが
ないよう配慮する。 

淀川区 

・区長会議の支援を受
けながら、関係局と連
携し、委嘱する区民の
方に委嘱の趣旨、目的
をしっかり理解して
いただくための取組
を進めるとともに、一
人に多くの委嘱をす
ることがないように
配慮する。（通年） 

・制度や市政改革プラ
ン 2.0 の方針等につ
いて、区役所担当者
間で情報共有し、制
度の効果的な運用に
向けた理解度向上に
努めた。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・委嘱者の意向を
把握し、活躍の
場につなげるた
めに、委嘱者と
の継続的な意見
交換が必要。 

・区長会議の支援を受けな
がら、関係局と連携し、本
人の意向に基づき活躍の
場につなぐ取組を実施す
る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

東淀川区 

・委嘱の際、委員に対し
て地域の実情などを
含めた研修等を行っ
ていく。（通年） 

・６月の人権啓発推進
員委嘱状伝達式にお
いて、活動内容や事
例紹介などの意見交
換を行った。 

・子ども家庭支援員に
ついて、児童虐待を
取り巻く情勢等を含
む研修については、
こども青少年局にて
一括で行っている
が、任期満了となる
受嘱者に対し、更新
の意向確認の際に事
業趣旨や地域の実情
について理解・賛同
いただいていること
を確認した。 

 
（実施状況：○） 

・人権啓発推進員
の委嘱内容や活
動内容などあま
り理解できてい
ないまま委嘱を
受 け る 方 が 多
い。 

・新たに委嘱され
る民生委員は活
動内容や地域の
実情などをよく
知らないことが
多い。このため
新任の民生委員
に対して活動内
容や地域の実情
についての研修
を行う必要があ
る。 

・人権啓発推進員について、
様々な活動や地域の事例
などを通じて、活動内容
等を理解していただく。 

・12 月の一斉改選で新たに
委嘱される民生委員に対
して、活動内容や地域の
実情を知ってもらうため
に、効果的な研修を行う。 

東成区 

・委嘱の際には、趣旨・
目的を分かりやすく
説明し理解促進の充
実を図る。（年度当初） 

・委嘱の際、趣旨・目的
を説明し理解促進を
図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・今後新たに委嘱する委員
にも、趣旨・目的を説明し
理解促進を図る。 

生野区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解してい
ただくための取組を
進めるとともに、一人
に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮
する。（通年） 

・青少年指導員連絡協
議会定例会など委嘱
する市民が集まる会
議に職員が赴き、委
嘱業務に関する説明
を実施（10 回） 

・新たな委嘱にあたっ
ては、他の委嘱業務
と重複しないよう配
慮した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、青少年指導員連
絡協議会定例会などの場
において、委嘱業務に関
する説明を実施する。 

旭区 

・委嘱する方に委嘱の
趣旨・目的をしっかり
理解していただくた
めの取組を進めると
ともに、一人に多くの
委嘱をすることがな
いよう配慮する。（通
年） 

・ＳＮＳ等を利用して、
担い手の拡大に向け
た広報などの働きか
けを支援する中で、ボ
ランティアの呼びか
けを行う。（通年） 

・委嘱する方に対し、趣
旨・目的の理解にか
かる説明等の取組を
進めるとともに、一
人に多くの委嘱をす
ることがないよう配
慮した。 

・地域活動協議会連絡
会議等において、Ｓ
ＮＳ等を利用した広
報等の働きかけを行
うよう支援した。 

 
（実施状況：○） 

・一人に多くの委
嘱をすることが
ないよう、地域
活動への新たな
担い手の確保が
必要である。 

・担い手確保に向けた広報
等の働きかけを行うよう
支援する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

城東区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解してい
ただくための取組を
進めるとともに、一人
に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮
する。（通年） 

・委嘱状伝達式等で委
嘱の趣旨・目的を説
明している。また、一
人の人に負担が片寄
ならないように一斉
改選については、地
域からの推薦時期を
なるべく一時期にま
とめるなどの配慮を
行う。 

 
（実施状況：○） 

― ・折に触れて委嘱の趣旨・目
的及び、担い手の負担軽
減について、お伝えする
ようにする。 

鶴見区 

・民生委員・児童委員協
議会と連携して制度
の意義や活動内容に
ついてＳＮＳを活用
するなど更なる広報
啓発を行い、委員活動
を支援する。（通年） 

・５月の「民生委員・児
童委員の日活動強化
週間」に、区庁舎内外
にのぼりや旗を掲示
した。また５月の子
育て支援事業「愛
Love こどもフェス
タ」でブースを展開
し、民生委員による
活動ＰＲ、個別相談
などを行った。 

 
（実施状況：○） 

・民生委員・児童委
員制度の意義や
活動内容の広報
啓発は、効果的
な手法を工夫し
ながら取組を続
けることが求め
られる。 

・９月の区民まつりでは、
「民生委員制度 100 周年
のスローガンを記した横
断幕」を先頭にパレード
を行うとともに、その様
子をＳＮＳを活用して情
報発信するなど民生委員
及び活動のアピールを強
化する。 

阿倍野区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解してい
ただくための取組を
進めるとともに、一人
に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮
する。また、青少年指
導員等の２年度の委
嘱にむけ、制度等の理
解がより一層深まる
よう会議等を利用し
て説明を行う。（通年） 

・青少年指導員等の２
年度の委嘱にむけ、
制度等の理解がより
一層深まるよう会議
等を利用して説明を
行った。（３回） 

 
（実施状況：○） 

・委嘱の趣旨・目的
について受嘱者
の理解がより一
層深まるよう取
り組む必要があ
る。 

・区広報紙での青少年指導
員・青少年福祉委員の特
集記事を掲載する（年１
回）、２年度の委嘱にむ
け、制度等の理解がより
一層深まるよう会議等を
利用して説明を行う。 

住之江区 

・地域活動に関わる区
民の負担感をできる
だけ解消するため、関
係部局等と連携し、委
嘱制度について地域
実情も勘案し検討す
る。（通年） 

・委嘱者の推薦依頼の
際に、委嘱の趣旨・目
的を説明した。（随
時） 

 
（実施状況：○） 

・負担感の解消に
向け、１人に多
く委嘱すること
がないよう配慮
することが必要
である。 

・地域活動に関わる区民の
負担感をできるだけ解消
するため、関係部局等と
連携し、委嘱制度につい
て検討する。 

住吉区 

・地域活動協議会等に
対し、委嘱者の推薦を
お願いする際、一人に
多くの委嘱が重なら
ないよう依頼する。
（通年） 

・地域活動協議会会長
会において、生涯学
習推進員養成講座・
３年次研修受講者の
推薦を依頼。（５月） 

・生涯学習推進員は３
年任期で３年次研修
の受講を必須条件で
委嘱される。（対象者
14 名）現任の生涯学

・委嘱する度に、一
人に多くの委嘱
が重ならないよ
う繰り返し依頼
す る こ と が 必
要。 

・委嘱者の推薦にあたって
は、本人の意向を尊重し
つつ、一人に多くの負担
が生じないよう推薦を依
頼する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
習推進員の意見を聴
いていただくことと
して依頼。 

・一人に多くの委嘱が
重ならないよう依
頼。 

 
（実施状況：○） 

東住吉区 

・委嘱式開催や事業実
施等の機会をとらえ
関係局との情報共有
等の連携を密に行う。
（通年） 

・６月開催の防災リー
ダー・女性防火クラ
ブ合同研修を消防署
と協力・連携して
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・９月の廃棄物減量等推進
員研修会を環境事業セン
ターと協力して開催する
等、引き続き関係局との
情報共有等の連携を密に
行う。 

平野区 

・実際に活躍できる人
がより活動しやすい
ように地域を支援す
る。（通年） 

・地域防災リーダーの
委嘱の見直しを含め
た要綱改正に着手し
た。 

 
（実施状況：○） 

・改正した要綱に
基づき、地域に
制度の意義を伝
え浸透させる必
要がある。 

・要綱改正を行い、新たに地
域防災リーダーの委嘱を
行う。 

西成区 

・委嘱する市民の方に
委嘱の趣旨・目的を
しっかり理解してい
ただくための取組を
進めるとともに、一人
に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮
する。（通年） 

・地域団体の役員に対
する委嘱については、
担い手の高齢化等の
課題から、若い世代に
も関わりを持っても
らえるための手法を
検討していく。（通年） 

・西成区地域振興会と
西成区役所との連絡
会を通じて、各地区
の活動報告を行い、
情報共有を図るとと
もに委嘱内容の理解
を深めた。 

・活動マニュアルを作
成し、若い世代に関
わりを持ってもらう
ための手法など、委
嘱した市民の方へ説
明した。 

 
（実施状況：○） 

・委嘱する市民の
方 に 委 嘱 の 趣
旨・目的をしっ
かり理解してい
ただくための取
組を継続してい
く必要がある。 

・委嘱する市民の方に委嘱
の趣旨・目的をしっかり
理解していただくための
取組を進めるとともに、
一人に多くの委嘱をする
ことがないよう配慮す
る。 

・地域団体の役員に対する
委嘱については、担い手
の高齢化等の課題から、
若い世代にも関わりを
持ってもらえるための手
法を検討していく。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組⑥「補助金についての理解促進」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・マンション居住者を
対象にした防災講座
や、防災の基本ルール
づくりの場で地域活
動の魅力を伝え、活動
への参加参画を呼び
掛け、新たな担い手を
発掘する。（通年） 

・地域運営アドバイ
ザー（非常勤嘱託職
員）への支援体制見直
しにより、他都市事例
収集や研修等を行い、
職員のスキルアップ
を図りながら、地域支
援にあたる。（通年） 

・適正な会計事務を遂
行するため、必要に応
じて会計講座等、勉強
会を開催して、地域活
動協議会役員の理解
促進を図る。（通年） 

・マンション居住者を対象に
した防災講座や、防災の基
本ルールづくりの場で地域
活動の魅力を伝え、活動へ
の参加参画を呼び掛けるた
めの業務委託事業者を選定
した。 

・地域運営アドバイザー（非
常勤嘱託職員）の支援体制
見直しにより、他都市事例
収集や研修等を行い、職員
のスキルアップを図りなが
ら、地域支援にあたった。 

・会計講座等、勉強会の開催
に向け、事業実施計画書・事
業報告書の見直しを行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会役員の補助
金への理解が
不 足 し て い
る。 

・業務委託事業者を活用
しながら、マンション
居住者を対象にした防
災講座や、防災の基本
ルールづくりの場で地
域活動の魅力を伝え、
活動への参加参画を呼
び掛け、新たな担い手
を発掘する。 

・引き続き、地域運営ア
ドバイザー（非常勤嘱
託職員）の支援体制見
直しにより、他都市事
例収集や研修等を行
い、職員のスキルアッ
プを図りながら、地域
支援にあたる。 

・適正な会計事務を遂行
するため、会計講座等、
勉強会を開催して、地
域活動協議会役員の理
解促進を図る。 

都島区 

・運営委員会などの機
会に改めて補助金の
趣旨を説明する。（９
回 通年） 

・地域活動協議会運営委員会
での説明（９回）を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・運営委員会、役員会等
での説明（随時）を行
う。 

福島区 

・地域活動協議会補助
金の趣旨について、更
に理解が進んでいく
ように、地域活動協議
会の会議の場などで
資料をわかりやすい
ものにして説明を行
う。（各地域年２回）。 

・まちづくりセンター
と連携して補助金会
計担当者説明会でも
説明していく。（年１
回以上） 

・説明資料の作成準備を進め
た。 

 
（実施状況：○） 

・会計担当者だ
けでなく、各
事業などを行
う担当者にも
補助金の趣旨
を理解しても
らう必要があ
る。 

・９月～10 月に各地域か
ら参加をいただく形で
補助金会計説明会を開
催し、年末年始には地
域活動協議会補助金の
趣旨について、地域活
動協議会の会議の場な
どで説明を行う。（各地
域年２回） 

 

此花区 

・会計担当者説明会や
地域活動協議会運営
委員会など機会をと
らえて補助金の主旨
説明を繰り返し説明
していく。（通年） 

・総務担当者向け、会計実務
者向けなど地域の役割ごと
に分けて会計説明会（６月
４回開催）を開催した。 

・基本的な事項について無作
為にグループ分けをして、
クイズ形式による振り返り
をグループごとで考え、理
解を深めてもらった。 

 
（実施状況：○） 

― ・中間決算、予算時期に
おける運営委員会や会
計説明会で補助金の主
旨について説明を行う 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

中央区 

・区地域担当職員や中
間支援組織（まちづく
りセンター）を通じ、
補助金説明会だけで
なく、あらゆる機会を
通じて補助金の性格
に関する理解が促進
するよう情報発信を
強化する。（通年） 

・中間支援組織を通じた元年
度予算執行にかかる支援の
中で、補助金の理解促進に
向けた支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・実際に活動に
従事する実務
者レベルの補
助金に対する
理解を深める
必要がある。
そのために、
日常の事業執
行の中で支援
を継続する必
要がある。 

・理解度促進に向け、補
助金説明会（11 月開催
予定）や地域活動協議
会活性化セミナーを開
催する。 

西区 

・地域活動協議会補助
金の趣旨について補
助金説明会等にて役
員等に説明する。（年
１回予定） 

・２年１月実施予定の説明会
に向け、30 年度決算状況を
踏まえた課題を整理した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会補助金
の趣旨について補助金
説明会等にて役員等に
説明する。（１月） 

 

港区 

・補助金の活用及び活
動目的に関する説明
等の実施（上・下期各
１回以上） 

・補助金に関する説明会を開
催し、補助金の主旨や会計
処理に関する説明を行い理
解促進を図った。（２回） 

 
（実施状況：○） 

― ・補助金に関する説明会
を開催し、補助金につ
いて理解促進を図る。 

大正区 

・補助金交付申請にか
かる説明会を各地域
にて行う。（11 月） 

・元年度創設した地域活動協
議会補助金制度の全体説明
会及び地域会計説明会を５
～７月に開催し、補助金の
適切な執行について理解促
進を行った。 

 
（実施状況：○） 

・元年度創設し
た 制 度 の た
め、制度の理
解度に地域差
が 生 じ て お
り、補助金の
適切な申請・
執行・清算に
かかる各地域
活動協議会の
状況に即した
支援を行う必
要がある。 

・更に地域で理解を促進
するため、区とまちづ
くりセンターが連携
し、元年度の精算に向
けた中間決算説明会及
び２年度の申請に向け
た補助金申請説明会を
行う。 

天王寺区 

・全地域活動協議会が
参加する補助金説明
会を開催し説明を行
う。（１月） 

・担い手の交代時には、
まちづくりセンター
を通じて補助金会計
の説明を行い、理解促
進を図る。（通年） 

・担い手の交代があった３地
域に、まちづくりセンター
から補助金会計の説明を行
い、理解促進を図った。（５、
６月） 

 
（実施状況：○） 

・担い手の途中
交代など、補
助金知識のな
い方が担当さ
れる際には、
理解促進を速
やかに行って
いく必要があ
る。 

・全地域活動協議会が参
加する補助金説明会を
開催し説明を行う。（１
月） 

・担い手の交代時には、
まちづくりセンターを
通じて補助金会計の説
明を行い、理解促進を
図る。 

浪速区 

・まちづくりセンター
が、各地域活動協議会
を主な対象として会
計事務についての講
座を開催する。併せて
補助金についての理
解促進を図る。（通年） 

・地域活動協議会の会
議の場にて行われる、
補助金の中間決算や

・中間や期末の決算期に拠ら
ない事業完了毎の精算及び
書類提出を求め、補助金の
理解促進及び認識の共有を
図った。 

・各地域活動協議会の会計処
理の理解度により、個別に
会計事務についての講座を
行った。 

・会計担当者だ
けでなく、各
事業等を行う
担当者が補助
金の主旨を理
解してもらう
必要がある。 

・まちづくりセンター
が、各地域活動協議会
を主な対象として会計
事務についての講座を
開催する。併せて補助
金についての理解促進
を図る。 

・地域活動協議会補助金
の趣旨について、地域
活動協議会の会議の場
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
決算総会に際し、区役
所・まちづくりセン
ターの職員が参加し
て補助金の使途が地
域の実態に即したも
のとなるよう合意形
成を図る。（通年） 

・各地域活動協議会での補助
金の中間決算に際し、区役
所・まちづくりセンターの
職員が参加して補助金の使
途が地域の実態に即したも
のとなるよう合意形成を
図った。 

 
（実施状況：○） 

などで説明を行う。 

西淀川区 

・地域活動協議会補助
金の趣旨について、地
域活動協議会の会議
の場などで説明を行
う。：３回（上半期１
回、下半期２回） 

・地域活動協議会に対
して中間支援組織と
ともに予算・決算書の
作成方法等の説明会
を行うことで透明性
のある会計処理がで
きるよう支援する。
（通年） 

・地域活動協議会補助金の趣
旨について、地域活動協議
会の会計担当者等が参加す
る会計検討会で説明を行っ
た。：１回 

・地域活動協議会に対して、
中間支援組織とともに地域
に出向き、予算・決算書の作
成方法等の説明会を行い、
透明性のある会計処理がで
きるよう支援した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会補助金
の趣旨について、地域
活動協議会の会議の場
などで説明を行う。：２
回 

・地域活動協議会に対し
て、中間支援組織とと
もに予算・決算書の作
成方法等の説明会を行
うことで透明性のある
会計処理ができるよう
支援する。 

淀川区 

・会計出前講座の開催
や専門用語を使わな
いわかりやすい資料
作成を行い、様々な機
会を活用して、補助金
の理解促進を図る。
（通年） 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携し、３地
域において会計出前講座を
開催した。 

・クレジットカード等の取扱
いについてフロー図を作成
して説明した。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・毎年のように
補助金制度の
変更があり、
新たな書類を
作成する必要
があるなど、
事務作業が非
常 に 煩 雑 と
なっている。 

・補助金制度の各種変更
の都度、中間支援組織
（まちづくりセンター
等）と連携して出前講
座を実施するなど、地
域実情に応じた丁寧な
説明を行う。 

東淀川区 

・各地域に赴き個別説
明を行う。（通年） 

・地域活動協議会連絡
会議にて補助金の説
明を行う。（通年） 

・各地域の会議に赴いた際に
説明した。 

・７月に開催した地域活動協
議会連絡会議にて補助金の
説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・普段補助金事
務に関わりの
ない地域の方
が理解するの
に時間がかか
る。 

・11 月及び２月に予定し
ている補助金説明会の
際に十分時間をとって
説明を行う。 

東成区 

・補助金制度の理解促
進を充実させるため
に地域活動協議会で
の説明会・勉強会を開
催する。（年度当初） 

・６月及び８月に説明会を開
催し理解促進を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・12 月頃に補助金申請等
にかかる説明会を開催
し、一層の理解促進を
図る。 

生野区 

・地域活動協議会に対
し、より民主的で開か
れた組織運営と会計
の透明性の確保を中
心に、自律した地域運
営ができるよう中間
支援組織と連携して
支援する。（通年） 

・地域活動協議会の補

・地域活動協議会に対し、中
間支援組織と連携して地域
実情に応じた支援を実施し
た。また事務局会議（概ね月
１回）を実施した。 

・補助金の使途について区
ホームページで公表した。 

 

― ・引き続き、地域活動協
議会に対し、中間支援
組織と連携し、地域実
情に応じた支援を実施
する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
助金の使途を区ホー
ムページにて公表す
る。（６月頃） 

（実施状況：○） 

旭区 

・補助金の適正かつ効
果的な活用について、
各地域で話し合いを
進める中で、地域活動
協議会メンバーに更
に補助金についての
理解促進を図る。（通
年） 

・地域活動協議会メンバーの
理解促進を図る場を確保す
るため、説明会等の開催に
向けて取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・過去の説明内
容を踏まえ、
説明会の内容
を精査する必
要がある。 

・説明内容を精査のう
え、説明会等を開催し、
補助金について、地域
活動協議会メンバーの
理解促進を図る。 

城東区 

・まちづくりセンター
による相談支援に際
して、補助金の制度説
明を進める。（通年） 

・「みんなの地域活動ハ
ンドブック」の抜粋版
を活用し、各事業実施
前の打ち合わせ会議
で説明を行う。（上期） 

・各地域の事業の企画、実施
運営に関する相談対応を実
施した。 

・その際、「みんなの地域活動
ハンドブック」中、補助金解
説部分を中心に使用し、地
活協全体の補助金制度理解
促進に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

― ・下半期実施予定の事業
実施運営に関する相談
にも「みんなの地域活
動ハンドブック」を活
用し、引き続き対応す
る。 

鶴見区 

・地域活動協議会の会
議等の場を通して地
域活動協議会補助金
の趣旨について説明
を行う。（通年） 

・理解度をより高める
ため地域に対して、ま
ちづくりセンターを
活用し、広く役員に理
解が深まるよう支援
していく。（通年） 

・補助金の精算報告などの修
正事務を通じて、補助金の
趣旨等を説明した。 

・運営委員会など、役員が出
席する会議等を活用し、補
助金の趣旨等を説明した。 

 
（実施状況：○） 

・役員の経験年
数等により、
地域によって
役員の理解度
に差があり、
会 計 事 務 を
担っている役
員以外への理
解が浸透して
いない。 

・12 月に補助金申請にか
かる担当者会議を活用
し説明する。 

・広く役員に理解が深ま
るよう、引き続きまち
づくりセンターを活用
して支援していく。 

阿倍野区 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）と連携
し、地域活動協議会補
助金説明会等で、理解
促進を図る。（年２回） 

・日常的に地域の役員
とのコミュニケー
ションを取り、補助金
についての理解促進
を図る。（通年） 

・各地域活動協議会に補助金
説明会を実施した。（10 地
域各１回） 

・補助金の執行について、日
常的に地域役員とコミュニ
ケーションを取り、理解促
進を図った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会における会
計事務担当者
のスキル継承
が 必 要 で あ
る。 

・地域への会計事務説明
会で補助金について理
解を深めるよう積極的
に情報発信する。 

・日常的に地域の役員と
のコミュニケーション
を取り、補助金につい
ての理解促進を図る。 

住之江区 

・地活協会長会や会計
説明会、地活協運営委
員会などで、補助金の
制度説明を行うこと
で、補助金の理解促進
を図るとともに、より
地域実情に応じた支
援を行っていく。（通
年） 

・会長会において、通年の補
助金についての説明を実施
した。 

 
（実施状況：○） 

・地活協構成団
体などの総意
形成機能の趣
旨についての
理解度を向上
させるため、
分かりやすい
資料作成や説
明を行う必要
がある。 

・10 月中を目途として、
地域の会計担当者・実
務者を中心に、補助金
に関する説明会を実施
する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

住吉区 

・地域活動協議会の補
助金が、事業間で流用
が可能で、地域課題に
応じて有効活用でき
ること、仮精算を実施
することで、会計担当
者の負担が軽減され
ることなどを説明す
る。（年２回）（通年） 

・会計ソフトの活用を
促す。（通年） 

・補助金の早期交付。（４月） 
・地域活動協議会会長会で会

計処理について説明。（４・
６月） 

・地域活動協議会会長会で仮
精算の説明。（７月） 

・クレジットカード・ポイン
トカード等の取扱い変更に
伴う説明。（７月） 

・会計ソフトの活用を促し
た。（１地域） 

・まちづくりセンターによる
会計支援。 

 
（実施状況：○） 

・会計担当者の
負担軽減。 

・地域活動協議会の補助
金が、事業間で流用が
可能で、地域課題に応
じて有効活用できるこ
と、仮精算を実施する
ことで、会計担当者の
負担が軽減されること
などを説明する。 

・会計ソフトの実際の活
用に向け支援を行う。 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などの機会を捉え理
解促進を図る説明を
行う。（通年） 

・地域連絡会議や各地域にお
ける会議の場などで理解促
進を図った。また、運営につ
いて注意点などの助言を各
地域で機会があるごとに
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域
における会議の場など
の機会を捉え理解促進
を図る説明を行う。 

平野区 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）が、初
心者でも理解できる
制度・趣旨の説明を行
う。（通年） 

・30 年度補助金精算に伴い各
地域の状況に合わせた説明
を中間支援組織（まちづく
りセンター）を通じて行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・クレジットの
使用やポイン
トカードの取
扱について説
明する必要が
ある。 

・会計の取扱について説
明会を開催する。 

西成区 

・地域活動協議会に対
して行う説明会等に
おいて補助金の趣旨
についても説明を行
うことで、地域活動協
議会の役員・運営委員
のメンバーの他に、実
際に実務を行う事業
担当者まで理解が進
むよう取組を進める。
（６月・12 月） 

・地域活動協議会の会長・役
員以外のメンバーを含めて
幅広く参加を呼びかけ補助
金説明会を行い、補助金に
ついての理解促進を図っ
た。（６月） 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会の役員・運
営委員のメン
バーの他、実
際に実務を行
う事業担当者
へ継続して理
解が進むよう
取組を進める
必要がある。 

・地域活動協議会に対し
て行う説明会等におい
て補助金の趣旨につい
ても説明を行うこと
で、地域活動協議会の
役員・運営委員のメン
バーの他に、実際に実
務を行う事業担当者ま
で理解が進むよう取組
を進める。（12 月） 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組⑦「活動の目的の再確認」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域運営アドバイ
ザー（非常勤嘱託職
員）への支援体制見直
しにより、他都市事例
収集や研修等を行い、
職員のスキルアップ
を図りながら、地域支
援にあたる。（通年） 

・地域活動連絡会議を
はじめ、日常的な運営
支援の場において、各
活動の趣旨・目的等を
確認し、地域活動の目
的を再確認する。（通
年） 

・地域活動連絡会議を
はじめ、日常的な運営
支援の場において、地
域活動の先進事例を
紹介するなど、さらな
る活性化へのきっか
けづくりを行う。（通
年） 

・地域運営アドバイ
ザーへの支援体制見
直しにより、他区（１
区）の事例収集や研
修等を行い、職員の
スキルアップを図っ
た。 

・地域活動連絡会議や
各地域活動協議会の
運営委員会、会計説
明会において、活動
目的について説明を
行った。 

・地域活動連絡会議に
おいて地域活動の先
進事例の紹介を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会役員に、様々
な地域活動事
例の情報等が
行き渡ってい
ない。 

・引き続き、地域運営アドバ
イザーを活用し、他都市事
例収集や研修等を行い、職
員のスキルアップを図りな
がら、地域支援にあたる。 

・引き続き、地域活動連絡会
議をはじめ、日常的な運営
支援の場において、各活動
の趣旨・目的等を確認し、
地域活動の目的を再確認す
る。 

・引き続き、地域活動連絡会
議をはじめ、日常的な運営
支援の場において、地域活
動の先進事例を紹介するな
ど、さらなる活性化への
きっかけづくりを行う。 

都島区 

・改選時期などに応じ
て、委嘱団体に対し、
活動の趣旨・目的など
を説明する。（１回 
通年） 

・地区準備会委員候補
者選考説明会におい
て一斉改選の意義、
目的、選出方法の説
明を行った。（５月） 

・民生委員選考事務説
明会において一斉改
選の意義、目的、選出
方法の説明を行っ
た。（７月） 

 
（実施状況：○） 

― ・委嘱状伝達式において委嘱
の趣旨等の説明（民生委員
児童委員）を行う。（12 月） 

・事業説明会等の場で、活動
の趣旨・目的の説明（青少
年指導員・青少年福祉委員・
生涯学習推進員・はぐくみ
ネットコーディネーター・
スポーツ推進員）を行う。
（２月） 

福島区 

・各団体に対して、活動
が形骸化することの
ないよう、活動目的を
改めて確認するきっ
かけとなる機会を年
１回以上つくる。（通
年） 

・「地域カルテ」のワー
クショップなどを活
用しながら、活動目的
を改めて確認する。
（通年） 

・説明資料の作成準備
を進めた。 

・地域カルテ検討会の
開催に向けて地域と
調整を進めた。 

 
（実施状況：○） 

・役員や担い手
の交代は常に
行われるため、
地域活動協議
会全体への継
続的な理解促
進を図る必要
がある。 

・各団体に対して、活動が形
骸化することのないよう、
活動目的を改めて確認する
きっかけとなる機会を９月
～10 月に開催する補助金
会計説明会や年末年始の補
助金説明会でつくる。 

・地域カルテの検討会などで
活動目的を改めて確認して
いく。 

此花区 

・地域活動協議会など
で活動目的を確認で
きるよう支援する。
（通年） 

・各地域活動協議会（９
地域）の運営委員会
や会計説明会におい
て、活動目的につい
て説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会運営委員会
などで活動目的を確認でき
るよう支援する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

中央区 

・区地域担当職員や中
間支援組織（まちづく
りセンター）を通じ、
活動目的を改めて確
認していただく機会
を提供するなど、活動
が形骸化することの
ないよう支援する。
（通年） 

・中間支援組織を通じ
た元年度事業執行に
かかる支援の中で、
活動の目的の再確認
に向けた支援を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・活動の目的の
再確認につい
て継続した支
援をおこなっ
ていく必要が
ある。 

・理解度促進に向け、補助金
説明会（11 月開催予定）や
地域活動協議会活性化セミ
ナーを開催する。 

西区 

・地縁型団体の会議等
において活動目的を
改めて確認する機会
を設ける。（年６回以
上） 

・活動目的を改めて確
認する機会を設け、
さらに誰もが気軽に
参加できるようにす
る仕組みや工夫に関
する情報提供を実施
した。（６回実施） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き他の地縁型団体の
会議等においても活動目的
を改めて確認する機会を設
ける。 

港区 

・まちづくりセンター
と連携し、活動目的を
改めて確認していた
だく機会を提供する
など、活動が形骸化す
ることのないよう支
援する。（通年） 

・地域活動協議会の役
員等を対象に地域活
動協議会の活動目的
について説明を行う
とともに、地域課題
への取組、つながり
の拡充、組織運営に
ついて支援を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会の役員等を
対象に地域活動協議会の活
動目的について説明を行う
とともに、地域実情に応じ
て目的の達成に向けた支援
を行う。 

大正区 

・元年度からの地域活
動協議会運営費の補
助金化の意義を説明
するとともに、地域の
行事や活動への参加
を通して、補助金化に
よる新たな問題点の
把握と解決を行う。
（通年） 

・地域活動協議会の会
議の場や委員長会等
を通じて、補助金化
の目的や意義を説明
するともに、問題点
の把握を行った。 

 
（実施状況：○） 

・元年度創設し
た制度のため、
制度の理解度
に地域差が生
じており、補助
金の適切な申
請・執行・清算
にかかる各地
域活動協議会
の状況に即し
た支援を行う
必要がある。 

・今後も委員長会や地域の行
事等、様々な場面を通じて
補助金の執行にかかる課題
の把握及び補助金制度創設
の目的や意義の理解促進を
行う。 

天王寺区 

・各地域活動協議会の
事業計画・予算（２月）
及び事業報告・決算
（６月）を承認する運
営委員会や役員会の
場に出向き確認と事
業目的の例示と併せ
てわかり易く説明を
行う。（通年） 

 

・各地域活動協議会の
事業報告・決算を承
認する運営委員会に
出向き確認と事業目
的の例示と併せてイ
ラストを使った資料
で説明を行なった。
（６月） 

 
（実施状況：○） 

・全地域活動協
議会で説明の
場を設けてい
るが、理解いた
だけていない
方がおられる
可能性もある
ことから、繰り
返し説明を行
う必要がある。 

・各地域活動協議会の事業計
画・予算を承認する運営委
員会の場に出向き確認と事
業目的の例示と併せてイラ
ストを使った資料でわかり
易く説明を行う。（２月） 

浪速区 
・各地域活動協議会の

会議の場に、地域担当
職員、まちづくりセン

・各地域活動協議会の
定例会議へ地域担当
職員、まちづくりセ

・役員・担い手の
交代は常に行
われるため、地

・各種地域会議等様々な機会
を活用して、活動目的の理
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ターが参画し、地域課
題や活動内容、企画へ
の助言等を行い、目的
の再確認を共に行う。
（通年） 

ンターが参画し、活
動の目的の再確認を
行うとともに認識の
共有を図った。 

 
（実施状況：○） 

域活動協議会
全体への継続
的な趣旨の浸
透を図る必要
がある。 

解促進を図る。 

西淀川区 

・各団体の活動が形骸
化することのないよ
う活動目的を改めて
確認するきっかけと
なる機会を作る。：１
回 

・12 月の補助金申請に
係る説明会で活動目
的を確認することで
調整した。 

 
（実施状況：○） 

― ・12 月に補助金申請に係る説
明会を開催し、活動目的に
関する説明を行う。 

淀川区 

・各種地域会議の場で
の説明や実務者レベ
ルの方を意識したわ
かりやすい説明資料
作成を行い、様々な機
会を活用して、活動目
的の理解促進を図る。
（通年） 

・ブロック別の地活協
意見交換会の場で地
域カルテを活用する
ことで活動目的の理
解促進を図った。（６
月～７月） 

 
（実施状況：○） 

・役員だけでな
く実務者レベ
ルの方々にも
活動目的の理
解促進を図る
必要がある。 

・12 月頃に実施する意見交換
会等にて説明を行う。 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携し、地
域からの要望があれば出前
講座を開催し、理解促進を
図る。 

東淀川区 

・地域別保健福祉計画
策定の中で、各活動の
目的などについて、再
確認していく。（通年） 

・参加者や関係機関が
固定化・減少しないよ
う、地域活動協議会の
総会等を活用して、取
組の周知を行い、参加
者増につなげていく。
（通年） 

・区内 17 地域のうち、
３地域において地域
別保健福祉計画作成
の取組のなかで、福
祉や防災などの地域
課題解決に向けた意
見交換等において、
つながりづくりの重
要性を再認識した。 

 
（実施状況：○） 

・地域別保健福
祉計画作成の
取組について
は、参加者や関
係機関が固定
化・減少してお
り、取組が進ん
でいない地域
が多く存在し
ている。 

・地域別保健福祉計画策定作
業の中で、各活動の目的な
どについて再確認できるよ
う、計画策定済地域の地域
別保健福祉計画を未策定地
域の住民向け学習会等で周
知し、策定意欲の醸成につ
なげる。 

東成区 

・交流会等を通じて活
動が形骸化すること
のないよう、地域カル
テを活用した取組を
提案するなど、活動目
的を確認する機会を
つくる。（下半期） 

 
（実施状況：―） 

― ・地域活動協議会の交流会等
を開催し、活動事例を共有
するとともに活動目的を再
確認する。 

生野区 

・新たに委嘱する青少
年指導員、青少年福祉
委員に活動内容に関
するチラシを配付す
る。（随時） 

・新たに委嘱した青少
年指導員、青少年福
祉委員に活動内容に
関するチラシを配付
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、新たに委嘱する
青少年指導員、青少年福祉
委員に対して活動内容に関
するチラシを配付する。 

旭区 

・「地域カルテ」ワーク
ショップを継続的に
実施し、活動目的を改
めて確認する機会と
する。（通年） 

・ワークショップの開
催に向けてテーマ設
定等に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・過去の開催内
容を踏まえ、よ
り 効 果 的 な
テーマを設定
する必要があ
る。 

・地域活動協議

・ワークショップを継続的に
開催し、理解促進を図る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
会のメンバー
に対し、さらな
る理解促進を
図ることが必
要である。 

城東区 

・まちづくりセンター
による事業計画書・報
告書作成支援に際し
て、活動目的の確認に
加えて事業効果及び
検証内容について確
認する。（通年） 

・予算・決算運営委員会
（総会）の場で、活動
目的を再確認する。
（上期・下期） 

・各団体の会合等で活
動目的等を確認する
などの支援を行う。
（通年） 

・４～７月に開催され
た決算運営委員会
（総会）準備段階か
らまちづくりセン
ターによる理解しや
すい報告方法等につ
いて調整支援し、同
委員会の場で、活動
目的を再確認した。 

・各団体の会合等で活
動目的等を確認する
などの支援を行い、
地域全体の補助金制
度理解促進に取り組
んだ。 

・各団体に対して、活動
が形骸化することの
ないよう活動目的を
改めて確認した。（２
回） 

 
（実施状況：○） 

― ・下期実施予定の予算運営委
員会（総会）に関しても、同
様に取り組む。 

・各団体の会合等において、
活動目的を改めて確認する
きっかけとなる機会を引き
続き提供する。 

鶴見区 

・運営委員会や部会の
場などを活用し、活動
目的を改めて確認す
る機会を作る。（通年） 

・理解度をより高める
ため地域に対して、ま
ちづくりセンターを
活用し、広く役員に理
解が深まるよう支援
していく。（通年） 

・地域活動協議会の認
定要件の確認の機会
などを通じて、活動
目的の再確認を促し
た。 

・運営委員会など、役員
が出席する会議等を
活用し、活動目的の
再確認を促した。 

 
（実施状況：○） 

・各地域役員へ
の理解は進ん
でいるが、地域
によって理解
度に差がある。 

・12 月に補助金申請にかかる
担当者会議を活用し説明す
る。 

・広く役員に理解が深まるよ
う、引き続きまちづくりセ
ンターを活用して支援して
いく。 

阿倍野区 

・30 年度に作成した「地
域カルテ」を使って各
地域でワークショッ
プを実施し、活動目的
を改めて確認する機
会とする。（通年） 

・各地域においての「地
域カルテ」更新作業
の支援を行うととも
に、ワークショップ
開催に向けて調整を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会のメンバー
に更に理解促
進を図る必要
がある。 

・30 年度に作成した「地域カ
ルテ」を使って各地域で
ワークショップを実施し、
活動目的を改めて確認する
機会とする。 

住之江区 

・地活協会長会、地活協
運営委員会などで、長
年継続している活動
を見直すことの必要
性を地域実情に沿っ
て説明し、中間支援組
織を活用し取組を進

・補助金実績の定期確
認を通して、活動内
容の確認を実施し
た。また、説明会に向
けてマニュアル等を
見直すなど、準備を
行った。 

・地域の実情に
沿ったよりき
め細やかな説
明をしていく
必要がある。 

・引き続き、地活協会長会、地
活協運営委員会などで、長
年継続している活動を見直
すことの必要性を説明し、
中間支援組織を活用し取組
を進める。 

・10 月頃に実施する補助金に
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
める。（通年）  

（実施状況：○） 
関する説明会にて配布予定
のマニュアルに詳細を記載
し、各地域活動協議会に周
知する。 

住吉区 

・取組や課題を把握す
るため、団体と区長の
意見交換会を実施す
る。（年３回）（上期） 

・把握した課題につい
て、その解決に向けた
支援を行う。（通年） 

・団体と区長の意見交
換会の開催に向けた
調整を行うも、各団
体の総会時期や委嘱
時期の関係で上期で
の開催が困難となっ
た。 

・30 年度把握した課題
について、スポーツ
推進委員については
人材確保のため公募
を実施。 

・人権啓発推進員につ
いて、会議出席者の
拡大のため、開催案
内の電話をするなど
出席依頼を強化。（６
月開催の会議で21名
中 16 名の出席） 

 
（実施状況：△） 

・団体と区長の
意見交換会に
ついては、総会
時期や委嘱時
期の把握及び
当該年度の取
組の進捗を勘
案し適切な開
催時期を設定
することが必
要。 

・生涯学習推進員、はぐくみ
ネットコーディネーター、
青少年指導員、青少年福祉
委員と区長の意見交換会を
９月以降に実施する 

・意見交換会で把握できた課
題等について、その解決に
向けた支援を行う。 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などの機会を捉え理
解促進を図る説明を
行う。（通年） 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などで理解促進を
図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域にお
ける会議の場などの機会を
捉え理解促進を図る説明を
行う。 

平野区 

・各団体向けに意義説
明のチラシを作成し
配布依頼を行う。（通
年） 

・地活協の意義説明の
チラシ作成に着手し
た。 

 
（実施状況：○） 

・各団体の地活
協の意義につ
いての理解・浸
透が必要であ
る。 

・作成したチラシを地活協運
営委員会などを通じて各団
体向けに配布する。 

西成区 

・中間支援組織を活用
し、各地域活動協議会
の運営委員会等にお
いて活動の趣旨・目的
を確認し、統一した認
識を共有することが
出来るよう支援を行
う。（通年） 

・地域間格差の解消に
向けて、統一した認識
を共有の基準（どの担
当者まで等）で示す取
組を進める。（通年） 

・中間支援組織を活用
し、各地域活動協議
会の運営委員会等の
開催支援を行うとと
もに、運営委員会の
議案等により活動の
目的が確認できるよ
う継続して支援を
行った。 

・地域間格差の解消に
向けて、統一した認
識の共有の基準につ
いて、活動者に至る
まで理解の浸透が図
られるよう補助金説
明会（６月）の場を通
じて周知を行った。 

・運営委員会の
議案等により
活動の目的が
確認できるよ
う引き続きの
支援が必要。 

・中間支援組織を活用し、各
地域活動協議会の運営委員
会等において活動の趣旨・
目的を確認し、統一した認
識を共有することが出来る
よう継続して支援を行う。 

・地域間格差の解消に向け
て、統一した認識を共有の
基準（どの担当者まで等）
で示し、運用に向けた取組
を進める。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
 

（実施状況：○） 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組⑧「市民活動総合ポータルサイトの充実」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域運営アドバイ
ザー（非常勤嘱託職
員）への支援体制見直
しにより、他都市事例
収集や研修等を行い、
職員のスキルアップ
を図りながら、地域支
援にあたる。（通年） 

・上記取組と合わせて、
地域活動連絡会議や
地域との会合におい
て、市民活動総合ポー
タルサイトの周知を
行い、サイトへの登録
を促す。（通年） 

・地域運営アドバイザー
（非常勤嘱託職員）への
支援体制見直しにより、
他区（１区）の事例収集
や研修等を行い、職員の
スキルアップを図った。 

・区ホームページにて「市
民活動総合ポータルサ
イト」の情報を提供し、
地域活動連絡会議や各
地域における会議の場
などで理解促進を図っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・市民活動総合
ポータルサイ
トの認知が低
い。 

・引き続き、地域運営アド
バイザー（非常勤嘱託職
員）への支援体制見直し
により、他都市事例収集
や研修等を行い、職員の
スキルアップを図りな
がら、地域支援にあた
る。 

・引き続き、上記取組と合
わせて、地域活動連絡会
議や地域との会合にお
いて、市民活動総合ポー
タルサイトの周知を行
い、サイトへの登録を促
す。 

都島区 

・市民活動支援情報窓
口において、区内の各
団体に「市民活動総合
ポータルサイト」の活
用を促す。（通年） 

・区役所においてリーフ
レット等の配架による
周知を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、リーフレット
等の配架による周知を
行う。 

福島区 

・「市民活動総合ポータ
ルサイト」に、各団体
の登録を促すだけで
は関心を持ってもら
えないため、登録する
ことでのメリットや
意義を地域活動協議
会の補助金説明会の
場などを活用し説明
する。（通年） 

・ＮＰＯ法人やボラン
ティア団体などの
様々なノウハウや情
報を持つまちづくり
センターを通じ、地域
状況に合わせた市民
活動総合ポータルサ
イトの活用を地域へ
促していく。（通年） 

・「市民活動総合ポータル
サイト」への登録メリッ
トや意義に関わり、説明
資料の作成準備を進め
た。 

・「市民活動総合ポータル
サイト」そのものの紹介
にかかわる資料の作成
準備を進めた。 

 
（実施状況：○） 

・従来から説明
はしているが、
地域の関心が
薄い。 

・身近な地域課題に取り組
む団体などの運営に関
する情報を一元的に発
信する「市民活動総合
ポータルサイト」に、各
団体の登録メリットや
意義について、９月～10
月に開催する補助金会
計説明会や年末年始の
補助金説明会で促す。 

・様々なノウハウをもつ、
まちづくりセンターを
通じて「市民活動総合
ポータルサイト」の活用
を、９月～10月に開催す
る補助金会計説明会や
年末年始の補助金説明
会で促す。 

此花区 

・地域活動協議会運営
委員会など機会をと
らえて「市民活動総合
ポータルサイト」を周
知する。（通年） 

・各地域活動協議会運営委
員会や会計説明会で周
知するとともに、区役所
においてもチラシを配
架して広く周知に努め
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会運営委員
会など機会をとらえて
「市民活動総合ポータ
ルサイト」を周知してい
く。 

中央区 
・様々な機会を捉え、市

民活動総合ポータル
サイトの有益性につ
いて説明するととも

・市民活動総合ポータルサ
イトの有益性やポータ
ルサイトに登録済の地
域活動協議会の情報に

・区内で活動す
る団体や企業
等に対し、登録
のメリットを

・理解度促進に向け、補助
金説明会（11 月開催予
定）や地域活動協議会活
性化セミナーを開催す
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
に、市民活動総合ポー
タルサイトに登録済
の地域活動協議会に
対して内容の拡充支
援を行う。（通年） 

ついて区 Twitter により
情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

理解してもら
う必要がある。 

る。 
・区内で活動する団体や企

業等に対し、市民活動総
合ポータルサイトのメ
リットを理解してもら
い、登録を目指す。 

西区 

・地縁型団体の会議や
まちづくりセンター
の支援時において、
ポータルサイトの紹
介・活用について説明
する。（通年） 

・地縁型団体の会議や、ま
ちづくりセンターの支
援時において、ポータル
サイトの紹介、活用につ
いて説明した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地縁型団体の会議や、ま
ちづくりセンターの支
援時において、ポータル
サイトの紹介、活用につ
いて説明する。 

港区 

・地縁系団体等へポー
タルサイトへの登録
を働きかける。（通年） 

・未登録の地縁系団体等に
対してポータルサイト
への登録を働きかけた。 

 
（実施状況：○） 

― ・未登録の地縁系団体等へ
ポータルサイトの有効
性を説明しながら登録
を働きかける。 

大正区 

・まちづくりセンター
を通じて、各団体へ市
民活動総合ポータル
サイトの積極的・効果
的な利用を促す。（通
年） 

・地域活動協議会の会議の
場などにおいて、市民活
動ポータルサイトの説
明を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・補助金の活用によってイ
ンターネット環境を整
えた地域活動協議会に
対し、個別に市民活動総
合ポータルサイトの利
用促進を行う。 

天王寺区 

・未登録４地域のうち、
ネット環境を活用す
る予定の２地域での
登録をまちづくりセ
ンターを活用して働
きかける。（通年） 

・まちづくりセンターの支
援によりネット環境を
整備した１地域が登録
を行った。（６月） 

 
（実施状況：○） 

・ネット環境を
活用予定で未
登録の残り１
地域について、
登録を呼びか
けていく必要
がある。 

・ネット環境を活用する予
定の１地域での登録を
まちづくりセンターを
活用して働きかける。 

浪速区 

・催事（防災訓練等）実
施の告知及び成果・報
告を、区広報紙・区
ホームページ・区ＳＮ
Ｓ （ Twitter ・
Facebook）や市民活
動総合ポータルサイ
トといったＩＣＴ
ツール等様々な広報
媒体を用いて、広く周
知し、つながりの端
緒、機会を広げる。（通
年） 

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告を
区広報紙、まちづくりセ
ンターの Facebook 及び
ブログを用いて、周知し
た。 

 
（実施状況：○） 

・市民活動総合
ポータルサイ
トの更なる周
知を行い、ポー
タルサイトの
利用促進が必
要である。 

・地域担当職員等から各地
域活動団体等に市民活
動総合ポータルサイト
の有用性を説明する。 

 

西淀川区 

・「市民活動総合ポータ
ルサイト」への登録及
び積極的な活用を促
し、１件以上登録す
る。（通年） 

・「市民活動総合ポータル
サイト」のチラシを地縁
型団体の相談窓口に配
架した。 

 
（実施状況：○） 

― ・「市民活動総合ポータル
サイト」への登録及び積
極的な活用を促し、１件
以上登録する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

淀川区 

・様々な機会を活用し
て、市民活動総合ポー
タルサイトの活用促
進を図る。（通年） 

・地活協会長との意見交換
会で周知した。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・役員だけでな
く実務者レベ
ルの方々にも
市民活動総合
ポータルサイ
トの活用促進
を図る必要が
ある。 

・12 月頃に実施する意見
交換会等にて説明を行
う等、様々な機会を活用
して、更なる活用促進を
図る。 

東淀川区 

・地域活動協議会連絡
会議にて当サイトの
周知及び個別相談に
ついて説明を行う。
（通年） 

・当区の事業やイベン
トについて、当サイト
を活用する。（通年） 

・７月に開催した地域活動
協議会連絡会議におい
て、当サイトの周知を
行った。 

・当サイトに、区主催事業
「東淀川みらい EXPO」
や週末サロン「ひと×ま
ちコーデ」の告知を行
い、多くのいいねやシェ
アをもらうコツ等につ
いて検証した。 

 
（実施状況：○） 

・当サイトの登
録方法が面倒
なため、気軽に
登録してもら
いにくい。登録
することのメ
リットが大き
く打ち出され
ていないため、
理解してもら
うことが難し
い。 

・地域活動協議
会は当該地域
の在住・在勤・
在学者へのＰ
Ｒをしたいた
め、地域外も範
囲としている
当サイトへの
掲載意識は低
い。 

・当区が当サイトを活用し
てメリットに感じた良
い点を地域活動協議会
連絡会議にて報告する
ことで当サイトへの理
解を深める。 

東成区 

・説明会や交流会の場
で市民活動ポータル
サイトの具体的な活
用事例等を紹介し、登
録件数の増加につな
げる。（通年） 

・６月に開催した地域活動
協議会説明会の場で、市
民活動ポータルサイト
の活用を促した。 

 
（実施状況：○） 

― ・登録件数の増加に繋がる
よう、引き続き活用事例
等を紹介する。 

生野区 

・各団体の定例会にお
いて、市民活動総合
ポータルサイトに関
するチラシを配付し、
登録活用を促す。（通
年） 

・青少年指導員連絡協議会
定例会など各団体の会
議において、市民活動総
合ポータルサイトのチ
ラシを配付した。（３回） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、各団体の会議
等の機会を通じて、市民
活動総合ポータルサイ
トを周知する。 

旭区 

・地活協向けポータル
サイト登録の手引き
の配布や地域活動協
議会連絡会議等で継
続的に情報発信を行
うことでメリット及
び意義の理解を深め、
登録及び積極的な活
用を促す。（通年） 

・地活協向けポータルサイ
ト登録の手引きの配布
や地域活動協議会連絡
会議等で継続的に情報
を発信することにより、
メリット及び意義に対
する理解を深めるとと
もに、登録及び活用を促
した。 

 
（実施状況：○） 

・登録すること
のメリット及
び意義に対す
るさらなる理
解を深めるこ
とが必要であ
る。 

・ポータルサイト登録済団
体の事例等を共有しな
がら、地域活動協議会連
絡会議等で継続的に情
報を発信することによ
り、メリット及び意義に
対する理解を深めると
ともに、登録及び活用を
促す。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

城東区 

・ポータルサイトの活
用及び登録について
周知を行うとともに、
「地域活動協議会情
報交換会」の場を活用
し、パソコン画面で説
明を行い、必要性を周
知する。（通年） 

・まちづくりセンターによ
り左記ポータルサイト
について説明し、必要性
を周知している。 

 
（実施状況：○） 

― ・ポータルサイトの必要性
について、各地域ごとに
活用に向けた支援を行
う。 

鶴見区 

・鶴見区地域活動協議
会連絡会や地域活動
協議会の会議の場に
おいて、市民活動総合
ポータルサイトを紹
介するとともに、各地
域の広報担当へのＩ
ＣＴを活用した情報
発信・収集の周知等を
図り、登録の促進を行
う。（通年） 

・市民活動総合ポータルサ
イトについて、メール配
信によって各地域活動
協議会へ紹介した。 

・登録の促進するため、各
地域活動協議会へポー
タルサイトの更新情報
などをメールにて配信
した。 

 
（実施状況：○） 

・ＩＣＴを活用
した情報発信・
収集の取組や
認知度に地域
差がある。 

・登録のメリットがわかる
ような情報を定期的に
各地域活動協議会へ配
信する。 

阿倍野区 

・市民活動総合ポータ
ルサイトを積極的に
周知し、各団体の登録
及び積極的な活動を
促進する。また、各種
団体の会議等でも周
知の機会を確保する。
（通年） 

・市民活動総合ポータルサ
イトの案内について、配
架し周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

・市民活動総合
ポータルサイ
トについて、区
民や区内各種
団体へより一
層の認知を図
る必要がある。 

・各種団体の会議等で積極
的に周知できるよう機
会を確保する。 

住之江区 

・地活協会長会、地活協
運営委員会などで、
ポータルサイトの効
果的な活用方法等を
周知、事例を共有する
など積極的な活用を
促す。（通年） 

・８月開催の企業交流会
（企業・ＮＰＯ・学校・
地域交流会）で周知を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域実情に応
じて、市民活動
ポータルサイ
トでの情報発
信を提案する
などきめ細い
支援をしてい
く必要がある。 

・引き続き、地活協会長会、
地活協運営委員会など
で、ポータルサイトの効
果的な活用方法等を周
知し、積極的な活用を促
す。 

住吉区 

・身近な地域課題に取
り組む団体の情報を
一元的に発信する「市
民活動総合ポータル
サイト」を紹介し、登
録を促進するととも
に活用を促す。（新規
登録件数３件）（通年） 

・ネット環境未整備の
地域については整備
を働きかける。（通年） 

・市民活動総合ポータルサ
イト登録促進（３地域） 

・ネット環境未整備の地域
への働きかけ 

 
（実施状況：○） 

・各地域に「市民
総合活動ポー
タルサイト」を
有効活用して
もらうことが
必要である。 

・「市民活動総合ポータル
サイト」の活用につい
て、まちづくりセンター
を通じて支援する。 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などの機会を捉え理
解促進を図る説明を
行う。（通年） 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などで
理解促進を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの
機会を捉え理解促進を
図る説明を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

平野区 

・チラシ等を活用して
市民活動総合ポータ
ルサイトへの掲載の
メリットを明示し、複
数件の登録をする
（30 年度実績：１
件）。（通年） 

・チラシ等を活用し、開催
予定の地活協会計説明
会で周知する準備を進
めた。 

 
（実施状況：○） 

・ポータルサイ
トへの登録を
促す必要があ
る。 

・地活協会計説明会におい
て説明を行い、登録へつ
なげる。 

西成区 

・「市民活動総合ポータ
ルサイト」についての
情報提供を行い、各団
体の登録及び活用へ
の支援を行う。（通年） 

・「市民活動総合ポータ
ルサイト」への登録を
行った団体について
は、活用にあたっての
目的・効果に特化した
説明を行うなどの取
組を進める。（通年） 

・地域活動協議会の補助金
説明会での全体周知の
ほか、登録・活用といっ
た分野についても継続
した支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・「市民活動総合
ポータルサイ
ト」について、
登録・活用と
いった分野に
ついて継続し
た支援を進め
るとともに、目
的・効果におけ
る理解の深化
に向けた取組
も必要。 

・「市民活動総合ポータル
サイト」についての情報
提供を行い、各団体の登
録及び活用への支援を
行う。 

・「市民活動総合ポータル
サイト」への登録を行っ
た団体については、活用
にあたっての目的・効果
に特化した説明を行う
など、取組を進める。 
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柱 1-Ⅱ-ア 地域に根ざした活動の活性化（地縁型団体） 

取組⑨「活動への参加促進」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・区ホームページや広報紙
などのほか、マンション
管理業協会と連携を図
りながら、マンション居
住者に向けて、広く情報
発信することで地域活
動等への参加を促進す
る。（通年） 

・マンション居住者を対象
にした防災講座や、防災
の基本ルールづくりの
場で地域活動の魅力を
伝え、活動への参加参画
を呼び掛ける。（通年） 

・区ホームページや広報
紙などのほか、マン
ション管理業協会の協
力により、管理会社を
通じて、区施策等をマ
ンション居住者に広く
情報発信し、地域活動
等への参加を促進し
た。 

・マンション居住者を対
象にした防災講座や、
防災の基本ルールづく
りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参
加参画を呼び掛けた。 

 
（実施状況：○） 

・区民に地域活
動の魅力が伝
わっていない。 

・引き続き、区ホーム
ページや広報紙などの
ほか、マンション管理
業協会と連携を図りな
がら、マンション居住
者に向けて、広く情報
発信することで地域活
動等への参加を促進す
る。 

・引き続き、マンション
居住者を対象にした防
災講座や、防災の基本
ルールづくりの場で地
域活動の魅力を伝え、
活動への参加参画を呼
び掛ける。 

都島区 

・周知方法の工夫など、誰
もが気軽に参加できる
情報発信を支援する。
（通年） 

・地縁型団体が行う活動
を紹介し、広く区民が
参加できる情報提供を
行った。（広報誌４月～
８月、Facebook17 回、
Twitter５回） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区広報誌、
Facebook、Twitter を
活用し、地縁型団体が
行う活動の紹介を行
う。 

福島区 

・各団体の活動が持続的な
ものとなるよう、誰もが
気軽に参加（短時間や短
期間だけ活動に参加）で
きるための仕組みや工
夫に関する情報を年１
回以上提供するなどの
支援を行う。（通年） 

・区役所内に地活協用の
ラックを設置し、地域活
動協議会のチラシを配
架する。（通年） 

・１階ロビー待合に設置
した地域活動協議会専
用ラックに地域活動協
議会のチラシ（３種類）
を配架した。 

・１階ロビー待合のモニ
ターにて盆踊りの開催
日程の周知をした。 

 
（実施状況：○） 

・負担にならず
に参加できる
地域活動に関
しての情報を
把握し周知し
ていく必要が
ある。 

・地域活動の取
組をさらにわ
かりやすく、興
味を持っても
らえるように
周知していく
必要がある。 

・各団体の活動が持続的
なものとなるよう、誰
もが気軽に参加（短時
間や短期間だけ活動に
参加）できるための仕
組みや工夫に関する情
報を提供するなどの支
援を行う。 

・広報紙で地域活動協議
会の記事を複数回掲載
する。（９月・11 月） 

・１階ロビー待合に設置
の地域活動協議会広報
専用ラックを活用し各
地域活動協議会の事業
チラシを配架する。 

此花区 

・誰もが気軽に参加できる
ための仕組みや工夫に
関する情報を提供する。
（通年） 

・区広報紙において活動
紹介するとともに、区
役所及び区民ホールに
地域活動協議会を紹介
する壁新聞を掲示し
て、情報提供した。 

 
（実施状況：○） 

― ・広報紙や啓発チラシな
どで活動紹介するなど
情報提供を図ってい
く。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

中央区 

・誰もが気軽に参加できる
イベントの情報など、身
近な地域において活動
のきっかけとなる情報
を収集・発信し、地域活
動への参加を呼びかけ
る。（通年） 

・区地域担当職員や中間支
援組織（まちづくりセン
ター）を通じ、誰もが気
軽に参加できるイベン
トの実施に向けた支援
を行う。（通年） 

・若い世代に地域活動への
参加を呼びかけるため、
ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用した情報発信に取
り組む。（通年） 

・区ホームページや区
Twitter を利用してイ
ベントの情報や地域活
動への参加の呼びかけ
を行った。 

・区地域担当職員や中間
支援組織（まちづくり
センター）を通じ、誰
もが気軽に参加できる
イベントの実施に向け
た支援を行った。 

・若い世代に地域活動へ
の参加を呼びかけるた
め、ＳＮＳなどのＩＣ
Ｔを活用した情報発信
に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動に参
加を即すため
には継続的、効
果的な情報発
信を行う必要
がある。 

・区 Twitter により発信
する地域情報の内容の
充実を図る。 

・広報紙においても地域
活動への参加を呼びか
ける。 

・区地域担当職員や中間
支援組織（まちづくり
センター）を通じ、誰
もが気軽に参加できる
イベントの実施に向け
た支援を行う。 

西区 

・誰もが気軽に地域活動に
参加できるようにする
仕組みや工夫に関する
情報提供を行う。（年６
回以上） 

・誰もが気軽に参加でき
るようにする仕組みや
工夫に関する情報提供
を行った。（６回実施） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き他の団体に対
しても誰もが気軽に地
域活動に参加できるよ
うにする仕組みや工夫
に関する情報提供を行
う。 

港区 

・誰もが気軽に参加できる
地域活動について、地域
ニーズを把握しながら
ＳＮＳなどを活用し情
報発信する。（通年） 

・気軽に参加できる地域
活動について、ＳＮＳ
を活用してタイムリー
に情報発信し、参加を
呼びかけた。 

 
（実施状況：○） 

― ・気軽に参加できる地域
活動について情報収集
しながら、ＳＮＳを活
用してタイムリーに情
報発信し、参加を呼び
かける。 

大正区 

・まちづくりセンターを通
じて、各団体へ各種情報
提供を行う。（通年） 

・誰もが気軽に地域の活
動にふれることが出来
る機会として、地域と
事業者が連携して行う
事業（ペットボトル循
環プロジェクト）等を
地域まちづくり実行委
員長会等で情報提供を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・今後も様々な場面を通
じて、みんなが気軽に
地域の活動にふれるこ
とができる機会が提供
できるような事項に関
する情報提供を行って
いく。 

天王寺区 

・地域からの情報収集、
ニーズ把握を行い、区広
報紙などを活用し、活動
への参加促進につなが
る広報支援を行う。（通
年） 

 

・区広報紙で各地域で参
加し易い活動の紹介
（５、６、８月）や区広
報板に地域の声を聞
き、気軽に参加し易い
地域活動紹介のポス
ター掲示を行った。（７
月） 

 
（実施状況：○） 

・活動への参加
促 進 を よ り
図っていくた
め、地域の声を
聞き、情報の発
信が必要であ
る。 

・区広報紙で各地域で参
加し易い活動の紹介
（５回）や区広報板に
地域の声を聞き、気軽
に参加し易い地域活動
紹介のポスター掲示を
行う。（10 月、１月） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

浪速区 

・短時間や短期間だけ活動
に参加できるなど、誰も
が気軽に活動に参加で
きるための仕組みや工
夫に関する情報を提供
する。（通年） 

・若い世代から高齢者まで
幅広い世代に向けて地
域活動情報を発信する。
（通年） 

 

・まちづくりセンター、
地域担当職員、市民協
働担当職員が、地域活
動協議会の会議等でよ
り各地域での取組（喫
茶事業や食事サービス
事業等）情報を収集し、
好事例等について共
有・提供した。 

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告
を区広報紙、まちづく
り セ ン タ ー の
Facebook 及びブログ
を用いて、周知した。 

 
（実施状況：○） 

・担い手の固定
化、高齢化。そ
れに伴う地域
活動参画への
負担感の増大。 

・短時間や一部だけな
ど、誰もが気軽に活動
に参加できるための仕
組みや工夫に関する情
報を提供・共有する。 

・幅広い世代に向けて地
域活動情報を発信す
る。 

西淀川区 

・短時間や短期間だけ活動
に参加できるなど、誰も
が気軽に活動に参加で
きるための仕組みや工
夫に関する情報を提供
する。：１回 

・短時間や短期間だけ活
動に参加できるなど、
誰もが気軽に活動に参
加できる地域清掃活動
の情報を提供した。：１
回 

 
（実施状況：○） 

― ・短時間や短期間だけ活
動に参加できるなど、
誰もが気軽に活動に参
加できるための仕組み
や工夫に関する情報を
提供する。 

淀川区 

・わかりやすい表現やイラ
ストの活用等、内容を工
夫し、若い世代から高齢
者まで幅広い世代に向
けて地域活動情報を発
信する。（通年） 

・区広報誌、ホームページ、
ＳＮＳ、地域の掲示板
等、あらゆる広報媒体を
活用した情報発信によ
り、身近な地域や関心の
あるテーマへの市民活
動への参加を呼びかけ
る。（通年） 

・区役所１階に「地域情報
コーナー」という専用の
配架棚を設け地域行事
等のチラシを随時配布
する。（通年） 

 

・区広報誌、ホームペー
ジ、ＳＮＳ、地域の掲
示板等、あらゆる広報
媒体を活用した情報発
信により、身近な地域
や関心のあるテーマへ
の市民活動への参加を
呼びかけた。 

・区役所１階に「地域情
報コーナー」という専
用の配架棚を設け、地
域が発行している広報
紙や地域行事等のチラ
シを随時配布した。（４
月～） 

・区広報誌にて「地活
協ってなぁーに？」と
いう地活協に関する連
載記事を掲載し、地域
活動の情報発信を行っ
た。 

・中間支援組織が発行す
る「まちセン通信」に
て地域情報を発信し
た。（５月発行） 

 
（実施状況：○） 

・特に若年層の
地 域 活 動 の
ニーズを把握
することが必
要である。 

・通年の広報の取組に加
え、９月頃に若年層区
民アンケートを実施し
地域活動へのニーズを
把握する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

東淀川区 

・各団体から聞き取りなど
を行い、先行的な取組事
例の情報収集及び提供
を行い、活動参加につな
げていく。（通年） 

・７月に開催した地域活
動協議会連絡会議に
て、先行的な取組事例
や、運営のテクニック、
地域カルテの必要性等
について情報提供を実
施し、来るべき将来に
向けて何をすべきか
を、わかり易い観点か
ら共有した。 

・「東淀川みらい EXPO」
や週末サロン「ひと×
まちコーデ」等の参加
者に対し、地域活動の
紹介を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会連絡会議に
おいて取組を
周知するも、十
分な理解・活用
につなげても
らうことが難
しい。 

・地域活動協議
会の新しい参
加者への受け
入れハードル
が高い。 

・各団体から聞き取りな
どを行い、先行的な取
組事例の情報収集及び
提供を行い、活動参加
につなげていく。 

・「何故活動するのか」
「どんな未来を実現す
るために活動するの
か」について、しっか
りと共有する機会を設
け、各地域の活動につ
いて、考えるきっかけ
を創出する。 

東成区 

・新たな参加者の発掘につ
なぐため、ＳＮＳなど多
様な広報媒体を活用し、
誰もが気軽に活動に参
加できるための情報提
供を行う。（通年） 

・地域担当職員等が地域
行事に参加し、Twitter
で情報発信を行った。 

・広報紙で地域の取組や
イベントの情報を発信
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き多様な広報媒
体で地域情報の発信を
行う。 

生野区 

・市民活動総合ポータルサ
イトを区ホームページ
などで紹介し、広く周知
する。（通年） 

・市民活動総合ポータル
サイトを区ホームペー
ジで紹介した。また、
地域活動協議会の事務
局会議で周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、市民活動総
合ポータルサイトを広
く周知する。 

旭区 

・活動への参加を呼びかけ
るため、ＳＮＳなどを活
用した情報発信を進め
ると共に、各地域の先行
的な取組事例及び他区
の取組事例を共有する
場を提供する。（通年） 

・ＳＮＳ等を利用して、担
い手の拡大に向けた広
報などの働きかけを支
援する中で、ボランティ
アの呼びかけを行う。
（通年） 

・地域活動協議会連絡会
議等で説明を継続的に
行うことで、ＳＮＳ等
を活用した情報発信を
進める支援を行った。 

・地域活動協議会連絡会
議等において、ＳＮＳ
等を利用した広報等の
働きかけを行うよう支
援した。 

 
（実施状況：○） 

・活動のきっか
けになる情報
等、市民活動へ
の参加を呼び
かける場の提
供及び具体的
な発信が必要
である。 

・各地域の先行的な取組
事例及び他区の取組事
例を共有する場を提供
する。 

・担い手確保に向けた広
報等の働きかけを行う
よう支援する。 

城東区 

・まちづくりセンターと
「区ボランティア・市民
活動センター」とが連携
し、活動の意向を持った
ボランティアの掘り起
しを行う。（通年） 

・まちづくりセンターと
区ボランティア・市民
活動センターが連携し
て取り組んでいる「わ
がまち防災講座」（４・
６月開催）を通じて、
ボランティアの掘り起
しを行った。 

― ・「わがまち防災講座」に
ついては、以降２か月
に１回の開催を予定し
ており、同講座を通じ
たボランティアの掘り
起しを引き続き行う。 

・地域活動に関心の薄い
層（元年度は子育て世
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
 

（実施状況：○） 
代）対象の乳幼児がい
る家庭のための防災講
座（９月）・子育て世代
座談会（12 月）を開催
し、地域活動への参加
を促進する。 

鶴見区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）とも連携
し、地域活動に気軽に参
加できる取組事例につ
いて発表する機会を設
け、各地域での活動の参
考にしてもらうととも
に情報交換する場の提
供を行う。（通年） 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携し、
区広報紙やＳＮＳを活
用し、ツルラボ等イベン
トへの参加を呼びかけ
ていく。（通年） 

・地域活動研究会「ツル
ラボ」を７月・８月に
開催し、各地域の担い
手の交流を図るととも
に、参加対象を限定せ
ず広く参加を募り、地
域活動に関心のある住
民との交流も図った。 

・ツルラボの開催周知を
区広報紙や区ホーム
ページ、まちづくりセ
ンターの Facebook な
どで行い、広く参加を
呼びかけた。 

 
（実施状況：○） 

・事業により多
くの方が参加
するように取
り組む必要が
ある。 

・地域活動研究会「ツル
ラボ」、「つるばた会議」
を開催し、各地域の担
い手の交流を図るとと
もに、参加対象を限定
せず広く参加を募り、
地域活動に関心のある
住民との交流も図って
いく。（ツルラボ：11
月・１月、つるばた会
議：３月） 

阿倍野区 

・まちづくりセンターと連
携し、地域からの情報収
集、ニーズ把握を行い、
周知方法の工夫など、誰
もが気軽に参加できる
情報発信を支援する。
（通年） 

・まちづくりセンターと
連携し、地域からの情
報収集、ニーズ把握を
行い、区役所 Twitter
や広報紙、まちセン
Facebook 等で事業の
参加やボランティアに
ついての情報発信を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・各団体の活動
への参加促進
につながるよ
う、さらに支援
を進めていく
必要がある。 

・引き続き、まちづくり
センターと連携し、地
域からの情報収集、
ニーズ把握を行い、区
役所 Twitter や広報
紙、まちセン Facebook
等で事業の参加やボラ
ンティアについての情
報発信を行う。 

住之江区 

・地活協会長会、地活協運
営委員会などで、効果的
なボランティア募集方
法の事例紹介や募集す
る際の注意点を周知す
る。（通年） 

・区広報紙や区ホームペー
ジ、区 Facebook で、誰
もが気軽に参加できる
場の情報発信を行うこ
とで、市民活動への参加
を呼びかける。（通年） 

・６月、７月に担い手拡
大ワーキングを開催し
た。 

・ 区 広 報 紙 や 区
Facebook で、地域活動
協議会が行う夏祭りな
どの事前周知を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・ボランティア
への理解をよ
り一層深めて
もらえるよう、
さらに工夫し
ていく必要が
ある。 

・引き続き、地活協会長
会、地活協運営委員会
などで、効果的なボラ
ンティア募集方法の事
例紹介や募集する際の
注意点を周知する。 

・下期においても担い手
拡大ワーキングを実施
し、より効果的なボラ
ンティア（担い手）募
集に繋がるよう取組を
行う。 

住吉区 

・子育てサロンや食事サー
ビス、ふれあい喫茶など
の参加者が増えた事例、
参加したいと思うよう
な事業の取組事例を地
域活動協議会会長会で
共有する。（年３回）（通
年） 

・地域活動協議会会長会
で「長居地域活動協議
会の広報紙発行」の取
組事例を紹介 

・盆踊りのポスターを
Twitter や Instagram
に掲載し、広く参加を
促した。 

（実施状況：○） 

・参加したいと
思うような事
業を実施する
こと。 

・地域活動に関
する楽しさや
意義について
広く区民に周
知すること。 

・参加したいと思うよう
な事業の実施に向けた
支援。 

・地域活動協議会会長会
において参加者が増え
た事例の情報共有。（パ
ソコン講習会・広報配
布事業） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの
機会を捉え理解促進を
図る説明を行う。 

 

・地域連絡会議や、地域
活動協議会総会及び補
助金説明会等、各地域
における会議の場など
で、区役所及び中間支
援事業者が誰もが気軽
に参加できるための仕
組みや工夫について説
明を行い、理解促進を
図った。 

 
（実施状況：○） 

・活動への参加
促進のために、
まずは地域の
行事や地域活
動について認
知していただ
く必要がある。 

・引き続き地域連絡会議
や各地域における会議
の場などの機会を捉え
理解促進を図る説明を
行う。 

 

平野区 

・地域に対し、中間支援組
織（まちづくりセン
ター）を活用し活動時間
の短縮・役割細分化など
の参加しやすくなる案
の検討を促す。（通年） 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）を活用
して、各地域の活動状
況のヒアリングを行
い、現状確認を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域によって
状況が異なる
ため、状況に応
じた支援を実
施する必要が
ある。 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）を活用
し各地域の現状に合わ
せた取組提案を行い、
支援をする。 

西成区 

・中間支援組織を活用し、
地域活動に関する相談
会を実施する等各団体
への情報提供を行える
機会を設けるなど、継続
した支援を行う。（通年） 

・中間支援組織を通じて、
活動への参加促進に向
けた具体的な呼びかけ
方法を地域の実状に即
して提案していく。（通
年） 

・地域活動協議会運営委
員会等により、活動が
持続的なものとなるよ
うに事業の進め方など
の確認を行った。 

・誰もが参加しやすい仕
組みの創出について、
中間支援組織を活用し
た事例の情報提供が行
えるよう、継続して取
組を進めた。 

 
（実施状況：○） 

・活動の情報共
有等を進めて
いるが、具体的
な参加への呼
びかけ方法な
どの提案・実現
には至ってい
ない。 

・中間支援組織を活用
し、地域活動に関する
相談会を実施する等各
団体への情報提供を行
える機会を設けるな
ど、継続した支援を行
う。 

・中間支援組織を通じ
て、活動への参加促進
に向けた具体的な呼び
かけ方法を地域の実状
に即して提案してい
く。 
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柱 1-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

取組①「各区におけるテーマ型団体への支援窓口の設置」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域運営アドバイ
ザー（非常勤嘱託職
員）への支援体制見
直しにより、他都市
事例収集や研修等
を行い、職員のスキ
ルアップを図りな
がら、地域支援にあ
たる。（通年） 

・上記取組と合わせ
て、区広報紙や、
ホームページ、ＳＮ
Ｓを活用した支援
窓口を周知する。
（通年） 

・地域運営アドバイザー
（非常勤嘱託職員）への
支援体制見直しにより、
他区（１区）の事例収集
や研修等を行い、職員の
スキルアップを図った。 

・区ホームページにて「市
民活動総合ポータルサ
イト」の情報を提供し
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域の支援体制
が脆弱である。 

・引き続き、地域運営アド
バイザー（非常勤嘱託職
員）への支援体制見直し
により、他都市事例収集
や研修等を行い、職員の
スキルアップを図りな
がら、地域支援にあた
る。 

・引き続き、上記取組と合
わせて、区広報紙や、
ホームページ、ＳＮＳを
活用した支援窓口を周
知する。 

都島区 

・「市民活動総合ポー
タルサイト」を活用
した講座や助成金
など支援メニュー
情報を提供する。
（通年） 

・区役所においてリーフ
レット等の配架による
情報提供を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、リーフレット
等の配架による情報提
供を行う。 

福島区 

・ＮＰＯ法人やボラン
ティア団体などと
の交流や情報を持
つまちづくりセン
ターと連携し、市民
総合相談窓口を拡
充する。（通年） 

・ホームページやＳＮ
Ｓなど多様な広報
ツールを活用し窓
口の周知を行う。
（通年） 

・４月からまちづくりセン
ターにおいて市民総合
相談窓口を開設した。 

・ＮＰＯ法人・団体・企業
等からの相談があり、事
業にかかる情報提供や
事業者の紹介などの支
援を行った（４件）。 

・１階待合室のモニターに
て市民総合相談窓口の
紹介を行った。 

 
（実施状況：○） 

・まちづくりセン
ターが情報共有
の 軸 と な っ て
テーマ型団体と
のつながりづく
りを進めていく
必要がある。 

・活動圏域を限定せず、地
域社会の課題に取り組
むテーマ型団体に対し
ては、「市民活動総合
ポータルサイト」の活用
など支援メニューの情
報を年１回以上提供す
ることで、活動の活性化
の支援を行う。 

・ホームページやＳＮＳな
ど多様な広報ツールを
活用し窓口の周知を行
う。 

此花区 

・支援窓口の認知度向
上を図るため、区
ホームページで窓
口設置のＰＲを繰
り返し行う。（通年） 

・ホームページで窓口設置
のＰＲを行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・支援窓口の認知度向上を
図るため、区ホームペー
ジで窓口設置のＰＲを
繰り返し行う。 

中央区 

・多様な活動主体間の
交流の場への参画
などにより、テーマ
型団体とのつなが
りをつくるととも
に、「市民活動総合
ポータルサイト」の
活用などにより、
テーマ型団体も対
象とした支援情報
の提供に取り組む。
（通年） 

・市民活動総合ポータルサ
イトの有益性やポータ
ルサイトに登録済の地
域活動協議会の情報に
ついて区Twitter により
情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・市民活動総合
ポータルサイト
の活用を図る必
要がある。 

・市民活動総合ポータルサ
イトを活用した支援メ
ニューの紹介を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

西区 

・相談内容に応じ、市
民活動団体の情報
や市民活動に役立
つ支援メニュー等
の情報を提供する
「大阪市市民活動
総合ポータルサイ
ト」を案内するな
ど、活動の活性化の
支援を行うための
窓口を継続して設
置し、認知度を高め
るため引き続き周
知を行う。（通年） 

・ホームページを活用し
テーマ型団体に向けて、
区の支援窓口の周知を
図った。 

・相談内容に応じた支援メ
ニューに関する情報提
供を行うとともに、「大
阪市市民活動ポータル
サイト」を案内した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き相談内容に応
じ、市民活動団体の情報
や市民活動に役立つ支
援メニュー等の情報を
提供する「大阪市市民活
動総合ポータルサイト」
を案内するなど、活動の
活性化の支援を行うた
めの窓口を継続して設
置し、認知度を高めるた
め区ホームページにお
いて周知する。 

港区 

・市民活動支援情報提
供窓口について、Ｓ
ＮＳなどのＩＣＴ
を活用し、区ホーム
ページ、Facebook 
などにより周知す
る。（通年） 

・市民活動支援情報提供窓
口について、区ホーム
ペ ー ジ 、 Twitter 、
Facebook により周知し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動支援情報提供窓
口について、区ホーム
ペ ー ジ 、 Twitter 、
Facebook により定期的
に情報発信する。 

大正区 

・まちづくりセンター
などを通じて、支援
窓口の活用を推進
する。（通年） 

・市民活動ポータルサイト
などを活用し、支援情報
の提供を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターを有
効に活用し、支援窓口の
活用推進を行う。 

天王寺区 

・支援窓口を設置し、
支援情報の提供を
行う。（通年） 

・支援窓口を設置し情報提
供を行った。（１件） 

 
（実施状況：○） 

・設置当初は、一定
数の相談があっ
たが、相談件数
が 減 少 し て い
る。 

・支援相談窓口が区役所に
設置されていることに
ついて広報を行う。 

 

浪速区 

・区ホームページや区
ＳＮＳ（Twitter・
Facebook）、市民活
動総合ポータルサ
イトといったＩＣ
Ｔツール等様々な
広報媒体を用いて、
広く支援情報の提
供を行う。（通年） 

・市民活動支援情報窓口の
設置について区広報紙、
まちづくりセンターの
Facebook 及びブログを
用いて、周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

・周知の強化が必
要である。 

・テーマ型団体の取組や支
援についての周知・広報
を行う。 

西淀川区 

・大阪市の総合相談窓
口と連携し、「市民
活動総合ポータル
サイト」を活用する
など支援メニュー
情報を提供する。
（通年） 

・区ホームページにて「市
民活動総合ポータルサ
イト」の情報を提供し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・大阪市の総合相談窓口と
連携し、「市民活動総合
ポータルサイト」を活用
するなど支援メニュー
情報を提供する。 

淀川区 

・区広報誌、ホーム
ページ、ＳＮＳ、地
域の掲示板等、あら
ゆる広報媒体を活
用して支援窓口の
広報を行う。（通年） 

・地活協会長との意見交換
会で周知した。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・テーマ型団体の
ニーズ把握を行
う必要がある。 

・通年の広報の取組に加
え、中間支援組織と連携
し、企業や専門学校等の
地域連携に関するアン
ケートを実施する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

東淀川区 

・地域活動協議会連絡
会議にて市民活動
総合相談窓口およ
び 市 民 活 動 総 合
ポータルサイトの
周知を行う。（通年） 

・イベントの参加者増
につなげるため、過
去の同種イベント
に参加した方々へ
のチラシの配付や、
区掲示板やＳＮＳ
の活用等周知方法
について検討して
いく。（通年） 

・７月に開催した地域活動
協議会連絡会議におい
て、市民活動相談窓口お
よび市民活動総合ポー
タルサイトの周知を
行った。 

・「東淀川みらい EXPO」
や週末サロン「ひと×ま
ちコーデ」などのイベン
ト参加者募集時に、過去
の同種イベントに参加
した方々へ案内チラシ
を配付するとともに、区
掲示板、ＳＮＳを活用し
情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・支援窓口の認知
度が低い。市民
活動総合ポータ
ルサイトの認知
は さ れ て き た
が、登録する手
続きが面倒であ
るため、活用に
つながらない。 

・イベントについ
て 認 知 度 が 低
く、参加者が少
ない。 

・テーマ型団体等
からの相談件数
がまだまだ少な
い。 

・地域活動協議会連絡会議
にて周知及び個別相談
について説明を行う。 

・イベント参加者募集時
に、過去の同種イベント
に参加した方々へ案内
チラシを配付するとと
もに、区掲示板、ＳＮＳ
を活用し情報発信を行
う。 

・テーマ型団体や社会貢献
を考える企業等への周
知を徹底し、支援を広げ
ていく。 

東成区 

・新たな地域コミュニ
ティ支援事業に合
わせて総合的に市
民活動団体からの
相談員を常駐する
ことで迅速に対応
する。（通年） 

・区役所１階に総合相談窓
口を設置することで気
軽に相談できる環境を
整えた。 

 
（実施状況：○） 

― ・相談窓口の案内掲示等を
工夫するなど、より一層
気軽に相談できる環境
を整える。 

生野区 

・区広報紙、ホーム
ページやＳＮＳを
活用した支援窓口
の周知（通年） 

・広報紙、ホームページ、
ＳＮＳ（Twitter）で支援
窓口を周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・ 引 き 続 き 、 Ｓ Ｎ Ｓ
（Twitter）で支援窓口
を周知する。 

旭区 

・「地域カルテ」ワーク
ショップの開催な
どを通じて、テーマ
型団体を含めた多
様な活動主体間の
交流の場への参画
を促す。（通年） 

・テーマ型団体とのつなが
りづくりのきっかけと
な る よ う な ワ ー ク
ショップの開催に向け
てテーマ設定等に取り
組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・過去の開催内容
を踏まえ、より
効果的なテーマ
を設定する必要
がある。 

・ワークショップの開催等
を通じて、多様な活動主
体間の交流の場への参
画を促す。 

城東区 

・定期的な広報の実
施。（通年） 

・市民活動支援情報提供窓
口の設置について、広報
誌９月号に掲載予定。 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動支援情報提供窓
口の設置について、広報
誌などで 10 月号以降に
も掲載し、周知を行う。 

鶴見区 

・テーマ型団体への支
援窓口の周知及び
支援情報の提供を
行う。（通年） 

・テーマ型団体からの来所
相談に応じ、各地域活動
協議会の連絡先等と提
供した。（１件） 

 
（実施状況：○） 

― ・テーマ型団体からの支援
相談等に対して、ポータ
ルサイトの紹介を行う
など支援情報の提供を
行う。 

阿倍野区 
・テーマ型団体も対象

とした支援情報の
提供ができる窓口
を設置し、多様な活

・区民からの問い合わせに
対し情報提供を行った。
（１件） 

― ・引き続き、市民活動に関
する相談窓口について
阿倍野区ホームページ
掲載等により周知し、情
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
動主体間の交流の
場への参画などに
より、テーマ型団体
とのつながりをつ
くるとともに、「市
民活動総合ポータ
ルサイト」の活用な
どにより支援を行
う。（通年） 

 
（実施状況：○） 

報提供を行う。 

住之江区 

・区広報紙、区ホーム
ペ ー ジ 、 区
Facebook で支援窓
口の活用方法や相
談事例を紹介する。
（通年） 

・区ホームページで窓口の
利用方法を掲載した。 

 
（実施状況：○） 

・より効果的な発
信内容となるよ
うさらに工夫し
ていく必要があ
る。 

・引き続き、区広報紙や区
ホ ー ム ペ ー ジ 、 区
Facebook で利用方法や
相談事例を紹介し、窓口
の利用促進を図る。 

・地域応援サークルなど
の、企業・地域・ＮＰＯ
等が参加する会議等に
おいて情報発信を行う。 

住吉区 

・企業やＮＰＯなどの
団体を対象に、区内
地域活動協議会や
各種地縁型団体な
どとの連携や情報
収集にかかる相談
を受け付け、団体間
の橋渡しを行う。
（通年） 

・相談窓口設置の周知
を「広報すみよし」
（ 年 １ 回 ） や
Twitter を活用して
行う。（通年） 

・市民活動相談受付（２件） 
・企業・ＮＰＯと地域活動

協議会の連携促進 
大阪メトロと長居地域
活動協議会（盆踊り） 
市大と苅田地域活動協
議会（盆踊り） 
市大、POLA と南住吉連
合地域活動協議会（えー
まちフェスタ） 
ＮＰＯと山之内スマイ
ル協議会（パソコン教
室） 

・区内のテーマ型団体と緩
やかに連携する機会と
して、まちづくりセン
ターによる「交流ライ
ブ」の実施（１回） 

・Twitter にて相談窓口の
周知 

 
（実施状況：○） 

・区役所への相談
は少ない。 

・まちづくりセンターが実
施する「交流ライブ」事
業を活用し、団体間の橋
渡しを行う。（２回） 

・相談窓口の設置の周知を
「広報すみよし」で掲載。 

東住吉区 

・関連する事業からの
アプローチで団体
の支援と適切な連
携を行っていく。
（随時） 

・空家の活用を促進する団
体について、当区の空家
利活用の取組との連携
を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、空家の活用を
促進する団体について、
当区の空家利活用の取
組との連携を図る。 

平野区 

・相談窓口の認知度向
上のため定期的に
周知を行う。（通年） 

・Facebook、Twitter での
周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

・相談窓口の利用
が少ない。 

・相談窓口の認知度向上の
ため定期的に周知を行
う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

西成区 

・テーマ型団体との連
携を希望する地域
団体に対し中間支
援組織も活用しな
がら、連携に向けた
支援を実施する。
（通年） 

・「市民活動総合ポー
タルサイト」の周知
を行い、テーマ型団
体との連携にかか
る地域団体の関心・
理解を促進するた
め、地域活動協議会
補助金説明会等の
機会を利用するな
ど、説明の機会を増
やす。（通年） 

・「市民活動総合ポータル
サイト」について、地域
活動協議会の補助金説
明会において周知を行
い、また、活用に興味を
示す地域に対して個別
にサイトへの登録・活用
の支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・テーマ型団体と
の連携にかかる
地 域 団 体 の 関
心・理解の促進
の取組を検討す
る必要がある。 

・テーマ型団体との連携を
希望する地域団体に対
し中間支援組織も活用
しながら、連携に向けた
支援を実施する。 

・「市民活動総合ポータル
サイト」の周知を行い、
テーマ型団体との連携
にかかる地域団体の関
心・理解を促進するた
め、地域活動協議会補助
金説明会等の機会を利
用するなど、説明の機会
を増やし、連携事例の紹
介などを行っていく。 
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柱 1-Ⅱ-イ 地域を限定しない活動の活性化（テーマ型団体） 

取組②「ＩＣＴ利活用による市民協働のきっかけづくり（Ⅱ-アの取組④の再掲）」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・マンション居住者を対
象にした防災講座や、
防災の基本ルールづく
りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参
加参画を呼び掛ける。
（通年） 

・上記取組と合わせて、
FacebookやTwitterな
どＳＮＳ広報の好事例
を地域に紹介し、地域
活動連絡会におけるＩ
ＣＴ活用を促進する。
（通年） 

・マンション居住者を対象
にした防災講座や、防災
の基本ルールづくりの
場で地域活動の魅力を
伝え、活動への参加参画
を呼び掛けるための業
務委託事業者を選定し
た。 

・地域活動連絡会におい
て、区ホームページのリ
ニューアルを紹介し、Ｉ
ＣＴ活用を促進した。 

 
（実施状況：○） 

・区民に地域活動の
魅力が伝わってい
ない。 

・業務委託事業者を活用
しながら、マンション
居住者を対象にした
防災講座や、防災の基
本ルールづくりの場
で地域活動の魅力を
伝え、活動への参加参
画を呼び掛ける。 

・上記取組と合わせて、
Facebook や Twitter 
などＳＮＳ広報の好
事例を地域に紹介し、
地域活動連絡会にお
けるＩＣＴ活用を促
進する。 

都島区 

・Facebook、Twitter など
ＳＮＳを活用し、若い
世代に向けて地域活動
への参加を呼びかけ
る。（通年） 

・ 市 民 局 と 連 携 し 、
CivicTech 活動を区民
や市民活動団体に情報
提供する。（通年） 

・区内一斉清掃活動「ク
リーン作戦」の周知（２
回 Facebook、ホーム
ページ）、防災訓練など
の情報発信（ホームペー
ジ ４ 回 、 Facebook ４
回）、各地域活動協議会
が 行 う 活 動 の 周 知
（ Facebook10 回）を
行った。 

・その他、イベントなどの
地域活動の発信を行っ
た。（Facebook16 回、
Twitter４回） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、Facebook や
Twitter などＳＮＳを
活用し、区民まつり
（９月）クリーン作戦
（11 月）、各地域活動
協議会が行う活動の
周知のほか、地域活動
（防災訓練、イベント
など）の情報発信を行
う。 

福島区 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook において地
域情報を掲載するとと
もに、まちづくりセン
ターや各地域活動協議
会のホームページで各
種活動について情報発
信を行う。（通年） 

・各地域活動協議会の
ホームページ等が更新
されていないところへ
の支援を強化してい
く。（通年） 

・区ホームページで地域活
動協議会の盆踊りの案
内を掲載した。 

・まちづくりセンターの
ホ ー ム ペ ー ジ 及 び
Facebook にて各地域活
動協議会の活動を掲載
した。 

 
（実施状況：○） 

・若い世代に情報が
届くように工夫を
していく必要があ
る。 

・まちづくりセンターと
連携しながら、区ホー
ムページや Facebook
において地域情報を
掲載するとともに、各
地 域 活 動 協 議 会 の
ホームページで各種
活動について情報発
信を行う。 

・各地域活動協議会の
ホームページ等が更
新されていないとこ
ろへの支援を強化し
ていく。 

此花区 

・ＳＮＳを活用し、イベン
ト等の情報を紹介して
参加を呼びかける。（通
年） 

・ＳＮＳにより地域のイベ
ント等の情報を発信す
るとともに、区広報紙の
周知記事内にＱＲコー
ドを記載した。 

・Twitter により地域のイ
ベント等の情報発信に

― ・機会をとらえてＳＮＳ
などのＩＣＴを活用
し、イベント情報など
周知を図っていく。 

・引き続き Twitter によ
る地域のイベント等
の情報発信や、広報紙
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
努めるとともに、広報紙
掲載の記事にＱＲコー
ドをつけて詳細情報を
確認できるようにした。 

 
（実施状況：○） 

掲載など、わかりやす
い情報発信を行う。 

中央区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用した情報発信を強
化する。（通年） 

・地域活動の担い手のＩ
ＣＴスキルの向上に向
け、中間支援組織（まち
づくりセンター）を通
じた支援を強化する。
（通年） 

・区ホームページ・区
Twitter・広報紙などに
より地域情報の発信を
行った。 

・区 Twitter から地域活動
協議会のホームページ
に誘導するなど地域活
動協議会に関する情報
を発信した。 

・中間支援組織を通じ、地
域活動協議会のホーム
ページの更新の支援を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域で活動する担
い手のＩＣＴスキ
ルの向上が必要で
ある。 

・区 Twitter により発信
する地域情報の内容
の充実を図る。 

・中間支援組織を通じて
引き続き地域活動の
担い手のＩＣＴスキ
ル向上に向けた支援
を行う。 

西区 

・地域団体などの情報を
ＳＮＳなどを通じて情
報発信する。（随時） 

・区ホームページにおいて
地域団体の情報や地域
イベント等を掲載する
とともに、地域団体の
ホームページなどによ
り情報を随時発信した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域団体などの情報を
ＳＮＳなどを通じて
情報発信する。 

港区 

・新たな担い手の地域活
動への参画を進めるた
め、地域ニーズを把握
しながらＳＮＳを活用
して参画できる地域の
イベント情報等を発信
する。（通年） 

・ＳＮＳを活用して、各地
域で開催される様々な
行事や活動について情
報発信し、参画を呼びか
けた。 

・地域活動協議会において
Facebook を開設し、地
域行事などの情報発信
を開始した。（１地域） 

 
（実施状況：○） 

・地域行事について
常に情報収集しな
がらタイムリーに
情報発信をしてい
く必要がある。 

・地域行事について常に
情報収集しながら、き
め細やかな情報発信
を行う。 

大正区 

・T-1 ライブグランプリ
の開催にあたり、審査
員・ＰＡエンジニア（音
響調節）以外の業務は、
ＳＮＳや区ホームペー
ジで募集した職員及び
ボランティアの協力の
もとで行う。（６月、９
月、12 月） 

・審査員・ＰＡエンジニア
以外についてはボラン
ティアにより６月の予
選第１回を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・９月の第２回予選及び
12 月の決勝大会も同
様の体制で実施する。 

天王寺区 
・運用面の負担が低いと

思われる、市民活動総
合ポータルサイトへの
登録を各地域に働きか

・運用面の負担が低いと思
われる、市民活動総合
ポータルサイトへの登
録を各地域に働きかけ

・ 共 同 運 営 の
Facebook からの
地域活動協議会の
情報発信は、地域

・まちづくりセンターと
全地域と共同運営の
Facebook から地域活
動協議会の情報発信
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ける。（通年） 

・まちづくりセンターと
全地域と共同運営の
Facebook から各地域
活動協議会の情報発信
が行なわれるよう、各
地域に働きかける。（通
年） 

・各地域活動協議会に向
けたCivicTechの紹介・
情報提供を行う。（１
月） 

１地域が登録した。（６
月） 

・まちづくりセンターと全
地 域 と 共 同 運 営 の
Facebook から地域活動
協議会の情報発信が行
なわれた。 

 
（実施状況：○） 

で発信できる方が
限られており、担
い手の方の負担に
ならないよう発信
できる方を広げて
いく必要がある。 

が広がるよう発信で
きそうな担い手に働
きかける。 

・各地域活動協議会に向
けた CivicTech の紹
介・情報提供を行う。
（１月） 

浪速区 

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告
を、区広報紙・区ホーム
ペ ー ジ ・ 区 Ｓ Ｎ Ｓ
（Twitter・Facebook）
や市民活動総合ポータ
ルサイトといったＩＣ
Ｔツール等様々な広報
媒体を用いて、広く周
知し、つながりの端緒、
機会を広げる（通年）と
と も に 、「 Code for 
OSAKA 」 に よ る
CivicTech 活動と、地域
課題解決に取り組む市
民や市民活動団体との
橋渡しを行うなど、新
たな担い手づくりの参
画・育成を促す。（通年） 

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告を
区広報紙、まちづくりセ
ンターの Facebook 及び
ブログを用いて、周知を
行った。 

・「Code for OSAKA」と連
携し、防災マップを作成
した。 

 
（実施状況：○） 

・各地域の情報発信
力を強化し、安定
的かつ持続可能と
するための「人材
の掘り起こし・育
成、スキルの向上
と継承」の仕組み
づくりが必要であ
る。 

・新たな人材・資源の掘
り起こしや広く参画
を促すための区ＳＮ
Ｓ等による情報発信
を継続するとともに、
各地域でも行えるよ
うにする。 

・行政情報への関心を
持ってもらうために、
防災マップの周知を
図る。 

西淀川区 

・各地域での活動の内容
を幅広く広報するた
め、中間支援組織を活
用し、ＳＮＳによる情
報発信を各地域で行え
るよう支援する。（通
年） 

・ＩＣＴを活用して地域
課題解決に取り組む
「Code for OSAKA」に
よるCivicTech活動と、
地域課題解決に取り組
む区民や地域活動団体
との橋渡しを行うな
ど、地域活動への新た
な担い手の参画につな
ぐ。（通年） 

・各地域での活動の内容を
幅広く広報するため、中
間支援組織を活用し、Ｓ
ＮＳによる情報発信の
更新情報等を確認した。 

・ＩＣＴを活用して地域課
題 解 決 に 取 り 組 む
「Code for OSAKA」に
よる CivicTech 活動と、
地域課題解決に取り組
む区民や地域活動団体
との橋渡しを行うなど、
地域活動への新たな担
い手の参画に向けた活
動を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域での活動の内容
を幅広く広報するた
め、中間支援組織を活
用し、ＳＮＳによる情
報発信を各地域で行
えるよう支援する。 

・ＩＣＴを活用して地域
課題解決に取り組む
「Code for OSAKA」
による CivicTech 活動
と、地域課題解決に取
り組む区民や地域活
動団体との橋渡しを
行うなど、地域活動へ
の新たな担い手の参
画につなぐ。 

淀川区 

・あらゆるＳＮＳ媒体を
活用することで、区民
の目に触れる機会を増
やすとともに、夢ちゃ
んブログではコメント
のやり取りなどで双方
向性の実験を行う。（通

・Twitter、Facebook での
発信は継続的に行って
いる。（Twitter８月末：
870 件、Facebook８月
末：17 件） 

・夢ちゃんブログでは、ブ
ログ発信によるコメン

・Twitter、Facebook
のフォロワー数は
３月末から若干増
加しているが、
Twitter で 3,978
件程度（24 区１位
ではあるが）であ

・Twitter、Facebook、夢
ちゃんブログでの継
続的発信。 

・Twitter、Facebook の
アンケート機能を活
用したアンケートの
実施。（区民まつりに
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
年） 

・Twitter、Facebook での
アンケート実験は、今
後も継続し、区民から
の情報収集ツールとし
ての活用を進めたい。
（通年） 

・不特定多数を相手とし
たＳＮＳ発信は継続し
つつも、地域関係者の
みによる情報交換ツー
ル的なＳＮＳ活用法を
検討する。（通年） 

トのやり取りなど双方
向性の手法について検
討した。 

・Twitter、Facebook のア
ンケートについては、９
月以降の実施とアン
ケート内容を決定した。 

・地域関係者間での情報交
換ツールとして、グルー
プ LINE の活用企画を
作成した。 

 
（実施状況：○） 

り、日常的な情報
発信ツールとして
過大評価はできな
い。（ただし、大地
震が発生した 30
年６月 18 日に 47
件ツイートし、約
39 万件の閲覧数
を記録したことか
ら災害時等の伝達
ツールとしては有
効と考えている。） 

・情報交換ツールと
しての LINE の活
用では、地域関係
者のＳＮＳ活用ス
キルや個人の情報
端末を使用しても
らうことなど課題
もある。 

ついてのアンケート
＝９月実施。広報誌に
ついてのアンケート
＝２月実施。） 

・地域間のグループ
LINE については、９
月に運用要領の作成
を行い、10 月地域に周
知し、11 月に運用す
る。 

東淀川区 

・各種イベントなどを通
じて、ＳＮＳによる情
報発信に取り組んでい
く。（通年） 

・「Word でつくる技あり
チラシ」と題してパソコ
ンを使った広報講座を
実施した。 

・区内 17 地域に協力いた
だき、域活動ＰＲのため
の 10 分程度のフォト
ムービーを制作し、「第
３ 回 東 淀 川 み ら い
EXPO」において発表し
た。 

 
（実施状況：○） 

・広報は、各地域に
応じてレベルに開
きがある為、一律
の内容での講座の
実施には、限界が
ある。 

・フォトムービーは完成
後、区公式 YouTube
チャンネルに投稿し、
地域活動に興味のあ
る人なら誰もが見ら
れる環境を整える。 

東成区 

・Facebookやメールマガ
ジン等のＩＣＴを活用
し、区行事や地域の活
動の情報発信を行う際
に、アンケート等での
効果測定を行い、ＰＤ
ＣＡを回していく。（通
年） 

・「地域子育てサークル」情
報を、ホームページや
Facebook、メールマガ
ジン（毎月）ツイッター
等で発信した。 

・地域福祉活動の情報を発
信した。みんなでつなが
る声掛け体験（５月）ほ
うえいさんぽ（６月）
Twitter（毎月） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、ＩＣＴ等を
活用し、情報発信を
行っていく。 

生野区 

・幅広い世代の住民が地
域活動について興味を
持ち、さらに、地域活動
の新たな担い手へとつ
ながるよう、誰もが気
軽に参加し、交流でき
る場を提供する。（通
年） 

・気軽に参加できる機会の
提供としてまちカフェ
を開催した。（４回） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、気軽に活動
できる機会の提供と
してまちカフェを開
催する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

旭区 

・地域へ目を向けてもら
うきっかけづくりのた
めに憩の家等の予約状
況の確認などをホーム
ページで可能にしてい
く。（通年） 

・老人憩の家等の予約状況
をホームページで確認
できるように取り組ん
だ。（１地域） 

 
（実施状況：○） 

・他の老人憩の家等
においても同様に
予約状況をホーム
ページで確認でき
るようにする必要
がある。 

・他の老人憩の家等にお
いても同様に予約状
況をホームページで
確認できるように取
り組む。 

城東区 

・各地域でＳＮＳ等の活
用促進を進めていただ
けるよう支援を行う。
（通年） 

・１地域で LINE を使った
ネットワークづくり講
座を実施し、ＳＮＳ等の
活用促進を進めていた
だけるよう支援を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・３月号までを予定して
いる左記リレー企画
の中で、各地活協のＨ
Ｐや Facebook のＱＲ
コードを掲載し、ＩＣ
Ｔを活用した地域活
動周知と参加呼びか
けを行う。 

鶴見区 

・各地域活動協議会に
CivicTech の理解を深
めてもらうとともに事
例紹介を行う。（通年） 

・各地域活動協議会にホー
ムページやＳＮＳを活
用した情報発信の支援
を行っている。 

 
（実施状況：○） 

― ・メール等を活用し、事
例紹介などを行って
いく。 

阿倍野区 

・地域活動を行っている
団体などが、ＳＮＳを
活用して自身の取組や
阿倍野区の魅力を発信
するためのプラット
ホームを構築し、継続
して活動していける組
織づくりに取り組む。
（通年） 

・LINE＠の出前講座を開
催し、ＳＮＳを活用した
情報発信ができる地活
協スタッフの育成に努
めた。（１回） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域のニー
ズにあった、ＳＮＳを
活用した情報発信に
ついて、継続して活動
できるよう支援する。 

住之江区 

・区ホームページや区
Facebook 等若い世代
が利用する媒体を活用
し、様々な地域課題に
対応した取組が地域で
行われていることや
「Code for OSAKA」に
よる CivicTech 活動の
情報発信を行う。（通
年） 

・地域活動協議会をＰＲ
する区民参加型の取組
を、ＩＣＴを活用して
実施する。（通年） 

・区ホームページや区
Facebook で様々な地域
課題に対応した取組が
地域で行われているこ
とや「Code for OSAKA」
によるCivicTech活動の
情報発信を行った 

・地域活動協議会におい
て、中間支援組織支援の
もとにホームページが
作成され、情報の共有・
発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・若い世代に情報が
届くような工夫を
検討する必要があ
る。 

・区ホームページや区
Facebook で様々な地
域課題に対応した取
組が地域で行われて
いることや「Code for 
OSAKA 」 に よ る
CivicTech 活動の情報
発信を行う。 

・30 年度実施の地活協
ポスターにかかる感
想募集を区 Facebook
等ＩＣＴを活用して
実施し、地域活動に参
加しやすい環境づく
りを実施する。 

住吉区 

・若年層への区政・地域へ
の関心喚起のため、
LINE ＠ ・ Ｓ Ｎ Ｓ の
Instagram などを活用
した情報発信を強化す
る。（通年） 

・地域活動協議会が自ら
の活動情報を発信し、
地縁型団体への参加が

・Twitter（154 件）・LINE
＠（20 件）・Instagram
（38件）を活用した情報
発信の実施 

・ホームページ作成支援
（３地域） 
＊残りの９地域は作成

済み 

・若年層の関心が低
い。 

・ホームページ更新
の人材不足。 

・若年層への区政・地域
への関心喚起のため、
ＳＮＳ（ LINE ＠・
Instagram・動画など）
を活用した情報発信
を強化する。 

・ホームページの必要性
を粘り強く説明。 

・人材募集の支援。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
少ない世代に向けて活
動の参加を呼びかける
ためのホームページの
作成を支援する。（通
年） 

 
（実施状況：○） 

東住吉区 

・広報紙や区民が多く参
加するイベント・取組
において、来場者に対
し広く周知する。（通
年） 

・毎月の広報紙において、
区公式LINE＠の周知記
事を掲載するとともに、
８月に開催される親子
向けのイベントにおい
て、チラシを配布した。 

・毎月実施される乳幼児健
診において、LINE＠の
周知チラシを配布した。 

 
（実施状況：○） 

・区内の全ての子育
て世帯に対して
LINE＠の周知を
する事は困難であ
るため、広く周知
できる機会が必要
である。 

・広報紙やイベント等で
LINE＠登録への周知
を引き続き実施する。 

・区民が多く参加するイ
ベント・取組におい
て、来場者に対し引き
続き広く周知する。 

平野区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携し
て、地域状況に応じた
支援を行う。（通年） 

・地域情報 Facebook によ
り地域活動の発信を
行った。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）における地
域の広報を紹介するサ
イトで活動の紹介を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・中間支援組織（ま
ち づ く り セ ン
ター）における広
報は永続的ではな
いため、次の展開
を検討する必要が
ある。 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）の電子
広報媒体をきっかけ
に、各地域において電
子媒体活用を支援す
る。 

西成区 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用し、情報発信や事
業の実施（小学生向け
プログラミング教室
等）を中間支援組織に
よる支援を活用しなが
ら、市民同士または市
民と行政がつながるこ
とを促進する。（通年） 

・プログラミング教室の
開催にあたっての効果
を分析しつつ、他地域
での応用が可能な場合
はその分析結果をもと
に情報提供するなど、
継続して支援を行って
いく。（通年） 

・多様なＩＣＴ（市民活動
総合ポータルサイトを
含む。）の活用促進に向
けて、情報提供を行っ
ていく。（通年） 

・中間支援組織による地域
活動協議会への支援と
して、ＮＰＯ法人の協力
を得ながら、Facebook
を利用して事業への参
加を呼びかけるなどし、
小学生向けプログラミ
ング教室を実施した。 

・プログラミング教室の開
催にあたっての効果の
分析について、中間支援
組織を活用しながら取
組を進めた。 

・６月開催の地域活動協議
会補助金説明会におい
て多様なＩＣＴ（市民活
動総合ポータルサイト
を含む。）活用促進に向
けて、情報提供を行っ
た。（６月） 

 
（実施状況：○） 

・プログラミン教室
の開催にあたって
の効果の分析を進
め、他地域での応
用も含め、実状に
応じた支援となる
よう取組が必要。 

・多様なＩＣＴ（市
民活動総合ポータ
ルサイトを含む。）
の活用促進に向
け、継続した取組
が必要。 

・ＳＮＳなどのＩＣＴを
活用し、情報発信や事
業の実施（小学生向け
プログラミング教室
等）を中間支援組織に
よる支援を活用しな
がら、市民同士または
市民と行政がつなが
ることを促進する。 

・プログラミング教室の
開催にあたっての効
果を分析しつつ、他地
域での応用が可能な
場合はその分析結果
をもとに情報提供す
るなど、継続して支援
を行っていく。 

・12 月開催の地域活動
協議会補助金説明会
において多様なＩＣ
Ｔ（市民活動総合ポー
タルサイトを含む。）
の活用促進に向けて、
情報提供を行ってい
く。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

取組①「地域実情に応じたきめ細かな支援」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・区役所内において、組織
横断的な連携が図れる
よう、情報共有会議を開
催するとともに、その会
議録を周知し、職員全体
で地域特性に応じた支
援に取り組む。（通年） 

・区役所内において、組
織横断的な連携を図
り、職員全体で地域特
性に応じた支援に取り
組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・地域支援が縦
割りになりが
ちである。 

・引き続き、区役所内にお
いて、組織横断的な連携
を図れるよう、９月から
情報共有会議（マンショ
ンコミュニティ連絡会
議）を開催するととも
に、その会議録を周知
し、職員全体で地域特性
に応じた支援を行う。 

都島区 

・地域状況や課題を共有
し、地域活動協議会が必
要とする支援に繋げる。
（通年） 

・地域カルテの作成及び
活用支援を行った。（９
地域） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域カルテの作成及び活
用支援を行う。（９地域） 

福島区 

・地域活動協議会に対し、
地域ごとの特性や地域
課題をより詳細に把握
したうえで、地域実情に
応じ、活動の活性化に向
けて効果的な支援を実
施する。具体的な取組と
しては、地域が活動に際
して必要としている支
援内容に留意して効果
的な支援を行うととも
に、アンケートにより年
１回以上その評価を受
け、改善につなげる。（通
年） 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook において地域
情報を掲載するととも
に、まちづくりセンター
や各地域活動協議会の
ホームページで各種活
動について情報発信を
行う。（通年） 

・30 年度のアンケート結
果等を基に、地域活動
の活性化等に向けてき
め細かな支援内容の確
認を行った。 

・区ホームページで地域
活動協議会の盆踊りの
案内を掲載した。 

・まちづくりセンターの
ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook にて各地域
活動協議会の活動につ
いて情報発信を行っ
た。各地域活動協議会
のホームページにて各
事業の紹介や報告が掲
載されるように促し
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域ごとの成
熟度に差があ
るため、地域
事情に応じた
支援を検討し
て進めていく
必要がある。 

・地域活動協議会に対し、
地域ごとの特性や地域
課題をより詳細に把握
したうえで、地域実情に
応じ、活動の活性化に向
けて効果的な支援を実
施する。具体的な取組と
しては、地域が活動に際
して必要としている支
援内容に留意して効果
的な支援を行うととも
に、アンケートにより年
１回以上その評価を受
け、改善につなげる。 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook において地域
情報を掲載するととも
に、まちづくりセンター
や各地域活動協議会の
ホームページで各種活
動について情報発信を
行う。 

此花区 

・地域カルテの更新を支援
し、地域活動協議会と認
識共有する。（通年） 

・まちづくりセンターと
連携し地域活動協議会
の運営委員会で出た課
題を地域カルテに盛り
込めるよう情報整理を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・まちづくりセ
ンターとの定
例会や地域担
当を交えた意
見交換会など
を通じて各地
域における課
題の洗い出し
や、その解決
に向けた話し
合いが行われ
るよう支援す
る 必 要 が あ
る。 

・区役所・まちづくりセン
ターや区社協とも情報
共有し、地域カルテの更
新を進め、地域活動協議
会と認識を共有する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

中央区 

・地域カルテの内容を適宜
更新し、地域情報の把握
を行い、区役所内で共有
し支援に向けて活用す
る。（通年） 

・下半期の更新に向け地
域情報の収集を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・各地域のニー
ズを把握し地
域が求める的
確な支援を行
える情報収集
を行う必要が
ある。 

・地域カルテの内容の更新
を行い、区役所と地域で
共有し、支援に向けて活
用する。 

西区 

・地域活動協議会の認知度
を測定し、各地域、まち
づくりセンターと連携
して課題を抽出して地
域カルテを更新してい
く。（通年） 

・ＮＰＯ、企業等との連携
促進に向けた支援策の
提供を進めるとともに、
地域の実情や特性に応
じた支援を実施する。
（通年） 

・まちづくりセンターと
の定例会議などを通じ
課題の抽出を行い、随
時地域カルテの更新を
行った。 

・ＮＰＯ、企業等との連
携促進に向けた支援策
の提供を進め、６月に
は明治グリーンフェス
タにおいて近畿大学と
の連携が行われた。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会の認知度
を測定し、各地域、まち
づくりセンターと連携
して課題を抽出して地
域カルテを更新してい
く。 

・ＮＰＯ、企業等との連携
促進に向けた支援策の
提供を進めるとともに、
地域の実情や特性に応
じた支援を実施する。 

港区 

・地域レポートを活用して
地域特性や地域課題、地
域活動協議会の活動状
況や運営上の課題など
について、客観化・明確
化し、地域ごとの支援計
画を策定する（上期）と
ともに、まちづくりセン
ターと連携しながら地
域実情に応じたきめ細
やかな支援を行う。（通
年） 

・各地域活動協議会の活
動や運営の状況を把握
するとともにそれぞれ
の課題を整理し、その
課題解決に向けた地域
ごとの支援計画を策定
した。 

・まちづくりセンターと
連携しながら地域ニー
ズの把握や必要な支援
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・支援計画をもとに地域の
意見を聞きながら、地域
実情に応じた支援策で
それぞれの地域課題の
解決に取り組む。 

・まちづくりセンターと連
携しながら地域実情に
応じた支援を行う。 

大正区 

・地域ごとの課題や活動状
況を 30 年度にまとめた
「地域カルテ」を活用
し、各地域活動協議会が
その地域特性に即した
地域課題の解決に向け
た取組を自律的に進め
られるために必要な支
援を行う。（通年） 

・地域活動協議会の会議
の場や委員長会等を通
じ、「地域カルテ」等を
活用して適宜情報提供
を行い、地域の要請に
より地域まちづくり支
援員等を派遣するな
ど、自律的な運営が行
えるよう支援を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・現在の地域ご
との課題の把
握が十分では
ない。 

・まちづくりセンター等も
有効に活用しながら、地
域課題の把握を行い、自
律的な運営に向けた支
援を積極的に行う。 

天王寺区 

・まちづくりセンターを活
用して、各地域内での地
域カルテの情報共有内
容の浸透を図るととも
に、地域意向を踏まえた
支援を行う。（通年） 

・まちづくりセンターを
通じて各地域に連携を
希望する内容のアン
ケート実施を優先して
行った。（６～７月） 

 
（実施状況：○） 

・各地域から聞
き取った連携
を希望する内
容を地域カル
テに反映し、
情報共有内容
の浸透や支援
を進めて行く
必要がある。 

・まちづくりセンターを活
用して、各地域から聞き
取った連携を希望する
内容を地域カルテに反
映し、情報共有内容の浸
透を図るとともに、地域
ごとに優先すべき内容
に応じた支援を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

浪速区 

・各地域活動協議会の会議
の場に、地域担当職員・
まちづくりセンターが
参画し、必要に応じて人
口動態など統計データ
等を用いて作成した「地
域カルテ」を活用して
の、新たな社会資源の掘
り起こしとその活用な
ど、各地域の特性や課
題、実情を踏まえた、き
め細やかな支援を行う。
併せて、「地域カルテ」及
び支援内容に対する評
価を各地域活動協議会
より受け、評価に基づく
ＰＤＣＡサイクルにて
効果測定を行う。（通年 
11 地域で実施） 

・「地域カルテ」を活用し
ての各地域課題に応じ
た方策を検討し、取組
に対しての支援や企業
や・学生ボランティア
とのマッチングを行っ
た。 

・下半期の効果測定に向
けた調整を行った。（２
地域で実施） 

 
（実施状況：○） 

・地域課題と地
域ニーズの的
確な把握と効
果的な支援の
実施。 

・地域課題と地域ニーズの
的確な把握と効果的な
支援を実施する。 

・下半期にて各地域活動協
議会より「地域カルテ」
及び支援内容に対する
評価を受け、評価に基づ
くＰＤＣＡサイクルに
て効果測定を行う。（11
地域で実施） 

西淀川区 

・統計データも活用して、
地域ごとに、人口動態な
どの地域特性や地域課
題、地域活動協議会の活
動状況や運営上の課題
などについて、客観化・
明確化するための「地域
カルテ」のさらなるバー
ジョンアップを支援し、
各地域活動協議会との
間で認識共有するとと
もに、課題の解決に向け
取り組む。（「地域カル
テ」の作成：14 地域）（通
年） 

・「地域カルテ」につい
て、中間支援組織を活
用し、各地域活動協議
会との間で認識共有
し、一部の地域におい
てバージョンアップを
図るとともに、課題解
決に向け取り組み始め
た。 
（「地域カルテ」の作
成：14 地域実施） 

 
（実施状況：○） 

・共有認識から
一歩進めた課
題 解 決 に 向
け、取組を強
化する必要が
ある。 

・引き続き、「地域カルテ」
について、地域との認識
共有の中でバージョン
アップを図るとともに、
課題の解決に向け取り
組む。 

淀川区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター等）や区社協
等各種関係機関と連携
し、地域カルテ更新作業
を通じて地域実情に応
じたきめ細やかな支援
を継続する。（通年） 

・区政会議委員に対し
て、地域が求めている
支援内容についての意
見聴取を行った。（５
月） 

 
（実施状況：○） 

・地域カルテの
作成は行った
ものの、各地
域において地
域課題の把握
までは至って
いない。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター等）や区社協
等各種関係機関と連携
し、地域カルテの更新作
業を通じて地域課題の
「見える化」と、それに
応じたきめ細やかな支
援を行う。 

東淀川区 

・地域活動協議会に求めら
れている機能について、
補助金説明会や運営委
員会の場で説明を行い、
広く構成団体の認識を
深める。（通年） 

・地域担当職員が担当地域
の災害時における体制
等の現状と課題を把握
し、いざという時にス
ムーズな避難所運営が
行えるように平時の訓
練やワークショップに
関わっていく。（通年） 

・７月に開催した地域活
動協議会連絡会議にお
いて、補助金の説明と
ともに、地域活動協議
会に求められている機
能について説明を行っ
た。地域によって求め
る支援に違いがあるこ
とを再度説明し、課題
共有を図った。 

・毎月の地域担当連絡会
議において、各地域へ
提供した情報や、防災
に関する資料提供等を

・日常の事務作
業へのみ意識
が向かい、地
域活動協議会
に求められる
機能や、可能
性、今後のビ
ジョンについ
ての共有が、
浸透していな
い。 

・地域活動協議
会に求められ
ている機能に

・地域活動協議会に求めら
れている機能について、
補助金説明会や運営委
員会の場で説明を行い
広く構成団体の認識を
深めるとともに、会長へ
のインタビューなどで
集めた地域の現状や課
題などについて、地域活
動協議会連絡会議等で
解決改善のための手法
について共有していく。 

・地域担当が担当地域の災
害時における体制等の
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・これまで職員が作成して

きた地域支援用資料を
地域と共有したうえで、
地域が「地域カルテ」を
作成し課題に対する解
決策を主体的に考えて
もらえるように提案し
ていく。（通年） 

行い、スムーズな避難
所運営や危険個所等の
把握について連携をお
こなった。 

・これまで職員が作成し
てきた地域支援用資料
としての「地域カルテ」
の一部を地域と共有
し、１地域が独自の様
式に発展させ運営の活
用につながった。 

・地域活動協議会会長へ
のインタビューを実施
し、地域の現状や、気
になる課題についての
ヒアリングを進めた。 

 
（実施状況：○） 

ついて少しず
つ理解が浸透
してきている
ものの、円滑
に機能させる
だけの人材が
不 足 し て い
る。 

現状と課題を把握し、い
ざという時にスムーズ
な避難所運営が行える
ように平時の訓練や
ワークショップに関
わっていく。 

・これまで職員が作成して
きた地域支援用資料を
地域と共有したうえで、
地域が「地域カルテ」を
作成し、課題に対する解
決策を主体的に考えて
もらえるように提案し
ていく。 

東成区 
・地域のニーズに応じた地

域カルテの充実を図る。
（下半期） 

 
（実施状況：―） 

― ・地域カルテの内容を精査
する機会を設ける。 

生野区 

・地域カルテを作成し、地
域実情に応じた支援を
行うために、地域活動協
議会のあり方や、地域内
での課題などについて
話し合いを進める会議
を開催する。（通年） 

・地域担当職員（ブロック
リーダー）、中間支援組
織による情報共有会議
を開催（月１回） 

・地域活動協議会のあり
方や、地域内での課題
などについて話し合い
を進める会議の開催方
法（アプローチや手順
等）について、中間支
援組織と複数回打合せ
を行った。 

・地域担当職員（ブロッ
クリーダー）、中間支援
組織による情報共有会
議を開催した。（５回） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会のあり方
や、地域内での課題など
について話し合いを進
める会議を実施する。 

・引き続き、地域担当職員
（ブロックリーダー）、
中間支援組織による情
報共有会議を開催する。 

旭区 

・地域課題やニーズに対応
した活動が、地域自らの
企画の中で実施できる
よう支援する。（通年） 

・「地域カルテ」ワーク
ショップを継続的に開
催する中で、他の活動主
体同士の連携・協働【外
部との連携・協働】が進
むような具体的な取組
が生まれるよう支援す
る。（通年） 

・課題認識を踏まえ、各地
域の先行的な取組事例
及び他区の取組事例を
共有する場を提供する。
（通年） 

・地域課題やニーズに対
応した活動が、地域自
らの企画の中で実施で
きるよう支援した。 

・「地域カルテ」ワーク
ショップの開催に向け
てテーマ設定等に取り
組んだ。 

・課題認識を踏まえ、各
地域の先行的な取組事
例及び他区の取組事例
を共有する場を提供す
るために各区の事例収
集等に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・各地域のニー
ズの把握及び
「 地 域 カ ル
テ 」 ワ ー ク
ショップの開
催が必要であ
る。 

・地域ごとに成
熟度に差があ
る。 

・若い世代やマ
ンション住民
等、これまで
地域活動への
関 わ り が 薄
かった人たち
をはじめ、あ
らゆる世代を
対象に、地域

・各地域のニーズを把握す
る。また、「地域カルテ」
ワークショップを開催
する。  

・各地域のニーズに応じて
支援する。 

・広報紙特集号の活用等に
より、情報を発信する。 

・各地域の先行的な取組事
例及び他区の取組事例
を共有する場を提供す
る。 

・「地域カルテ」ワーク
ショップの開催等を通
じて、担い手確保のため
の具体的な取組の展開
を促す。 

84 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
活動等への参
加を促す（担
い手の確保を
含む）ような
取組が必要で
ある。 

城東区 

・30 年度作成の「地域カル
テ」から明らかになった
地域ごとの現状に対し
て、中間支援組織・当区
地域担当職員とも連携
し、各地域課題の把握と
共有を行い、課題解決に
向けた取組方法の主体
的構築につながる支援
を行う。（通年） 

・４～７月に開催された
決算運営委員会に当区
地域担当職員が参加
し、各地域課題の把握
と共有を行い、課題に
対して支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・下半期実施予定の予算運
営委員会（総会）に関し
ても、同様に取り組む。 

鶴見区 

・30 年度の地域カルテを
基に、地域・区役所・中
間支援組織・区社協・包
括支援センターが課題
等を共有しつつ、地域カ
ルテの内容を更新する
とともに地域の実情に
応じたきめ細やかな支
援を行う。（通年） 

・地域カルテ（まちづく
りレポート）を整理し、
地域と共有を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域とともにデータの更
新などを行うなど、地域
実情に応じた支援を
行っていく。 

阿倍野区 

・30 年度に各地域活動協
議会が作成した地域カ
ルテを活用して各地域
の課題等を共有し、実情
に応じたきめ細やかな
支援を行う。（通年） 

・各地域活動協議会の課
題等を共有し、実情に
応じたきめ細やかな支
援を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・30 年度に各地域活動協
議会が作成した地域カ
ルテを活用して各地域
の課題等を共有し、実情
に応じたきめ細やかな
支援を行う。 

住之江区 

・地域活動協議会が作成し
た地域カルテの内容を、
区と地域活動協議会と
の間で共有し、中間支援
組織と連携しながら地
域実情に応じた支援を
行っていく。（通年） 

・地域カルテについて、
地域と連携しながら内
容の更新を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域と連携し
て作成した地
域カルテによ
り、課題を共
有し、取組に
つなげていく
必要がある。 

・内容を更新した地域カル
テを、区と地活協との間
で共有し、中間支援組織
と連携しながら地域実
情に応じた支援を行っ
ていく。 

住吉区 

・地域カルテを作成する。
（11 地域）（通年） 

・各地域と地域課題の共有
を行う。（通年） 

・地域ごとの支援計画を作
成・実施する。（通年） 

・地域による地域カルテ
の作成について、住吉
区社会福祉協議会が作
成した地域台帳を参考
に地域カルテの作成支
援に着手した。（11 地
域） 

 
（実施状況：○） 

・的確な地域実
情の把握。 

・地域カルテの作成。（11
地域） 

・各地域と地域課題の共
有。 

・地域ごとの支援計画を作
成・実施。 

東住吉区 

・各地域毎の現況や課題を
洗い出せるようデータ
資料を提供し、説明を行
う。（通年） 

・各地域毎の現況や課題
を洗い出せるようデー
タ等の資料を提供し
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域実情に応
じたきめ細や
かな支援のた
めに、まずは
各地域毎の現
況や課題を把
握していただ

・引き続き各地域毎の現況
や課題を洗い出せるよ
うデータ資料を提供す
る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
くことが必要
である。 

平野区 

・課題解決に向けて、30 年
度実績以上の地域で地
域公共人材を活用する。
（通年） 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）を活用
して、各地域の活動状
況のヒアリングを行い
現状確認を行った。 

 
（実施状況：○） 

・ヒアリングで
確認した課題
に対して、ど
のような地域
公共人材の派
遣が適当か検
討する必要が
ある。 

・地域の課題に応じた地域
公共人材の派遣を行う。 

西成区 

・地域毎の「地域カルテ」
が地域の特性・課題に応
じた活用がなされるよ
う、中間支援組織を通じ
て支援を行う。（通年） 

・「地域カルテ」の内容がよ
り充実していくよう、中
間支援組織を活用しな
がら、地域のもつ資源や
抱える課題について話
し合う機会を増やす。
（通年） 

 

・地域において作成され
た「地域カルテ」の時
点修正を行い、より地
域の実状に応じたもの
となるように支援を
行った。 

・「地域カルテ」にて共有
した課題に対応するた
め、中間支援組織を活
用しながら達成すべき
目標を設定し、確実に
履行できるよう取組を
進めた。 

 
（実施状況：○） 

・「地域カルテ」
の活用支援を
進める上で、
その内容がよ
り地域の実状
に応じたもの
となるよう、
精査していく
必要がある。 

・地域毎の「地域カルテ」
が地域の特性・課題に応
じた活用がなされるよ
う、中間支援組織を通じ
て支援を行う。 

・「地域カルテ」の内容がよ
り充実していくよう、中
間支援組織を活用しな
がら、地域のもつ資源や
抱える課題について話
し合う機会を増やし、よ
り精査を行う。 

・地域ごとの課題に対応し
た目標の達成に向けて
中間支援組織を活用し
ながら支援を進めてい
く。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

取組②「地域活動協議会の認知度向上に向けた支援」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・区ホームページや広
報紙などのほか、マン
ション管理業協会と
連携を図りながら、マ
ンション居住者に向
けて、広く情報発信す
ることで地域活動等
への参加を促進する。
（通年） 

・各地域活動協議会が
発行する広報紙や、地
域の広報板、マンショ
ンの掲示板において、
地域活動協議会の取
組を紹介するととも
に、地域活動等への参
加を呼び掛ける。（通
年） 

・マンション居住者を
対象にした防災講座
や、防災の基本ルール
づくりの場で地域活
動の魅力を伝え、活動
への参加参画を呼び
掛ける。（通年） 

・区ホームページや広報紙
などのほか、マンション
管理業協会と連携を図り
ながら、マンション居住
者に向けて、広く情報発
信することで地域活動等
への参加を促進した。 

・各地域活動協議会が発行
する広報紙や、地域の広
報板、マンションの掲示
板において、地域活動協
議会の取組を紹介すると
ともに、地域活動等への
参加を呼び掛けた。 

・マンション居住者を対象
にした防災講座や、防災
の基本ルールづくりの場
で地域活動の魅力を伝
え、活動への参加参画を
呼び掛けるための業務委
託事業者を選定した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
が実施している
取組が区民に伝
わっていない。 

・引き続き、区ホーム
ページや広報紙など
のほか、マンション
管理業協会と連携を
図りながら、マン
ション居住者に向け
て、広く情報発信す
ることで地域活動等
への参加を促進す
る。 

・引き続き、各地域活動
協議会が発行する広
報紙や、地域の広報
板、マンションの掲
示板において、地域
活動協議会の取組を
紹介するとともに、
地域活動等への参加
を呼び掛ける。 

・業務委託事業者を活
用しながら、マン
ション居住者を対象
にした防災講座や、
防災の基本ルールづ
くりの場で地域活動
の魅力を伝え、活動
への参加参画を呼び
掛ける。 

都島区 

・ホームページ、ＳＮ
Ｓ、広報誌、掲示板な
ど様々なツールで、地
域活動協議会の活動
を情報発信する。（通
年） 

・各地域活動協議会が行う
活動の紹介（Facebook21
回、広報誌）のほか、地域
活動チラシの転入者への
配付、不動産取扱い事業
者を通じた地域活動チラ
シの配布を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、各地域活動
協議会が行う活動の
紹介（Facebook、広報
誌）、地域活動チラシ
の転入者への配付、
不動産取扱い事業者
を通じた地域活動チ
ラシの配布を行う。 

福島区 

・マンションに住む単
身世帯などの住民に
も「地域活動協議会」
の認知度向上を図る
ため、区のホームペー
ジや広報紙で年２回
以上ＰＲを行う。（通
年） 

・地域活動協議会の紹
介動画を区役所１階
ロビーで放映してい
く。（年１回以上） 

・地域活動協議会が開
設してきたホーム

・全転入者に対して、地域活
動協議会の案内チラシを
配布した。 

・１階ロビー待合に設置し
た地域活動協議会専用
ラックに地域活動協議会
のチラシ（３種類）を配架
した。 

・１階ロビー待合にて地域
活動協議会の盆踊りにつ
いての動画を放映した。 

・区ホームページでも地域
活動協議会事業である盆
踊りの記事を掲載した。 

・各地域活動協議
会の活動をまだ
まだ広く知って
もらう必要があ
る。 

・マンションと地
域のつながりが
不足している。 

・マンションに住む単
身世帯などの住民に
も「地域活動協議会」
の認知度向上を図る
ため、区のホーム
ページや広報紙で年
２回以上ＰＲを行
う。 

・まちづくりセンター
と連携して、地域活
動協議会が開設した
ホームページが頻繁
に更新されるように
取り組む。 



87 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ページなどが頻繁に
更新されるように取
り組む。（通年） 

・地域活動協議会とのつな
がりづくりをめざして、
マンションコミュニティ
に係る講習会を管理組
合・住民に対して開催し
た。開催チラシはまちづ
くりセンターが新聞折り
込みで区内に配布した。 

 
（実施状況：○） 

・１階ロビー待合に設
置した地域活動協議
会広報専用ラックに
て配架するチラシ内
容を更新していく。 

・地域活動協議会の紹
介動画を区役所１階
ロビー待合で放映す
る。（年１回以上） 

・広報紙で地域活動協
議会の記事を複数回
掲載する。（９月・11
月） 

此花区 

・地域活動協議会の活
動を広報紙で紹介す
るとともに、リーフ
レットを区民まつり
等で配付するなど認
知度向上につなげる。
（通年） 

・区役所の１階や区民
ホールに地域情報
コーナーを設け、地域
行事等のチラシを配
架する。（通年） 

・各地域活動協議会の主な
活動内容を区広報紙で紹
介した。 

・区役所や区民ホールに地
域情報コーナーを設け、
地域行事等のチラシを配
架するとともに、活動内
容を紹介する壁新聞を作
成・掲示した。 

・まちづくりセンターと連
携し、地域のまつりなど
の情報を Facebook で発
信した。 

 
（実施状況：○） 

― ・区民まつりなど、コ
ミュニティ育成事業
においてリーフレッ
トを配付し、地域活
動協議会の認知度向
上につなげる。 

・区役所や区民ホール
において、地域情報
コーナーに地域行事
等のチラシを配架す
るとともに、活動内
容を紹介する壁新聞
を掲示する。 

・まちづくりセンター
と連携し、地域情報
を Facebook で発信
するとともに地域に
おいてもＳＮＳを
使った情報発信がで
きるよう支援する。 

中央区 

・広報紙において各地
域活動協議会につい
て取材を行い、全地域
活動協議会を紹介す
る。その記事内容を活
用し区広報紙や区
ホ ー ム ペ ー ジ 、
Twitter等で情報発信
を行う。（通年） 

・地域で作成している
地域活動協議会紹介
パンフレットの各地
域行事での配布や、
ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook などＩＣＴ
を活用した情報発信
について、中間支援組
織（まちづくりセン
ター）を通じて各地域
活動協議会に対し助
言する。（通年） 

・区の広報紙において地域
活動協議会に取材を行い
紹介記事を掲載した。（８
地域活動協議会） 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ ・ 区
Twitter・広報紙により地
域活動協議会の活動情報
を発信した。 

・地域で作成している地域
活動協議会紹介パンフ
レットの各地域行事での
配布や、ホームページや
FacebookなどＩＣＴを活
用した情報発信につい
て、中間支援組織（まちづ
くりセンター）を通じて
各地域活動協議会に対す
る助言を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
そのものの認知
を高め、活動内
容の更なる情報
発信が必要であ
る。 

・全地域活動協議会（20
地域）の紹介記事を
随時広報紙に掲載す
る。記事内容につい
て区のホームページ
に掲載する。 

・区Twitterにより発信
する地域情報の内容
の充実を図る。 

・地域で作成している
地域活動協議会紹介
パンフレットの各地
域行事での配布や、
ホ ー ム ペ ー ジ や
FacebookなどＩＣＴ
を活用した情報発信
について、中間支援
組織（まちづくりセ
ンター）を通じて各
地域活動協議会に対
する助言を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

西区 

・地域活動協議会の認
知度を測定し、各地
域、まちづくりセン
ターと連携して課題
を抽出して地域カル
テを更新していく。
（通年） 

・地域活動協議会の認
知度が低い原因を分
析し、地域広報紙の作
成、ホームページや
Facebook の活用等広
報活動への支援を行
うなど、区広報媒体と
並行して認知度向上
を図る。（通年） 

・まちづくりセンターとの
定例会議などを通じ課題
の抽出を行い、随時地域
カルテの更新を行った。 

・まちづくりセンターを通
じて、地域における広報
紙・ホームページ等作成
支援および「まちづくり
センターだより」を発行
し地域活動協議会の認知
度の向上を図った。 

 
（実施状況：○） 

・取組は順調に推
移しており、30
年度の「地域活
動協議会を知っ
ている区民の割
合」は 29 年度の
17.9 ％ か ら
33.5％へと大幅
に増加したもの
の、目標値をわ
ずかに下回って
いる。 

・各地域活動協議
会の活動を広く
知ってもらう必
要がある。 

・地域活動協議会の認
知度を測定し、各地
域、まちづくりセン
ターと連携して課題
を抽出して地域カル
テを更新していく。 

・引き続き地域広報紙
の作成、ホームペー
ジや Facebook の活
用等広報活動への支
援を行うなど、区広
報媒体と並行して地
域活動協議会の更な
る認知度向上を図
る。 

港区 

・各地域において 30 年
度に作成した広報用
リーフレットの活用
を促すとともに、広報
みなとやＳＮＳでの
情報発信、区内転入者
への紹介チラシの配
布など、さまざまな広
報ツールを活用して
認知度の向上に取り
組む。（通年） 

・各地域において広報用
リーフレットを配布する
などして地域活動協議会
の活動内容を周知した。 

・広報みなと（４、７月号）、
ＳＮＳで地域活動協議会
について情報発信すると
ともに、区内転入者への
紹介チラシの配布、区庁
舎内や区広報板へのチラ
シ掲出により認知度の向
上に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
に関する情報や
作 成 し た 広 報
ツ ー ル に つ い
て、地域活動協
議会を知らない
区民に届くよう
にする必要があ
る。 

・地域活動協議会の紹
介チラシについて不
特定の区民が参加す
るイベント等や区内
転入者へ配布する。 

・Twitter、Facebook で
各地域活動協議会が
実施するイベント等
について情報発信す
る。 

大正区 

・30 年度において、地
域ごとの課題や活動
状況をまとめた「地域
カルテ」を活用し、各
地域活動協議会ごと
に必要な支援を行う。 

・地域コミュニティの
情報発信を強化する
ため、広報紙にて、各
地域活動協議会につ
いての事業報告・記事
を掲載する。 

（以上通年） 

・地域活動協議会の会議の
場や委員長会等を通じ、
「地域カルテ」等を活用
して適宜情報提供を行
い、地域の要請により地
域まちづくり支援員等を
派遣するなど、自律的な
運営が行えるよう支援を
行った。 

・毎月１地域ずつ、地域活動
協議会の活動報告を広報
紙に掲載した。 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンター
等も有効に活用しな
がら、地域課題の把
握を行い、自律的な
運営に向けた支援を
積極的に行う。 

・広報紙 12 月号に地域
活動協議会の特集を
掲載する。 

天王寺区 

・区広報紙を活用して
地域活動協議会の各
種活動を紹介する。
10 回（通年） 

・区ホームページに、地
域活動協議会に交付
する公金の使途を掲
載する。公金の使途公
表 １回（７月） 

・概ね小学校前に設置

・区広報紙を活用して地域
活動協議会の各種活動を
紹介した。４回（５～８
月） 

・区ホームページ及び区広
報紙に、地域活動協議会
に交付する公金の使途を
掲載した。１回（７月） 

・概ね小学校前に設置され
ているまちかど情報板で

― ・区広報紙を活用して
地域活動協議会の各
種活動を紹介する。
６回 

・概ね小学校前に設置
されているまちかど
情報板での地域活動
協議会事業の掲示が
促進されるよう働き
かける。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
されているまちかど
情報板での地域活動
協議会事業の掲示が
促進されるよう働き
かける。（通年） 

・地域活動協議会が実
施する事業について
小学校を通じた周知
が行われるよう働き
かける。（通年） 

・地域活動協議会にお
いて、より一層民主的
で開かれた組織運営
と会計の透明性が確
保されるよう、まちづ
くりセンターを活用
した啓発・支援を行
う。（通年）会計説明
会 １回（１月） 

・地域活動協議会が独
自で行う情報発信の
取組を、まちづくりセ
ンターを活用して支
援する。（通年） 

・区広報板を活用した
ポスター掲示や地域
活動協議会主催のふ
れあい祭りなど多数
の参加が見込まれる
事業で地域活動協議
会名を入れたのぼり
を会場に設置する。
（通年） 

の地域活動協議会事業の
掲示が促進されるよう働
きかけた。（６月） 

・地域活動協議会が実施す
る事業について小学校を
通じた周知が行われるよ
う働きかけた。（６月） 

・地域活動協議会において、
より一層民主的で開かれ
た組織運営と会計の透明
性が確保されるよう、ま
ちづくりセンターを活用
し情報交換会を行った。
（８月） 

・各地域活動協議会の事業
計画ポスターの作成に当
たり、まちづくりセン
ターが広報支援を行っ
た。（６月） 

・区広報板を活用し各地域
活動協議会紹介のポス
ター掲示を行った。（７
月） 

・地域活動協議会主催のふ
れあい祭りなど多数の参
加が見込まれる事業で地
域活動協議会名を入れた
のぼりを会場に設置し
た。（５、７月） 

・ケーブルテレビ J.com と
連携し、地域活動協議会
の地域行事紹介を実施し
た。（７月） 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会が実
施する事業について
小学校を通じた周知
が行われるよう働き
かける。 

・地域活動協議会にお
いて、より一層民主
的で開かれた組織運
営と会計の透明性が
確保されるよう、ま
ちづくりセンターを
活用した啓発・支援
を行う。会計説明会 
１回（１月） 

・地域活動協議会が独
自で行う情報発信の
取組を、まちづくり
センターを活用して
支援する。 

・区広報板を活用し地
域活動協議会紹介の
ポスター掲示を行
う。２回（10、１月） 

・地域活動協議会主催
のふれあい祭りなど
多数の参加が見込ま
れる事業で地域活動
協議会名を入れたの
ぼりを会場に設置す
る。 

浪速区 

・催事（防災訓練等）実
施の告知及び成果・報
告を、区広報紙（地域
活動紹介コラム等）
や、まちづくりセン
ターのホームページ
等のＩＣＴツールを
はじめ様々な広報媒
体を用いて、広く周知
し、つながりの端緒、
機会を広げる。（随時） 

・転入届出時に、住民情
報窓口において、転入
者全員へ地域活動協
議会の趣旨や目的、ま
た町会への加入を促
進する案内パンフ
レットを交付し、地縁
による団体やグルー
プへの加入促進につ

・催事（防災訓練等）実施の
告知及び成果・報告を区
広報紙、まちづくりセン
ターの Facebook 及びブ
ログを用いて、周知を
行った。 

・転入届出時に、住民情報窓
口において、転入者全員
へ地域活動協議会の趣旨
や目的、また町会への加
入を促進する案内パンフ
レットを交付し、地縁に
よる団体やグループへの
加入促進につなげた。 

・住民情報待合フロアに地
域活動協議会コーナーを
設置し、待合呼出しモニ
ターにて地域活動協議会
加入や町会加入を促進す
る広告映像を放映した。 

・マンション住民
や新規転入者と
町会とのつなが
り が 希 薄 で あ
り、マンション
住民の地域活動
に関する関心も
低い。 

・「地域カルテ」も活用
しつつ、子育て世代
を対象としたイベン
トなど、取組の対象
やタイミングを絞り
込んだ効率的な取組
を継続する。 

・引き続き転入届出時
に、住民情報窓口に
おいて、転入者全員
へ地域活動協議会の
趣旨や目的、また町
会への加入を促進す
る案内パンフレット
を交付し、地縁によ
る団体やグループへ
の加入促進につなげ
る。 

・引き続き住民情報待
合フロアに地域活動
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
なげる。（通年） 

・住民情報待合フロア
に地域活動協議会
コーナーを設置する
とともに、待合呼出し
モニターにて地域活
動協議会加入や町会
加入を促進する広告
映像を放映する。（通
年） 

 
（実施状況：○） 

協議会コーナーを設
置するとともに、待
合呼出しモニターに
て地域活動協議会加
入や町会加入を促進
する広告映像を放映
する。 

西淀川区 

・課題を地域カルテに
記録するとともに、認
知度向上に向けた取
組として、中間支援組
織を活用し地域広報
紙の発行やＳＮＳ等
の活用など効果的な
支援を行う。（通年） 

・特に認識の低い「総意形成
機能」の周知について、情
報発信する時期など検討
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・中間支援組織を活用
し、地域広報紙の発
行やＳＮＳ等の活用
など効果的な支援を
行う年末に向け、総
意形成機能について
情報発信を行う。 

淀川区 

・わかりやすい表現や
イラストの活用等、内
容を工夫し、若い世代
から高齢者まで幅広
い世代に向けて地域
活動情報を発信する。
（通年） 

・区広報誌、ホームペー
ジ、ＳＮＳ、地域の掲
示板等、あらゆる広報
媒体を活用した情報
発信により、身近な地
域や関心のあるテー
マへの市民活動への
参加を呼びかける。
（通年） 

・区役所１階に「地域情
報コーナー」という専
用の配架棚を設け地
域行事等のチラシを
随時配布する。（通年） 

 

・区広報誌、ホームページ、
ＳＮＳ、地域の掲示板等、
あらゆる広報媒体を活用
した情報発信により、身
近な地域や関心のある
テーマへの市民活動への
参加を呼びかけた。 

・区役所１階に「地域情報
コーナー」という専用の
配架棚を設け地域行事等
のチラシを随時配布し
た。 

・区広報誌にて「地活協って
なぁーに？」という地活
協に関する連載記事を掲
載し、地域活動の情報発
信を行った。 

・中間支援組織が発行する
「まちセン通信」にて地
域情報を発信した。（５月
発行） 

 
（実施状況：○） 

・特に若年層の地
域活動協議会の
認知度向上に取
り組む必要があ
る。 

・通年の広報の取組に
加え、９月に若年層
を対象とした区民ア
ンケートを実施し、
地域活動の情報入手
先を把握する。 

東淀川区 

・公共人材を活用する
など、専門家の力を借
りながら、従事者の
「作業量を減らす」、
「同じ作業量で効果
を増やす」ことができ
るような支援の仕方
を検討する。（通年） 

・地域活動協議会の活
動を各種媒体により
広報し、地域活動協議
会の活動に参加して
いない住民や団体、区
外からの転入者に対

・地域公共人材を活用し、地
域活動協議会において地
域マスコットの活用方法
の検討を行った。 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ 、
Facebook 及び Twitter に
より区内各地域で開催さ
れる夏まつり情報の周知
を行った。 

・区内各地域で開催される
夏まつりのポスターを区
役所庁舎内及び出張所庁
舎内にて掲示した。 

・地域活動協議会
について知らな
い新しい住人に
対し、地域活動
の大切さについ
ての認識を広げ
ていく必要があ
る。 

・画一的な講座の
開催は地域実情
によっては活用
が難しい場合が
あるため、地域
の 個 別 事 情 に

・地域マスコットの活
用方法について、地
域公共人材と共に課
題の整理、規約づく
り等を行う。 

・地域活動協議会の活
動を各種媒体により
広報し、地域活動協
議会の活動に参加し
ていない住民や団
体、区外からの転入
者に対し、活動の参
加を呼びかける。（区
広報紙、区ホーム
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
し、活動の参加を呼び
かける。（区広報紙、
区ホームページトッ
プページと地域活動
協議会ホームページ
のリンク、Facebook、
地域活動協議会パン
フレットの転入者
パック封入等）（通年） 

・区庁舎を活用し、動画
等を用いて地域活動
の内容を発信する。
（通年） 

・広報講座を実施し、広
報担当者のスキル
アップに繋げる。（通
年） 

・地域活動協議会の活動を
各種媒体により広報し、
地域活動協議会の活動に
参加していない住民や団
体、区外からの転入者に
対し、活動の参加を呼び
かけた。（区広報紙、区
ホームページトップペー
ジと地域活動協議会ホー
ム ペ ー ジ の リ ン ク 、
Facebook、地域活動協議
会パンフレットの転入者
パック封入等） 

・区内 17 地域に協力いただ
き、地域活動ＰＲのため
の 10分程度のフォトムー
ビーを制作し「第３回東
淀川みらい EXPO」にお
いて発表した。 

・「Word でつくる技ありチ
ラシ」と題してパソコン
を使った広報講座を実施
した。 

 
（実施状況：○） 

添った支援が必
要である。 

ページトップページ
と地域活動協議会
ホームページのリン
ク、Facebook、地域活
動協議会の情報を
「くらしの便利帳」
に掲載） 

・フォトムービーを区
公式 YouTube チャン
ネルに投稿し、地域
活動に興味のある人
なら誰もが見られる
環境を整える。 

・会長インタビューな
どで地域の現状や課
題などを聴取し、そ
れぞれ地域に寄り
添った解決改善のた
めの手法について検
討していく。 

東成区 

・地域活動協議会の認
知度向上に向けて、
様々な広報媒体を活
用して活動内容を情
報発信する。（通年） 

・区広報紙の「地域からのお
知らせコーナー」に活動
情報を掲載し情報発信を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き広報紙等を
活用し情報発信を行
うとともに、まちづ
くりセンターと連携
し地域活動協議会の
広報充実のための支
援を行う。 

生野区 

・地域カルテを作成し、
地域事情に応じた支
援を行うために、地域
活動協議会のあり方
や、地域内での課題な
どについて話し合い
を進める会議を開催
する。（通年） 

・ホームページやＳＮ
Ｓにより効果的に情
報発信する。（通年） 

・地域活動協議会のあり方
や、地域内での課題など
について話し合いを進め
る会議の開催方法（アプ
ローチや手順等）につい
て、中間支援組織と複数
回打合せを行った。 

・中間支援組織の Facebook
を通じて、効果的な情報
発信をした。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会のあ
り方や、地域内での
課題などについて話
し合いを進める会議
を実施する。 

・引き続き、ホームペー
ジやＳＮＳにより効
果的な情報発信をす
る。 

旭区 

・広報紙特集号の活用
など、積極的に情報発
信を行う。（10 月） 

・区内官公署施設を活
用し、区民の方の目に
触れる場所に情報発
信コーナー等を設置
する。（通年） 

・区内広報板なども活
用する。（通年） 

・区内官公署施設を活用し、
区民の方の目に触れる場
所に地活協の情報コー
ナー等を設置するととも
に、区内広報板等も活用
し、情報を発信した。 

・地域活動協議会連絡会等
において、地活協ガイド
ブックの説明・配布を
行った。 

・さまざまなイベ
ント及び活動の
主体が、「地域活
動協議会」であ
るという認知度
が低い。 

・広報紙特集号の活用
等により、情報を発
信する。（10 月） 

・情報発信コーナー等
により、情報を発信
する。 

・地活協ガイドブック
を活用し、認知度向
上に向けて取り組
む。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・地活協ガイドブック

を作成し、会議及びイ
ベント等で説明・配布
を行う。（通年） 

 
（実施状況：○） 

城東区 

・「地域活動協議会だよ
り」のコーナーで継続
して掲載する。（通年） 

・各地域行事における
配布物（チラシ、パン
フレット、啓発物品や
出演記念品など）に地
域活動協議会名称を
入れて配布する。（通
年） 

・区広報誌７月号において、
地域活動協議会の活動を
紹介する特集を掲載し
た。 

・区広報誌８月号～３月号
で 16地活協会長がわが町
の魅力を発信するリレー
企画掲載をまちづくりセ
ンター発信でスタートし
た。 

・７月、８月に開催の地域ま
つりで、地域活動協議会
がうちわやタオル等の記
念品に地域活動協議会名
称を入れて配布した。 

 
（実施状況：○） 

― ・３月号までを予定し
ている左記リレー企
画の中で「区民に地
域活動に興味を持っ
てもらえるような記
事内容の充実」に取
り組む。 

・地域で開催される敬
老の取組や新成人の
つどいで、各地域活
動協議会が記念品に
地域活動協議会名称
を入れて配布する。 

鶴見区 

・区内で開催されるイ
ベントに出向き、地域
活動協議会の活動紹
介を行う。また、
TSURUMIC AWAR 
D を開催するなど地
域活動協議会の認知
度向上に向けた取組
を行う。（通年） 

・転入者向けリーフレット
を配布し、活動等の紹介
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・区民まつりなど人が
集まるイベントでチ
ラシなどの配布を行
う。 

・TSURUMIC AWARD
を開催する。 

阿倍野区 

・地域活動協議会の認
知度向上に向け、区が
原因分析及び課題抽
出を行い地域カルテ
に記録し、地域と情報
共有を行う。（通年） 

・各地域の課題に応じ、
区広報紙や区ホーム
ページによる情報発
信を行う。また、地域
活動協議会に向けて
ＩＣＴの活用にかか
る勉強会を実施し、効
果的に周知活動が実
施できるよう支援す
る。（通年） 

・地域活動協議会の認知度
向上に向け、原因分析及
び課題抽出を行った。 

・各地域の課題に応じ、区広
報紙や区ホームページに
おいて地域活動協議会に
関する情報を発信した。
（４回） 

・LINE＠の出前講座を開催
し、ＳＮＳを活用した情
報発信ができる地活協ス
タッフの育成に努めた。
（１回） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会の認
知度向上に向け、課
題等について地域カ
ルテに記録し、地域
と情報共有を行う。 

・引き続き、各地域の課
題に応じ、区広報紙
や区ホームページに
おいて情報発信を行
う。また、地域のニー
ズにあった、ＳＮＳ
を活用した情報発信
について、継続して
活動できるよう支援
する。 

住之江区 

・区広報紙、区ホーム
ページ、区 Facebook 
ポスター等で、地域活
動協議会の活動内容
を周知し、知名度向上
に向けた取組を行う。
（通年） 

・各地域活動協議会で
ホ ー ム ペ ー ジ 、

・区広報紙、区ホームペー
ジ、区 Facebook で地域活
動協議会の活動内容を掲
載した。 

・中間支援組織を活用し、地
域活動協議会でのホーム
ペ ー ジ 開 設 支 援 、
Facebook の運営に関す

・更なる認知度の
向上のために、
地域活動協議会
が行う活動の情
報発信などを、
効果的な方法で
取り組む必要が
ある。 

・区広報紙、区ホーム
ページ、区Facebook、
ポスター等で、地域
活動協議会の活動内
容を周知し知名度向
上に向けた取組を行
う。 

・ ホ ー ム ペ ー ジ 、
Facebookが未開設の
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
Facebook の開設な
どＩＣＴを活用した
取組が進むよう、中間
支援組織を活用した
支援を行う。（通年） 

・地域活動協議会が実
施するイベント等で、
中間支援組織と連携
し地域活動協議会の
活動紹介を実施する。
（通年） 

る助言などを行った。 
・地域活動協議会実施の夏

まつりで、中間支援組織
と連携し地域活動協議会
の活動紹介チラシを配布
した。 

 
（実施状況：○） 

地域活動協議会でＩ
ＣＴを活用した取組
が進むよう、中間支
援組織を活用した支
援を行う。 

・地域活動協議会が実
施するイベント等
で、中間支援組織と
連携し地域活動協議
会の活動紹介を実施
する。 

・引き続き地域イベン
トなどにおいて、活
動紹介チラシなどを
配布するとともに、
イベントの案内を
FacebookなどのＳＮ
Ｓを活用して情報発
信を行う。 

住吉区 

・地域活動協議会の認
知度向上に向け、「広
報すみよし」におい
て、各地域活動協議会
の紹介を掲載する。
（毎月） 

・広報板やホームペー
ジ、ＳＮＳを活用し、
各地域活動協議会の
活動を情報発信する。
（各地域月１回） 

・地域活動協議会の広
報紙を発行する。（３
地域）（通年） 

・「広報すみよし」において
地域活動協議会の取組紹
介。（毎月） 

・ホームページの充実。（全
地域） 

・ Twitter ・ LINE ・
Instagram を活用し、各
地域活動協議会の活動を
情報発信。 

・盆踊りの開催日を周知す
るチラシを作成し区役所
に配架。（７月） 

・長居地域活動協議会によ
る広報紙発行。（７月） 

 
（実施状況：○） 

・地域内部での情
報発信。 

・若者への情報発
信。 

・「広報すみよし」によ
る情報発信。（毎月） 

・ホームページで活動
を情報発信。 

・Twitter、Instagram
を活用し情報発信。 

・地域活動協議会の広
報紙発行。（２地域） 

・地域活動の写真を区
役所で掲示。 

東住吉区 

・認知度の向上に資す
るよう、行事予定や開
催の様子を広報紙や
ホームページに掲載
する。（通年） 

・各地域の区民が参加でき
るよう行事予定を広報紙
やホームページに掲載し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・認知度の向上に資す
るよう、引き続き各
地域の区民が参加で
きるよう行事予定を
広報紙やホームペー
ジに掲載する。 

平野区 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）と連携
して、地域状況に応じ
た効果的な広報手法
を支援する。（通年） 

・地域情報 Facebook により
地域活動の発信を行っ
た。 

・中間支援組織（まちづくり
センター）における地域
の広報を紹介するサイト
で活動の紹介を行った。 

 
（実施状況：○） 

・中間支援組織（ま
ち づ く り セ ン
ター）における
広報は永続的で
はないため、次
の展開を検討す
る必要がある。 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）の電
子広報媒体をきっか
けに、各地域におい
て電子媒体活用を支
援する。 

西成区 
・地域活動協議会の取

組を周知する機会を
増やし、ＳＮＳ等のＩ

・地域活動協議会の広報紙
の作成支援を進めるとと
もに、各地域活動協議会

― ・地域活動協議会の取
組を周知する機会を
増やし、ＳＮＳ等の
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ＣＴの活用について
も、中間支援組織を活
用しながら支援を実
施する。（通年） 

・地域活動協議会の取
組について、区の広報
紙やホームページ等
において紹介するな
ど、区民の目に触れる
機会を増やす。（通年） 

の Facebook の管理につ
いて、中間支援組織を活
用した支援を実施した。 

・西成区役所 Facebook に
て、地域活動協議会の取
組に関する記事を投稿し
た。 

 
（実施状況：○） 

ＩＣＴの活用につい
ても、中間支援組織
を活用しながら支援
を実施する。 

・地域活動協議会の取
組について、区の広
報紙やホームページ
等において紹介する
など、区民の目に触
れる機会を増やす。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ① 活動の活性化に向けた支援 

取組③「地域活動協議会に期待する準行政的機能の趣旨についての理解度向上」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域運営アドバイザー
（非常勤嘱託職員）へ
の支援体制見直しによ
り、準行政機能の趣旨
等に関する研修の実施
やｅラーニングの受講
で資質の向上を図り、
地域支援にあたる。（通
年） 

・地域運営アドバイザー（非
常勤嘱託職員）への支援体
制見直しにより、準行政機
能の趣旨等に関する研修や
ｅラーニングを実施した。 

 
（実施状況：○） 

・準行政機能に
ついての職員
の知識が不足
している。 

・地域運営アドバイ
ザー（非常勤嘱託職
員）への支援体制見
直しにより、準行政
機能の趣旨等に関す
る研修の実施やｅ
ラーニングの受講で
資質の向上を図り、
地域支援にあたる。 

都島区 

・地域を担当する職員全
員が、地域活動協議会
についてのｅラーニン
グを受講する。（年１
回） 

・ホームページ、ＳＮＳ、
広報誌、掲示板など
様々なツールで地域活
動協議会の役割につい
て情報発信する。（通
年） 

・地域活動協議会についての
ｅラーニングを地域担当職
員全員が実施した。（７月） 

・各地域活動協議会が行う活
動の紹介（通年）（Facebook 
21 回）、地域活動チラシを
転入者に配布した。 

 
（実施状況：○） 

― ・Facebook で各地域活
動協議会が行う活動
の紹介するほか、地
域活動チラシを転入
者に配付する。 

福島区 

・地域を担当する職員全
員が、地域活動協議会
に期待される「準行政
機能」の理解を深める
ため、関連資料を適宜
提供するとともに、年
１回以上ｅラーニング
を受講させる。（通年） 

・地域活動協議会の補助
金説明会等の場を活用
し、わかりやすい説明
資料で地域の一層の理
解促進を図る。（各地域
年１回以上） 

・地域を担当する職員全員が
地域活動協議会に期待され
る「準行政機能」の理解を深
めるため、ｅラーニングを
受講した。 

・地域を担当する職員全員
に、地域活動協議会に期待
される「準行政機能」の理解
を深めるため、関連資料を
適宜提供した。 

 
（実施状況：○） 

・理解向上のた
めに、繰り返
し機会を設け
てわかりやす
く説明してい
く 必 要 が あ
る。 

・９月～10 月に補助金
会計説明会及び年末
年始に各地域活動協
議会で補助金説明会
を開催し、わかりや
すい説明資料で地域
の一層の理解促進を
図る。（各地域年１回
以上） 

此花区 

・地域活動協議会運営委
員会で準行政的機能に
ついて説明する。（通
年） 

・地域活動協議会に期待
されている準行政的機
能について、区広報紙
やホームページで周知
していく。（通年） 

・地域を担当する職員全
員がｅラーニングを受
講し、理解度を高める。
（通年） 

・各地域活動協議会運営委員
会において準行政的機能に
ついて説明した。 

・補助金会計説明会（６月４
回）において準行政的機能
について説明した。 

・地域担当職員全員がｅラー
ニング研修を受講し、理解
度を高めた。 

 
（実施状況：○） 

・各地域活動協
議会において
理解度を向上
す る た め に
は、機会ある
ごとに繰り返
し説明をする
必要がある。 

・地域活動協議会運営
委員会において、準
行政的機能について
繰り返し説明してい
く。 

・準行政的機能につい
て、区広報紙などで
周知していく。 

・地域担当職員に対し
ても、職員研修会を
実施し、理解度を高
めていく。 

中央区 
・具体的な活動事例を挙

げながら、準行政的機
能について、地域活動
協議会の役員や構成団

・地域を担当する職員全員に
準行政的機能の趣旨につい
ての理解を求め、実施され
たｅラーニングで改めて理

・準行政的機能
の趣旨につい
て、丁寧な説
明を継続して

・理解度促進に向け、補
助金説明会（11 月開
催予定）や地域活動
協議会活性化セミ
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
体の方をはじめ地域住
民に対して説明を行
う。（下期） 

・新たに地域を担当する
職員に対して、「地域活
動協議会に期待する準
行政的機能」の趣旨に
ついて理解を促進す
る。（通年） 

解度の促進を図った。 
 

（実施状況：○） 

行うことが必
要である。 

ナーを開催する。 

西区 

・地域活動協議会の準行
政的機能や要件につい
て、地域担当職員にｅ
ラーニングを実施す
る。（上期） 

・地域活動協議会に期待
する準行政的機能につ
いて、地域活動協議会
会長連絡会の場で説明
する。（上期、下期１回
ずつ） 

・期待される「準行政的機
能」について、まちづく
りセンターも活用し説
明を行う。（通年） 

・元年度担当職員にｅラーニ
ングを実施し、元年度のｅ
ラーニング実施結果は受験
率 100％、かつ理解度全員
100 点となった。 

・地域活動協議会に期待する
準行政的機能について、９
月開催予定の第一回地域活
動協議会会長連絡会に向け
てまちづくりセンターとの
打ち合わせを行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会に期待する
準行政的機能
の理解度向上
のためには、
繰り返し機会
をとらえて説
明する必要が
ある。 

・地域活動協議会に期
待する準行政的機能
について、地域活動
協議会会長連絡会の
場で説明する。（９
月・３月開催） 

・期待される「準行政的
機能」について、まち
づくりセンターも活
用し説明を行う。 

港区 

・地域活動協議会に期待
する準行政機能の趣旨
について、地域担当職
員へは市民協働職員研
修資料（地域活動協議
会について）や地域活
動協議会の準行政機能
の趣旨を解説した資料
を活用した自己学習、
及びｅラーニングを実
施するとともに、地域
活動協議会の役員等へ
は補助金に関する説明
会において説明し理解
度を高める。（上期） 

・地域担当職員に、地域レ
ポート、市民協働職員研修
資料（地域活動協議会につ
いて）、30 年度のｅラーニ
ングを配布し、自己学習や
ｅラーニングの受験を通じ
て理解度を高めた。 

・補助金に関する説明会（２
回）を開催し、地域活動協議
会の役員等に対し資料を工
夫しながら趣旨説明を行い
理解度を高めた。 

 
（実施状況：○） 

・理解がより深
まるよう資料
等を工夫する
必要がある。 

・地域担当職員等が参
加する地域情報連絡
会を通じて、地域活
動協議会が果たす役
割について意識共有
する。 

・補助金に関する説明
会（上期２回）におけ
るアンケート結果を
参考にしながら、補
助金に関する説明会
（下期）で再度、準行
政的機能の趣旨につ
いて説明し理解度を
高める。 

大正区 

・地域まちづくり実行委
員会委員長会の開催に
併せ、地域活動協議会
の準行政的機能につい
ての説明を行う。（４、
９、11、１月） 

・地域活動協議会に期待
する準行政的機能につ
いて、ｅラーニングの
実施などにより改めて
職員の理解を促進す
る。（１回） 

・元年度創設した地域活動協
議会補助金制度の全体説明
会及び地域会計説明会を５
～７月に開催し、補助金の
適切な執行について理解促
進を行った。 

・地域活動協議会の会議の場
や委員長会等を通じて、補
助金化の目的や意義を説明
するともに、課題の把握を
行い、総意形成機能に関す
る確認も行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会に期待する
準行政的機能
に関して、職
員の理解が十
分ではない。 

・今後も地域活動協議
会の会議の場や委員
長会等を通じ、準行
政的機能についての
説明を行うととも
に、地域担当等を中
心にｅラーニングの
実施などにより職員
にも理解を深めるよ
うに説明等を行って
いく。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

天王寺区 

・地域を担当する職員全
員を対象にｅラーニン
グを実施し、職員の理
解を促進する。１回（上
期） 

・全地域活動協議会を対
象に「準行政的機能」が
求められることの理解
が得られるようパワー
ポイントを使用し、視
覚的に解り易く言葉の
意味理解が得られるよ
う、説明の場を設ける。
（６月、12 月） 

・まちづくりセンターも
活用し、「準行政的機
能」が求められること
の説明を行う。（通年） 

・地域を担当する職員全員を
対象にｅラーニングを実施
し、職員の理解を促進した。
１回（７月） 

・全地域活動協議会を対象に
「準行政的機能」が求めら
れることの理解が得られる
ようパワーポイントを使用
した資料を作成し、視覚的
に解り易く言葉の意味理解
が得られるよう説明の場を
設けた。（６月） 

・まちづくりセンターも活用
し、「準行政的機能」が求め
られることの説明を行っ
た。（６月） 

 
（実施状況：○） 

・全地域活動協
議会で説明の
場を設けてい
るが、理解し
づらい方がい
らっしゃる可
能性もある事
から、繰り返
し説明を行う
必要がある。 

・全地域活動協議会を
対象に「準行政的機
能」が求められるこ
との理解が得られる
ようパワーポイント
を使用し、視覚的に
解り易く言葉の意味
理解が得られるよ
う、説明の場を設け
る。（12 月） 

・まちづくりセンター
も活用し、「準行政的
機能」が求められる
ことの説明を行う。 

浪速区 

・地域担当職員全員が、ｅ
ラーニングを受講す
る。（年１回以上）また、
関連する勉強会や民間
機関への派遣研修等へ
積極的に参加する。（随
時） 

・地域活動協議会の役員
や構成団体の方を対象
に開催する講演会・勉
強会等の場で、地域活
動協議会に求められて
いる準行政的機能に関
する説明を行う。（年３
回以上） 

・「地域カルテ」を共有・活用
する過程において、本旨理
解度の向上を図った。 

・地域担当職員全員を対象に
ｅラーニングを実施した。
また、地域担当職員が区主
催の地域説明向け研修に参
加した。 

・地域活動協議会の役員や構
成団体の方に対して準行政
的機能に関する説明を行っ
た。（１回） 

 
（実施状況：○） 

・理解度向上の
ためには、繰
り返し機会を
とらえて説明
する必要があ
る。 

・関連する勉強会や民
間機関への派遣研修
等へ積極的に参加す
る。 

・地域活動協議会の役
員や構成団体の方に
対して準行政的機能
に関する説明を行
う。（２回） 

西淀川区 

・地域活動協議会会長会
や各種団体の会合、広
報紙等を活用し積極的
に発信。（通年） 

・地域を担当する職員全
員を対象にｅラーニン
グを実施。（下半期） 

・地域活動協議会会長会や各
種団体の会合、広報紙等を
活用し積極的に発信した。 

・地域を担当する職員全員を
対象にｅラーニングを実施
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会会長
会や各種団体の会
合、広報紙等を活用
し、繰り返し情報発
信する。 

・ｅラーニングについ
て、地域担当職員間
で意見交換を行い、、
理解度を高めてい
く。 

淀川区 

・各種地域会議の場での
説明や実務者レベルの
方を意識したわかりや
すい説明資料作成を行
い、様々な機会を活用
して、活動目的の理解
促進を図る。（通年） 

・各地域との調整を行い、11
月～１月に説明を実施する
ことに決定した。 

 
（実施状況：○） 

・地域会議の年
間開催予定に
対応した説明
が必要。 

・11 月～１月頃、各種
地域会議の場での説
明や実務者レベルの
方を意識したわかり
やすい説明資料作成
を行い、活動目的の
理解促進を図る。 

東淀川区 
・地域活動協議会に求め

られている機能につい
て、現在の取組との比
較や、住民にわかりや

・地域担当職員に対して、地
域活動協議会の成り立ちと
機能について学習会を実施
した。 

・地域によって
は、地域活動
協議会の構成
団体が集まる

・地域活動協議会に求
められている機能に
ついて、現在の取組
との比較や、住民に
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
すい言葉を用い、補助
金説明会等の場で説明
を行い認識を深める。
（下半期） 

・地域活動協議会連絡会議に
おいて、地域活動協議会に
求められている機能につい
て説明を行った。 

・「東淀川みらい EXPO」にお
いて、他区、他地域の事例を
参考に、準行政的機能につ
いて紹介した。 

 
（実施状況：○） 

機会が少ない
ことや、設立
時点で十分な
説明ができて
いなかったこ
とから地域活
動協議会の設
立の趣旨や期
待されている
機能について
は、一部の役
員の理解にと
ど ま っ て い
る。そのよう
な状況が続い
ているため、
総 意 形 成 機
能・準行政的
機能が十分に
浸透していな
い。 

わかりやすい言葉を
用い、補助金説明会
等の場で説明を行い
認識を深める。 

東成区 

・地域を担当する職員で
毎月、情報交換・意見交
換を行う会議を実施
し、各地域の状況につ
いての理解を深め、効
果的な広報や情報発信
につなげる。（通年） 

・地域を担当する職員に、
ｅラーニングを受講さ
せ、理解を促す。（下半
期） 

・地域を担当する職員で毎
月、情報交換・意見交換を行
う会議を実施し、各地域の
状況についての理解を深め
るとともに、広報紙や
Twitter 等を活用し効果的
な広報を行った。 

・地域を担当する職員に、ｅ
ラーニングを受講させ、理
解を促した。また理解度を
高めるため事前学習資料を
作成し配付した。 

 
（実施状況：○） 

・地域を担当す
る職員の認識
に差が生じて
おり、継続的
に理解を深め
るための場の
設定が必要で
ある。 

・引き続き、地域を担当
する職員で情報交
換・意見交換を行う
会議を実施し、各地
域の状況についての
理解を深める。 

生野区 

・地域を担当する職員に
マニュアルを配布す
る。（６月） 

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講する。（年１回） 

・ｅラーニングの受講等
を通じて、地域を担当
する職員全員が、地域
活動協議会の持つ準行
政的機能の趣旨およ
び、期待される総意形
成機能の趣旨について
の理解を深める。（通
年） 

・地域を担当する職員にマ
ニュアルを配布した。 

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講し、
理解度についても対象者全
員が目標を達成した。 

・ｅラーニングの受講を通じ
て、地域を担当する職員全
員が、地域活動協議会の持
つ準行政的機能の趣旨およ
び、期待される総意形成機
能の趣旨についての理解を
深めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域担当職員間の情
報共有会議の中で、
具体的な地域事例に
即して、地域活動協
議会の持つ準行政的
機能・総意形成機能
の趣旨についての理
解を深める。 

旭区 

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講する。（９月） 

・地域活動協議会連絡会
議及びワークショップ

・地域を担当する職員全員
が、ｅラーニングを受講し
理解を深めた。 

・地域活動協議会連絡会議及
びワークショップの開催に

・地域からの理
解促進を図る
ために取り組
む必要がある
（ ワ ー ク

・地域活動協議会連絡
会 議 及 び ワ ー ク
ショップ等における
説明により、理解促
進を図る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
等で説明を継続的に行
うことで理解促進を図
る。（通年） 

向けてテーマ設定等に取り
組んだ。 

 
（実施状況：○） 

ショップの開
催等）。 

城東区 

・まちづくりセンターに
よる相談支援時や役員
交代時、また「地域活動
協議会連絡会」「地域活
動協議会情報交換会」
の場で、まちづくりセ
ンター作成「みんなの
地域活動ハンドブッ
ク」による説明を行う。
（通年） 

・各地域からの相談対応の際
には「みんなの地域活動ハ
ンドブック」をテキストと
して使用し、準行政的機能
の趣旨についての理解度向
上を図った。 

・５月に開催した企業･ＮＰ
Ｏ･学校･地域交流会におい
ても、「みんなの地域活動ハ
ンドブック」を配布資料と
して準行政的機能の趣旨に
ついての理解度向上を図っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域内での役
員交代時の知
識継承 

・まちづくりセンター
による相談支援時や
役員交代時、また９
月以降開催予定の
「地域活動協議会連
絡会」「地域活動協議
会情報交換会」の場
で、まちづくりセン
ター作成「みんなの
地域活動ハンドブッ
ク」等を活用した説
明を行い、準行政的
機能の趣旨について
の理解度向上を図
る。 

鶴見区 

・地域活動協議会につい
てのｅラーニングを地
域を担当する職員に実
施する。（上期） 

・新役員等に対して各地
域の運営会議などで準
行政的機能について説
明する。（通年） 

・補助金説明会等の場を
活用し準行政的機能の
理解促進を図る。（下
期） 

・市民局の実施する地域活動
協議会についてのｅラーニ
ングを受講した。 

・運営委員会の場や認定要件
の確認などの機会を活用し
て説明した。 

 
（実施状況：○） 

・経験年数の短
い役員等を中
心に、準行政
的機能の認知
度や理解の向
上が必要であ
る。 

・引き続き、運営委員会
などの場を活用し、
説明を行う。 

・補助金説明会等の場
を活用し準行政的機
能の理解促進を図
る。 

阿倍野区 

・地域活動協議会に期待
する準行政的機能につ
いて、地域を担当する
職員全員が、地域レ
ポートを活用して地域
への理解を深めるとと
もに  ｅラーニングを
受験し理解度を高め
る。（前期） 

・地域活動協議会補助金
説明会や地域連絡会議
等の機会を活用し、地
活協の構成団体に対し
て解かりやすく説明し
ながら理解度が向上す
るよう情報発信する。
（通年） 

・地域を担当する職員全員
が、地域レポートを活用し
て地域への理解を深めると
ともに、ｅラーニングを受
講し理解を深めた。（１回） 

・区内全 10 地域を対象に個
別に行った会計説明会にお
いて、準行政的機能につい
て説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会に期待され
る準行政的機
能について、
理解が深まる
よう機会ある
ごとに積極的
に情報発信す
る 必 要 が あ
る。 

・地域活動協議会補助
金説明会や地域連絡
会議等の機会を活用
し、地活協の構成団
体に対して解かりや
すく説明しながら理
解度が向上するよう
情報発信する。 

住之江区 

・地域を担当する職員全
員がｅラーニングを実
施する。（下期） 

・地活協会長会や会計説
明会、地活協運営委員
会などで地域活動協議

・ｅラーニングについては、
全職員受講した。 

・説明会に向けてマニュアル
等を見直すなど、準備を
行った。 

・地活協構成団
体などの準行
政的機能の趣
旨についての
理解度を向上
させる必要が

・地活協会長会や会計
説明会、地活協運営
委員会などで地域活
動協議会に期待する
準行政的機能につい
て説明を行い、地域
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
会に期待する準行政的
機能について説明を行
い、地域住民の理解度
向上を図る。（下期） 

 
（実施状況：○） 

ある。 住民の理解度向上を
図る。 

・10 月頃に実施する補
助金に関する説明会
にて配布予定のマ
ニュアルに詳細を記
載し、各地域活動協
議会に周知する。 

住吉区 

・地域活動協議会の準行
政的機能・総意形成機
能、備えておくべき要
件についての説明を補
助金説明会（年１回）や
各地活協運営会議（各
地域１回）であわせて
実施する。（通年） 

・地域活動協議会に期待
する準行政的機能・総
意形成機能についての
ｅラーニングを地域を
担当する職員に実施す
る。（受験率 100％かつ
理解度全員 95 点以上）
（上期） 

・役員交代なども勘案し、12
月の運営会議等で地域活動
協議会の準行政的機能・総
意形成機能、備えておくべ
き要件についての説明を行
うことを決定。 

・地域活動協議会に期待する
準行政的機能・総意形成機
能についてのｅラーニング
を地域を担当する職員に実
施（受験率 100％かつ理解
度全員 100 点）（７月） 

 
（実施状況：○） 

・準行政的機
能・総意形成
機能が地域活
動協議会関係
者にとってわ
かりづらい。 

・地域活動協議会の準
行政的機能・総意形
成機能、備えておく
べき要件についての
説明を補助金説明会
（12 月）や各地域活
動協議会協運営会議
（12 月、各地域１回）
でわかりやすい資料
を作成のうえ実施す
る。 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地域
における会議の場など
の機会を捉え理解促進
を図る説明を行う。（通
年） 

・地域連絡会議や、地域活動
協議会総会及び補助金説明
会等、各地域における会議
の場などで、区役所及び中
間支援事業者が準行政的機
能の趣旨について説明を行
い、理解促進を図った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会に期待する
準行政的機能
の趣旨につい
て理解度を向
上 さ せ る た
め、繰り返し
理解促進を図
る説明を行う
必要がある。 

・引き続き地域連絡会
議や各地域における
会議の場などの機会
を捉え理解促進を図
る説明を行う。 

平野区 

・ｅラーニングの解説編
による学習を受講者向
けに案内し、知識向上
を図るとともに、構成
団体向けにチラシ等を
作成し、地活協に求め
られている機能につい
て周知する。（通年） 

・ｅラーニングの受講の周知
を職員に行い、テキストの
確認及び受講を行った。（受
講率 100％） 

・チラシついて、ｅラーニン
グのテキストを活用して作
成する検討を行った。 

 
（実施状況：○） 

・準行政的機能
という意味及
び趣旨の浸透
が難しくて地
域での理解が
困難である。 

・地活協会計説明会や
地活協運営委員会の
場などで、作成した
チラシをもとに例示
を交えて丁寧に説明
する。 

西成区 

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講する。（下期） 

・地域活動協議会の役員
や構成団体の方をはじ
め地域住民が出席する
地域活動協議会運営委
員会や区役所が実施す
る説明会等において、
準行政的機能に関する
説明を行うなど、より
理解を得やすい説明を

・地域を担当する職員がｅ
ラーニングを受講した。（７
月） 

・中間支援組織による日常支
援の他、各地域活動協議会
の役員や構成団体の方を対
象に、運営委員会等の場に
おいて準行政的機能に関す
る説明を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・準行政的機能
にかかる理解
促進のため、
必要とする地
域へは個別に
支援を行って
きたが、区内
全体での認識
共有に繋げて
いく必要があ
る。 

・地域活動協議会の役
員や構成団体の方を
はじめ地域住民が出
席する地域活動協議
会運営委員会や区役
所が実施する説明会
等において、準行政
的機能に関する説明
を行うなど、より理
解を得やすい説明を
行う等の取組を進め
ていく。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
行う等の取組を進めて
いく。（年２回） 

・中間支援組織も活用し
ながら、日常支援の中
で準行政的機能に関す
る理解の確認と説明を
適宜行う。（通年） 

・中間支援組織も活用
しながら、日常支援
の中で準行政的機能
に関する理解の確認
と説明を適宜行う。 

・地域活動協議会の活
動を区民に紹介する
広報を実施する。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ② 総意形成機能の充実 

取組①「地域活動協議会の認知度向上に向けた支援（Ⅲ‐ア‐①の取組②の再掲）」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・区ホームページや広報
紙などのほか、マン
ション管理業協会と連
携を図りながら、マン
ション居住者に向け
て、広く情報発信する
ことで地域活動等への
参加を促進する。（通
年） 

・各地域活動協議会が発
行する広報紙や、地域
の広報板、マンション
の掲示板において、地
域活動協議会の取組を
紹介するとともに、地
域活動等への参加を呼
び掛ける。（通年） 

・マンション居住者を対
象にした防災講座や、
防災の基本ルールづく
りの場で地域活動の魅
力を伝え、活動への参
加参画を呼び掛ける。
（通年） 

・区ホームページや広報紙
などのほか、マンション
管理業協会と連携を図
りながら、マンション居
住者に向けて、広く情報
発信することで地域活
動等への参加を促進し
た。 

・各地域活動協議会が発行
する広報紙や、地域の広
報板、マンションの掲示
板において、地域活動協
議会の取組を紹介する
とともに、地域活動等へ
の参加を呼び掛けた。 

・マンション居住者を対象
にした防災講座や、防災
の基本ルールづくりの
場で地域活動の魅力を
伝え、活動への参加参画
を呼び掛けるための業
務委託事業者を選定し
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会が実施して
いる取組が区
民に伝わって
いない。 

・引き続き、区ホーム
ページや広報紙などの
ほか、マンション管理
業協会と連携を図りな
がら、マンション居住
者に向けて、広く情報
発信することで地域活
動等への参加を促進す
る。 

・引き続き、各地域活動
協議会が発行する広報
紙や、地域の広報板、
マンションの掲示板に
おいて、地域活動協議
会の取組を紹介すると
ともに、地域活動等へ
の参加を呼び掛ける。 

・業務委託事業者を活用
しながら、マンション
居住者を対象にした防
災講座や、防災の基本
ルールづくりの場で地
域活動の魅力を伝え、
活動への参加参画を呼
び掛ける。 

都島区 

・ホームページ、ＳＮＳ、
広報誌、掲示板など
様々なツールで、地域
活動協議会の活動を情
報発信する。（通年） 

・各地域活動協議会が行う
活動の紹介（Facebook 
21 回、広報誌）のほか、
地域活動チラシの転入
者への配布、不動産取扱
い事業者を通じた地域
活動チラシの配布を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、各地域活動
協議会が行う活動の紹
介（Facebook、広報
誌）、地域活動チラシの
転入者への配布、不動
産取扱い事業者を通じ
た地域活動チラシの配
布を行う。 

福島区 

・マンションに住む単身
世帯などの住民にも
「地域活動協議会」の
認知度向上を図るた
め、区のホームページ
や広報紙で年２回以上
ＰＲを行う。（通年） 

・地域活動協議会の紹介
動画を区役所１階待合
ロビーで放映する。（年
１回以上） 

・中間支援組織と連携し
て、地域状況に応じた
効果的な広報手法を支
援するとともに、地域
活動協議会が開設した

・全転入者に対して、地域
活動協議会の案内チラ
シを配布した。 

・区ホームページでも地域
活動協議会事業である
盆踊りの記事を掲載し
た。 

・１階ロビー待合に設置し
た地域活動協議会専用
ラックに地域活動協議
会のチラシ（３種類）を
配架した。 

・１階ロビー待合にて地域
活動協議会の盆踊りに
ついての動画を放映し

・各地域活動協
議会の活動を
より広く知っ
てもらう必要
がある。 

・マンションと
地域のつなが
りが不足して
いる。 

・マンションに住む単身
世帯などの住民にも
「地域活動協議会」の
認知度向上を図るた
め、区のホームページ
や広報紙で年２回以上
ＰＲを行う。 

・まちづくりセンターと
連携して、地域活動協
議会が開設したホーム
ページが頻繁に更新さ
れるように取り組む。 

・１階ロビーに設置した
地域活動協議会広報専
用ラックにて配架する
チラシ内容を更新して
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ホームページなどが頻
繁に更新されるように
取り組む。（通年） 

た。 
・中間支援組織と連携し
て、１地域のホームペー
ジ を 投 稿 し や す い
Twitter へ変更し更新さ
れやすいように支援し
た。 

 
（実施状況：○） 

いく。 
・地域活動協議会の紹介

動画を区役所１階ロ
ビー待合で放映する。
（年１回以上） 

此花区 

・地域活動協議会の活動
を広報紙で紹介すると
ともに、リーフレット
を区民まつり等で配付
するなど認知度向上に
つなげる。（通年） 

・区役所の１階や区民
ホールに地域情報コー
ナーを設け、地域行事
等のチラシを配架す
る。（通年） 

・各地域活動協議会の主な
活動内容を区広報紙で
紹介した。 

・区役所や区民ホールに地
域情報コーナーを設け、
地域行事等のチラシを
配架するとともに、活動
内容を紹介する壁新聞
を作成・掲示した。 

・まちづくりセンターと連
携し、地域のまつりなど
の情報を Facebook で発
信した。 

 
（実施状況：○） 

・各地域活動協
議会の活動を
広く知っても
らう必要があ
る。 

・区民まつりなど、コ
ミュニティ育成事業に
おいてリーフレットを
配付し、地域活動協議
会の認知度向上につな
げる。 

・区役所や区民ホールに
おいて、地域情報コー
ナーに地域行事等のチ
ラシを配架するととも
に、活動内容を紹介す
る壁新聞を掲示する。 

・まちづくりセンターと
連携し、地域のまつり
な ど の 情 報 を
Facebook で発信する。 

中央区 

・広報紙において各地域
活動協議会について取
材を行い、全地域活動
協議会を紹介する。そ
の記事内容を活用し情
報発信を行う。（通年） 

・地域で作成している地
域活動協議会紹介パン
フレットの各地域行事
での配布や、ＩＣＴを
活用した情報発信につ
いて、中間支援組織（ま
ちづくりセンター）を
通じて各地域活動協議
会に対し助言する。（通
年） 

・区の広報紙において地域
活動協議会に取材を行
い紹介記事を掲載した。
（８地域活動協議会） 

・区ホームページ・区
Twitter・広報紙により
地域活動協議会の活動
情報を発信した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会そのものの
認知を高め、活
動内容の更な
る情報発信が
必要。 

・全地域活動協議会（20
地域）の紹介記事を随
時広報紙に掲載する。
記事内容について区の
ホームページに掲載す
る。 

・区 Twitter により発信
する地域情報の内容の
充実を図る。 

・中間支援組織を通じて
引き続き地域活動の担
い手のＩＣＴスキル向
上に向けた支援を行
う。 

西区 

・地域活動協議会の認知
度を測定し、各地域、ま
ちづくりセンターと連
携して課題を抽出して
地域カルテを更新して
いく。（通年） 

・地域活動協議会の認知
度が低い原因を分析
し、地域広報紙の作成、
ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook の活用等広
報活動への支援を行う
など、区広報媒体と並
行して認知度向上を図

・まちづくりセンターとの
定例会議などを通じ課
題の抽出を行い、随時地
域カルテの更新を行っ
た。 

・まちづくりセンターを通
じて、地域における広報
紙・ホームページ等作成
支援および「まちづくり
センターだより」を発行
し地域活動協議会の認
知度の向上を図った。 

・区役所１階の地域情報
コーナーにおいて地域

・取組は順調に
推移しており、
30年度の「地域
活動協議会を
知っている区
民の割合」は30
年度の 17.9％
から 33.5％へ
と大幅に増加
したものの、目
標値をわずか
に下回った。 

・広く区民に各
地域活動協議

・地域活動協議会の認知
度を測定し、各地域、
まちづくりセンターと
連携して課題を抽出し
て地域カルテを更新し
ていく。 

・引き続き地域広報紙の
作成、ホームページや
Facebook の活用等広
報活動への支援を行う
など、区広報媒体と並
行して地域活動協議会
の更なる認知度向上を
図る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
る。（通年） 

・区役所１階の地域情報
コーナーにおいて地域
行事等のチラシを随時
配布する。（通年） 

行事等のチラシを配布
した。 

 
（実施状況：○） 

会 の 活 動 を
知ってもらう
必要がある。 

・引き続き区役所１階の
地域情報コーナーにお
いて地域行事等のチラ
シを随時配布する。 

港区 

・各地域において 30 年度
に作成した広報用リー
フレットの活用を促す
とともに、広報みなと
やＳＮＳでの情報発信
や区内転入者への紹介
チラシの配布など、さ
まざまな広報ツールを
活用して認知度の向上
に取り組む。（通年） 

・各地域において広報用
リーフレットを配布す
るなどして地域活動協
議会の活動内容を周知
した。 

・広報みなと（４、７月号）、
ＳＮＳで地域活動協議
会について情報発信す
るとともに、区内転入者
への紹介チラシの配布、
区庁舎内や区広報板へ
のチラシ掲出により認
知度の向上に取り組ん
だ。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会に関する情
報や作成した
広報ツールに
ついて、地域活
動協議会を知
らない区民に
届くようにす
る必要がある。 

・地域活動協議会の紹介
チラシについて不特定
の区民が参加するイベ
ント等や区内転入者へ
配布する。 

・Twitter、Facebook で
各地域活動協議会が実
施するイベント等につ
いて情報発信する。 

大正区 

・30 年度において、地域
ごとの課題や活動状況
をまとめた「地域カル
テ」を活用し、各地域活
動協議会ごとに必要な
支援を行う。 

・地域コミュニティの情
報発信を強化するた
め、広報紙にて、各地域
活動協議会についての
事業報告・記事を掲載
する。 

（以上通年） 

・地域活動協議会の会議の
場や委員長会等の様々
な機会を通じ、適宜情報
提供を行い、地域の要請
により地域まちづくり
支援員等を派遣するな
ど、自律的な運営が行え
るよう支援を行った。 

・毎月１地域ずつ、地域活
動協議会の活動報告を
広報紙に掲載した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会が地域の活
動を担う団体、
場であるとい
う認識がまだ
十分に浸透し
ていない。 

・まちづくりセンター等
も有効に活用しなが
ら、地域課題の把握を
行い、自律的な運営に
向けた支援を積極的に
行う。 

・広報紙 12 月号に地域
活動協議会の特集を掲
載する。 

天王寺区 

・区広報紙を活用して地
域活動協議会の各種活
動を紹介する。10回（通
年） 

・区広報板を活用したポ
スター掲示や地域活動
協議会主催のふれあい
祭りなど多数の参加が
見込まれる事業で地域
活動協議会名を入れた
のぼりを会場に設置す
る。（通年） 

 

・区広報紙を活用して地域
活動協議会の各種活動
を紹介した。４回（５～
８月） 

・区広報板を活用し各地域
活動協議会紹介のポス
ター掲示を行った。（７
月） 

・地域活動協議会主催のふ
れあい祭りなど多数の
参加が見込まれる事業
で地域活動協議会名を
入れたのぼりを会場に
設置した。（５、７月） 

 
（実施状況：○） 

・担い手の皆さ
んに地域活動
協議会に期待
される機能へ
の理解をより
高めていただ
くため、広く区
民に地域活動
協議会のこと
を知ってもら
い関心を高め
てもらう必要
がある。 

・区広報紙を活用して地
域活動協議会の各種活
動を紹介する。６回 

・区広報板を活用し地域
活動協議会紹介のポス
ター掲示を行う。２回
（10、１月） 

・地域活動協議会主催の
ふれあい祭りなど多数
の参加が見込まれる事
業で地域活動協議会名
を入れたのぼりを会場
に設置する。 

浪速区 
・催事（防災訓練等）実施

の告知及び成果・報告
を、区広報紙（地域活動

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告を
区広報紙、まちづくりセ

・マンション住
民や新規転入
者と町会との

・「地域カルテ」も活用し
つつ、子育て世代を対
象としたイベントな
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
紹介コラム等）や、まち
づくりセンターのホー
ムページ等のＩＣＴ
ツールをはじめ様々な
広報媒体を用いて、広
く周知し、つながりの
端緒、機会を広げる。
（随時） 

・転入届出時に、住民情報
窓口において、転入者
全員へ地域活動協議会
の趣旨や目的、また町
会への加入を促進する
案内パンフレットを交
付し、地縁による団体
やグループへの加入促
進につなげる。（通年） 

・住民情報待合フロアに
地域活動協議会コー
ナーを設置するととも
に、待合呼出しモニ
ターにて地域活動協議
会加入や町会加入を促
進する広告映像を放映
する。（通年） 

ンターの Facebook 及び
ブログを用いて、周知を
行った。 

・転入届出時に、住民情報
窓口において、転入者全
員へ地域活動協議会の
趣旨や目的、また町会へ
の加入を促進する案内
パンフレットを交付し、
地縁による団体やグ
ループへの加入促進に
つなげた。 

・住民情報待合フロアに地
域活動協議会コーナー
を設置し、待合呼出しモ
ニターにて地域活動協
議会加入や町会加入を
促進する広告映像を放
映した。 

 
（実施状況：○） 

つながりが希
薄であり、マン
ション住民の
地域活動に関
する関心も低
いことが課題
である。 

ど、取組の対象やタイ
ミングを絞り込んだ効
率的な取組を継続す
る。 

・引き続き転入届出時
に、住民情報窓口にお
いて、転入者全員へ地
域活動協議会の趣旨や
目的、また町会への加
入を促進する案内パン
フレットを交付し、地
縁による団体やグルー
プへの加入促進につな
げる。 

・引き続き住民情報待合
フロアに地域活動協議
会コーナーを設置する
とともに、待合呼出し
モニターにて地域活動
協議会加入や町会加入
を促進する広告映像を
放映する。 

西淀川区 

・課題を地域カルテに記
録するとともに、認知
度向上に向けた取組と
して、中間支援組織を
活用し地域広報紙の発
行やＳＮＳ等の活用な
ど効果的な支援を行う
とともに、総意形成機
能について特に情報発
信する。（通年） 

・特に 認識の低い「総意形
成機能」の周知につい
て、情報発信する時期な
ど検討した。 

 
（実施状況：○） 

・総意形成機能
について、特に
力を入れて情
報発信してい
く必要がある。 

・中間支援組織を活用し
地域広報紙の発行やＳ
ＮＳ等の活用など効果
的な支援を行うととも
に、年末に向け、総意
形成機能について情報
発信を行う。 

淀川区 

・わかりやすい表現やイ
ラストの活用等、内容
を工夫し、若い世代か
ら高齢者まで幅広い世
代に向けて地域活動情
報を発信する。（通年） 

・区広報誌、ホームペー
ジ、ＳＮＳ、地域の掲示
板等、あらゆる広報媒
体を活用した情報発信
により、身近な地域や
関心のあるテーマへの
市民活動への参加を呼
びかける。（通年） 

・区役所１階に「地域情報
コーナー」という専用
の配架棚を設け地域行
事等のチラシを随時配
布する。（通年） 

・地域による情報発信の
促進と担い手の育成を

・区広報誌、ホームページ、
ＳＮＳ、地域の掲示板
等、あらゆる広報媒体を
活用した情報発信によ
り、身近な地域や関心の
あるテーマへの市民活
動への参加を呼びかけ
た。 

・区役所１階に「地域情報
コーナー」という専用の
配架棚を設け、地域が発
行している広報紙や地
域行事等のチラシを随
時配布した。（４月～） 

・区広報誌にて「地活協っ
てなぁーに？」という地
活協に関する連載記事
を掲載し、地域活動の情
報発信を行った。 

・中間支援組織が発行する
「まちセン通信」にて地

・特に若年層の
地域活動協議
会の認知度向
上が課題。 

・通年の広報の取組に加
え、９月に若年層を対
象とした区民アンケー
トを実施し、地域活動
の情報入手先を把握す
る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
図る。（通年） 

 
域情報を発信した。（５
月発行） 

・ 地 域 の 広 報 紙 や
Facebook による情報発
信を行った。（４月～） 

 
（実施状況：○） 

東淀川区 

・公共人材を活用するな
ど、専門家の力を借り
ながら、従事者の「作業
量を減らす」、「同じ作
業量で効果を増やす」
ことができるような支
援の仕方を検討する。
（通年） 

・地域活動協議会の活動
を各種媒体により広報
し、地域活動協議会の
活動に参加していない
住民や団体、区外から
の転入者に対し、活動
の参加を呼びかける。
（区広報紙、区ホーム
ページトップページと
地域活動協議会ホーム
ペ ー ジ の リ ン ク 、
Facebook、地域活動協
議会パンフレットの転
入者パック封入等）（通
年） 

・区庁舎を活用し、動画等
を用いて地域活動の内
容を発信する。（通年） 

・広報講座を実施し、広報
担当者のスキルアップ
に繋げる。（通年） 

・地域公共人材を活用し、
地域活動協議会におい
て地域マスコットの活
用方法の検討を行った。 

・ 区 ホ ー ム ペ ー ジ 、
Facebook 及び Twitter
により区内各地域で開
催される夏まつり情報
の周知を行った。 

・区内各地域で開催される
夏まつりのポスターを
区役所庁舎内及び出張
所庁舎内にて掲示した。 

・地域活動協議会の活動を
各種媒体により広報し、
地域活動協議会の活動
に参加していない住民
や団体、区外からの転入
者に対し、活動の参加を
呼びかけた。（区広報紙、
区ホームページトップ
ページと地域活動協議
会ホームページのリン
ク、Facebook、地域活動
協議会パンフレットの
転入者パック封入等） 

・区内 17 地域に協力いた
だき、地域活動ＰＲのた
めの 10 分程度のフォト
ムービーを制作し「第３
回東淀川みらい EXPO」
において発表した。 

・「Word でつくる技あり
チラシ」と題してパソコ
ンを使った広報講座を
実施した。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会について知
らない新しい
住人に対し、地
域活動の大切
さについての
認識を広げて
いく必要があ
る。 

・画一的な講座
の開催は地域
実情によって
は活用が難し
い場合がある
ため、地域の個
別事情に添っ
た支援が必要
である。 

・地域マスコットの活用
方法について、地域公
共人材と共に課題の整
理、規約づくり等を行
う。 

・地域活動協議会の活動
を各種媒体により広報
し、地域活動協議会の
活動に参加していない
住民や団体、区外から
の転入者に対し、活動
の参加を呼びかける。
（区広報紙、区ホーム
ページトップページと
地域活動協議会ホーム
ペ ー ジ の リ ン ク 、
Facebook、地域活動協
議会の情報を「くらし
の便利帳」に掲載） 

・フォトムービーを区公
式 YouTube チャンネ
ルに投稿し、地域活動
に興味のある人なら誰
もが見られる環境を整
える。 

・会長インタビューなど
で地域の現状や課題な
どを聴取し、それぞれ
地域に寄り添った解決
改善のための手法につ
いて検討していく。 

東成区 

・地域を担当する職員で
毎月、情報交換・意見交
換を行う会議を実施
し、各地域の状況につ
いての理解を深め効果
的な広報や情報発信に
つなげる。（通年） 

・地域を担当する職員で毎
月、情報交換・意見交換
を行う会議を実施し、各
地域の状況についての
理解を深め広報や情報
発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・区民に対し各
地域の状況や
取組が、十分伝
わっていない。 

・引き続き、地域を担当
する職員で毎月、情報
交換・意見交換を行う
会議を実施し効果的な
広報や情報発信を行
う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

生野区 

・地域カルテを作成し、地
域事情に応じた支援を
行うために、地域活動
協議会のあり方や、地
域内での課題などにつ
いて話し合いを進める
会議を開催する。（通
年） 

・ホームページやＳＮＳ
により効果的に情報発
信する。（通年） 

・地域活動協議会のあり方
や、地域内での課題など
について話し合いを進
める会議の開催方法（ア
プローチや手順等）につ
いて、中間支援組織と複
数回打合せを行った。 

・ 中 間 支 援 組 織 の
Facebook を通じて、効
果的な情報発信をした。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会のあり
方や、地域内での課題
などについて話し合い
を進める会議を実施す
る。 

・引き続き、中間支援組
織と連携し、ホーム
ページやＳＮＳにより
効果的な情報発信をす
る。 

旭区 

・広報紙特集号の活用な
ど、積極的に情報発信
を行う。（10 月） 

・区内官公署施設を活用
し、区民の方の目に触
れる場所に情報発信
コーナー等を設置す
る。（通年） 

・区内広報板なども活用
する。（通年） 

・地活協ガイドブックを
作成し、会議及びイベ
ント等で説明・配布を
行う。（通年） 

・区内官公署施設を活用
し、区民の方の目に触れ
る場所に地活協の情報
コーナー等を設置する
とともに、区内広報板等
も活用し、情報を発信し
た。 

・地域活動協議会連絡会議
等において、地活協ガイ
ドブックの説明・配布を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会の認知度の
さらなる向上
を図るために
取り組む必要
がある。 

・広報紙特集号の活用等
により、情報を発信す
る。（10 月） 

・地活協の情報コーナー
等により、情報を発信
する。 

・地活協ガイドブックを
活用し、認知度向上に
向けて取り組む。 

城東区 

・「地域活動協議会だよ
り」のコーナーで継続
して掲載する。（通年） 

・各地域行事における配
布物（チラシ、パンフ
レット、啓発物品や出
演記念品など）に地域
活動協議会名称を入れ
て配布する。（通年） 

・区広報誌７月号におい
て、地域活動協議会の活
動を紹介する特集を掲
載した。 

・区広報誌８月号～３月号
で 16 地活協会長がわが
町の魅力を発信するリ
レー企画掲載をまちづ
くりセンター発信でス
タートした。 

・７月、８月に開催の地域
まつりで、地域活動協議
会がうちわやタオル等
の記念品に地域活動協
議会名称を入れて配布
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・３月号までを予定して
いる左記リレー企画の
中で「区民に地域活動
に興味を持ってもらえ
るような記事内容の充
実」に取り組む。 

・各地域の広報紙・チラ
シ展を複合施設１階ロ
ビーで下半期に開催す
る。 

・子育て世代対象の講
座・座談会でも上記掲
出を行い、「みんなの地
域活動ハンドブック」
も配布し、認知度向上
を図る。 

・地域で開催される敬老
の取組や新成人のつど
いで、各地域活動協議
会が記念品に地域活動
協議会名称を入れて配
布する。 

鶴見区 

・区内で開催されるイベ
ントに出向き、地域活
動協議会の活動紹介を
行う。また、TSURU 
MICAWARD を 開 催
するなど地域活動協議

・転入者向けリーフレット
を配布し、活動紹介を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・区民まつりなど人が集
まるイベントでチラシ
などの配布を行う。 

・TSURUMIC AWARD
を開催する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
会の認知度向上に向け
た取組を行う。（通年） 

阿倍野区 

・地域活動協議会の認知
度向上に向け、区が原
因分析及び課題抽出を
行い地域カルテに記録
し、地域と情報共有を
行う。（通年） 

・各地域の課題に応じ、区
広報紙や区ホームペー
ジによる情報発信を行
う。また、地域活動協議
会に向けてＩＣＴの活
用にかかる勉強会を実
施し、効果的に周知活
動が実施できるよう支
援する。（通年） 

・地域活動協議会の認知度
向上に向け、原因分析及
び課題抽出を行った。 

・各地域の課題に応じ、区
広報紙や区ホームペー
ジにおいて地域活動協
議会に関する情報を発
信した。（４回） 

・LINE＠の出前講座を開
催し、ＳＮＳを活用した
情報発信ができる地活
協スタッフの育成に努
めた。（１回） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会の認知
度向上に向け、課題等
について地域カルテに
記録し、地域と情報共
有を行う。 

・引き続き、各地域の課
題に応じ、区広報紙や
区ホームページにおい
て情報発信を行う。ま
た、地域のニーズに
あった、ＳＮＳを活用
した情報発信につい
て、継続して活動でき
るよう支援する。 

住之江区 

・区広報紙、区ホームペー
ジ、区 Facebook、ポス
ター等で、地域活動協
議会の活動内容を周知
し、知名度向上に向け
た取組を行う。（通年） 

・各地域活動協議会で
ホ ー ム ペ ー ジ 、
Facebook の開設など
ＩＣＴを活用した取組
が進むよう、中間支援
組織を活用した支援を
行う。（通年） 

・地域活動協議会が実施
するイベント等で、中
間支援組織と連携し地
域活動協議会の活動紹
介を実施する。（通年） 

・区広報紙、区ホームペー
ジ、区 Facebook、地域活
動協議会の活動内容を
掲載した。 

・中間支援組織を活用し、
地域活動協議会での
ホームページ開設支援、
Facebook の運営に関す
る助言などを行った。 

・地域活動協議会実施の夏
まつりで、中間支援組織
と連携し地域活動協議
会の活動紹介チラシを
配布した。 

 
（実施状況：○） 

・更なる認知度
の向上のため
に、地域活動協
議会が行う活
動の情報発信
などを、効果的
な方法で取り
組む必要があ
る。 

・区広報紙、区ホーム
ページ、区 Facebook、
ポスター等で、地域活
動協議会の活動内容を
周知し知名度向上に向
けた取組を行う。 

・ ホ ー ム ペ ー ジ 、
Facebook が未開設の
地域活動協議会でＩＣ
Ｔを活用した取組が進
むよう、中間支援組織
を活用した支援を行
う。 

・地域活動協議会が実施
するイベント等で、中
間支援組織と連携し地
域活動協議会の活動紹
介を実施する。 

・引き続き地域イベント
などにおいて、活動紹
介チラシなどを配布す
るとともに、イベント
の案内を Facebook な
どのＳＮＳを活用して
情報発信を行う。 

住吉区 

・地域活動協議会の認知
度向上に向け、「広報す
みよし」において、各地
域活動協議会の紹介を
掲載する。（毎月） 

・広報板やホームページ、
ＳＮＳを活用し、各地
域活動協議会の活動を
情報発信する。（各地域
月１回） 

・地域活動協議会の広報
紙を発行する。（３地

・「広報すみよし」において
地域活動協議会の取組
紹介。（毎月） 

・ホームページの充実。（全
地域） 

・Twitter・LINE・Insta 
gram を活用し、各地域
活動協議会の活動を情
報発信。 

・盆踊りの開催日を周知す
るチラシを作成し区役

・地域内部での
情報発信。 

・若者への情報
発信。 

・「広報すみよし」による
情報発信。（毎月） 

・ホームページで活動を
情報発信。 

・Twitter、Instagram を
活用し情報発信。 

・地域活動協議会の広報
紙発行。（２地域） 

・地域活動の写真を区役
所で掲示。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
域）（通年） 所に配架。（７月） 

・長居地域活動協議会によ
る広報紙発行。（７月） 

 
（実施状況：○） 

東住吉区 

・認知度の向上に資する
よう、行事予定や開催
の様子を広報紙やホー
ムページに掲載する。
（通年） 

・各地域の区民が参加でき
るよう行事予定を広報
紙やホームページに掲
載した。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域の区民が参加で
きるよう行事予定・各
地域の活動実施の様子
を広報紙やホームペー
ジに掲載する。 

平野区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携し
て、地域状況に応じた
効果的な広報手法を支
援する。（通年） 

・地域情報 Facebook によ
り地域活動の発信を
行った。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）における地
域の広報を紹介するサ
イトで活動の紹介を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・中間支援組織
（まちづくり
センター）にお
ける広報は永
続的ではない
ため、次の展開
を検討する必
要がある。 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）の電子
広報媒体をきっかけ
に、各地域において電
子媒体活用を支援す
る。 

西成区 

・地域活動協議会の取組
を周知する機会を増や
し、ＳＮＳ等のＩＣＴ
の活用についても、中
間支援組織を活用しな
がら支援を実施する。
（通年） 

・地域活動協議会の取組
について、区の広報紙
やホームページ等にお
いて紹介するなど、区
民の目に触れる機会を
増やす。（通年） 

・地域活動協議会の広報紙
の作成支援を進めると
ともに、各地域活動協議
会の Facebook の管理に
ついて、中間支援組織を
活用した支援を実施し
た。 

・西成区役所 Facebook に
て、地域活動協議会の取
組に関する記事を投稿
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会の取組
を周知する機会を増や
し、ＳＮＳ等のＩＣＴ
の活用についても、中
間支援組織を活用しな
がら支援を実施する。 

・地域活動協議会の取組
について、区の広報紙
やホームページ等にお
いて紹介するなど、区
民の目に触れる機会を
増やす。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ② 総意形成機能の充実 

取組②「地域活動協議会に期待する総意形成機能の趣旨についての理解度向上」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域運営アドバイ
ザー（非常勤嘱託職
員）への支援体制見直
しにより、総意形成機
能の趣旨等に関する
研修の実施やｅラー
ニングの受講で資質
の向上を図り、地域支
援にあたる。（通年） 

・地域活動の場におい
て、地域運営アドバイ
ザー（非常勤嘱託職
員）から地域住民に対
して、地域活動協議会
に期待する総意形成
機能の趣旨を説明し、
その理解を求める。
（通年） 

・地域運営アドバイザー
（非常勤嘱託職員）へ
の支援体制見直しによ
り、７月に総意形成機
能の趣旨等に関する研
修の実施やｅラーニン
グの受講を実施した。 

・地域活動の場におい
て、地域課職員及び地
域運営アドバイザー
（非常勤嘱託職員）か
らマンションコミュニ
ティ支援事業を実施し
ているマンションに対
して、地域活動協議会
に期待する総意形成機
能の趣旨を説明した。 

 
（実施状況：○） 

・総意形成機能に
ついての職員の
知識が不足して
いる。 

・引き続き、地域運営アド
バイザー（非常勤嘱託職
員）への支援体制見直し
により、総意形成機能の
趣旨等に関する研修の
実施やｅラーニングの
受講で資質の向上を図
り、地域支援にあたる。 

・引き続き、地域活動の場
において、地域運営アド
バイザー（非常勤嘱託職
員）から地域住民に対し
て、地域活動協議会に期
待する総意形成機能の
趣旨を説明し、その理解
を求める。 

都島区 

・地域活動協議会の総
意形成機能や要件に
ついて、地域担当職員
にｅラーニングを実
施する。（年１回） 

・ホームページ、ＳＮ
Ｓ、広報誌、掲示板な
ど様々なツールで、地
域住民に情報発信す
る。（通年） 

・地域活動協議会につい
てのｅラーニングを地
域担当職員全員が実施
した。（７月） 

・各地域活動協議会が行
う 活 動 の 紹 介
（Facebook21 回）、地
域活動チラシの転入者
への配付を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会が行う
活 動 の 紹 介
（Facebook）、地域活動
チラシの転入者への配
付を行う。 

福島区 

地域活動協議会に期待
する総意形成機能の趣
旨についての理解度向
上等のため、以下につい
て取り組む。 
・地域を担当する職員

全員に総意形成機能
の趣旨について説明
するとともに、ｅラー
ニングを受講させる。
（年１回以上） 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
について、わかりやす
い説明資料で地域に
情報発信する。（各地
域年１回以上） 

・地域を担当する職員全
員が地域活動協議会に
期待する総意形成機能
の趣旨についての理解
度を向上させるため、
趣旨について説明する
ｅラーニングを受講し
た。 

 
（実施状況：○） 

・理解度向上のた
めに、繰り返し
機会を設けてわ
かりやすく説明
していく必要が
ある。 

・９月～10 月に補助金会
計説明会及び年末年始
に各地域活動協議会で
補助金説明会を開催し、
資料を確認しながら説
明を行う。（各地域年１
回以上） 

此花区 
・地域活動協議会運営

委員会で総意形成機
能について説明する。

・各地域活動協議会運営
委員会において総意形
成機能について説明し

・各地域活動協議
会において理解
度を向上するた

・地域活動協議会運営委員
会において、総意形成機
能について繰り返し説
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
（通年） 

・地域活動協議会に期
待されている総意形
成機能について、区広
報紙やホームページ
で周知していく。（通
年） 

た。 
・補助金会計説明会（６

月４回）において総意
形成機能について説明
した。 

・地域担当職員全員がｅ
ラーニング研修を受講
し、理解度を高めた。 

 
（実施状況：○） 

めには、機会あ
るごとに繰り返
し説明をする必
要がある。 

明していく。 
・総意形成機能について、

区広報紙などで周知し
ていく。 

・地域担当職員に対して
も、職員研修会を実施
し、理解度を高めてい
く。 

中央区 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
について、地域活動協
議会の役員や構成団
体の方をはじめ地域
住民の理解が深まる
よう機会あるごとに
積極的に発信する。
（通年） 

・地域を担当する職員
全員に総意形成機能
の趣旨についてのｅ
ラーニングを実施す
るなど、改めて職員の
理解を促進する。（通
年） 

・中間支援事業者による
支援を通じ、総意形成
機能についての理解促
進を図った。 

・地域を担当する職員全
員に総意形成機能の趣
旨についての理解を求
め、実施されたｅラー
ニングで改めて理解度
の促進を図った。 

 
（実施状況：○） 

・総意形成機能の
趣旨について、
丁寧な説明を継
続して行うこと
が必要である。 

・理解度促進に向け、補助
金説明会（11 月開催予
定）や地域活動協議会活
性化セミナーを開催す
る。 

西区 

・地域活動協議会の総
意形成機能や要件に
ついて、地域担当職員
にｅラーニングを実
施する。（上期） 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
について、地域活動協
議会会長連絡会の場
で説明する。（上期、
下期１回ずつ） 

・期待される「総意形成
機能」について、まち
づくりセンターも活
用し説明を行う。（通
年） 

・元年度担当職員にｅ
ラーニングを実施し、
元年度のｅラーニング
実 施 結 果 は 受 験 率
100％、かつ理解度全
員 100 点となった。 

・地域活動協議会に期待
する総意形成機能につ
いて、９月開催予定の
第一回地域活動協議会
会長連絡会に向けてま
ちづくりセンターとの
打ち合わせを行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議会
の構成団体が、
総意形成機能の
理解度向上のた
めには、繰り返
し機会をとらえ
て説明する必要
がある。 

・地域活動協議会に期待す
る総意形成機能につい
て、地域活動協議会会長
連絡会の場で説明する。
（９月・３月開催） 

・期待される「総意形成機
能」について、まちづく
りセンターも活用し説
明を行う。 

 

港区 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
の趣旨について、地域
担当職員へは市民協
働職員研修資料（地域
活動協議会について）
や地域活動協議会の
総意形成機能の趣旨
を解説した資料を活
用した自己学習、及び
ｅラーニングを実施
するとともに、地域活
動協議会の役員等へ

・地域担当職員に、地域
レポート、市民協働職
員研修資料（地域活動
協議会について）、30
年度のｅラーニングを
配布し、自己学習やｅ
ラーニングの受験を通
じて理解度を高めた。 

・補助金に関する説明会
（２回）を開催し、地域
活動協議会の役員等に
対し資料を工夫しなが
ら趣旨説明を行い理解

・理解がより深ま
るよう資料等を
工夫する必要が
ある。 

・地域担当職員等が参加す
る地域情報連絡会を通
じて、地域活動協議会が
果たす役割について意
識共有する。 

・補助金に関する説明会
（上期２回）におけるア
ンケート結果を参考に
しながら、補助金に関す
る説明会（下期）で再度、
総意形成機能の趣旨に
ついて説明し理解度を
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
は補助金に関する説
明会において説明し
理解度を高める。（上
期） 

度を高めた。 
 

（実施状況：○） 

高める。 

大正区 

・地域を担当する職員
全員を対象とするｅ
ラーニングの実施な
どにより改めて職員
の理解を促進する。
（１回） 

・地域まちづくり実行
委員会委員長会にお
いて、総意形成機能の
理解が深まるよう説
明を行う。（４、９、
11、１月） 

・地域活動協議会に期待
する総意形成機能につ
いて、職員向けのｅ
ラーニングを実施し
た。 

・４月、５月、７月の委員
長会や５月開催の補助
金事業説明会及び地域
会計説明会等を通じ、
総意形成機能に関する
説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・各地域活動協議
会の位置づけ及
び機能について
の認識・理解が
十分になされて
いない。 

・今後も地域活動協議会の
会議の場や委員長会等
の様々な機会を通じ、総
意形成機能に関する理
解を深めてもらえるよ
う、説明を行う。 

天王寺区 

・区広報紙を活用して
地域活動協議会の各
種活動を紹介する。 
10 回（通年） 

・地域を担当する職員
全員を対象にｅラー
ニングを実施し、職員
の理解を促進する。１
回（上期） 

・全地域活動協議会を
対象に「総意形成機
能」が期待されている
ことの理解が得られ
るよう説明の場を設
ける。（６月、２月） 

・まちづくりセンター
も活用し、「総意形成
機能」が期待されてい
ることの説明を行う。
（通年） 

・区広報紙を活用して地
域活動協議会の各種活
動を紹介した。４回（５
～８月） 

・地域を担当する職員全
員を対象にｅラーニン
グを実施し、職員の理
解を促進した。１回（７
月） 

・全地域活動協議会を対
象に「総意形成機能」が
期待されていることの
理解が得られるよう運
営委員会において説明
を行った。（６月） 

・まちづくりセンターも
活用し、「総意形成機
能」が期待されている
ことの説明を行った。
（６月） 

 
（実施状況：○） 

・全地域活動協議
会で説明の場を
設けているが、
制度を十分理解
いただくには、
継続的に説明を
行 う 必 要 が あ
る。 

・区広報紙を活用して地域
活動協議会の各種活動
を紹介する。 ６回 

・全地域活動協議会を対象
に「総意形成機能」が期
待されていることの理
解が得られるよう説明
の場を設ける。（２月） 

・まちづくりセンターも活
用し、「総意形成機能」が
期待されていることの
説明を行う。 

浪速区 

・地域担当職員全員が、
ｅラーニングを受験
する（受験率 100％か
つ 理解度全員 95 点
以上）。また、関連す
る勉強会や民間機関
への派遣研修等へ積
極的に参加する。（通
年） 

・地域活動協議会コー
ナーへの啓発ビラ配
布（通年）、区ホーム
ページや区広報紙に
ての発信（年１回）や
地域会議等にて趣旨

・地域担当職員全員を対
象にｅラーニングを実
施した。（受験率 100％
かつ 理解度全員 95
点以上） 

・地域活動協議会コー
ナーへ啓発ビラを配架
した。 

・総意形成機能の趣旨に
ついて地域活動協議会
の役員や構成団体の方
をはじめ地域住民の理
解が深まるよう地域会
議等機会あるごとに積
極的に発信した。 

・理解度向上のた
めには、繰り返
し機会をとらえ
て説明する必要
がある。 

・地域活動協議会に求めら
れている機能について、
補助金説明会等の場で
引き続き説明を行い認
識を深める。 

・引き続き地域活動協議会
コーナーへの啓発ビラ
の配布、区ホームページ
や区広報紙にての発信
（年１回）や地域会議等
にて趣旨説明や要件の
確認（１回）など、地域
活動協議会の役員や構
成団体の方をはじめ地
域住民の理解が深まる
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
説明や要件の確認（１
回）など、地域活動協
議会の役員や構成団
体の方をはじめ地域
住民の理解が深まる
よう引き続き機会あ
るごとに積極的に発
信する。（通年） 

 
（実施状況：○） 

よう引き続き機会ある
ごとに積極的に発信す
る。 

・地域活動協議会に求めら
れている機能について、
補助金説明会等の場で
引き続き説明を行い認
識を深める。 

西淀川区 

・地域活動協議会会長
会や各種団体の会合、
広報紙等を活用し積
極的に発信。（通年） 

・中間支援組織等が、補
助金予算・決算などの
時期に各地域の地域
活動協議会の運営委
員会に出席し、総意形
成機能の趣旨につい
て情報発信。（通年） 

・地域を担当する職員
全員を対象にｅラー
ニングを実施。（下半
期） 

・地域活動協議会会長会
や各種団体の会合、広
報紙等を活用し積極的
に発信した。 

・中間支援組織が、順次、
各地活協の運営委員会
に出席し、「総意形成機
能」についての情報発
信を行った。 

・地域を担当する職員全
員を対象にｅラーニン
グを実施した。 

 
（実施状況：○） 

・「総意形成機能」
について、考え
てもらう工夫が
必要である。 

・地域活動協議会会長会や
各種団体の会合、広報紙
等を活用し積極的に発
信する。 

・中間支援組織等が、補助
金予算・決算などの時期
に各地域の地域活動協
議会の運営委員会に出
席し、総意形成機能の趣
旨について情報発信す
る。 

・前述の２点に加え、総意
形成機能の趣旨につい
て理解度の向上を図る
方策を立てる。 

淀川区 

・年に１回以上は地域
活動協議会の会議で
説明するほか、職員の
人事異動や地域役員
交代があった場合で
も新任者がスムーズ
に理解できるよう、職
員向け地域担当者説
明会実施や、地域向け
説明資料を工夫する。
（通年） 

・職員向け地域担当者説
明会を実施した。（４
月） 

・各地域との調整を行
い、11 月～１月に説明
を実施することに決定
した。 

 
（実施状況：○） 

・地域会議の年間
開催予定に対応
し た 説 明 が 必
要。 

・11 月～１月頃、各種地域
会議の場での説明や実
務者レベルの方を意識
したわかりやすい説明
資料作成を行い、活動目
的の理解促進を図る。 

東淀川区 

・地域活動協議会に求
められている機能に
ついて、現在の取組と
の比較や、住民にわか
りやすい言葉を用い、
補助金説明会等の場
で説明を行い認識を
深める。（下半期） 

・地域担当職員に対し
て、地域活動協議会の
成り立ちと機能につい
て学習会を実施した。 

・地域活動協議会連絡会
議において、地域活動
協議会に求められてい
る機能について説明を
行った。 

・「東淀川みらい EXPO」
において、他区、他地域
の事例を参考に、総意
形成機能について紹介
した。 

 
（実施状況：○） 

・地域によっては、
地域活動協議会
の構成団体が集
まる機会が少な
いことや、設立
時点で十分な説
明ができていな
かったことから
地域活動協議会
の設立の趣旨や
期待されている
機 能 に つ い て
は、一部の役員
の 理 解 に と ど
まっている。そ
のような状況が
続 い て い る た
め、総意形成機
能・準行政的機
能が十分に浸透
していない。 

・地域活動協議会に求めら
れている機能について、
現在の取組との比較や、
住民にわかりやすい言
葉を用い、補助金説明会
等の場で説明を行い認
識を深める。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

東成区 

・地域を担当する職員
に、ｅラーニングを受
講させ、理解を促す。
（下半期） 

・地域を担当する職員
に、ｅラーニングを受
講させ、理解を促した。
また理解度を高めるた
め事前学習資料を作成
し配付した。（上半期実
施済） 

 
（実施状況：○） 

・地域を担当する
職員が役割を認
識し、自主的に
理解度を高める
ための学習を継
続することが求
められている。 

・地域担当職員の意見交換
等を通じ、引き続き理解
度の向上を図る。 

生野区 

・地域を担当する職員
にマニュアルを配布
する。（６月） 

・地域を担当する職員
全員が、ｅラーニング
を受講する。（年１回） 

・ｅラーニングの受講
等を通じて、地域を担
当する職員全員が、地
域活動協議会の持つ
準行政的機能の趣旨
および、期待される総
意形成機能の趣旨に
ついての理解を深め
る。（通年） 

・地域を担当する職員に
マニュアルを配布し
た。 

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講し、理解度につい
ても対象者全員が目標
を達成した。 

・ｅラーニングの受講を
通じて、地域を担当す
る職員全員が、地域活
動協議会の持つ準行政
的機能の趣旨および、
期待される総意形成機
能の趣旨についての理
解を深めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域担当職員間の情報共
有会議の中で、具体的な
地域事例に即して、地域
活動協議会の持つ準行
政的機能・総意形成機能
の趣旨についての理解
を深める。 

旭区 

・地域活動協議会連絡
会 議 及 び ワ ー ク
ショップ等で説明を
継続的に行うことで
理解促進を図る。（通
年） 

・地域活動協議会連絡会
議及びワークショップ
の開催に向けてテーマ
設定等に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・地域からの理解
促進を図るため
に取り組む必要
がある（ワーク
ショップの開催
等）。 

・地域活動協議会連絡会議
及びワークショップ等
における説明により、理
解促進を図る。 

城東区 

・まちづくりセンター
による相談支援時や
役員交代時、また「地
域活動協議会連絡会」
「地域活動協議会情
報交換会」の場で、ま
ちづくりセンター作
成「みんなの地域活動
ハンドブック」による
説明を行う。（通年） 

・各地域からの相談対応
の際には「みんなの地
域活動ハンドブック」
をテキストとして使用
し、「総意形成機能向上
理解にかかる啓発」も
併せて行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・下半期の相談時にも「み
んなの地域活動ハンド
ブック」を活用した総意
形成機能向上理解にか
かる啓発を継続する。 

鶴見区 

・地域活動協議会につ
いてのｅラーニング
を地域を担当する職
員に実施する。（上期） 

・補助金説明会等の場
を活用し総意形成機
能の理解促進を図る。
（下期） 

・市民局の実施する各地
域活動協議会について
のｅラーニングを担当
職員に実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・12 月に開催する補助金
申請にかかる担当者会
議を活用し、説明する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

阿倍野区 

・地域活動協議会に期
待する総意形成機能
について、地域を担当
する職員全員が、ｅ
ラーニングを受講し、
理解を深める。（下期） 

・地域活動協議会補助
金説明会等の機会に、
総意形成機能の趣旨
について役員や構成
団体の方をはじめと
する地域住民の理解
を深めるよう積極的
に情報発信する。（通
年） 

・地域を担当する職員全
員が、ｅラーニングを
受講し、理解を深めた。 

・地域活動協議会補助金
説明会開催時に総意形
成機能の趣旨について
役員や構成団体の方を
はじめとする地域住民
の理解を深めるよう積
極的に情報発信を行っ
た。（各地域１回 計
10 回） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会に期待す
る総意形成機能につい
て、地域を担当する職員
全員が、ｅラーニングを
受講し、理解を深める。
（下期） 

・地域活動協議会補助金説
明会等の機会に、総意形
成機能の趣旨について
役員や構成団体の方を
はじめとする地域住民
の理解を深めるよう積
極的に情報発信を行う。 

住之江区 

・地域を担当する職員
全員がｅラーニング
を実施する。（通年） 

・地活協会長会や会計
説明会、地活協運営委
員会などで地域活動
協議会に期待する総
意形成機能について
説明を行い、地域住民
の理解度向上を図る。
（下期） 

・ｅラーニングについて
は、全職員受講した。 

・説明会に向けてマニュ
アル等を見直すなど、
準備を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地活協構成団体
などの総意形成
機能の趣旨につ
いての理解度を
向 上 さ せ る た
め、分かりやす
い資料作成や説
明を行う必要が
ある。 

・地活協会長会や会計説明
会、地活協運営委員会な
どで地域活動協議会に
期待する総意形成機能
について説明を行い、地
域住民の理解度向上を
図る。 

・10 月頃に実施する補助
金に関する説明会にて
配布予定のマニュアル
に詳細を記載し、各地域
活動協議会に周知する。 

住吉区 

・地域活動協議会に期
待する準行政的機能・
総意形成機能につい
てのｅラーニングを
地域を担当する職員
に実施する。（受験率
100％かつ理解度全
員 95 点以上）（上期） 

・地域活動協議会の準
行政的機能・総意形成
機能、備えておくべき
要件についての説明
を補助金説明会（年１
回）や各地活協運営会
議（各地域１回）であ
わせて実施する。（通
年） 

・地域活動協議会に期待
する準行政的機能・総
意形成機能についての
ｅラーニングを地域を
担当する職員に実施
（受験率 100％かつ理
解度全員 100 点）（７
月） 

・役員交代なども勘案
し、12 月の運営会議等
で 地域活動協議会の
準行政的機能・総意形
成機能、備えておくべ
き要件についての説明
を行うことを決定。 

 
（実施状況：○） 

・準行政的機能・総
意形成機能が地
域活動協議会関
係者にとってわ
かりづらい。 

・地域活動協議会の準行政
的機能・総意形成機能、
備えておくべき要件に
ついての説明を補助金
説明会（12 月）や各地域
活動協議会運営会議（12
月、各地域１回）でわか
りやすい資料を作成の
うえ実施する。 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などの機会を捉え理
解促進を図る説明を
行う。（通年） 

・地域担当職員へのｅ
ラーニングを実施し
た。 

・地域連絡会議や、地域
活動協議会総会及び補
助金説明会等、各地域
における会議の場など
で、区役所及び中間支
援事業者が総意形成機
能の趣旨について説明
を行い、理解促進を

― ・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの
機会を捉え理解促進を
図る説明を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
図った。 

 
（実施状況：○） 

平野区 

・ｅラーニングの解説
編による学習を受講
者向けに案内し、知識
向上を図るとともに、
構成団体向けにチラ
シ等を作成し、地活協
に求められている機
能について周知する。
（通年） 

・ｅラーニングの受講の
周知を職員に行い、テ
キストの確認及び受講
を行った。（受講率
100％） 

・チラシついて、ｅラー
ニングのテキストを活
用して作成する検討を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・総意形成機能と
いう意味及び趣
旨の浸透が難し
くて地域での理
解 が 困 難 で あ
る。 

・地活協会計説明会や地活
協運営委員会の場など
で、作成したチラシをも
とに例示を交えて丁寧
に説明する。 

西成区 

・地域活動協議会への
総意形成機能につい
ての理解度を向上さ
せるため、説明会等に
おいてより理解を得
やすい説明を行う。
（年２回） 

・地域を担当する職員
全員が、ｅラーニング
を受講する。（下期） 

・地域を担当する職員
が総意形成機能につ
いての理解を深める
ため、分かりやすい研
修資料を用いた研修
等を行う。（年１回） 

・地域活動協議会の役員
や構成団体の方を対象
に、総意形成機能に関
する説明を実施した。 

・地域を担当する職員が
ｅラーニングを受講し
た。（７月） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会への総意
形成機能についての理
解度を向上させるため、
説明会等においてより
理解を得やすい説明を
行う。 

・地域を担当する職員が総
意形成機能についての
理解を深めるため、分か
りやすい研修資料を用
いた研修等を行う。 
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柱 1-Ⅲ-ア 地域活動協議会への支援 

      ② 総意形成機能の充実 

取組③「総意形成機能を発揮するために備えておくべき要件の確認など」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域運営アドバイザー
（非常勤嘱託職員）へ
の支援体制見直しによ
り、総意形成機能の趣
旨等に関する研修の実
施やｅラーニングの受
講で資質の向上を図
り、地域支援にあたる。
（通年） 

・上記取組と合わせて、地
域活動協議会認定や補
助金等の勉強会を実施
し、地域に応じて、要綱
等、定期的な見直しを
実施する。（通年） 

・地域運営アドバイザー
（非常勤嘱託職員）への
支援体制見直しにより、
７月に総意形成機能の
趣旨等に関する研修の
実施やｅラーニングの
受講を実施した。 

・地域活動協議会認定や補
助金等の勉強会に必要
な説明資料の作成に着
手した。 

 
（実施状況：○） 

・総意形成機能
についての地
域活動協議会
の知識が不足
している。 

・引き続き、地域運営ア
ドバイザー（非常勤嘱
託職員）への支援体制
見直しにより、総意形
成機能の趣旨等に関す
る研修の実施やｅラー
ニングの受講で資質の
向上を図り、地域支援
にあたる。 

・上記取組と合わせて、
地域活動協議会認定や
補助金等の勉強会を実
施し、地域に応じて、
要綱等、定期的な見直
しを実施する。 

都島区 

・地域活動協議会運営委
員会などにおいて、用
件を満たしているかの
確認を定期的に行うと
ともに、必要に応じて
助言・指導を行う。（９
地域）（通年） 

・認定要件の確認を行っ
た。（９地域）（６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・認定要件を満たすため
の助言・指導を行う。
（９地域） 

福島区 

・地域活動協議会が総意
形成機能を発揮するた
めに備えておくべき要
件について、地域活動
協議会の補助金説明会
等の場を活用して確認
する。（各地域年１回以
上） 

・説明資料の作成準備を進
めた。 

 
（実施状況：○） 

・理解向上のた
めに、繰り返し
機会を設けて
わかりやすく
説明していく
必要がある。 

・９月～10 月に補助金会
計説明会及び年末年始
に各地域活動協議会で
補助金説明会を開催
し、資料を確認しなが
ら説明を行う。（各地域
年１回以上） 

此花区 

・地域活動協議会運営委
員会で総意形成機能に
ついて説明する。（通
年） 

・地域活動協議会に期待
されている総意形成機
能について、区広報紙
やホームページで周知
していく。（通年） 

・各地域活動協議会運営委
員会や補助金会計説明
会（６月４回）において
総意形成機能を発揮す
るために備えておくべ
き要件について説明し
た。 

・地域担当職員が地域活動
協議会の運営委員会に
出席し必要な要件の確
認を行った。 

・総意形成機能について、
区ホームページで周知
した。 

 
（実施状況：○） 

・総意形成機能
を発揮するた
めに備えてお
く要件につい
て継続的に周
知が必要。 

・地域活動協議会運営委
員会において、総意形
成機能を発揮するため
に備えておくべき要件
について繰り返し説明
していく。 

・地域担当職員が地域活
動協議会の運営委員会
に出席し必要な要件の
確認を行う。 

・総意形成機能について
ホームページ、区広報
紙で周知していく。 

中央区 

・必要な要件について、各
地活協役員会や運営委
員会、地活協会長会や
補助金説明会等の機会

・運営委員会や各種報告書
類の提出時に確認を
行った。 

 

・総意形成機能
を発揮するた
めに備えてお
くべき要件に

・理解度促進に向け、補
助金説明会（11 月開催
予定）や地域活動協議
会活性化セミナーを開
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
を通じて周知徹底を図
り、補助金申請時や実
績報告時等に確認を行
う。（通年） 

（実施状況：○） ついて、機会を
捉えて継続し
て説明を行う
ことが必要で
ある。 

催する。 

西区 

・地域活動協議会に期待
する総意形成機能につ
いて、地域活動協議会
会長連絡会の場で説明
する。（上期、下期１回
ずつ） 

・期待される「総意形成機
能」について、まちづく
りセンターも活用し説
明を行う。（通年） 

・地域活動協議会に期待す
る総意形成機能につい
て、９月開催予定の第一
回地域活動協議会会長
連絡会に向けてまちづ
くりセンターとの打ち
合わせを行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会の構成団体
が、総意形成機
能の理解度向
上のためには、
繰り返し機会
をとらえて説
明する必要が
ある。 

・地域活動協議会に期待
する総意形成機能につ
いて、まちづくりセン
ターも活用し、地域活
動協議会会長連絡会の
場で説明する。（９月・
３月開催） 

港区 

・地域を担当する職員が、
地域活動協議会の役員
や構成団体に総意形成
機能を期待されている
ことの説明を行い、そ
の機能を発揮するため
に備えておくべき要件
の確認を行う。（通年） 

・地域活動協議会の役員等
を対象に地域活動協議
会の総意形成機能の説
明を行い、その機能を発
揮するために備えてお
くべき要件の確認を
行った。（２回） 

 
（実施状況：○） 

・ 役 員 交 代 が
あった場合、地
域活動協議会
に期待される
役割や備えて
おくべき要件
についての理
解の促進。 

・地域活動協議会の役員
等を対象に地域活動協
議会の総意形成機能の
説明を行い、その機能
を発揮するために備え
ておくべき要件の確認
を行う。 

大正区 

・まちづくりセンター等
を通じて、地域団体間
の連携・協働に向けた
支援や、開かれた組織
運営、会計等の透明性
確保に向けた助言・指
導などを定期的に行
う。（通年） 

・委員長会を通じて、総意
形成機能についての要
件が満たされているか
の確認を行う。（通年） 

・元年度に地域活動協議会
運営費から地域活動協
議会補助金制度へ移行
したことによる会計に
関する説明を行い、理解
の深化を行った。 

・まちづくり実行委員会の
総会や委員長会議等等
を通じて、補助金化の目
的や意義を説明すると
もに、課題の把握も行
い、総意形成機能に関す
る確認も行った。 

 
（実施状況：○） 

・各地域活動協
議会の位置づ
け及び機能に
ついての認識・
理解が十分に
なされていな
い。 

・今後も地域まちづくり
実行委員会委員長会を
開催し、総意形成機能
に関する理解を深めて
もらえるよう、説明を
行う。 

天王寺区 

・総意形成機能を発揮す
るために備えておくべ
き要件を満たしている
かの確認を行う。（６
月、２月） 

 

・各地域活動協議会の運営
委員会及び認定要件確
認の場で総意形成機能
を発揮するために備え
ておくべき要件を満た
している事の確認を
行った。（６、７月） 

 
（実施状況：○） 

・年度途中に地
域活動協議会
の規定が変更
される可能性
もあることか
ら、確認を行っ
ていく必要が
ある。 

・各地域活動協議会の運
営委員会の場で総意形
成機能を発揮するため
に備えておくべき要件
を満たしている事の確
認を行う。（２月） 

浪速区 

・地域担当職員による地
域会議等への出席を通
じて、継続した地域情
報収集を行う。（通年） 

・「地域カルテ」を共有・

・地域担当職員が町会長会
議や地域イベント等の
地域活動へ参画し情報
収集を行った。 

・「地域カルテ」を共有・活

・備えておくべ
き要件の定期
的な確認とと
もに、理解度の
向上を図る必

・引き続き地域担当職員
による地域会議等への
出席を通じて、継続し
た地域情報収集を行
う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
活用する過程におい
て、要件の確認・検証を
促し、必要に応じた助
言・指導を行う。（通年） 

用する過程において、総
意形成機能の本旨理解
度の深化を図った。 

 
（実施状況：○） 

要がある。 ・引き続き「地域カルテ」
を共有・活用する過程
において、要件の確認・
検証を促し、必要に応
じた助言・指導を行う。 

・各地域会議や区広報紙
等を活用し積極的に発
信する。 

西淀川区 

・中間支援組織等が、補助
金予算（１～２月頃）・
決算（５～６月頃）など
の時期に各地域の地域
活動協議会の運営委員
会に出席し、備えてい
くべき要件を確認す
る。（通年） 

・中間支援組織を活用し、
30 年度決算に関する地
域活動協議会の運営委
員会に出席し、資料の提
出を受けるなど備えて
いくべき要件を確認し
た。 

 
（実施状況：○） 

・要件を備える
必要性につい
て、継続して伝
えて理解して
もらう必要が
ある。 

・中間支援組織等が、補
助金予算・決算などの
時期に各地域の地域活
動協議会の運営委員会
に出席し、備えていく
べき要件を伝え、理解
の向上を図る。 

淀川区 

・地域担当による地域会
議等への出席を通じ
て、継続した地域情報
収集を行う。（通年） 

・認定要件の確認を促し、
必要に応じた助言・指
導を行う。（上期） 

・毎月の地域会議および地
域の総会に地域担当者
が出席し、地域情報の把
握を行った。 

・認定要件の確認作業は地
域行事の日程を考慮し、
９月から実施すること
に決定した。 

 
（実施状況：○） 

・認定要件の確
認作業のため
に各地域活動
協議会事務所
への訪問が必
要。 

・９月から各地域活動協
議会事務所を訪問し、
認定要件の確認を行
い、必要に応じた助言・
指導を行う。 

東淀川区 

・地域活動協議会の役員
からしっかりと周知し
ていただけるよう、
様々な機会をとらえて
十分説明を行う。（通
年） 

・各地域の会議に赴いた際
や個別に説明し、順次確
認を行った。 

・地域活動協議会連絡会議
にて、認定要件チェック
シートによる確認や包
括外部監査に係る指摘
事項の共有等を行った。 

 
（実施状況：○） 

・総意形成機能
を発揮するた
めに備えてお
くべき要件に
は補助金事務
の理解が不可
欠だが、普段補
助金事務に関
わりのない地
域の方が理解
するのに時間
がかかる。 

・地域活動協議会の役員
からしっかりと周知し
ていただけるよう、
様々な機会をとらえて
十分説明を行う。 

東成区 

・地域を担当する職員で
毎月、情報交換・意見交
換を行う会議を実施
し、各地域の状況につ
いての理解を深めると
ともに、地域を担当す
る職員が地域活協議会
等の会議に出席し、総
意形成機能を発揮する
ために備えておくべき
要件確認する。（通年） 

・地域を担当する職員で毎
月、情報交換・意見交換
を行う会議を実施し、各
地域の状況についての
理解を深めた。 

・地域を担当する職員が地
域活協議会等の会議に
出席し、総意形成機能を
発揮するために備えて
おくべき要件を確認し
た。 

・６月の地域活動協議会説
明会で総意形成機能に
ついて説明した。 

 
（実施状況：○） 

・役員の認識に
温度差がある
とともに、役員
の交代等もあ
るため、継続的
に説明を行い
認識の定着を
図る必要があ
る。 

・12 月頃に開催する説明
会で、再度総意形成機
能について周知する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

生野区 

・地域活動協議会に対し、
より民主的で開かれた
組織運営と会計の透明
性の確保を中心に、自
律した地域運営ができ
るよう中間支援組織と
連携して支援する。（通
年） 

・地域活動協議会に対し、
中間支援組織と連携し
て地域実情に応じた支
援を実施した。また事務
局会議（概ね月１回）を
実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協
議会に対し、中間支援
組織と連携し、地域実
情に応じた支援を実施
する。 

旭区 

・総意形成機能要件の確
認手法を活用して、
ワークショップや会計
説明会などの機会を捉
え、地活協に期待され
る総意形成機能とその
要件などについての説
明をし、理解を深める。
（通年） 

・ワークショップの開催に
向けてテーマ設定等に
取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・地域からの理
解促進を図る
ために取り組
む必要がある
（ ワ ー ク
ショップの開
催等）。 

・ワークショップ等にお
ける説明により、理解
促進を図る。 

城東区 

・まちづくりセンターに
よる相談支援時や役員
交代時、また「地域活動
協議会連絡会」「地域活
動協議会情報交換会」
の場で、まちづくりセ
ンター作成「みんなの
地域活動ハンドブッ
ク」による説明を行う。
（通年） 

・担当者による各地域に対
する業務監査実施確認
にかかる訪問の際に
「チェックリスト」・「み
んなの地域活動ハンド
ブック」等を使用して、
「総意形成機能発揮に
かかる具備要件」にかか
る説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・下半期の相談時にも必
要に応じて「みんなの
地域活動ハンドブッ
ク」等を活用した「総
意形成機能発揮にかか
る具備要件」にかかる
啓発を継続する。 

鶴見区 

・運営委員会において定
期的な確認および助
言、指導を行う。（通年） 

・６月中に地域活動協議会
に訪問し、認定要件の確
認を実施し、必要性を説
明した。 

 
（実施状況：○） 

― ・運営委員会等の場を活
用し、定期的な確認、
助言、指導を行う。 

阿倍野区 

・各地域活動協議会に対
して認定要件の確認を
行う。（下期） 

・関係規定の整備など必
要に応じて支援を行
う。（通年） 

・地域活動協議会補助金説
明会において、備えてお
くべき要件やその確認
を行うための書類等に
ついて、情報提供を行っ
た。（各地域１回 計 10
回） 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会に対
して認定要件の確認を
行う。（下期） 

・関係規定の整備など必
要に応じて支援を行
う。 

住之江区 

・地活協認定要件確認時
に合わせて、総意形成
機能を発揮するために
備えておくべき要件を
満たしているかを確認
する。（上期） 

・地域活動協議会が意思
決定した内容・経緯等
について、地活協の広
報紙・ホームページ、市

・地活協認定要件につい
て、調整の結果、９月か
ら状況確認を行うこと
を決定した。 

・予算決算情報について
は、各地域活動協議会の
広報紙に掲載すること
により、順次、住民へ周
知を実施した。 

・地域がＩＣＴ
を活用した周
知方法につい
ても理解を深
められるよう、
支援を実施し
ていく必要が
ある。 

・９月から、認定要件
チェックシートに基づ
いて、各地域活動協議
会の状況確認を行う。 

・地域活動協議会が意思
決定した内容・経緯等
について、地活協の広
報紙・ホームページ、
市民活動ポータルサイ
トなどで公開できるよ
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
民活動ポータルサイト
などで公開できるよ
う、中間支援組織と連
携し支援を行う。（通
年） 

 
（実施状況：○） 

う、中間支援組織と連
携し支援を行う。 

住吉区 

・地域活動協議会の準行
政的機能・総意形成機
能、備えておくべき要
件についての説明を補
助金説明会（年１回）や
各地活協運営会議（各
地域１回）であわせて
実施する。（通年） 

・役員交代なども勘案し、
12 月の運営会議等で地
域活動協議会の準行政
的機能・総意形成機能、
備えておくべき要件に
ついての説明を行うこ
とを決定した。 

 
（実施状況：○） 

・準行政的機能・
総意形成機能
が地域活動協
議会関係者に
とってわかり
づらい。 

・地域活動協議会の準行
政的機能・総意形成機
能、備えておくべき要
件についての説明を補
助金説明会（12 月）や
各地域活動協議会運営
会議（12 月、各地域１
回）でわかりやすい資
料を作成のうえ実施す
る。 

東住吉区 

・各地域毎の現況や課題
を洗い出せるようデー
タ資料を提供し、説明
を行う。（通年） 

・各地域毎の現況や課題を
洗い出せるようデータ
等の資料を提供した。 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などで
理解促進を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域毎の現況や課題
を洗い出せるようデー
タ資料を提供する。 

・地域連絡会議や各地域
における会議の場など
の機会を捉え理解促進
を図る説明を行う。 

・総意形成機能を発揮す
るために備えておくべ
き要件を満たしている
かの確認を行い、必要
に応じて情報提供など
の支援を行っていく。 

平野区 

・地活協認定要件確認時
に合わせて、総意形成
機能を発揮するために
備えておくべき要件を
満たしているかを確認
し、地域活動協議会の
意思決定事項の周知を
支援する。（下半期） 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）を活用し
て、認定要件の確認を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・継続的に認定
要件について、
各地活協に周
知する必要が
ある。 

・地活協会計説明会や地
活協運営委員会の場な
どで、周知を行う。 

西成区 

・各地域活動協議会の規
約に基づき、運営委員
会等において総意形成
を行っているかを行政
として議事録等により
確認を行い、必要に応
じて、各地域活動協議
会へ支援を行う。（通
年） 

・30 年度に各地域活動協
議会が実施した運営委
員会の議事録について、
区への提出を求め、規約
に基づいた総意形成が
行われているか等に関
し、区による確認を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会の規
約に基づき、運営委員
会等において総意形成
を行っているかを行政
として議事録等により
確認を行い、必要に応
じて、各地域活動協議
会へ支援を行う。 
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柱 1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

取組①「様々な活動主体の情報収集」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域と企業や学校などが
交流する異業種交流イ
ベントを開催し、連携協
働の動きを促進する。
（下期） 

・31 年３月に開催した異
業種交流イベントで生
まれた様々な事業成果
を地域活動連絡会議で
紹介した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域と企業や学校などが
交流する異業種交流イ
ベントを開催し、連携協
働の動きを促進する。 

都島区 

・市民活動支援情報窓口に
おいて、ＮＰＯ等市民活
動団体へ「市民活動総合
ポータルサイト」の活用
を促す。（通年） 

・区役所においてリーフ
レット等の配架による
情報提供を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、リーフレット
等の配架による情報提
供を行う。 

福島区 

・地域活動協議会の補助金
説明会等の場を活用し
て、わかりやすい説明資
料で「市民活動総合ポー
タルサイト」への各団体
の登録及び積極的な活
用を年１回以上促す。
（各地域年１回以上） 

・説明資料の作成準備を進
めた。 

 
（実施状況：○） 

・従来から説
明をしてい
るが、地域
の関心が薄
く、必要性
を感じても
らえない。 

・地域活動協議会の補助金
説明会等の場を活用し
て、わかりやすい説明資
料で「市民活動総合ポー
タルサイト」への各団体
の登録及び積極的な活
用を年１回以上促す。
（各地域年１回以上） 

此花区 

・地域活動協議会運営委員
会や窓口に来られた
テーマ型団体などに「市
民活動ポータルサイト」
を周知する。（通年） 

・地域における各種会議で
周知するとともに、区役
所や区民ホールにおい
て地域活動協議会情報
コーナーにおいて「市民
活動ポータルサイト」の
紹介チラシの配架を
行った 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会運営委員
会や窓口に来られた
テーマ型団体などに「市
民活動ポータルサイト」
を周知するとともに紹
介チラシなどで情報提
供する。 

中央区 

・様々な活動主体との連携
協働の意義を啓発する
とともに、情報収集のた
めに「市民活動総合ポー
タルサイト」の積極的な
活用を促す。（通年） 

・市民活動総合ポータルサ
イトの有益性やポータ
ルサイトに登録済の地
域活動協議会の情報に
ついて区Twitter により
情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・区内で活動
する団体や
企業等に対
し、登録の
メリットを
理解しても
らう必要が
ある。 

・理解度促進に向け、補助
金説明会（11 月開催予
定）や地域活動協議会活
性化セミナーを開催す
る。 

・区内で活動する団体や企
業等に対し、大阪市市民
活動総合ポータルサイ
トのメリットを理解し
てもらうよう説明し、登
録に結びつける。 

西区 

・地縁型団体の会議や、ま
ちづくりセンターの支
援時において、ポータル
サイトの紹介、活用につ
いて説明する。（通年） 

・地縁型団体の会議や、ま
ちづくりセンターの支
援時において、ポータル
サイトの紹介、活用につ
いて説明した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地縁型団体の会議や、ま
ちづくりセンターの支
援時において、ポータル
サイトの紹介、活用につ
いて説明する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

港区 

・市民活動総合ポータルサ
イトの広報周知と登録
への働きかけを実施。
（通年） 

・未登録の地縁系団体等に
対してポータルサイト
への登録を働きかけた。 

・ポータルサイトについ
て、区ホームページ、
Twitter、Facebook で周
知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地縁系団体等へポータル
サイトの有効性を説明
しながら登録を働きか
ける。 

大正区 

・各団体が連携協働ができ
るよう、連携協働に至る
プロセスやメリットを
発信できるよう成功事
例の情報収集を行う。
（通年） 

・地域活動協議会の会議の
場や委員長会等の様々
な機会を通じ、他の実行
委員会から事前に収集
した成功事例の紹介や
地域担当から様々な機
会を通じた事例の紹介
等を行った。 

・地域包括支援プロジェク
トチーム会議等を通じ
て地域担当職員への共
有を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・今後も多様な地域間の連
携が出来るよう、地域担
当職員同士の連絡や情
報交換を地域包括支援
プロジェクトチーム会
議等を通じて行う。 

天王寺区 

・市民活動総合ポータルサ
イトの助成金など有益
な情報更新内容の確認
を随時行い、地域に情報
提供を行う。（通年） 

・まちづくりセンターか
ら、市民活動総合ポータ
ルサイトの助成金情報
などを地域に有益とな
る情報提供を行った。
（８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動総合ポータルサ
イトの助成金など有益
な情報更新内容の確認
を随時行い、地域に情報
提供を行う。 

浪速区 

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告
を、区広報紙・区ホーム
ペ ー ジ ・ 区 Ｓ Ｎ Ｓ
（Twitter・Facebook）や
市民活動総合ポータル
サイトといったＩＣＴ
ツール等様々な広報媒
体を用いて、広く周知
し、つながりの端緒、機
会を広げる。（通年） 

・催事（防災訓練等）実施
の告知及び成果・報告を
区広報紙、まちづくりセ
ンターの Facebook 及び
ブログを用いて、周知を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・市民活動総
合ポータル
サイトの効
果的な活用
方法を周知
する必要が
ある。 

・市民活動ポータルサイト
の有用性について周知
を行う。 

西淀川区 

・ボランティア募集に関連
する区事業をポータル
サイトに登録。（通年） 

・案内チラシの窓口配架や
区ホームページへの掲
載に加え、地縁型団体の
会議等で周知。（通年） 

 

・ボランティア募集に関連
する区事業をポータル
サイトに登録した。 

・案内チラシの窓口配架や
区ホームページへの掲
載に加え、地縁型団体の
会議等で周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・ボランティア募集に関連
する区事業をポータル
サイトに登録。 

・案内チラシの窓口配架や
区ホームページへの掲
載に加え、地縁型団体の
会議等で周知。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

淀川区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター等）と連携し
て、地域やボランティア
活動に役立つ情報提供
を行い、活動支援を行
う。（通年） 

・市民活動ポータルサイト
の活用方法についての
周知を継続して行う。
（通年） 

・まちセン通信の発行を通
じて、地域やボランティ
ア活動に役立つ情報提
供を行い、活動支援を
行った。（５月・８月） 

・地活協会長との意見交換
会で市民活動ポータル
サイトの活用方法につ
いて周知した。（８月） 

・中間支援組織と連携し、
企業や専門学校等を対
象として地域連携に関
するアンケート実施し
た。（８月～） 

 
（実施状況：○） 

・今まで地域
活動に関わ
りの薄かっ
た様々な活
動団体の情
報収集を積
極的に行う
必 要 が あ
る。 

・アンケート結果の分析を
行い、課題を把握する。 

・まちセン通信の発行を通
じて、地域やボランティ
ア活動に役立つ情報提
供および市民活動ポー
タルサイトの活用方法
についての周知を行い、
活動支援を行う。（下半
期２回） 

東淀川区 

・「イケてる市民活動★ミ
ニレポート」掲載をきっ
かけに、情報発信・収集
のために登録を働きか
ける。（通年） 

・市民活動総合ポータルサ
イトへの各団体の情報
の活用について、地域活
動協議会連絡会議等で
働きかける。（通年） 

・地域活動協議会連絡会議
において、他地域の活動
について意見交換の場
を継続的に設ける。（通
年） 

・７月の地域活動協議会連
絡会議において、市民活
動総合ポータルサイト
の周知を行った。 

・７月の地域活動協議会連
絡会議において、他地域
活動の好事例の発表の
場を設けた。 

・「東淀川みらい EXPO」、
週末サロン「ひと×まち
コーデ」を実施し、テー
マ型団体や社会貢献を
考える企業等への交流
と情報交換の場を創出
した。 

 
（実施状況：○） 

・市民活動総
合ポータル
サイトへの
登録方法が
面倒である
ため、気軽
に登録して
もらいにく
い。また、登
録すること
のメリット
が大きく打
ち出されて
い な い た
め、理解し
てもらうこ
と が 難 し
い。 

・情報交換会
への新たな
参加者が少
ない。 

・市民活動総合ポータルサ
イトへの各団体の情報
の活用について、地域活
動協議会連絡会議等で
働きかける。 

・地域活動協議会連絡会議
において、他地域の活動
について意見交換の場
を継続的に設ける。 

・情報交換会等の機会を継
続的に開催し、様々な主
体に関する情報を収集
していく。 

東成区 

・地域活動協議会の説明
会・交流会の場で市民活
動ポータルサイトの活
用を促す。（年度当初） 

・６月に開催した地域活動
協議会説明会の場で、市
民活動ポータルサイト
の活用を促した。 

 
（実施状況：○） 

― ・12 月頃に開催する説明
会で、再度市民活動ポー
タルサイトの活用を促
す。 

生野区 

・地域の会議や区ホーム
ページで、市民活動総合
ポータルサイトの周知
を行う。（通年） 

・市民活動総合ポータルサ
イトを区ホームページ
で紹介した。また、地域
活動協議会の事務局会
議で周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、市民活動総合
ポータルサイトを広く
周知する。 

旭区 
・イベント等において地域

活動協議会の活動例等
・区内官公署施設を活用

し、区民の方の目に触れ
・より一層、意

義等に対す
・地活協の情報コーナー等

により、情報を発信し、
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
の情報発信をすること
で、その意義等について
理解促進を図る。（通年） 

る場所に地活協の情報
コーナー等を設置する
とともに、区内広報板等
も活用し、情報を発信す
ることで、その意義等に
対する理解促進を図っ
た。 

 
（実施状況：○） 

る理解促進
を図ること
が必要であ
る。 

その意義等に対する理
解促進を図る。 

城東区 

・地域活動協議会に対し、
連絡会議の場等におい
てポータルサイトを活
用した情報収集を勧め
る。（通年） 

・併せて、中間支援組織に
より年度中３回開催予
定の「企業･ＮＰＯ･学
校･地域交流会」の場で、
同ポータルサイトにつ
いて周知のうえ登録と
活用を推奨し、地域活動
協議会以外の団体の活
動情報発信についても
促す。（５・９・２月） 

・まちづくりセンター主催
で、５月に企業･ＮＰＯ･
学校･地域交流会を開催
し、市民活動ポータルサ
イトについて、周知し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・下半期開催予定の同交流
会（10 月・１月）におい
ても市民活動ポータル
サイトについて、周知す
る。 

鶴見区 

・地縁型団体、ＮＰＯ等の
市民活動団体等に対し
て、ポータルサイトの活
用及び登録について周
知を行う。（通年） 

・ポータルサイトに興味・
関心をもってもらうた
め、ポータルサイトの更
新情報を各地域活動協
議会へ配信した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、ポータルサイ
トの更新情報などを送
付することにより、ポー
タルサイトに興味・関心
を持ってもらい、登録周
知を行う。 

阿倍野区 

・「市民活動総合ポータル
サイト」の活用促進のた
め地域活動協議会をは
じめとする各団体に情
報提供を行う。（通年） 

・市民活動総合ポータルサ
イトの案内について、配
架し周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・各種団体の会議等での積
極的に周知できるよう
機会を確保する。 

住之江区 

・地活協会長会、地活協運
営委員会などで、ポータ
ルサイトの効果的な活
用方法等を周知し、積極
的な活用を促す。（通年） 

・８月開催の交流会（企業・
ＮＰＯ・学校・地域交流
会）で周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地活協会長会、
地活協運営委員会の他、
地域活動応援サークル
等でもポータルサイト
の効果的な活用方法等
を周知し、積極的な活用
を促す。 

住吉区 

・地域座談会を 30 年度開
催地域に加えて新たに
３地域で開催する（計６
地域）（通年） 

・区に設置した市民活動相
談窓口を活用し、ＮＰＯ
や企業等と地域活動協
議会やその他地縁型団
体とのつなぎを行う。
（通年） 

・30 年度実施３地域に加
え新しい３地域の計６
地域での開催に向け、各
地域への説明を実施。 

・市民活動相談窓口相談件
数２件 
地域活動協議会へつな
ぐ：１件 

・交流ライブを実施（１回）
し、地域活動協議会と企

・区役所への
相談は少な
い。 

・座談会の参加メンバー、
スケジュールを地域活
動協議会会長等と協議
決定し、順次座談会を開
催する。 

・区内のテーマ型団体と緩
やかに連携する機会と
して、まちづくりセン
ターが実施する「交流ラ
イブ」事業を活用し、企
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
業等とのつなぎを行っ
た。 
市大と苅田地域活動協
議会（盆踊り） 
市大、POLA と南住吉連
合地域活動協議会（えー
まちフェスタ） 

 
（実施状況：○） 

業やＮＰＯの把握に取
り組む。（２回） 

・区に設置した市民活動相
談窓口を活用し、ＮＰＯ
や企業等と地域活動協
議会やその他地縁型団
体とのつなぎを行う。 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの
機会を捉え理解促進を
図る説明を行う。（通年） 

・地域連絡会議や、地域活
動協議会総会及び補助
金説明会等、各地域にお
ける会議の場などで、区
役所及び中間支援事業
者が市民活動総合ポー
タルサイトについて説
明を行い、理解促進を
図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域毎の現況や課題を
洗い出せるようデータ
資料を提供する。 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの
機会を捉え理解促進を
図る説明を行う。 

平野区 

・チラシを活用して市民活
動総合ポータルサイト
について各地域へ周知
を図る。（通年） 

・チラシ等を活用し、開催
予定の地活協会計説明
会で周知する準備を進
めた。 

 
（実施状況：○） 

・ポータルサ
イトへの登
録を促す必
要がある。 

・各地活協へ個別に説明を
行い、登録へつなげる。 

西成区 

・補助金説明会において
ポータルサイトの周知
を行う。周知にあたって
は、ポータルサイトへの
登録によって何ができ
るようになるかといっ
た点をわかりやすく説
明する。（通年） 

・地域活動協議会の補助金
説明会での全体周知及
び登録方法の説明を
行った。また、中間支援
組織を活用し、各地域活
動協議会に対し、登録の
呼びかけ及び登録方法
の説明を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・補助金説明会において
ポータルサイトの周知
を行う。周知にあたって
は、ポータルサイトへの
登録によって何ができ
るようになるかといっ
た点をわかりやすく説
明する。 
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柱 1-Ⅲ-イ 多様な主体のネットワーク拡充への支援 

取組③「交流やコーディネートの場づくりなど」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・まちづくりや社会貢献
活動を行う、団体・企
業・学校などの「情報交
換・交流の場」として、
日曜開庁時にサロンを
開催する。（通年） 

・支援ニーズ、団体間の連
携の糸口を把握するた
め、企業訪問を随時実
施。（通年） 

・まちづくりや社会貢献
活動を行う、団体・企
業・学校などの「情報
交換・交流の場」とし
て、４月・６～８月の
日曜開庁時に「日曜サ
ロン」を開催し、活動
内容を共有した。 

・支援ニーズ、団体間の
連携の糸口を把握する
ため、まちづくりコン
サルティング会社等に
訪問した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、まちづくりや
社会貢献活動を行う、団
体・企業・学校などの「情
報交換・交流の場」とし
て、日曜開庁時にサロン
を開催する。 

・引き続き、支援ニーズ、
団体間の連携の糸口を
把握するため、企業訪問
を随時実施。 

都島区 

・各地域の活動団体間の
連携を支援する。（通
年） 

各地域の活動団体間の連
携や交流の場づくりと
して各種事業を実施し
た。 

・クリーン作戦（５月） 
・大川かたづけ隊（４回 
第３土曜日） 

・拡大指導ルーム（８月） 
 

（実施状況：○） 

― ・引き続き、各地域の活動
団体間の連携のきっか
けとなるよう各種事業
を実施する。 

・区民まつり（９月） 
・大川かたづけ隊（７回、

９～３月の第３土曜日） 
・クリーン作戦（11 月） 
・ゆめまちロード Osaka

京橋（11 月放置自転車禁
止啓発時にあわせて実
施） 

・まちづくりセンターが行
うつながりづくりや交
流のためのイベント開
催（２件） 

福島区 

・中間支援組織を活用し
ながら、市民活動団体、
企業等、行政といった
多様な活動主体間の連
携協働の促進のため、
交流できる場を提供す
る。（通年） 

・まちづくりセンターと
連携して、補助金申請
説明会の場など、地域
の様々な会合の場で、
「市民活動総合ポータ
ルサイト」などを活用
し、ＮＰＯや企業の連
携事例などを情報提供
する。（年１回以上） 

・中間支援組織を活用し
て、企業やＮＰＯが参
加・参画する地活協交
流会やＮＰＯ交流会を
開催した。 

・地域活動協議会とのつ
ながりづくりをめざし
て、マンションコミュ
ニティに係る講習会を
管理組合・住民に対し
て開催した。開催チラ
シはまちづくりセン
ターが新聞折り込みで
区内に配布した。 

 
（実施状況：○） 

・様々な活動主
体の活動状況
について、情報
収集をしてお
く必要がある。 

・市民活動総合
ポータルサイ
トの活用例な
ど、最新情報を
把握しておく
必要がある。 

・中間支援組織を活用しな
がら、市民活動団体、企
業等、行政といった多様
な活動主体間の連携協
働の促進のため、交流で
きる場を提供する。 

・まちづくりセンターと連
携して、補助金申請説明
会の場など、地域の様々
な会合の場で、「市民活
動総合ポータルサイト」
などを活用し、ＮＰＯや
企業の連携事例などを
情報提供する。（年１回
以上） 

此花区 
・連携・協働を求める団体

の情報を収集し、必要
に応じて地域活動協議
会等に提供する。（通

・まちづくりセンターや
区社会福祉協議会と連
携して交流会の開催に
向け検討会を実施し

― ・連携・協働を求める団体
の情報を収集し、必要に
応じて地域活動協議会
等に提供するとともに
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
年） た。 

 
（実施状況：○） 

まちづくりセンターや
区社会福祉協議会と連
携した交流会を実施す
る。 

中央区 

・地域活動協議会活性化
セミナーを１回以上開
催する。（下期） 

・多様な活動主体間の交
流の場への参画などに
より、テーマ型団体と
のつながりづくりを進
める。（通年） 

・地域活動協議会活性化
セミナーの開催に向け
各種調整を行った。 

・多様な活動主体間の交
流の場への参画などに
より、テーマ型団体と
のつながりづくりを進
めた。 

 
（実施状況：○） 

・地域ニーズに
対応する交流
の場への適切
なマッチング
が必要である。 

・地域活動協議会活性化セ
ミナーを開催する。 

・多様な活動主体間の交流
の場への参画などによ
り、テーマ型団体とのつ
ながりづくりを進める。 

西区 

・連携促進に向け、情報の
ストックや地域ニーズ
の把握を進め連携に向
けた支援を行う。（通
年） 

・多様な活動主体のネッ
トワークにより、靱公
園ばら園コンサートを
開催（５月）した。 

・「にし恋マルシェ」開催
（９月）に向け実行委
員会を開催（５回）し、
地域住民と商業者との
交流を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き連携促進に向
け、情報のストックや地
域ニーズの把握を進め、
地域カルテを活用し、連
携に向けた支援を行う。 

・９月に「にし恋マルシェ」
を開催する。 

港区 

・担当職員間の情報共有
やまちづくりセンター
との連携により、地縁
型団体の課題やニーズ
を把握し、他の活動主
体との連携協働のメ
リットが実感されるよ
う事例の情報提供を行
い、新たな連携が創出
されるよう支援を行
う。（通年） 

・市民活動支援情報提供
窓口への相談等から地
縁型団体の課題やニー
ズを把握し、必要に応
じて他の活動主体との
連携について情報提供
を行い、新たな連携が
創出されるよう支援を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・さまざまな活動主体の活
動状況について最新の
情報を収集しながら、団
体間のコーディネート
を行う。 

大正区 

・大正区内でエリアを限
定した空家調査を実施
し、空家等の利活用の
意向がある所有者の掘
り起こしを行い、別途
登録する「空家相談員」
への相談に繋げ、整理
や収納の面でのアドバ
イスも行い、空家等の
利活用の促進を図る。
また、地域との連携に
よる情報収集等の実施
可能性について検討を
行う。（10 月以降） 

・区内の小中学生及びそ
の保護者の方をメイン
ターゲットとして、出
展企業がチームを組ん

・空家等の利活用にかか
る相談員に対する説明
会を実施し、空家等調
査に向けた準備を行っ
た。 

・８月に「ものづくり
フェスタ」を、高校、大
学その他様々な業種の
企業と連携して実施し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・利活用可能な空家等抽出
及び所有者調査、利活用
意向の確認等を行い、利
活用に向けた調整を
行っていく。 

・大学と連携した空家等調
査及び利活用にかかる
検討を実施する。 

・「空家相談員」への相談に
繋げ、整理や収納の面で
のアドバイスや、空家等
の利活用の促進を図っ
ていく。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
で、大正区の「ものづく
り」の素晴らしい技術
を分かりやすく紹介す
る体験型イベント「も
のづくりフェスタ」を
開催する。（８月） 

天王寺区 

・市民活動相談窓口等へ
の相談内容を検証し、
コーディネートに結び
付ける。（通年） 

・市民活動相談窓口への
相談が少ない状況であ
り、まちづくりセン
ターを通じて各地域に
連携を希望する内容の
アンケート実施を優先
して行った。（６、７月） 

 
（実施状況：○） 

・市民活動相談
窓口への相談
についても連
携希望の聞き
取 り に よ り
コーディネー
ト等につなげ
る。 

・各地域からの連携希望の
内容を受け、交流やコー
ディネート実現に向け
まちづくりセンターを
活用し支援を行う。 

浪速区 

・連携協働や交流の場づ
くりを目的に、区ホー
ムページや区ＳＮＳ
（Twitter・Facebook）、
市民活動総合ポータル
サイトといったＩＣＴ
ツール等様々な広報媒
体を用いて、広く支援
情報の提供を行う。（通
年） 

・市民活動団体や企業等
に対し、行政側の取組
窓口を明確にすること
により、多様な支援メ
ニューや資源情報の収
集力を強化する。（通
年） 

・集積した情報を「市民活
動総合ポータルサイ
ト」にフィードバック
し活用するとともに、
より適切な交流・コー
ディネートの場を提供
できるよう、区役所や
まちづくりセンター等
が持つ地域情報を活用
し、積極的な活用を働
きかける。（通年） 

・区広報紙、まちづくり
センターの Facebook
及びブログ、市民活動
総合ポータルサイトへ
の記事掲載等を行い広
く支援情報の提供を
行った。 

・市民活動団体や企業等
に対し、行政側の取組
窓口を明確にすること
により、多様な支援メ
ニューや資源情報の収
集力を強化した。 

・集積した情報を「市民
活動総合ポータルサイ
ト」にフィードバック
し活用するとともに、
より適切な交流・コー
ディネートの場を提供
できるよう、区役所や
まちづくりセンター等
が持つ地域情報を活用
し、積極的な活用を働
きかけた。 

 
（実施状況：○） 

・連携協働の意
義やメリット
等について、よ
り一層の理解
促進を図る必
要がある。 

・引き続き連携協働や交流
の場づくりを目的に、区
ホームページや区ＳＮ
Ｓ（Twitter・Facebook）、
市民活動総合ポータル
サイトといったＩＣＴ
ツール等様々な広報媒
体を用いて、広く支援情
報の提供を行う。 

・引き続き市民活動団体や
企業等に対し、多様な支
援メニューや資源情報
の収集力を強化する。 

・引き続き集積した情報を
「市民活動総合ポータ
ルサイト」にフィード
バックし活用するとと
もに、より適切な交流・
コーディネートの場を
提供できるよう、区役所
やまちづくりセンター
等が持つ地域情報を活
用し、積極的な活用を働
きかける。 

・区民まつりや地域イベン
トに対し、地域貢献に積
極的な企業等の協力や
協賛、日本語学校等の参
加を呼びかけ、地域や各
種団体とのマッチング
を行う。 

西淀川区 

・ものづくり企業と地域
住民との交流イベント
を開催して、西淀川区
がものづくりのまちで
あるという認知度を高
める。（通年） 

・西淀川区ものづくりま
つり：年１回 （８月） 

・区内の特色のある企業

・ものづくり企業と地域
住民との交流イベント
「西淀川ものづくりま
つり 2019」を開催し
て、西淀川区がものづ
くりのまちであるとい
う認知度を高めた。（８
月） 

・区内の特色のある企業

― ・西淀川ものづくりまつり
実行委員会において、
「ものづくりまつり
2019」の総括を行うとと
もに、２年度に向けた準
備を行う。 

・区内の特色のある企業の
情報を区のホームペー
ジで発信することによ
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
の情報を区のホーム
ページで発信すること
により区民や区内外の
企業に「ものづくりの
まち西淀川区」をア
ピールする。（通年） 

・商店街の魅力向上を図
るため、商店街や地域
集会所等で地域資源や
特産品をＰＲするイベ
ントを開催する。（通
年） 

の情報を区のホーム
ページで発信すること
により、区民や区内外
の企業に「ものづくり
のまち西淀川区」をア
ピールした。 

・商店街の魅力向上を図
るため、商店街や地域
集会所等で地域資源や
特産品をＰＲするイベ
ントを 10 月と２月末
～３月初めに開催する
旨、実行委員会で決定
した。 

 
（実施状況：○） 

り区民や区内外の企業
に「ものづくりのまち西
淀川区」をアピールす
る。 

・商店街の魅力向上を図る
ため、商店街や地域集会
所等で地域資源や特産
品をＰＲするイベント
を 10 月と２月末～３月
初めに開催する。 

淀川区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター等）と連携
して交流やコーディ
ネートの場を開催す
る。（通年） 

・これまでに蓄積した情
報を他の地域が活用で
きるように情報提供す
る。（通年） 

・調整の結果、10 月に交
流の場を実施すること
を決定した。 

・まちセン通信の発行を
通じて情報提供を行っ
た。（５月・８月） 

・中間支援組織と連携
し、企業や専門学校等
を対象として地域連携
に関するアンケート実
施した。（８月～） 

 
（実施状況：○） 

・アンケートの
結果に応じた
対応が必要。 

・アンケート結果の分析を
行い、課題を把握する。 

・10 月に中間支援組織（ま
ちづくりセンター等）と
連携して交流の場を実
施。 

・これまでに蓄積した情報
を他の地域が活用でき
るよう「まちセン通信」
等で情報提供する。（下
半期２回） 

東淀川区 

・「東淀川みらい EXPO」
の参加者同士の交流が
持てるよう支援してい
く。また、交流による新
たな交流イベントの企
画などを検討する。（通
年） 

・イベントへの参加者が
増えてきたため、参加
者から参画者になって
いただけるよう、繋が
れる場にしていく。ま
た、イベント周知につ
いても、引き続き過去
の同種イベントに参加
した方々へのチラシの
配付や、ＳＮＳ、区掲示
板の活用を行う。（通
年） 

・大学と連携し、ウォーク
イベントを実施する。
（年１回） 

・東淀川魅力発見プロ
ジェクト打ち合わせ会
議 ５回実施 

・東淀川魅力発見プロ
ジェクトでの 30 年度
実施事業（まち歩き、
絵画展等）の参加者が、
メンバーとなった（30
年度比３名増）。 

・東淀川図書館主催のイ
ベントに東淀川魅力発
見プロジェクトメン
バーが協力する形で参
加（８月） 

・「第１回東淀川区ＢＣ
Ｐ学びの場」実施（８
月） 

・「 東 淀 川 み ら い
EXPO」、週末サロン
「ひと×まちコーデ」
を実施し、テーマ型団
体や社会貢献を考える
企業等への交流と情報
交換の場を創出した。 

・参加者同士が繋がり、

― ・イベントの周知を徹底
し、新たな参加者へのア
プローチを進めていく。 

・情報交換会等の機会を継
続的に開催し、様々な主
体に関する情報を収集
していく。 

・大阪経済大学と連絡を密
に取りながら、ウォーク
イベントを実施する。
（12 月） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
協力してイベントを開
催するなど、小さな協
働の輪が広がった。 

・大阪経済大学とウォー
クイベントの開催に向
けて会議や打ち合わせ
を実施し、イベント開
催の報道発表を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

東成区 

・区職員、まちづくりセン
ター職員が各地域に対
して、他区・他市との交
流の機会や情報発信す
る機会をつくる。（下半
期） 

 
（実施状況：―） 

― ・交流会や意見交換会等を
通じて、情報発信の機会
を提供する。 

生野区 

・中間支援組織と連携し
て、ＮＰＯ、企業など地
域のまちづくりに関す
るさまざまな活動主体
と地域とのネットワー
クを築く支援を行う。
また、幅広い世代の住
民が地域活動について
興味を持ち、さらに、地
域活動の新たな担い手
へとつながるよう、誰
もが気軽に参加し、交
流できる場を提供す
る。（通年） 

・中間支援組織と連携
し、生野区内のＮＰＯ、
企業などの情報を集約
し、地域へ公表できる
よう編集を進めてい
る。 

・気軽に活動できる機会
の提供としてまちカ
フェを開催した。（４
回） 

 
（実施状況：○） 

― ・中間支援組織と連携し
て、生野区内のＮＰＯ、
企業などの情報を地域
へ公表する。また、それ
を地域活動協議会が活
用していけるよう支援
する。 

・引き続き、気軽に活動で
きる機会の提供として
まちカフェを開催する。 

旭区 

・「交流の場」情報を収集
し、地域活動協議会連
絡 会 議 及 び ワ ー ク
ショップ等で情報発信
を継続的に行うことで
利用促進を図る。（通
年） 

・地域活動協議会連絡会
議等における情報発信
により、利用促進を
図った。 

 
（実施状況：○） 

・より一層、意義
等に対する理
解促進を図る
ことが必要で
ある。 

・「交流の場」情報を収集
し、ワークショップ等で
情報を発信するととも
に、話し合いの場を持つ
ことで、意義に対する理
解促進を図る。 

城東区 

・まちづくりセンターや
区社会福祉協議会の
ネットワークなどによ
り、交流を希望する団
体の情報を収集する。
（通年） 

・５月に開催した企業･
ＮＰＯ･学校･地域交流
会においても、参加団
体間のディスカッショ
ンを実施し、情報収集
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・10 月と１月に開催予定
の同交流会に向けて、事
前の情報収集に併せ、参
加団体間のディスカッ
ションを実施し、情報収
集を行う。 

鶴見区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携し、
多様な活動主体が連携
協働等について交流で
きる場を提供する。（つ
るばた会議など）（通
年） 

・地域活動研究会「ツル
ラボ」を７月・８月に
開催した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動研究会「ツルラ
ボ」、「つるばた会議」を
開催し、各地域の担い手
の交流を図るとともに、
参加対象を限定せず広
く参加を募り、多様な活
動主体との連携に向け
た交流を図っていく。
（ツルラボ：11 月・１月、
つるばた会議：３月） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

阿倍野区 
・地域活動協議会と、各種

団体、ＮＰＯ、学校、企
業等との交流会を実施
する。（下期） 

 
（実施状況：―） 

― ・地域活動協議会と、各種
団体、ＮＰＯ、学校、企
業等との交流会を実施
する。（下期） 

住之江区 

・地域活動に関わりたい、
地域貢献をしたい方や
団体を支援するための
「地域活動応援サーク
ル」の運営支援を中間
支援組織とともに行
い、地域活動協議会と
他の活動主体の連携を
促進する。（下期） 

・５月、６月、７月に地域
活動応援サークルを開
催した。 

 
（実施状況：○） 

・今後も継続し
て、地域活動応
援サークルが
地活協と連携
していけるよ
う、支援を実施
する必要があ
る。 

・引き続き、「地域活動応援
サークル」の運営支援を
中間支援組織とともに
行い、地活協と他の活動
主体の連携を促進する。 

住吉区 

・地域座談会を 30 年度開
催地域に加えて新たに
３地域で開催する（計
６地域）（通年） 

・区に設置した市民活動
相談窓口を活用し、Ｎ
ＰＯや企業等と地域活
動協議会やその他地縁
型団体とのつなぎを行
う。（通年） 

 

・30 年度実施３地域に加
え新しい３地域の計６
地域での開催に向け、
各地域への説明を行っ
た。 

・「第５回まちづくり交
流ライブ」で企業、Ｎ
ＰＯと地域活動協議会
をマッチング（７月） 
市大生が盆踊り運営協
力（苅田） 
市大生・POLA がえー
まちフェスタに参加予
定（南住吉） 
ＮＰＯによるパソコン
教室の実施（山之内） 

・市民活動相談窓口相談
件数２件 
地域活動協議会へつな
ぐ：１件 

 
（実施状況：○） 

・区役所への相
談は少ない。 

・座談会の参加メンバー、
スケジュールを地域活
動協議会会長等と協議
決定し、順次座談会を開
催する。 

・区内のテーマ型団体と緩
やかに連携する機会と
して、まちづくりセン
ターが実施する「交流ラ
イブ」事業を活用し、企
業やＮＰＯの把握に取
り組む。（２回） 

・区に設置した市民活動相
談窓口を活用し、ＮＰＯ
や企業等と地域活動協
議会やその他地縁型団
体とのつなぎを行う。 

東住吉区 

・はつらつ脳活性化元気
アップ事業について、
調整できた地域より講
座・交流会を実施して
いく。４包括圏域で実
施する。（下期） 

・４包括圏域での実施に
向け、各関係機関（東
住吉森本病院・大阪城
南女子 短期大学・白鷺
病院・老人保健施設た
ちばな等）担当者と日
時・内容について調整
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き各関係機関との
調整を行う。各包括圏域
での日程・内容が決まり
次第、広報を実施（ビラ・
ポスター等）し、講座・
交流会を実施する。 

平野区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携し
て、地域が重要と考え
る課題を抽出し効果的
な交流会を開催する。
（下半期） 

・地域振興会を中心とし
て団地ワーキングを開
催し、区役所も参加し
公営住宅の課題につい
ての検討会を実施し
た。 

 
（実施状況：○） 

・検討会で出た
高齢化や担い
手不足などの
課題の整理が
必要。 

・検討会を継続して共通課
題の解決方法を検討す
る。 

・地活協会計説明会の場を
活用し、地域間の交流会
を開催する。 



133 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

西成区 

・中間支援組織を活用し
ながら、多様な活動主
体間の交流やコーディ
ネートの場を提供す
る。（通年） 

・フォーラムにおいて紹
介する取組事例が地域
間の情報交換に終始し
てしまうことの無いよ
う、担い手の確保や自
主財源の確保といった
共通課題に特化した
テーマを設定するな
ど、継続して取組を進
める。（下半期） 

・中間支援組織を活用
し、必要に応じて活動
主体間の交流ができる
よう、地域ニーズに応
じた相談対応ができる
体制を確保した。 

 
（実施状況：○） 

― ・中間支援組織を活用しな
がら、必要に応じて活動
主体間の交流やコー
ディネートの場を提供
できるよう取組を進め
る。 

・フォーラムにおいて紹介
する取組事例が地域間
の情報交換に終始して
しまうことの無いよう、
担い手の確保や自主財
源の確保といった共通
課題に特化したテーマ
を設定するなど、継続し
て取組を進める。 
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取組④「地縁型団体への情報提供など」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・異業種交流イベント
で生まれた様々な事
業成果を地域活動連
絡会議で紹介し、新た
な連携の創出へと繋
げていく。（上期） 

・31 年３月に開催した異業種
交流イベントで生まれた
様々な事業成果を地域活動
連絡会議で紹介した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域と企業や学校などが
交流する異業種交流イ
ベントを開催し、連携協
働の動きを促進する。 

都島区 

・「市民活動総合ポータ
ルサイト」などを活用
し、ＮＰＯや企業の連
携事例などを情報提
供する。（通年） 

・区役所においてリーフレッ
ト等の配架による情報提供
を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、リーフレット
等の配架による周知を
行う。 

福島区 

・中間支援組織を活用
しながら、市民活動団
体、企業等、行政と
いった多様な活動主
体間の連携協働の促
進のため、交流できる
場を提供する。（通年） 

・まちづくりセンター
と連携して、補助金申
請説明会の場など、地
域の様々な会合の場
で、「市民活動総合
ポータルサイト」など
を活用し、ＮＰＯや企
業の連携事例などを
情報提供する。（年１
回以上） 

・中間支援組織を活用して、
企業やＮＰＯが参加・参画
する地活協交流会やＮＰＯ
交流会を開催した。 

・地域活動協議会とのつなが
りづくりをめざして、マン
ションコミュニティに係る
講習会を管理組合・住民に
対して開催した。チラシは
まちセンが新聞折り込みで
区内に配布した。 

 
（実施状況：○） 

・様々な活動
主体の活動
状況につい
て、情報収
集をしてお
く必要があ
る。 

・市民活動総
合ポータル
サイトの活
用例など、
最新情報を
把握してお
く必要があ
る。 

・中間支援組織を活用しな
がら、市民活動団体、企
業等、行政といった多様
な活動主体間の連携協
働の促進のため、交流で
きる場を提供する。 

・まちづくりセンターと連
携して、補助金申請説明
会の場など、地域の様々
な会合の場で、「市民活
動総合ポータルサイト」
などを活用し、ＮＰＯや
企業の連携事例などを
情報提供する。（年１回
以上） 

此花区 

・連携・協働を求める団
体の情報を収集し、必
要に応じて地域活動
協議会等に提供する。
（通年） 

・会計説明会（６月４回）にお
いて、各地域における活動
紹介事例の広報紙等を配付
し、情報提供した。 

 
（実施状況：○） 

― ・連携・協働を求める団体
の情報を収集し、必要に
応じて地域活動協議会
等に提供する。 

中央区 

・多様な活動主体との
新たな連携が促進さ
れるよう、地縁型団体
の長が集う場などに
おいて、連携協働のメ
リットが実感できる
よう事例の情報提供
を行うとともに、適切
な支援メニューを選
択・提供する。（通年） 

・中間支援組織を通じた支援
の中で、事例の情報提供を
行うとともに、適切な支援
メニューの選択・提供を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・連携協働の
メリットを
理解しても
らう必要が
ある。 

・11 月開催予定の補助金
説明会や地域活動協議
会活性化セミナーにお
いて連携協働のメリッ
トが実感できるよう事
例の情報提供を行うと
ともに、適切な支援メ
ニューを選択・提供す
る。 

西区 

・連携促進に向け、情報
のストックや地域
ニーズの把握を進め
連携に向けた支援を
行う。（通年） 

・地縁型団体の会議等に出席
し、情報提供、情報のストッ
クや地域ニーズの把握を進
め連携に向けた支援を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き連携促進に向
け、情報のストックや地
域ニーズの把握を進め、
地域カルテを活用し、連
携に向けた支援を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

港区 

・担当職員間の情報共
有やまちづくりセン
ターと連携しながら、
地縁型団体の課題や
ニーズを把握し、他の
活動主体との連携協
働のメリットが実感
されるよう事例の情
報提供を行い、新たな
連携が創出されるよ
う支援を行う。（通年） 

・市民活動支援情報提供窓口
への相談等から地縁型団体
の課題やニーズを把握し、
必要に応じて他の活動主体
との連携について情報提供
を行い、新たな連携が創出
されるよう支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・さまざまな活動主体の活
動状況について最新の
情報を収集しながら、団
体間のコーディネート
を行う。 

大正区 

・まちづくりセンター
を通じて、地域団体間
の連携・協働に向けた
支援を行う。（通年） 

・地域活動協議会の会議の場
や委員長会等を通じ、他の
地域活動協議会での事例の
紹介や地域担当から様々な
機会を通じた事例の紹介等
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・今後も多様な地域間の連
携が出来るよう、地域担
当職員同士の連絡や情
報交換を地域情報連絡
会等を通じて行う。 

・まちづくりセンターを通
じて、地域団体間の連
携・協働に向けた支援を
行う。 

天王寺区 

・まちづくりセンター
を通じて、地域ニーズ
を聞き取り、地域活動
協議会に連携できる
可能性が高い情報を
提供し、新たな連携が
創出されるよう支援
を行う。（通年） 

・まちづくりセンターを通じ
て各地域に連携を希望する
内容のアンケートを行っ
た。（６～７月） 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域からの連携希望の
内容を受け、その実現に
向けまちづくりセン
ターを活用し支援を行
う。 

浪速区 

・各地域活動協議会の
会議の場に、地域担当
職員・まちづくりセン
ターが参画し、各地域
の特性や課題・実情を
把握しつつ、作成され
た「地域カルテ」を活
用し、各地域のニーズ
に適した、より連携協
働のメリットが活か
される交流・コーディ
ネートの場を提供す
る。（通年） 

・「地域カルテ」を活用しての
各地域の特性や課題・実情
を把握し、地縁型団体と地
元企業や日本語学校等との
マッチングを行い「新たな
担い手」の拡大や「人・モ
ノ・文化」の醸成を促した。 

 
（実施状況：○） 

・連携協働の
意 義 や メ
リット等に
ついて、よ
り一層の情
報提供、理
解促進を図
る必要があ
る。 

・引き続き、各地域活動協
議会の会議の場に、地域
担当職員・まちづくりセ
ンターが参画し、各地域
の特性や課題・実情を把
握しつつ、作成された
「地域カルテ」を活用
し、各地域のニーズに適
した、より連携協働のメ
リットが活かされる交
流・コーディネートの場
を提供する。 

・連携協働の意義やメリッ
ト等について、より一層
の情報提供、理解促進を
図る。 

西淀川区 

・市民活動団体、企業
等、行政といった多様
な活動主体間の連携
協働の促進に向けて、
各地域の実情に応じ
た支援を行う。（通年） 

・市民活動団体、企業等、行政
といった多様な活動主体間
の連携協働の促進に向け
て、交流会を実施した。（６
月） 

 
（実施状況：○） 

― ・市民活動団体、企業等、
行政といった多様な活
動主体間の連携協働の
促進に向けて、各地域の
実情に応じた支援を行
う。 

淀川区 
・中間支援組織が発行

する「まちセン通信」
にて、地域やボラン

・まちセン通信の発行を通じ
て、地域やボランティア活
動に役立つ情報提供を行

・より広い層
への情報発
信が必要。 

・区広報誌、ホームページ、
ＳＮＳ、地域の掲示板
等、あらゆる広報媒体を
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ティア活動に役立つ
情報を発信する。（隔
月発行） 

い、活動支援を行った。（５
月・８月） 

 
（実施状況：○） 

活用した情報発信を行
う。 

東淀川区 

・毎月開催している地
域連絡会議において、
地域活動や暮らしに
役立つ情報の提供を
行う。（通年） 

・毎月開催している地域連絡
会議において、地域活動や
暮らしに役立つ情報の提供
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・毎月開催している地域連
絡会議において、地域活
動や暮らしに役立つ情
報の提供を行う。 

東成区 

・地域活動協議会と団
体や事業者が連携し
て行うコミュニティ
の活性化事業を募集
するとともに、地縁型
団体にも同事業活動
報告会への参加案内
を行うなど、関係者に
呼びかけて事業を実
施する。（通年） 

・地域活動協議会と団体や事
業者が連携して行うコミュ
ニティの活性化事業を７地
域で公募し、５地域で提案
があり事業を開始。 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターと連
携しながら、実施地域と
協働で取組を進める。 

生野区 

・中間支援組織と連携
して、ＮＰＯ、企業な
ど地域のまちづくり
に関するさまざまな
活動主体と地域との
ネットワークを築く
支援を行う。また、幅
広い世代の住民が地
域活動について興味
を持ち、さらに、地域
活動の新たな担い手
へとつながるよう、誰
もが気軽に参加し、交
流できる場を提供す
る。（通年） 

・中間支援組織と連携し、生
野区内のＮＰＯ、企業など
の情報を集約し、地域へ公
表できるよう編集を進めて
いる。 

・気軽に活動できる機会の提
供としてまちカフェを開催
した。（４回） 

 
（実施状況：○） 

― ・中間支援組織と連携し
て、生野区内のＮＰＯ、
企業などの情報を地域
へ公表する。また、それ
を地域活動協議会が活
用していけるよう支援
する。 

・引き続き、気軽に活動で
きる機会の提供として
まちカフェを開催する。 

旭区 

・地縁団体とＮＰＯ/企
業等との連携事例を
収集し、地域活動協議
会連絡会議及びワー
クショップ等で情報
発信を継続的に行う
ことで利用促進を図
る。（通年） 

・地域活動協議会連絡会議等
における情報発信により、
利用促進を図った。 

 
（実施状況：○） 

・より一層、地
縁団体とＮ
ＰＯ/企業等
が連携する
意義等に対
する理解促
進を図るこ
とが必要で
ある。 

・地縁団体とＮＰＯ/企業
等との連携事例を収集
し、ワークショップ等で
情報を発信するととも
に、話し合いの場を持つ
ことで、地縁団体とＮＰ
Ｏ/企業等が連携する意
義に対する理解促進を
図る。 

城東区 

・「防災」への関心が高
まっている状況を捉
えて「企業・ＮＰＯ・
学校・地域交流会」を
開催する。（下期） 

・当初は左記交流会での情報
提供を予定していたが、「わ
がまち防災講座」（４・６月
開催）を通じて、情報提供を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・９月以降開催予定の「企
業・ＮＰＯ・学校・地域
交流会」について防災以
外のテーマとなるため、
２か月に１回の開催を
予定している「わがまち
防災講座」において、引
き続き情報提供を行う。 

・必要に応じた情報提供を
まちづくりセンターか
ら各地域へ適宜行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

鶴見区 

・防災・防犯活動等を通
じ、地域活動協議会と
ＮＰＯ・企業等が連携
する取組を推進する
とともに各地域で情
報の共有を図る。（通
年） 

・各地域での防災訓練等を実
施するにあたり、事前の打
ち合わせ段階で災害時地域
協力貢献事業所・店舗と連
携して取り組むよう、地域
に働きかけを行った。（打合
せ実施済みは３地域。訓練
本番は 12 地域すべて 10 月
以降に実施） 
８月開催の 12 地域の代表
が集まる地域防災連絡会に
おいて訓練の取組内容の詳
細が確定した地域について
情報共有を図った。（３地
域） 
 

（実施状況：○） 

― ・防災活動を通じて、地域
活動協議会と企業が連
携して取組ができるよ
う支援する。 

・９月以降事前防災訓練等
の事前打ち合わせが行
われる地域（９地域）に
ついて、災害時地域協力
貢献事業所・店舗と連携
して取り組むよう、地域
に働きかける。 

・年明けに開催予定の地域
防災連絡会において各
地域の訓練の取組内容
の詳細について情報共
有を図る。 

阿倍野区 

・市民活動に関する相
談窓口で情報提供等
の支援を行う。（通年） 

・区民からの問い合わせに対
し情報提供を行った。（１
件） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、市民活動に関
する相談窓口について
阿倍野区ホームページ
掲載等により周知し、情
報提供を行う。 

住之江区 

・地域活動協議会会長
会や企業・ＮＰＯ・学
校・地域交流会におい
て、交流会を契機に生
まれた活動事例及び
他の活動主体との連
携協働のメリットを
紹介する。（下期） 

・８月に第１回企業交流会
（企業・ＮＰＯ・学校・地域
交流会）を開催した。 

・会長会においても開催内容
や活動内容について周知を
行った 

 
（実施状況：○） 

― ・地活協会長会及び企業交
流会（企業・ＮＰＯ・学
校・地域交流会）におい
て、交流会を契機に生ま
れた活動事例及び他の
活動主体との連携協働
のメリットを紹介する。 

・企業交流会（企業・ＮＰ
Ｏ・学校・地域交流会）
を開催する。（２回） 

住吉区 

・見守り支援や防災・防
犯活動を通じ、地域活
動協議会とＮＰＯや
企業等が連携した取
組を推進するととも
に、各地域で情報の共
有を図る。（通年） 

・空家等対策推進ネッ
トワークとの連携を
促進する。（通年） 

・特殊詐欺被害防止のため、
老人会、介護保険サービス
事業所連絡会、３師会等へ
情報共有、啓発を依頼した。
（６月） 

・空家等対策推進ネットワー
クのメンバーである地域活
動協議会の会長会におい
て、地域活動に活用できそ
うな空家の情報提供等を依
頼した。（７月） 

 
（実施状況：○） 

・企業との多
様な連携促
進のための
企業情報の
収集が必要
である。 

・見守り支援や防災・防犯
活動を通じ、地域活動協
議会とＮＰＯや企業等
が連携した取組を推進
するとともに、各地域で
情報の共有を図る。 

・空家に関する情報提供が
あった場合は所有者と
地域のマッチングなど
の支援を行う。 

東住吉区 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などの機会を捉え理
解促進を図る説明を
行う。（通年） 

・地域連絡会議や、地域活動
協議会総会及び補助金説明
会等、各地域における会議
の場などで、区役所及び中
間支援事業者が企業・学校
等との連携や広報・情報発
信について説明を行い、理
解促進を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの
機会を捉え理解促進を
図る説明を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

平野区 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）と連携
して、団体同士の連携
できるマッチング手
法を検討する。（通年） 

・中間支援組織を活用して、
他地域の活動の視察を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・情報提供手
段の構築が
必要。 

・中間支援組織を活用し、
Web 上での情報共有
ツールを提供する。 

・区内地活協の活動を情報
提供・交換できる機会の
設定を検討する。 

西成区 

・地縁型団体について
は、団体の課題やニー
ズに応じた活動が行
えるよう、他の活動主
体との連携を図るべ
く、適切な支援メ
ニューの情報提供を
行う。（通年） 

・団体の特性に応じた
相談対応が行えるよ
う、他区の取組事例の
情報収集と中間支援
組織との共有を進め
る。（月２回） 

・地域振興会との連絡会（月
１回）を実施し、区からの情
報提供を行うとともに、課
題やニーズへの相談に対応
した。 

・団体の特性に応じた相談対
応が行えるよう、他区の取
組事例の情報収集と中間支
援組織との共有をした。（８
月まで計 10 回） 

 
（実施状況：○） 

― ・地縁型団体については、
団体の課題やニーズに
応じた活動が行えるよ
う、他の活動主体との連
携を図るべく、適切な支
援メニューの情報提供
を行う。 

・団体の特性に応じた相談
対応が行えるよう、他区
の取組事例の情報収集
と中間支援組織との共
有を進める。（月２回） 
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柱 1-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

取組①「まちづくりセンター等による支援についての評価基準の設定と支援内容の見直し」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域運営アドバイザー
（非常勤嘱託職員）への
支援体制見直しにより、
他都市事例収集や研修
等を行い、職員のスキル
アップを図りながら、地
域支援にあたる。（通年） 

・これまで以上に地域と区
役所がより密接に連携
しながら、地域の成熟度
やニーズ、実情を把握
し、重点的かつ効果的に
支援する。（通年） 

・地域活動協議会の自律運
営を促進するため、①マ
ンションと地域のつな
がりづくり、②地域の適
正な会計事務の確保、③
自主財源確保に向けた
ＣＢ/ＳＢ、④地域と企
業、学校との連携・協働
を重点支援する。（通年） 

・職員防災会議に出席し、
防災を通じてマンショ
ン住民と地域のつなが
りについて意見交換を
行った。（３回） 

・これまで以上にマンショ
ンコミュニティ支援事
業通じて、マンション住
民と区役所がより密接
に連携しながら、地域の
成熟度やニーズ、実情を
把握し、重点的かつ効果
的に支援した。（６件） 

・マンション内、マンショ
ンと地域のコミュニ
ティ形成に向けて、防災
をテーマにしたコミュ
ニティ支援を進める事
業者を募集、決定し、各
マンションへのヒアリ
ングを開始した。 

・地域活動協議会の自律運
営を促進するため、補助
金の要綱改正に着手し、
特に様式の簡素化の準
備を進めた。 

 
（実施状況：○） 

・マンションと
地域、区役所の
つながりが希
薄である。 

・引き続き、地域運営ア
ドバイザー（非常勤
嘱託職員）への支援
体制見直しにより、
他都市事例収集や研
修等を行い、職員の
スキルアップを図り
ながら、地域支援に
あたる。 

・引き続き、これまで以
上に地域と区役所が
より密接に連携しな
がら、地域の成熟度
やニーズ、実情を把
握し、重点的かつ効
果的に支援する。 

・引き続き、地域活動協
議会の自律運営を促
進するため、①マン
ションと地域のつな
がりづくり、②地域
の適正な会計事務の
確保、③自主財源確
保に向けたＣＢ /Ｓ
Ｂ、④地域と企業、学
校との連携・協働を
重点支援する。 

都島区 

・アンケート実施などによ
る地域課題等を把握し、
地域実情に即した支援
を行う。（通年） 

・委託事業者評価会議での
30 年度評価結果を反映
した支援計画の策定を
行った。（４月） 

 
（実施状況：○） 

― ・支援実績の評価及び
見直しを行う。（10
月・３月） 

福島区 

・まちづくりセンターとの
毎週の連絡会で支援内
容を適宜改善し、より満
足度の高い地域活動の
実施を促す。（通年） 

・一律の支援方針ではな
く、地域事情に応じて支
援内容の重点を変えて
支援する。（通年） 

・地域活動協議会の自律運
営に支援内容の重点を
移し、まちづくりセン
ターと連携し支援を
行った。 

・地域事情に合った支援と
なるように打ち合わせ
で確認を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域の成熟度
に差があるた
め、地域事情に
応じた支援を
行う必要があ
る。 

・まちづくりセンター
との毎週の連絡会で
支援内容を適宜改善
し、より満足度の高
い地域活動の実施を
促す。 

・一律支援方針ではな
く、地域事情に応じ
て支援内容の重点を
変えて支援していく
ようにする。 

此花区 

・地域ニーズを把握し、地
域実情に沿った支援を
実施していく。（通年） 

・各地域活動協議会運営委
員会や地域行事などに
出席し、地域情報の把握
に努めるとともに、個別
の事業における運営方
法の相談や、新しい担当
者への会計支援などを

・地域ごとで自
立度に差があ
るため、全地域
一律の支援で
はなく、各地域
における実情
に即した支援

・各地域におけるニー
ズを把握し、地域実
情に沿った支援を実
施していく。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
実施した。 

 
（実施状況：○） 

を行う必要が
ある。 

中央区 

・会計支援のデジタル化を
中心に、中間支援組織
（まちづくりセンター）
を活用し支援する。（通
年） 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）を通じた支
援の中で、適切な支援メ
ニューの選択・提供を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域で活動す
る担い手のス
キルを上げる
必要がある。 

・引き続き会計支援を
中心に、中間支援組
織（まちづくりセン
ター）を活用し支援
する。 

西区 

・地域の特性や課題、ニー
ズに応じ、自律に向けた
支援を実施する。（通年） 

・日常の支援等を通じ地域
の特性や課題、ニーズに
応じ、自律に向けた支援
を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・日常の支援等を通じ
地域の特性や課題、
ニーズに応じ、自律
に向けた支援を実施
する。 

港区 

・地域活動協議会の自律的
運営に向けた支援を進
めるため、まちづくりセ
ンターと連携して、地域
の現状や課題を分析し、
地域実情に即した支援
計画を作成の上、きめ細
かな支援を行う。（通年） 

・各地域活動協議会の活動
や運営の状況を把握し、
それぞれの課題を分析
し、その課題解決に向け
た地域ごとの支援計画
を作成し、地域実情に即
した支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・支援計画をもとに地
域の意見を聞きなが
ら、地域実情に応じ
たより効果的な支援
を行うことによりそ
れぞれの地域課題の
解決に取り組む。 

大正区 

・まちづくりセンターが、
区役所と連携を図りな
がら、社会の変化やニー
ズを機敏に把握し、地域
活動協議会の自律運営
に向けた支援内容の見
直しを行い、地域の実情
に即した支援を行う。 

・大正区地域まるごとネッ
ト（仮称）構築に向けた
地域福祉・地域防災機能
の強化にかかる支援  

・地域の将来像の共有に向
けた支援 

・地域活動協議会補助金の
申請・執行・精算業務の
自律的な運用に向けた
支援 

・地域団体間の連携・協働
に向けた支援や、開かれ
た組織運営、会計等の透
明性確保に向けた助言・
指導 

（以上通年） 

・地域活動協議会の会議の
場や委員長会等の様々
な機会を通じ、適宜情報
提供を行い、地域の要請
により地域まちづくり
支援員等を派遣するな
ど、自律的な運営が行え
るよう支援を行った。 

・「大正区地域まるごと
ネット（仮称）」の構築に
向けた会議を月に１回
開催し、福祉や防災など
地域課題に関するに関
する情報共有を行った。 

・４月、５月、７月の委員
長会や５月開催の補助
金事業説明会及び地域
会計説明会等を通じ、補
助金の自律的な運用や
透明性の確保の支援を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・現在の地域ご
との課題の把
握が十分では
ない。 

・まちづくりセンター
等も有効に活用しな
がら、地域課題の把
握を行い、自律的な
運営に向けた支援を
積極的に行う。 

・「大正区地域まるごと
ネット（仮称）」の構
築に向けた会議を継
続的に行っていく。 

・まちづくりセンター
等も有効に活用しな
がら、地域課題の把
握を行い、自律的な
運営に向けた支援を
積極的に行う。 

天王寺区 
・まちづくりセンターを活

用して、各地域内での地
域カルテの情報共有内

・まちづくりセンターを通
じて各地域に連携を希
望する内容のアンケー

・各地域から聞
き取った連携
を希望する内

・まちづくりセンター
を活用して、各地域
から聞き取った連携
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
容の浸透を図るととも
に、地域ごとに優先すべ
き内容に応じた支援を
行う。（通年） 

トを優先して実施した。 
 

（実施状況：○） 

容を地域カル
テに反映し、情
報共有内容の
浸透や支援を
進めて行く必
要がある。 

を希望する内容を地
域カルテに反映し、
情報共有内容の浸透
を図るとともに、地
域ごとに優先すべき
内容に応じた支援を
行う。 

浪速区 

・「地域カルテ」を活用した
新たな社会資源の掘り
起こしや活用、また各種
講習会の開催など新た
な担い手の発掘・育成や
財源確保に向けた支援
を行う。（通年） 

・企業やＮＰＯ、専門学校
等と地域とのマッチン
グや協働事業の開催な
ど、持続可能な地域社会
づくりに向けた支援・取
組に注力する。（通年） 

・「地域カルテ」を活用して
の各地域の特性や課題・
実情を把握した。 

・地縁型団体と地元企業や
日本語学校等とのマッ
チングを行い「新たな担
い手」の拡大や「人・モ
ノ・文化」の醸成を促し
た。 

 
（実施状況：○） 

・マンション住
民や新規転入
者と町会との
つながりが希
薄であり、マン
ション住民の
地域活動に関
する関心も低
いことが課題
である。 

・「地域カルテ」も活用
しつつ、子育て世代
を対象としたイベン
トなど、取組の対象
やタイミングを絞り
込んだ効率的な取組
を継続する。 

・引き続き企業やＮＰ
Ｏ、専門学校等と地
域とのマッチングや
協働事業の開催な
ど、持続可能な地域
社会づくりに向けた
支援・取組に注力す
る。 

西淀川区 

・中間支援組織が、地域一
律の支援ではなく、地域
の特性に即して、区役所
職員と連携して支援を
行う。（通年） 

・昨年１年間で培った地域
との関係性を踏まえ、さ
らに関係づくりを行い
ながら、他の課題にも取
り組む。（通年） 

 

・中間支援組織が、会計業
務を支援するなどさら
に地域との関係づくり
を行いながら、地域一律
の支援ではなく、駅前清
掃活動プロジェクトの
企画など地域の特性に
即して、区役所職員と連
携して支援を行った。 

 
（実施状況：○） 

・30 年度の目標
が未達成だっ
た要因は、中間
支援組織（まち
づ く り セ ン
ター）の受託者
が変更となっ
たことが大き
いと思われる
ことから、地域
との関係性を
深め、支援して
いくことが必
要である。 

・中間支援組織が、地域
一律の支援ではな
く、地域の特性に即
して、区役所職員と
連携して支援を行
う。 

淀川区 

・地域が自律的に運営でき
るよう、中間支援組織
（まちづくりセンター
等）が、地域カルテの更
新作業等を通じて、きめ
細やかなノウハウ伝達
を図る。（通年） 

・区政会議において、中間
支援組織（まちづくりセ
ンター等）の支援につい
ての要望を聴取した。
（５月） 

 
（実施状況：○） 

・地域によって
支援の度合い
に差がある。 

・地域の実情や活動者
からの要望等に応じ
たきめ細やかな支援
を行う。 

東淀川区 

・交流の場として「東淀川
みらい EXPO」の実施
（通年） 

・住民主体の魅力発見プロ
ジェクトイベントの実
施（通年） 

・地域支援用資料を用いた
「地域カルテ」作成支援
を行い地域の将来ビ
ジョンを共有する。（通
年） 

・広報学習会を開催する。

・地域づくりアドバイザー
の支援目標を設定した。 

・「第１回東淀川みらい
EXPO」開催（８月） 

・東淀川魅力発見プロジェ
クト打ち合わせ会議 
５回実施 

・東淀川図書館主催のイベ
ントに東淀川魅力発見
プロジェクトメンバー
が協力する形で参加（８

・当区の地域づ
くりアドバイ
ザーによる中
間支援では補
助金の事務支
援を行ってお
らず、担当地域
制も敷いてい
ないことから
地域の方との
接点が少ない
状況である。そ

・交流の場として「東淀
川みらい EXPO」の
実施。 

・住民主体の魅力発見
プロジェクトイベン
トの実施。 

・地域支援用資料を用
いた「地域カルテ」作
成支援。 

・広報力向上支援。 
・９月末時点の支援内
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
（通年） 月） 

・「第１回東淀川区ＢＣＰ
学びの場」実施（８月） 

・「地域カルテ」作成支援 
１地域実施 

 
（実施状況：○） 

の た め ア ン
ケートの数字
は低下してい
る。 

・全地域一律の
支援には限界
があるため、各
地域の実情に
応じた支援が
必要である。 

容と目標に対する中
間振り返りを行う。 

・12 月末に期末評価に
向けて年度振り返り
を行う。 

東成区 

・各地域活動協議会の更な
る自律運営に向け、まち
づくりセンター等によ
る支援内容の整理を行
う。（通年） 

・地域の現状や課題に応じ
た支援となるよう、まち
づくりセンターと定期
的な意見交換や情報共
有を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域の現状
や課題に応じた支援
になるよう、まちづ
くりセンターと連携
を図っていく。 

生野区 

・大きな公共を担う活力あ
る地域社会づくりに向
けた地域の様々な取組
にあたり、中間支援組織
と連携し、各地域の実情
に応じた支援策を講じ
る。（通年） 

・「地域の将来像の共有」
「担い手の拡大」など地
域活動協議会の自律運
営に向けた活動を促進
する取組を実施する地
域を支援する。（通年） 

・中間支援組織と連携し、
各地域実情に応じた支
援を実施した。 

・「地域の将来像の共有」
「担い手の拡大」につい
て、地域内での話し合う
必要性について各地域
活動協議会の理事長に
呼びかけた。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、中間支援組
織と連携し、各地域
の実情に応じた支援
を実施する。 

・「地域の将来像の共
有」や「担い手の拡
大」について、地域内
で話し合う機会をつ
くる。 

旭区 

・地域活動協議会連絡会議
等を通じて、まちづくり
センターの支援内容等
について一層の理解の
浸透を図る。（通年） 

・地域活動協議会連絡会議
において、まちづくりセ
ンターにかかる説明を
行った。 

・地域ごとに担当職員を定
め、きめ細かく支援でき
るよう取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・各地域のニー
ズ把握等に努
め、さらなる支
援に取り組み、
より一層の理
解浸透を図る
必要がある。 

・各地域のニーズ把握
等によるさらなる支
援に取り組み、より
一層の理解浸透を図
る。 

城東区 

・まちづくりセンター評価
会議資料をもとに、地域
ごとに会計事務が安定
継続的に実施できてい
るか、まちづくりセン
ターと検討・協議を行
い、概ね順調に取り組め
ていると評価できた地
域に対して「地域の将来
像の共有」に向けた地域
課題やニーズへの対応
にシフトした支援を行
う。（通年） 

・地域が主に必要としてい
る会計支援について、１
地域が作成した処理ソ
フト説明会を７月に実
施し、会計事務の簡易化
を促し、会計支援に費や
し て き た 支 援 の ボ
リュームをシフトする
取組を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、「地域の将
来像の共有」に向け
た地域課題やニーズ
への対応にかかる支
援ボリュームを増や
していく事を意識し
て取り組む。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

鶴見区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携し、
地域ごとの支援方策を
定め、地域活動協議会の
自律運営に向けた支援
を行う。（通年） 

・５月に各地域ごとの支援
計画を作成した。 

 
（実施状況：○） 

― ・計画に基づき支援を
行っていく。 

阿倍野区 

・地域活動協議会に対して
アンケートを行った結
果を基に、地域活動協議
会の意義の理解に向け
た支援や会計事務の適
正な執行に向けた支援
を強化する。（通年） 

・地域活動協議会補助金説
明会において、地域活動
協議会の意義や会計事
務の適正な執行に向け、
情報提供を行った。（各
地域１回 計 10 回） 

 
（実施状況：○） 

・アンケート結
果に基づき支
援内容を見直
す必要がある。 

・地域活動協議会に対
してアンケートを
行った結果を基に、
地域活動協議会の意
義の理解に向けた支
援や会計事務の適正
な執行に向けた支援
を強化する。 

住之江区 

・これまで中間支援組織の
支援を受けながら行っ
てきた様々な取組につ
いて、今後は中間支援組
織の支援を受けなくと
も、各地域活動協議会が
自立して取り組めるよ
う、中間支援組織の支援
内容を、地域の不得意分
野や重点取組分野等に
合わせていく。（通年） 

・企業交流会などで情報共
有していく。（通年） 

・30 年度に引き続き一部
の地域で、中間支援組織
の支援内容を、企画立案
や運営方法のノウハウ
伝達等にシフトした。 

・８月開催の企業交流会で
情報共有した。 

 
（実施状況：○） 

・地域の状況を
見極め、円滑に
支援内容を変
えていく必要
がある。 

・引き続き、中間支援組
織の支援内容を、地
域の実情に応じて企
画立案や運営方法の
ノウハウ伝達等にシ
フトしていく。 

・引き続き、企業交流会
などで情報共有して
いく。 

住吉区 

・地域の実情に応じて、地
域課題を自律的に解決
できるよう、まちづくり
センター等を活用しな
がら支援を行う。（通年） 

・地域活動協議会が安定継
続的かつ、自律的に運営
できるように、以下の点
を重点的に支援する。
（通年） 
①自己資金の確保 
②新たな人材の確保 
③企業・ＮＰＯなど地縁

型団体以外の団体と
の連携 

・ＣＢ/ＳＢの未実施地域
へは、地域活動協議会会
長会などで情報共有し、
働きかけを行う。（通年） 

・地域活動協議会の広報紙
を発行する。（３地域）
（通年） 

・地域課題等を自由に議論
する話し合いの場の創
出。（通年） 

 

①自己資金の確保 
苅田北地域：４月～広報
紙配布開始 
住吉地域：６月～コミュ
ニティ回収開始 

②新たな人材の確保 
ボランティア募集チラ
シを全戸配布（苅田南）
（４月） 

③企業・ＮＰＯなど地縁型
団体以外の団体との連
携 
「第５回まちづくり交
流ライブ」で企業・ＮＰ
Ｏと地域活動協議会を
マッチング（７月） 
市大生が盆踊り運営協
力（苅田） 
市大生、POLA がえーま
ちフェスタに参加予定
（南住吉） 
ＮＰＯがパソコン教室
の実施（山之内） 
大阪メトロが盆踊り広
報協力（長居） 

・コミュニティ回収働きか

・地域活動協議
会の情報発信・
広報機能の向
上。 

・地域で課題解
決に向けた話
し合いやワー
クショップが
まだまだ根付
いていない。 

・地域活動協議会が安
定継続的かつ、自律
的に運営できるよう
に、以下の点を重点
的に支援する。 
①自己資金の確保 

ＣＢ/ＳＢの未実施
地域へは、地域活
動協議会会長会な
どで情報共有し、
働きかけを行う。 

②新たな人材の確保 
ボランティア募集
ポスターの作成支
援。 

③企業・ＮＰＯなど
地縁型団体以外の
団体との連携 
まちづくりセン
ターが実施する
「交流ライブ」を
活用し、地域と企
業やＮＰＯとの連
携を図る。 

・特に広報紙配布ＣＢ
受託地域に、地域広
報紙の発行を提案す
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
け（墨江・長居） 

・ペットボトル回収説明を
会長会で実施（７月） 

・地域活動協議会による広
報紙発行（長居）（４月・
７月） 

・広報紙発行に向けた打合
せ（東粉浜）（８月） 

・話し合いの場の創出（依
羅）（８月） 

 
（実施状況：○） 

る。 
・地域課題等を自由に

議論する話し合いの
場を創出する。 

東住吉区 

・自律している地域には、
更なる企業や福祉施設
との連携などの支援、自
律の遅れのある地域に
は、財源不足や担い手発
掘などの支援をするな
ど、地域に即した効果
的、効率的な支援を行っ
ていくことにより、他地
域へ好事例として広め
ていく。（通年） 

・自律している地域には、
更なる企業や福祉施設
との連携などの支援、自
律の遅れのある地域に
は、財源不足や担い手発
掘などの支援を、区と中
間支援事業者にて行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・自律的な地域
運営への取組
は進んでいる
が、地域差が出
てきている。 

・自律している地域に
は、更なる企業や福
祉施設との連携など
の支援、自律の遅れ
のある地域には、財
源不足や担い手発掘
などの、地域のレベ
ルに応じた支援を、
区と中間支援事業者
にて行う。 

平野区 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）の分析をも
とに元年度支援の重点
支援を話し合う。（上半
期） 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）を活用し、
広報ツールの紹介・説明
や地域の広報活動の
チーム化などの支援を
行う。（通年） 

・中間支援組織と元年度の
重点支援としてのマ
ニュアル整備について
話し合った。 

・中間支援組織を活用し、
各地域へ広報ツールや
手法の紹介などの支援
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・現状の地活協
運営にかかる
マニュアル的
なものは散在
しており、統合
する必要があ
る。 

・地活協運営にかかる
マニュアルを統合
し、地域へ提供する。 

西成区 

・新たな人材確保と地域力
の維持・向上をめざし、
地域一丸となって、様々
な事業や行事等に取り
組めるよう、地域活動協
議会を支援する。（通年） 

・まちづくりセンターの支
援の目的と期待される
効果について、区とし
て、地域に対して十分に
説明するとともに、事務
運営スキルの向上に向
けた支援以外にも、様々
な分野で支援を行って
いることについて、地域
の理解を深める。（通年） 

・安全・環境・防災部会に
おける「まちづくりセン
ター等の評価基準の見
直しにかかるワーキン
ググループ」により示さ
れた評価ガイドライン
に基づき、適切に区長評
価を行った。 

・各地域の課題解決に向け
た取組として、地域カル
テの活用及び新たな担
い手の確保にかかる支
援を区独自取組として
設定し、まちづくりセン
ターにおいて、重点的に
実施した。 

 
（実施状況：○） 

・まちづくりセ
ンターの支援
の目的と期待
される効果に
ついて、地域に
対する説明な
ど、継続した取
組を進めると
ともに、地域内
で確認する機
会を創出する
必要がある。 

・新たな人材確保と地
域力の維持・向上を
めざし、地域一丸と
なって、様々な事業
や行事等に取り組め
るよう、地域活動協
議会を支援する。 

・まちづくりセンター
の支援の目的と期待
される効果につい
て、区として、地域に
対して十分に説明す
るとともに、事務運
営スキルの向上に向
けた支援以外にも、
様々な分野で支援を
行っていることにつ
いて、地域の理解を
深める。 

・まちづくりセンター
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
の支援の目的と期待
される効果につい
て、地域カルテにお
ける地域自立度等の
更新時（運営委員会）
に地域内で共有する
機会を設けるといっ
た取組を進める。 
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柱 1-Ⅳ-イ 地域の実態に応じたきめ細かな支援 

取組②「派遣型地域公共人材の活用方策の明確化、活用促進と活用事例の共有」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域活動連絡会議を
はじめ、日常的な運営
支援の場において、地
域の課題解決のため
活用可能な地域公共
人材の情報を提供す
ることにより、これら
人材の利用促進を図
る。（上期） 

・地域運営アドバイザーを
通じて、アンケート講座
などの事例の情報提供
を行った。（４地域） 

 
（実施状況：○） 

・派遣型地域公
共人材の情報
が地域に行き
届いていない。 

・引き続き、地域活動連絡
会議をはじめ、日常的な
運営支援の場において、
地域の課題解決のため
活用可能な地域公共人
材の情報を提供するこ
とにより、これら人材の
利用促進を図る。 

都島区 

・ホームページ、ＳＮ
Ｓ、広報誌、掲示板な
ど様々なツールで、地
域公共人材機能の情
報発信を行う。（通年） 

・パンフレットの配架によ
る周知、地域活動協議会
に対する活用提案・申請
サポートを行った。（９
地域） 

 
（実施状況：○） 

― ・パンフレット配架による
周知、地域活動協議会に
対する活用提案・申請サ
ポートを行う。（９地域） 

福島区 

・幅広い市民活動団体
を対象として構築さ
れた派遣型地域公共
人材の支援について、
具体活用例を挙げな
がら地域に情報を発
信し、年１回以上活用
を周知・促進する。（通
年） 

・周知方法の検討を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・地域事情を把
握しながら地
域公共人材の
活用事例を提
供していく必
要がある。 

・幅広い市民活動団体を対
象として構築された派
遣型地域公共人材の支
援について、９月～10月
に予定の補助金会計説
明会や年末年始に予定
の補助金説明会の場な
どで具体活用例を挙げ
ながら地域に情報を発
信し、年１回以上活用を
周知・促進する。 

此花区 

・地域活動協議会で公
共人材の活用事例に
ついて紹介する。（通
年） 

・地域活動協議会運営委員
会や会計説明会等で公
共人材について紹介し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターと連
携し各地域活動協議会
運営委員会など、機会あ
るごとに繰り返し紹介
していく。 

中央区 

・派遣型地域公共人材
の機能と活用事例を
収集・整理し、活用方
策とともにわかりや
すく情報発信する。
（通年） 

・中間支援組織を通じた支
援の中で、事例の情報提
供を行うとともに、適切
な支援メニューの選択・
提供を行った。 

 
（実施状況：○） 

・地域ニーズに
合った制度へ
のマッチング
が必要である。 

・11 月開催予定の補助金
説明会や地域活動協議
会活性化セミナーにお
いて派遣型地域公共人
材の活用について情報
提供を行うとともに、適
切な支援メニューを選
択・提供する。 

西区 

・地縁型団体において
の活用が推進される
よう、まちづくりセン
ターを活用し、制度周
知や他区事例の共有
等、取組を進める。（通
年） 

・各種団体の会議などにお
ける情報提供をはじめ、
日常の支援等を通じ制
度周知や他区事例の共
有等、取組を進めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・地縁型団体においての活
用が推進されるよう、ま
ちづくりセンターを活
用し、制度周知や他区事
例の共有等、取組を進め
る。 

港区 
・派遣型地域公共人材

の機能について、区
・補助金に関する説明会

（２回）で地域公共人材
― ・市民活動団体等のニーズ

に応じて、活用を促す。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ホームページやＳＮ
Ｓ等で発信するとと
もに、地域課題やニー
ズを把握しながら、市
民活動団体等に地域
公共人材の積極的な
活用を促す。（通年） 

について説明し、活用を
促した。 

・区ホームページやＳＮＳ
で地域公共人材の活用
の有効性について情報
発信した。 

 
（実施状況：○） 

大正区 

・まちづくりセンター
を通じて、地域公共人
材の情報提供を行う。
（通年） 

・地域活動協議会の会議の
場や委員長会等の様々
な機会を通じ、派遣型地
域公共人材の派遣制度
についての説明を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・今後もまちづくりセン
ターを通じて、地域公共
人材の情報提供を行い、
積極的な活用を促して
いく。 

天王寺区 

・まちづくりセンター
を活用し、地域活動協
議会のニーズを検証
し、派遣型地域公共人
材の活用方法を紹介
する。（通年） 

・窓口において地域公共人
材の説明を行い派遣を
行った。１件（６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターを活
用し、地域活動協議会の
ニーズを検証し、派遣型
地域公共人材の活用方
法を紹介する。 

浪速区 

・「地域カルテ」を活用
し、各地域の特性や課
題、実情を把握しつ
つ、必要とする支援を
見極め、地域公共人材
の積極的な活用を促
す。（通年） 

・様々な広報媒体を用
いて、広く周知・情報
発信を行い、積極的な
活用を促す。（通年） 

・「地域カルテ」を活用し、
各地域の特性や課題、実
情を把握しつつ、必要と
する支援を見極め、積極
的な活用を促した。 

・案内ビラの配架やまちづ
く り セ ン タ ー の
Facebook 及びブログを
用いて周知を行うなど、
積極的な活用を促した。 

 
（実施状況：○） 

・制度の更なる
周知、地域ニー
ズの把握及び
活用促進が必
要である。 

・「地域カルテ」を活用し、
地域課題解消に適した
公共人材の活用事例を
紹介する。 

西淀川区 

・区内の「地域公共人
材」に関する情報を収
集し、地域活動に取り
組む人を中心に「地域
公共人材」の意義・役
割について周知する。
（通年） 

・１地域において、コミュ
ニティ会館の利用に関
して「地域公共人材」を
活用した。 

 
（実施状況：○） 

― ・活用した「地域公共人材」
の状況を地域活動協議
会の会長会で報告する
ことにより、意義・役割
を周知していく。 

淀川区 

・未活用の地域に対し
て、具体的な活用事例
を提供する。（上期） 

・地活協会長との意見交換
会にて情報提供。（５月） 
・活用事例：４件 

 
（実施状況：○） 

・未活用の地域
への活用促進
が必要である。 

・未活用の地域に対して、
上半期での具体的な活
用事例を提供し、活用促
進を行う。 

東淀川区 

・公共人材を活用して
いる地域の事例紹介
を行うことで身近に
感じてもらい、様々な
ニーズを拾いあげて
繋げていく。（通年） 

・１地域において地域のマ
スコットキャラクター
活用について、公共人材
の活用を開始。活用状況
について、７月開催の地
域活動協議会連絡会議

・公共人材のメ
リットが地域
に十分に浸透
しておらず、活
用したいとい
う 声 に つ な

・区内での公共人材活用は
２地域目となった。残り
15地域について、地域の
実情に応じて、公共人材
の派遣を積極的に活用
できるよう支援を進め
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
の場で情報提供を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

がっていない。
活用実績を広
めるとともに、
地域のニーズ
をつかむ必要
がある。 

る。 

東成区 

・地域活動協議会の補
助金事業にかかる説
明会等で派遣型の地
域公共人材の活用を
促す。（年度当初） 

・６月に開催した地域活動
協議会説明会の場で、地
域公共人材の活用を促
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・様々な機会を活用して、
各地域活動協議会に地
域公共人材の活用事例
を紹介する。 

生野区 

・地域公共人材バンク
を活用し、ファシリ
テーション能力、コー
ディネート力を有す
る人材を派遣し、市民
活動団体の自主的な
活動を促進する。（通
年） 

・地域活動協議会等団体に
対し、地域公共人材バン
クの周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域公共人材バンクを活
用した地域活動協議会
の事例を紹介しながら、
引き続き周知し、活用に
つなげる。 

旭区 

・地域活動協議会連絡
会 議 及 び ワ ー ク
ショップ等で情報発
信を継続的に行うこ
とで積極的な利用を
促進する。（通年） 

・地域活動協議会連絡会議
等における活用地域の
事例紹介及び説明によ
り、理解促進を図った。 

 
（実施状況：○） 

・理解の浸透が
必要である。 

・ワークショップ等におけ
る説明等により、理解促
進を図り、積極的な利用
を促進する。 

城東区 

・地域公共人材バンク
は地域課題解決のた
めの有効な制度であ
ることを理解しても
らえるよう、当区の活
用例を周知して理解
を深め、活用を図る。
（通年） 

・まちづくりセンターによ
る地域公共人材バンク
の積極的な活用勧奨の
結果、同バンクを利用し
たラインを使ったネッ
トワークづくり講座（４
～６月:計３回）を実施
し、ＳＮＳ等の活用促進
を進めていく支援を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・ラインを使ったネット
ワークづくりの取組事
例も紹介する形で、９月
以降も全地域に対し地
域課題解決にかかる地
域公共人材バンクの有
効性を説明し、積極的な
活用を働きかける。 

鶴見区 

・派遣型地域公共人材
にかかる区ホーム
ページの掲載につい
て、随時更新する。（通
年） 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター）と連携
し、パンフレット等を
活用し様々な機会を
通して活用促進を
図っていく。（通年） 

・８月に派遣型地域公共人
材にかかる区ホーム
ページを更新した。 

・派遣を実施。（１件） 
 

（実施状況：○） 

― ・引き続き、随時、区ホー
ムページを更新する。 

・中間支援組織（まちづく
りセンター）と連携し、
様々な機会を通して活
用促進を図っていく。 

阿倍野区 
・市民活動に関する相

談窓口で、幅広い市民
活動団体に派遣型地
域公共人材機能の活

・市民活動団体からの問い
合わせに対し情報提供
を行い、派遣申込みを受
け付けた。（１件） 

― ・各種団体の会議等での積
極的に周知できるよう
機会を確保する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
用法などの情報発信
を行うとともに、各団
体に対し、積極的な活
用ができるよう各課
においても情報発信
を行う。（通年） 

・リーフレットの配架を
行った。 

 
（実施状況：○） 

住之江区 

・地域活動協議会会長
会や会計説明会、地域
活動協議会運営委員
会や区ホームページ
で、派遣型地域公共人
材の周知を行うとと
もに、区内外の活用事
例を紹介することで、
派遣型地域公共人材
の活用促進を図る。
（通年） 

・区内ＮＰＯ法人より派遣
型地域公共人材につい
て相談があり、活用に繋
げた。 

 
（実施状況：○） 

・会長会などを
通して、さらな
る活用事例の
周知が必要で
ある。 

・地域活動協議会会長会、
地域活動協議会運営委
員会や区ホームページ
で、派遣型地域公共人材
の周知を行う。 

住吉区 

・地活協広報紙発行に
向けて、地域公共人材
の活用を促進する。
（通年） 

・地域公共人材を活用し、
「ポスター・チラシづく
り研修」を実施。（６月） 

・広報紙作成に向け打合せ
の実施。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・地域活動協議
会広報紙発行
に向けた人材
の育成・確保が
必要である。 

・地域公共人材等を活用
し、広報紙発行に向けた
人材の育成を行う。 

東住吉区 

・ホームページなどを
活用した情報発信を
行う。（通年） 

・地域連絡会議や各地
域における会議の場
などの機会を捉え、地
域課題把握を行いな
がら、理解促進を図る
説明を行う。（通年） 

・区ホームページから市民
局地域公共人材ホーム
ページへのリンクを
行った。 

・地域連絡会議や、地域活
動協議会総会及び補助
金説明会等、各地域にお
ける会議の場などで、区
役所及び中間支援事業
者が派遣型地域公共人
材について説明を行い、
理解促進を図った。 

 
（実施状況：○） 

・派遣型地域公
共人材を活用
していただく
ために、有用性
についての情
報発信や理解
促進を図る説
明を行う必要
がある。 

・ホームページなどを活用
した情報発信を行う。 

・地域連絡会議や各地域に
おける会議の場などの
機会を捉え理解促進を
図る説明を行う。 

平野区 

・中間支援組織と連携
し、課題抽出を行い地
域公共人材の派遣へ
つなげる。（下半期） 

・中間支援組織を活用し
て、各地域の活動状況の
ヒアリングを行い現状
確認を行った。 

 
（実施状況：○） 

・ヒアリングで
確認した課題
に対して、どの
ような地域公
共人材の派遣
が適当か検討
する必要があ
る。 

・地域の課題に応じた地域
公共人材の派遣を行う。 

西成区 

・各地域活動協議会を
対象とした補助金に
かかる説明会におい
て地域課題に応じて
地域公共人材の活用
がなされるよう周知
を行い、活用の促進を
図る。（年２回） 

・地域公共人材の周知につ
いては地域活動協議会
の求めに応じて説明を
行うなどの取組を行っ
た。 

・各地域活動協議会を対象
とした補助金にかかる
説明会を実施し、地域公

― ・各地域活動協議会を対象
とした補助金にかかる
説明会において地域課
題に応じて地域公共人
材の活用がなされるよ
う周知を行い、活用の促
進を図る。（12 月） 

・区ホームページ等を活用

150 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・区ホームページ等を

活用した情報発信等
の取組をより積極的
に進めていく。（通年） 

共人の活用がなされる
よう周知を行った。（６
月） 

・区ホームページ等におい
て地域公共人材に関す
る情報発信を行うなど
の取組を行った。 

・１地域において、防災関
連での活用に至った。 

 
（実施状況：○） 

した情報発信等の取組
をより積極的に進めて
いく。 
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柱 1-Ⅳ-ウ 市民活動の持続的な実施に向けたＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化の支援 

取組①「ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジネス化支援チームの結成」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域活動協議会において
「資源ごみコミュニティ
回収事業」がさらに取り組
まれるよう、環境局等関係
機関と連携して支援する。
（通年） 

・コミュニティ回収の導
入支援を行った。（２地
域） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協
議会において「資源ご
みコミュニティ回収事
業」がさらに取り組ま
れるよう、環境局等関
係機関と連携して支援
する。 

都島区 

・区長会議、関係局による支
援チームと連携し、他区先
行事例を参考に、地域での
ＣＢ/ＳＢ化、社会的ビジ
ネス化を支援する。（通年） 

・コミュニティ回収の導
入支援を行った。（６地
域） 

 
（実施状況：○） 

・先行実施地域
の事例を共有
するほか、地
域ニーズの把
握・活用促進
が 必 要 で あ
る。 

 

・先行実施地域の事例を
共有するとともに、地
域ニーズを把握しなが
ら、コミュニティ回収
の導入支援を行う。（随
時） 

福島区 

・コミュニティ回収につい
て、実施していない地域に
対して実施地域の状況を
伝えながらわかりやすく
説明を行う。（３地域以上） 

・１階待合ロビーで区民に
わかりやすく説明するた
めにＣＢ/ＳＢの動画を放
映する。（年１回以上） 

・４月からコミュニティ
回収を実施した１地域
にスムーズに事業が進
むよう支援した。他１
地域でＣＢ /ＳＢの説
明会を局・事業者の２
回に分けて実施した。 

・ＣＢ/ＳＢについて、１
階ロビー待合のモニ
ターにて音声付きで放
送した。 

 
（実施状況：○） 

・地域が感じる
負担感の解消
を図る必要が
ある。 

・コミュニティ回収につ
いて、実施していない
地域に対して実施地域
の状況を伝えながらわ
かりやすく説明を行
う。10 月から新たに実
施する地域に他地域の
事例を紹介しながら適
宜アドバイスして支援
する。今後は１地域以
上での説明を実施す
る。 

・各地域活動協議会補助
金説明会の場などでＣ
Ｂ/ＳＢの説明・周知を
おこなう。（年１回以
上） 

此花区 

・他地域での取組について
地域に紹介する。（通年） 

・新しい取組を検討して
いる地域に対し、関係
先との調整・支援を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域での実現に向けた
調整など支援を行って
いく。 

中央区 

・実際にコミュニティ回収
の導入に成功している他
区の事例を参考に、説明資
料などを作成し、情報提供
を行う。（下期） 

・他区事例の整理や地域
担当者会での情報提供
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・ＣＢ/ＳＢの意
義や必要性に
ついての理解
を促進し、そ
のうえでニー
ズを把握する
必要がある。 

・他区の事例をもとに、
11 月開催予定の補助
金説明会や地域活動協
議会活性化セミナーに
おいて情報提供を行
う。 

西区 

・認定した事業の支援を行
いながら、まちの魅力向上
や地域課題の解決の取組
を進めていく。 
具体的には、まちづくりセ
ンターと連携して、地域活

・まちづくりセンターと
連携して、地域活動協
議会の自律的運営のた
めの財源確保の手法と
して事例紹介などを
行った。 

― ・まちづくりセンターと
連携して、地域活動協
議会の自律的運営のた
めの財源確保の手法と
して事例紹介などを行
い、地域からの希望に
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
動協議会の自律的運営の
ための財源確保の手法と
して、実施に向けた支援を
実施する。（通年） 

 
（実施状況：○） 

より支援を実施する。 

港区 

・まちづくりセンター等と
連携して、地域実情を把握
しながら持続的な活動の
ための財源を確保する手
法としてのＣＢ/ＳＢ化を
支援する。（通年） 

・まちづくりセンターと
連携しながら、ＣＢ/Ｓ
Ｂ化につながる事業に
ついて情報収集すると
ともに、支援に取り組
んだ。 

 
（実施状況：○） 

― ・まちづくりセンターと
連携しながら、ＣＢ/Ｓ
Ｂ化につながる事業に
ついて情報収集すると
ともに、地域実情の把
握や地域の意向を確認
しながら支援に取り組
む。 

大正区 

・自主財源の獲得が未実施
となっている地域活動協
議会に向けた情報提供や
申請等手続きの助言・指導
を行う。（通年） 

・地域活動協議会の会議
の場や委員長会等の
様々な機会を通じ、コ
ミュニティ回収など、
自主財源の確保に向け
た情報提供等を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・自主財源確保
の取組がまだ
十分とは言え
ない状況であ
る。 

・今後も地域の実情に応
じ、自主財源獲得に向
けた情報提供及び支援
を行っていく。 

天王寺区 

・コミュニティ回収実施予
定１地域への実施に向け
た支援を行う。（上半期） 

・地域活動協議会に対し、自
主財源確保の事例等に関
する情報提供やコミュニ
ティ回収の制度説明の場
を設けるなど社会的ビジ
ネス化を支援する。（通年） 

・コミュニティ回収実施
に向け事業者選定及び
契約締結に向けた支援
を行った。（４～６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会に対
し、自主財源確保の情
報提供である新たに始
まるペットボトル回収
の制度説明の場を設け
るなど社会的ビジネス
化を支援する。（９月） 

浪速区 

・各地域活動協議会の会議
の場に、地域担当職員、ま
ちづくりセンターが参画
し、各地域の特性や課題、
実情を把握しつつ、「地域
カルテ」を活用し、とりわ
け地域における人的資源
（キーパーソン）の見極め
を行い、地域の特性やニー
ズに適した、コミュニティ
回収を始めとした、自主財
源確保の手法としてのＣ
Ｂ/ＳＢ化、社会的ビジネ
ス化を支援する。（通年） 

・連携協働や交流の場づく
りを目的に設置された支
援窓口や、「市民活動総合
ポータルサイト」に集積さ
れた情報も活用する。（通
年） 

・「地域カルテ」を活用し
ての各地域課題に応じ
た方策を検討し、自主
財源確保の手法として
のＣＢ/ＳＢ化、社会的
ビジネス化を必要とす
る地域を見極め、積極
的な活用を促した。 

・連携協働や交流の場づ
くりを目的に設置され
た支援窓口や、「市民活
動総合ポータルサイ
ト」に集積された情報
も活用した。 

 
（実施状況：○） 

・制度の更なる
周 知 、 地 域
ニーズの把握
及び活用促進
が 必 要 で あ
る。 

・制度の更なる周知、地
域ニーズの把握及び活
用を促進する。 

・引き続き連携協働や交
流の場づくりを目的に
設置された支援窓口
や、「市民活動総合ポー
タルサイト」に集積さ
れた情報も活用する。 

西淀川区 
・地域を対象にしたＣＢ/Ｓ

Ｂの研修を開催する。（通
年） 

・中間支援組織と連携しＣ

・地域担当職員におい
て、ＣＢ/ＳＢに関する
研修や普及啓発に関す
る情報収集を行うとと

― ・中間支援組織と連携
し、ＣＢ/ＳＢの研修を
開催するなど普及・啓
発を行うとともに、効
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
Ｂ/ＳＢに関する普及・啓
発を行うとともに、効果的
な方法で実施する。（通年） 

もに、効果的な方法に
ついて検討した。 

 
（実施状況：○） 

果的な方法で実施す
る。 

淀川区 

・中間支援組織（まちづくり
センター等）と連携し、Ｃ
Ｂ/ＳＢ化の情報収集や活
動支援を行うとともに、財
源確保の必要性や手法に
ついて随時情報発信して
いく。（通年） 

・中間支援組織（まちづ
くりセンター等）と連
携し、情報収集や活動
支援を行うとともに、
財源確保の必要性や手
法をまちセン通信等を
活用して情報発信し
た。（５月・８月） 

 
（実施状況：○） 

・財源確保の必
要性が実感さ
れていない。 

・継続して財源確保の必
要性について情報発信
を行うとともに、先進
事例の情報収集を行
う。 

東淀川区 

・将来像を共有し、計画的、
具体的な取組として主体
的に取り組まれるよう呼
びかけ、広報紙の広告掲載
の拡充やコミュニティ回
収等、既に他地域が取り組
んでいることから提案す
る。（通年） 

・「東淀川みらい EXPO」
において、事業で参加
費を取ることの大切さ
について共有した。 

 
（実施状況：○） 

・「地域活動は
ボランティア
で行うもの」
という認識が
ま だ ま だ 強
い。 

・地域活動協議会連絡会
等において、他地域事
例の共有を実施する。 

東成区 

・区職員とまちづくりセン
ター職員が連携して、ＣＢ
/ＳＢ化及び社会的ビジネ
ス化の取組事例、民間助成
金の活用を情報発信し受
託に向けた支援を行う。
（通年） 

・まちづくりセンターと
連携して、ＣＢ/ＳＢ化
及び社会的ビジネス化
の取組事例、民間助成
金の活用情報などを発
信し受託に向けた支援
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、取組事例や
民間助成金情報等を発
信する。 

生野区 

・中間支援組織と連携して、
生野区で活用できる他地
域のコミュニティビジネ
ス・ソーシャルビジネスの
事例を収集し、具体的内容
を地域へ提案するなど、ビ
ジネス化に向けた取組を
支援する。（通年） 

・コミュニティビジネ
ス・ソーシャルビジネ
スの事例の情報収集を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・情報収集した事例の中
から、生野区で活用で
きるものについて検討
し、地域へ提案する。 

旭区 

・他区や他の自治体で取り
組まれているＣＢ/ＳＢの
具体的な取組事例を地域
活動協議会連絡会議等で
継続的に情報提供する。
（通年） 

・コミュニティ回収の説明
会を各地域で開催し、理解
促進に取り組む。（通年） 

・地域活動協議会連絡会
議においてＣＢの事例
を情報提供した。 

・ＣＢ等の理解促進を図
るため、コミュニティ
回収の説明会開催に向
けて取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・コミュニティ
回収等にかか
る説明会の開
催が必要であ
る。 

・他区や他の自治体で取
り組まれているＣＢ /
ＳＢの具体的な取組事
例の情報を提供する。 

・コミュニティ回収等に
かかる説明会を開催
し、理解促進を図る。 

城東区 

・コミュニティ回収の理解
浸透を図る。（通年） 

・自主財源を必要としてい
る地域を見極めてコミュ

・31 年３月スタートの１
地域に引き続き、新た
に２地域がコミュニ
ティ回収実施準備に着

・地域全体の制
度理解 

・８月に開催した勉強会
を足掛かりとし、残り
の 13 地域を対象とし
て、コミュニティ回収
実施に向けた個別のア
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ニティ回収実施の支援を
行う。（通年） 

手した。 
・残りの 13 地域を対象

に８月末に先行１地域
の取組事例紹介を含め
た勉強会を開催した。 

 
（実施状況：○） 

プローチを行う。 

鶴見区 

・中間支援組織（まちづくり
センター）と連携し、ＣＢ
/ＳＢに取り組んでいる地
域の事例を共有する場を
提供し、ＣＢ/ＳＢ化、社会
的ビジネス化の理解を深
める取組を行う。（通年） 

・地域活動協議会がＣＢ/Ｓ
Ｂ、社会的ビジネスを取り
組むようまちづくりセン
ターや関係各所と連携し、
実現をめざす。（通年） 

・まちづくりセンターと
連携し、まちづくりセ
ンターが実施するツル
ラボ 10 の事例紹介の
中でＣＢ /ＳＢの事例
を提供した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、ツルラボ等
による事例共有の場を
提供しＣＢ /ＳＢの理
解を深めるとともに、
地域活動協議会がＣＢ
/ＳＢ、社会的ビジネス
を取り組むようまちづ
くりセンターや関係各
所と連携し、実現をめ
ざす。 

阿倍野区 

・説明会を開催した地域に
ついて、コミュニティ回収
実施に向けた支援を行う。
（上期） 

・市民局・環境局と連携して
説明会を開催し、先行して
実施している地域の状況
などの紹介を行い、他地域
でのコミュニティ回収の
実施に向けた支援を行う。
（通年） 

・コミュニティ回収実施
に向け、説明会を行っ
た。（３地域 各１回） 

 
（実施状況：○） 

・先行地域の状
況を見極めな
がら、他地域
へも取組を広
めていく。 

・説明会を開催した地域
について、コミュニ
ティ回収実施に向けた
支援を行う。 

・環境局と連携して説明
会を開催し、先行して
実施している地域の状
況などの紹介を行い、
他地域でのコミュニ
ティ回収の実施に向け
た支援を行う。 

住之江区 

・30 年度に説明会を開催し
た地域について、コミュニ
ティ回収実施にむけた支
援を行う。（通年） 

・市民局・環境局と連携し、
説明会を開催し、コミュニ
ティ回収実施にむけた支
援を行う。（通年） 

・５月にコミュニティ回
収未実施の１地域に対
して事前説明会を開催
した。 

 
（実施状況：○） 

・先行実施地域
の状況共有な
ど、より理解
を深める工夫
を行っていく
必要がある。 

・５月に事前説明会を開
催した地域について、
コミュニティ回収実施
にむけた支援を行う。 

・市民局・環境局と連携
し、説明会を開催し、
コミュニティ回収実施
にむけた支援を行う。 

・先行実施地域の成功例
を地活協会長会などで
紹介し、社会的ビジネ
スを実施する地域の拡
大に向けて支援を行
う。 

住吉区 

・人と人とのつながりづく
りの促進、地域コミュニ
ティの活性化、自主財源の
確保を目的に、地域が抱え
る様々な課題を地域住民
が主体となってビジネス
の手法で課題解決に取り
組むＣＢ/ＳＢ、社会的ビ
ジネス化を推進する。（通
年） 

・広報紙配布開始（４月
～）：苅田北地域 
＊累計４地域 

・コミュニティ回収開始
（６月～）：住吉地域 
＊累計３地域 

・コミュニティ回収検
討：墨江・長居地域 

・広報紙配布事業につい

・各団体で実施
している資源
集団回収の収
入が減るので
はないかとい
う疑念を払拭
する必要があ
る。 

・既に取り組んでいる地
域から未実施の地域へ
の情報発信を行い、各
地域の実施に向けた課
題の解決を図る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・「広報すみよし」の配布事

業について、対象エリアを
拡大して取り組むととも
に、コミュニティ回収事業
については、各地域活動協
議会へ情報提供する。（通
年） 

・未実施地域へは、地域活動
協議会会長会などで情報
共有し、働きかけを行う。
（通年） 

て、地域活動協議会会
長への働きかけを行っ
た。（住吉・遠里小野地
域） 

・ペットボトル回収説明
を会長会で実施した。
（７月） 

 
（実施状況：○） 

東住吉区 

・先行地域の事例の情報共
有を実施する。また実施検
討をしている地域への情
報提供や局と連携し説明
を行う等の支援を行って
いく。（通年） 

・実施を検討している地
域への情報提供や局と
連携し説明を行う等の
支援を行った。その結
果、８月末までに元年
度目標（４件）を達成し
た。 

 
（実施状況：○） 

・実施を検討し
ている地域に
対して、実施
を後押しする
ために局と連
携して説明を
行う必要があ
る。 

・先行地域の事例の情報
共有を実施する。また
実施検討をしている地
域への情報提供や局と
連携し説明を行う等の
支援を行っていく。 

平野区 

・他区事例等の収集を行い、
地域への情報提供や活用
方法の検討を行う。（通年） 

・中間支援組織を活用
し、情報収集した事例
をもとに、地域へ情報
提供を行い活用した。 

 
（実施状況：○） 

・事例活用の地
域が少ない。 

・中間支援組織を活用
し、他地域の実施事例
を積極的に紹介し、活
用への支援を行う。 

西成区 

・中間支援組織や市民局が
編成したＣＢ支援チーム
と連携しながら、具体的な
事例の紹介やその情報等
を提供するとともに、コー
ディネートを行う仕組み
づくり、各種研修・説明会
等の実施、相談体制の整備
等を進めていく。（通年） 

・開始済みの先進地域が蓄
積したノウハウを、中間支
援組織も活用しながら積
極的に他の地域にも情報
提供する。（通年） 

・コミュニティ回収にか
かる支援を継続して行
い、具体的な事例の紹
介や情報の提供を各地
域活動協議会に対し、
補助金説明会の場を活
用し周知した。（６月） 

・コミュニティ回収の支
援を行い、１地域にお
いて元年５月に開始し
た。 

 
（実施状況：○） 

・コミュニティ
回 収 に つ い
て、取組地域
の拡充を図る
べく、開始済
みの地域が蓄
積しているノ
ウハウを補助
金説明会など
の場で共有し
ていくといっ
た取組を進め
る 必 要 が あ
る。 

・中間支援組織や市民局
が編成したＣＢ支援
チームと連携しなが
ら、区内で実施された
具体的な事例の紹介や
その情報等を提供する
とともに、コーディ
ネートを行う仕組みづ
くり、各種研修・説明
会等の実施、相談体制
の整備等を進めてい
く。 

・開始済みの先進地域が
蓄積したノウハウを、
中間支援組織も活用し
ながら積極的に他の地
域にも情報提供する。 
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－ニア・イズ・ベターのさらなる徹底－（区政編） 

【改革の柱２】区長の権限・責任の拡充と区民参画のさらなる推進 
 

柱 2-Ⅰ-イ 「ニア・イズ・ベター」に基づく分権型教育行政の効果的な推進 

取組① 「分権型教育行政に関わる制度、役割などの明確化・職員、校長への分権型教育行政についての理解促進」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・区教育行政連絡会等
で小・中学校長と意見
交換を行う。（通年） 

・区教育行政連絡会等で
小・中学校長と意見交換
を行った。（７月） 

 
（実施状況：○） 

― ・区教育行政連絡会等で
小・中学校長と意見交換
を行う。（12 月、３月） 

都島区 

・区教育行政連絡会等
において小・中学校長
と分権型教育行政の
効果的な推進に向け
た意見交換を行う。
（上期） 

・区教育行政連絡会等にお
いて小・中学校長と分権
型教育行政の効果的な
推進に向けた意見交換
を行った。（５・６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区教育行政連
絡会等において小・中学
校長と分権型教育行政
の効果的な推進に向け
た意見交換を行う。 

福島区 

・保護者や地域住民な
どの学校運営への参
加を促進するため各
学校に設置されてい
る学校協議会につい
て、開催状況をモニタ
リングするなど教育
委員会事務局ととも
にその運営を補佐す
る。（通年） 

・「保護者・区民等の参
画のための会議（福島
区教育会議）」などを
通じて、保護者・区民
等の意見やニーズを
把握し、学力・体力向
上事業や英語事業な
どを実施する。（通年） 

・学力向上事業について
は、中学生を対象に、区
民センターでの民間事
業者を活用した課外学
習事業を４月に開講し
た。また、区内５小学校
において、民間事業者に
よる学習支援事業を
行った。 

・体力向上事業について
は、小・中学生を対象に、
トップアスリートを学
校に派遣し、児童・生徒
が運動に興味・関心を持
つことで将来の体力向
上につなげる「ゲスト
ティーチャー派遣事業」
を４月から順次実施し
た他、小学生を対象に放
課後の校庭を児童に自
由に使わせるにあたり、
安全を確保するための
「福島区小学校放課後
等校庭見守りボラン
ティア事業」を希望する
学校において実施した。 

・区長及び区役所の担当職
員が各学校の学校協議
会に出席し、モニタリン
グなど運営補佐を行っ
た。 

・教育行政連絡会を小・中
学校各１回開催した。 

 
（実施状況：○） 

― ・保護者や地域住民などの
学校運営への参加を促
進するため各学校に設
置されている学校協議
会について、開催状況を
モニタリングするなど
教育委員会事務局とと
もにその運営を補佐す
る。 

・「保護者・区民等の参画の
ための会議（福島区教育
会議）」などを通じて、保
護者・区民等の意見や
ニーズを把握する。 

・学力向上・体力向上事業
については年度末に向
けて事業を継続する。英
語事業については英検
の検定料を一部支援す
る事業を９月に実施す
る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

此花区 

・教育行政連絡会（上半
期１回・下半期１回）
を開催する。 

・区担当教育次長（区
長）が各学校を訪問
（１学期）し校長との
緊密な意見交換等を
行う（８月）。 

・各小学校で分析機能
付き単元別理解度判
定テストを導入し、児
童及び家庭へフィー
ドバックを行い、毎学
期末には導入した
ツールの進捗状況等
の報告を受ける。（７
月・12 月・３月） 

・各小学校において、放
課後の空き教室を活
用した自主学習ルー
ムを開設する。（通年） 

・各中学校においては
３年生に英語検定
（10 月）を１年生に
漢字検定（11 月）の受
検を実施する。 

・環境創造基金を活用
した、区内小中学校園
での環境に関する学
習計画申請に基づく
支援を行う。（通年） 

・教育行政連絡会を上半期
（４月）に開催した。 

・区担当教育次長（区長）
が各学校長と緊密に意
見交換等を行った。（８
月） 

・各小学校で分析機能付き
単元別理解度判定テス
トを導入し、１学期末に
導入した分析シートを
児童及び家庭へフィー
ドバックを行った。ま
た、導入したツールの進
捗状況等の報告を受け
た。（７月末） 

・各小学校において、放課
後の空き教室を活用し
た自主学習ルームを開
設し自主学習の支援を
行った。 

・環境創造基金を活用し
た、区内小中学校園での
環境に関する学習計画
申請に基づく支援を実
施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・教育行政連絡会（下半期
１回）を開催する。 

・各小学校で分析機能付き
単元別理解度判定テス
トを導入し、児童及び家
庭へフィードバックを
行い、毎学期末には導入
したツールの進捗状況
等の報告を受ける。（12
月・３月） 

・各中学校で３年生に英語
検定（10 月）を１年生に
漢字検定（11 月）の受験
を一斉に実施する。 

・各小学校において、放課
後の空き教室を活用し
た自主学習ルームにお
いて、自主学習の支援を
行う。 

・環境創造基金を活用し
た、区内小中学校園での
環境に関する学習計画
申請に基づく支援を引
き続き行う。 

中央区 

・分権型教育行政の推
進 
教育会議の開催 １回
以上 
区教育行政連絡会の
開催 小中学校 各
３回、幼稚園 １回 
区内 18 校園（幼・小・
中・高）の学校協議会
への職員の出席 各
３回 

・分権型教育行政の理
解促進に向けた取組 
教育委員会事務局兼
務の区職員対象の研
修 １回（ｅラーニン
グ） 
区教育行政連絡会で
小・中学校長向けの研
修 １回（ｅラーニン
グ） 
区内小・中学校長、学
校協議会委員、教育会

・分権型教育行政の推進 
区教育行政連絡会の開
催 
小中学校各１回 
区内 18 校園（幼・小・
中・高）の学校協議会へ
の職員の出席 各１回 
 

（実施状況：○） 

・会議、研修の実
施や事業の実
施を通じて、引
き続き、分権型
教育行政の推
進を図る必要
がある。 

・分権型教育行政の推進 
教育会議の開催 １回
以上 
区教育行政連絡会の開
催 小中学校 各２回、
幼稚園 １回 
区内 18 校園（幼・小・
中・高）の学校協議会へ
の職員の出席 各２回 

・分権型教育行政の理解促
進に向けた取組 
教育委員会事務局兼務
の区 職員対象の研修 
１回（ｅラーニング） 
区教育行政連絡会で小・
中学校長向けの研修 
１回（ｅラーニング） 
区内小・中学校長、学校
協議会委員、教育会議委
員に分権型教育行政に
ついてのアンケートを
実施 １回 

・各小学校で英語と体育の
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
議委員に分権型教育
行政についてのアン
ケートを実施 １回 

・各小学校で英語と体
育の出張授業の実施
（通年） 

・各中学校で英語検定
の受験料の助成（下
期） 

出張授業の実施 
・各中学校で英語検定の受

験料の助成 

西区 

・区内小中学校の実情
を把握し、ニーズに応
じた教育施策を展開
するため、教育行政連
絡会等を開催し、区長
（区担当教育次長）と
学校長が意見交換を
行う。（年 20 回） 

・西区教育行政に関し
て、その立案段階から
保護者及び地域住民
等の意見を把握し、施
策及び事業に適宜反
映するため、西区教育
会議を開催する。（年
２回） 

・学校運営をモニタリ
ングするため、学校協
議会を傍聴または聞
き取り調査を行うな
ど、学校協議会の運営
を支援する。（全 15 校
園・各３回・通年） 

・学校運営の支援とし
て、学校協議会委員の
新任研修を行う。（全
新任委員・委員交代に
合わせて随時） 

・学校施設の狭隘化な
ど、教育環境課題の改
善に向けた取組を進
めるにあたっては、学
校を取り巻く状況の
変化を踏まえながら、
保護者及び地域住民
と意見交換する場（ラ
ウンドテーブル）を開
催する。（通年） 

・区内小中学校の実情を把
握し、ニーズに応じた教
育施策を展開するため、
教育行政連絡会等を開
催し、区長と学校長が意
見交換を行った。（５回） 

・学校運営をモニタリング
するため、学校協議会を
傍聴または聞き取り調
査を行うなど、学校協議
会の運営を支援した。
（全 15 校園・各１回） 

・学校運営の支援として、
学校協議会委員の新任
研修を行った。（新任委
員 14 名） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き区内小中学校の
実情を把握し、ニーズに
応じた教育施策を展開
するため、教育行政連絡
会等を開催し、区長（区
担当教育次長）と学校長
が意見交換を行う。（15
回） 

・西区教育行政に関して、
その立案段階から保護
者及び地域住民等の意
見を把握し、施策及び事
業に適宜反映するため、
西区教育会議を開催す
る。（２回） 

・引き続き学校運営をモニ
タリングするため、学校
協議会を傍聴または聞
き取り調査を行うなど、
学校協議会の運営を支
援する。（全 15 校園・各
２回） 

・学校運営の支援として、
学校協議会委員の新任
研修を行う。（全新任委
員・委員交代に合わせて
随時） 

・引き続き学校施設の狭隘
化など、教育環境課題の
改善に向けた取組を進
めるにあたっては、学校
を取り巻く状況の変化
を踏まえながら、保護者
及び地域住民と意見交
換する場（ラウンドテー
ブル）を開催する。 

港区 

・「保護者・区民等の参
画のための会議」（教
育会議・区政会議こど
も青少年部会）の開
催：２回以上 ６月～
７月、10 月～11 月に
各１回開催 

・区教育行政連絡会の
開催：小学校、中学校

・「保護者・区民等の参画の
ための会議」（教育会議・
区政会議こども青少年
部会）の開催：１回（６
月）開催し、分権型教育
行政の各種取組や小学
校の配置の適性化、学校
選択制などの意見交換
を行った。 

― ・「保護者・区民等の参画の
ための会議」（教育会議・
区政会議こども青少年
部会）の開催：10 月～11
月に１回開催 

・区教育行政連絡会の開
催：小学校、中学校 
各学期ごとに１回開催 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
各３回以上概ね各学
期ごとに１回開催 

・区小学校長会・教頭会
への出席・連絡調整：
各 11 回以上８月を
除き各月１回出席等 

・学校協議会委員への
研修会の開催：１回以
上 10 月末までに開催 

・学校協議会会長情報
連絡会の開催：１回以
上 10 月末までに開催 

・学校運営のモニタリ
ングのため、各学校園
で開催される学校協
議会に出席するなど、
学校協議会の運営を
支援する。（全 17 校
園・各３回・４～５月、
11～12 月、２～３月） 

・区担当教育次長（区
長）が各学校を訪問
（１学期）し校長との
緊密な意見交換等を
行う。（５月） 

・区教育行政連絡会の開
催：小・中合同１回（７
月）開催し、こどもサ
ポートネット事業や学
校選択制など、分権型教
育行政に関する意見交
換を行った。 

・区小学校長会・教頭会へ
の出席・連絡調整：各４
回実施（４～７月） 

・学校運営のモニタリング
のため、各学校園で開催
される学校協議会に出
席するなど、学校協議会
の運営を支援した。（全
17 校園・各１回・４～５
月） 

・区担当教育次長（区長）
が各学校を訪問（１学
期）し校長との緊密な意
見交換等を行った。（５
月） 

 
（実施状況：○） 

・区小学校長会・教頭会へ
の出席・連絡調整：各７
回以上 

・学校協議会委員への研修
会の開催：10月末までに
１回開催 

・学校協議会会長情報連絡
会の開催：10月末までに
１回開催 

・学校運営のモニタリング
のため、各学校園で開催
される学校協議会に出
席するなど、学校協議会
の運営を支援する。（全
17 校園・各２回、11～12
月、２～３月） 

大正区 

・教育行政連絡会を、
小・中学校別に毎月
（８月を除く）実施
し、意見交換・情報共
有を行い、区の教育行
政の充実を図る。 

・区総合教育会議を年
４回開催し、出された
意見等について適宜、
区の施策に反映する。
（６・８・11・２月） 

・学校協議会において、
活発な議論がなされ
るように、学校協議会
委員向け研修会を開
催するとともに、各校
の学校協議会に地域
担当が参加する。（４
～５・10～12・２～３
月の計３回） 

・各校を実施場所とす
る防災訓練に避難所
担当職員が参画する。
（随時） 

・ＳＳＷ（スクールソー
シャルワーカー）を、
「こどもサポート
ネット」へ派遣し、課
題を抱える児童・生徒
へのアセスメント・支

・教育行政連絡会を毎月
（８月除く）実施した。 
・区総合教育会議を６月、

８月に開催し、子どもの
生活環境の改善等につ
いて話し合った。 

・各校の学校協議会へ地域
担当等が参加した。（４
月） 

・避難訓練を実施した学校
へは職員が参画を行っ
た。 

・区保健福祉課こども・教
育グループの職員がこ
どもサポートネットス
クリーニング会議Ⅱへ
の出席、学校・家庭訪問
を行い、アセスメントを
行った児童・生徒等へ支
援を行った。 

・各校長と区役所で面談す
る機会があったため、学
校選択制について、区役
所において７月に全校
の校長と面談を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・教育行政会議を毎月開催
する。 

・区総合教育会議を開催
し、意見の集約と施策へ
の反映を行う。（11・２
月） 

・学校協議会委員向け研修
会を開催するとともに、
各校の学校協議会に地
域担当が参加する。（10
～12・２～３月の計２
回） 

・今後、避難訓練等を行う
学校に職員が参加し、防
災意識の向上を行う。 

・引き続き、区保健福祉課
こども・教育グループの
職員によるこどもサ
ポートネットスクリー
ニング会議Ⅱへの出席、
学校・家庭訪問を行い、
アセスメントを行った
児童・生徒等へ支援を行
う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
援を行う。（通年） 

・すべての学校を訪問
し、校長面談を行う。
（７月） 

天王寺区 

・教育行政連絡会を学
期ごとに小学校長、中
学校長と開催する。
（通年） 

・区教育会議を９月と
２月に開催し、分権型
教育行政に関して地
域住民や保護者との
意見交換を実施する。
（通年） 

・校長経営戦略支援予
算（区担当教育次長執
行枠）を活用し、音楽
を通じた人材育成事
業（小学校音楽交流
会、バリアフリーコン
サート）を実施するほ
か、授業や部活動での
外部講師招聘、授業用
品・校用物品（ＩＣＴ
機器、体育用品）の購
入等により、学力向上
や教育環境向上に寄
与する。（通年） 

・教育行政連絡会を小学
校、中学校各１回開催し
た。 

・校長経営戦略支援予算
（区担当教育次長執行
枠）を活用し、中学校で
は部活動（吹奏楽部）に
外部講師を招聘したほ
か、小学校では校用物品
（体育用品、理科教材）
を購入し、学力・体力向
上や教育環境向上に寄
与した。 

 
（実施状況：○） 

― ・教育行政連絡会を各学期
ごとに小学校、中学校別
に開催する。 

・区教育会議を９月と２月
に開催する。 

・校長経営戦略支援予算
（区担当教育次長執行
枠）を活用し、音楽を通
じた人材育成事業（小学
校音楽交流会、バリアフ
リーコンサート）を実施
するほか、授業や部活動
での外部講師招聘、校用
物品（ＩＣＴ機器、体育
用品）を購入し、学力・
体力向上や教育環境向
上に寄与する。 

浪速区 

・学校長及び学校協議
会委員を対象とした
分権型教育行政に関
する研修を実施。（年
１回以上） 

・学校協議会に区長や
区職員が出席し、区長
メッセージを文書で
配布して、説明と意見
交換を実施。（小中学
校、各年３回） 

・「保護者・区民等の参
画のための会議」を開
催（年１回以上）。意
見聴取するテーマを
絞り込むことで、会議
の活性化を図る。 

・学校協議会に区長や区職
員が出席し、区長メッ
セージを文書で配布し
て、説明と意見交換を実
施。（小中学校、各１回、
４～５月） 

・「保護者・区民等の参画の
ための会議」を開催（１
回、８月）。意見聴取する
テーマを絞り込み、会議
の活性化を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・学校長及び学校協議会委
員を対象とした分権型
教育行政に関する研修
を実施する。（２回、９
月） 

・学校協議会に区長や区職
員が出席し、区長メッ
セージを文書で配布し
て、説明と意見交換を実
施する。（小中学校、各２
回、11 月～３月） 

西淀川区 

・教育環境の充実に向
け、学校や保護者・区
民等と意見交換を実
施し、基礎学力の向上
事業、プログラミング
教育の推進及び理数
教育の向上事業、国際
理解教育の推進事業
や民間事業者を活用
した基礎学力支援事

・教育環境の充実に向け以
下の取組を実施した。 
①各小中学校学校協議

会のモニタリングを
通じ学校や保護者・区
民等との意見交換を
実施 

②基礎学力の向上をめ
ざし、全小中学校での
漢字検定（に～よん漢

― ・引き続き、教育環境の充
実に向け学校や保護者・
区民等と意見交換を実
施し、基礎学力の向上事
業、プログラミング教育
の推進及び理数教育の
向上事業、民間事業者を
活用した基礎学力支援
事業を行い、学校教育を
支援する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
業を行い、学校教育を
支援する。（通年） 

・各小中学校に「インク
ルーシブ教育応援サ
ポーター」を配置（通
年） 

・分権型教育行政の理
解促進に向け、区教育
行政連絡会で小・中学
校長と情報共有を行
う。（通年） 

・に～よん基金への寄
付を募り、大学・企業
等と連携した学校教
育の支援を行う。（通
年） 

字道場）の実施 
③プログラミング教育

の推進及び理数教育
事業の一環として、小
中教員からなるプロ
グラミング研究会を
実施 

④国際理解教育推進事
業としてイングリッ
シュツアー、ワーク
ショップを開催 

⑤民間事業者を活用し
た基礎学力支援事業
として、に～よん個別
復習塾を実施 

・インクルーシブ教育応援
サポーターを配置し、区
内 14 小学校３中学校に
て活用した。 

・分権型教育行政の理解促
進に向け、区教育行政連
絡会で小・中学校長と情
報共有を行った。 

・に～よん基金の要綱を改
正し、基礎学力の向上に
関する項目を設置し寄
付を募った。 

 
（実施状況：○） 

・各小中学校に「インク
ルーシブ教育応援サ
ポーター」を配置し、区
内小中学校にて活用す
る。 

・分権型教育行政の理解促
進に向け、区教育行政連
絡会で小・中学校長と情
報共有を行う。 

・に～よん基金への寄付を
募り、大学・企業等と連
携した学校教育の支援
を行う。 

淀川区 

〔子どもの睡眠習慣改
善の取組〕 
・各校と連携した睡眠

習慣改善の取組を実
施する。（通年） 

・大学等の協力機関等
と連携し、子どもを中
心とした区民が質の
高い良い睡眠をとる
ための環境や行動例
についての提案を行
うため、啓発物を作成
する。（11 月までに） 

・保護者・地域住民を対
象に睡眠に関する講
演会や体験型イベン
トを開催する等の啓
発を行う。（通年） 

〔児童・生徒の体力づく
り事業〕 
・児童・生徒の体力づく

り支援のため、学校の
授業に講師を派遣す
るスポーツ出前講座
を実施する。（通年） 

〔子どもの睡眠習慣改善
の取組（ヨドネル）〕 
・各校が「運営に関する計

画」に睡眠習慣改善の取
組を挙げて啓発等を実
施しており、区は実施状
況のモニタリングと支
援を行った。（全校） 

・児童・保護者を対象とし
た睡眠に関する講演会
の開催に向けた調整（３
校）、実施を支援した。
（１校） 

・連携協定締結企業・大学
と啓発物の内容の調整
を行った。（４～８月） 

〔児童・生徒の体力づくり
事業〕 
・スポーツ出前講座を実施

した。（14 講座） 
〔淀川漢字名人育成計画
事業〕 
・区内小中学校で漢字検定

の受検を実施した。（２
/23 校） 

〔子どもの睡眠
習慣改善の取組
（ヨドネル）〕 
・元年度より 12

月を「ヨドネル
睡眠月間」と位
置づけること
としたが、取組
が学校だけで
の実施となら
ないよう、広
報・啓発を工夫
する必要があ
る。 

〔児童・生徒の体
力づくり事業〕 
・小学校と比べ

て中学校での
利用が少ない
ため、中学校に
おけるニーズ
の把握や利用
しやすい講座
となるよう工
夫が必要。 

〔淀川漢字名人

〔子どもの睡眠習慣改善
の取組（ヨドネル）〕 
・「ヨドネル睡眠月間」に合

わせて、広報誌等での周
知や睡眠に関する講演
会及び体験型イベント
を実施する。（12 月） 

・大学等の協力機関等と連
携し、子どもを中心とし
た区民が質の高い良い
睡眠をとるための環境
や行動例についての提
案を行うため、啓発物を
作成する。（11 月までに） 

・子どもの睡眠習慣改善
（ヨドネル）の講演会の
実施を支援する（２校）。 

〔児童・生徒の体力づくり
事業〕 
・７月から８月にかけて

行った中学校への当事
業についてのヒアリン
グにおける意見等を踏
まえて講座の内容等を
検討する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
〔淀川漢字名人育成計
画事業〕 
・区内小中学校で漢字

検定受検を実施する。
（通年） 

〔学校協議会〕 
・主に新任の学校協議

会委員へより一層の
議論参画を促すため
研修を８～10 月頃に
実施する。また、研修
会以降に新委員が任
命された場合は、学校
協議会開催前に新任
者用の研修資料を配
付する。（随時） 

・学校協議会（各学校３
回/年）の活性化に向
けた補佐を行う。（通
年） 

〔区教育行政連絡会〕 
・区教育行政連絡会（小

学校の部・中学校の
部）を各学期１回開催
し、分権型教育行政の
枠組みに沿った施策
立案に向けた検討を
行う。（通年） 

〔保護者・区民等の参画
のための会議〕 
・淀川区子ども教育会

議を開催（各学期１
回）し、分権型教育行
政の枠組みに沿った
施策にかかる学校と
の検討状況を伝え、意
見聴取を行う。（通年） 

〔民間事業者を活用し
た課外授業（ヨドジュ
ク）〕 
・市立中学校において、

区内在住中学生を対
象に、放課後等に民間
事業者のノウハウを
活用した課外授業を
実施する。（通年） 

〔学校協議会〕 
・第１回学校協議会開催前

に新任者用の研修資料
を配付した。（全校） 

・学校協議会の開催状況の
事前周知（ホームペー
ジ・Twitter）や、全校園
の学校協議会に区職員
が出席し、議論内容や意
見を吸い上げ、区教育行
政連絡会及び淀川区子
ども教育会議において
議論を行った。 

〔区教育行政連絡会〕 
・区教育行政連絡会（小学

校の部・中学校の部）を
各１回開催し、分権型教
育行政の枠組みに沿っ
た施策立案に向けた検
討を行った。（６月） 

〔保護者・区民等の参画の
ための会議〕 
・淀川区子ども教育会議を

開催し、分権型教育行政
の枠組みに沿った施策
にかかる学校との検討
状況を共有し、区の取組
についての意見を聴取
し、教育委員会事務局へ
意見伝達を行った。（７
月） 

〔民間事業者を活用した
課外授業（ヨドジュク）〕 
・中学生の基礎学力向上を

主たる目的として、十三
中・美津島中・東三国中
の学校施設を活用しヨ
ドジュクを実施した。受
講者は十三中 25 名（定
員 30 名）美津島中７名
（定員 40 名）東三国中
27 名（定員 30 名）であっ
た。 

・定員に余裕がある中学校
で、夏休み前に全校生徒
に再度周知した。（７月） 

 
（実施状況：○） 

育成計画事業〕 
・これまで漢字

検定を実施し
たことがない
学校について、
受検手続き等
で負担がかか
らないように
日本漢字能力
検定協会・区・
学校のそれぞ
れの関係につ
いて明確化す
る必要がある。 

〔学校協議会〕 
・新任委員の制

度への理解を
深める必要が
ある。また、年
度途中でも委
員の任命が行
われる協議会
が多いことか
ら、任命された
時点で委員の
役割が理解で
きるような仕
組みづくりが
必要。 

〔民間事業者を
活用した課外授
業（ヨドジュク）〕 
・30 年度の参加

生徒アンケー
トで「週５日以
上自宅学習に
取り組む」との
回答が 17.1％
（目標30％）で
あった。塾事業
者から宿題を
出し、家庭学習
状況を確認し
ているが、家庭
学習の習慣付
けを向上させ
る工夫が必要。 

・元年度第１回
区政会議にお
いて、家庭学習
について、参加
生徒の理解度
に応じた宿題
を出すため、
個々の理解度
を把握できる
カルテのよう

〔淀川漢字名人育成計画
事業〕 
・区内小中学校で漢字検定

の受検を実施（21/23 校）
する。（10～１月） 

・日本漢字能力検定協会
（以下、「協会」）・区・学
校それぞれの役割を明
確にし、受検手続きにつ
いても協会が各学校へ
個別に説明を行う 

〔学校協議会〕 
・新任委員の制度理解を深

めるため、第２回学校協
議会が開催される前に
新任委員を対象とした
研修を実施する（９～10
月）。 

〔区教育行政連絡会〕 
・区教育行政連絡会（小学

校の部・中学校の部）を
各学期１回開催し、分権
型教育行政の枠組みに
沿った施策立案に向け
た検討を行う。 

〔保護者・区民等の参画の
ための会議〕 
・淀川区子ども教育会議を

開催（各学期１回）し、
分権型教育行政の枠組
みに沿った施策にかか
る学校との検討状況を
伝え、意見聴取を行う。 

〔民間事業者を活用した
課外授業（ヨドジュク）〕 
・家庭学習について、区政

会議部会での意見を実
施事業者に情報共有し、
日々の指導等細かく対
応できるよう要請した。
また「ヨドジュク」以外
でも教育委員会で学習
習慣のための事業を検
討中とのことであるの
で、その動きも見ながら
今後の対応方針の検討
を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
なものがあれ
ば、細かな指導
ができるので
はないかとの
意見があった。 

東淀川区 

分権型教育行政の効果
的な推進に向けて、保護
者や地域住民等の多様
な意見やニーズを把握
し、学校と調整を行い、
教育関連施策を進める
とともに、学校を核とし
た住民主体の学校支援・
教育コミュニティの形
成を進めていく。 
①区教育会議、区教育行

政連絡会 
区長が、区教育会議、
区教育行政連絡会を
開催し、区内の教育や
子どものための施策・
事業について、立案段
階から意見を把握し、
適宜これを反映させ
るとともに、実績・成
果の評価にかかる意
見を聞くことで、地域
や学校協議会からの
意見・ニーズに応じた
教育施策・事業の実現
をめざす。（通年） 

②学校協議会への補佐 
区内各小・中学校で設
置されている学校協
議会の開催に際し、区
役所職員が出席し、運
営状況について把握
するとともに、運営補
助や区内施策に関す
る情報提供などの支
援を行う。（通年） 

①区教育会議、区教育行政
連絡会 
区教育行政連絡会を開
催した。（小学校１回、中
学校１回） 

②学校協議会 
開催された全ての学校
協議会に区役所職員が
出席した。また、第１回
学校協議会の開催に合
わせて新任委員向けの
研修を実施し、区内施策
に関する情報提供を
行った。 
 

（実施状況：○） 

― ①区教育会議、区教育行政
連絡会 
区教育会議を２回（10
月、２月）開催する。 
区教育行政連絡会を小
中学校各２回（11 月頃、
３月頃）開催する。 

②学校協議会 
引き続き、開催される全
ての学校協議会に区役
所職員が出席する。 

東成区 

・区長と学校長との意
見交換会を定期的に
開催し、小中学校の実
情等について共有す
る。（通年） 

・30 年度の取組実績や
課題を踏まえ、「体力
向上」及び「国際理解
教育」の分野を中心
に、各校の教育活動を
支援する。（通年） 

・区長と学校長との意見交
換会を定期的に開催し、
小中学校の実情等につ
いて共有した。 

・「子どもの体力向上事業」
「国際理解教育支援事
業」「プログラミング教
育支援事業」などによ
り、教育活動を支援し
た。 

 
（実施状況：○） 

・「子どもの体力
向上事業」や
「国際理解教
育支援事業」
「プログラミ
ング教育支援
事業」などの取
組について、成
果や課題等を
学校と共有し、
継続性・発展性
を高めていく
必要がある。 

・引続き、区長と学校長と
の意見交換会を定期的
に開催し、関連事業の成
果や課題等の整理を図
るとともに、次年度を含
む今後の取組の充実に
向けた検討を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

生野区 

・教育行政連絡会や教
育保育連絡会の開催
を通じて小中学校の
ニーズ把握等を行い、
学校の実情に応じた
教育活動を支援する。
（随時） 

・学校、地域の実情に応
じて各小中学校が実
施する取組について、
より効果的な周知と
するため、ブログを活
用した情報発信を行
う。（随時） 

・教育行政連絡会（小学校、
中学校）を各１回開催し
た。 

・教育保育連絡会を１回開
催した。 

・区ホームページで小・小
連携の取組を紹介した
（１中学校区）。 

 
（実施状況：○） 

・学校、地域の実
情に応じた、特
色ある教育活
動の取組に関
する情報を、広
く区民に届け
ていくことが
必要。 

・教育行政連絡会（小学校、
中学校）を開催する。 

・学校、地域の実情に応じ
て各小中学校が実施す
る取組について、より効
果的な周知とするため、
ブログや区ホームペー
ジを活用した情報発信
を行う。 

旭区 

・区教育行政連絡会を
随時実施し、学校や地
域における教育の活
性化につなげるため、
学校と連携を図る。
（通年） 

・区教育会議を開催す
る。（９月） 

・区教育行政連絡会を実施
し、学校と連携を図った
（全体会１回、小学校部
会１回、中学校部会１
回）。 

 
（実施状況：○） 

― ・区教育行政連絡会を実施
し、学校と連携を図る。 

・区教育会議を開催する。 

城東区 

・①兼務の区職員への
日常的なＯＪＴの実
施②校長会、教育行政
連絡会を通じて分権
型教育行政の趣旨を
共有する。（通年） 

①新任者に対し、教育担当
関係業務について系統
立てて基礎知識・用語の
説明を行った。 
５月：学校基本調査、学
校規模、適正配置  
６月：運動場保有基準、
普通・特別教室、校長経
営戦略支援予算 
８月：区教育会議、区教
育行政連絡会、全国学
力・学習状況調査、体力・
運動能力調査 

②小学校校長会の参加（６
月～） 

 
（実施状況：○） 

・区職員の殆ど
が教育委員会
事務局の業務
の基礎知識は
なく、教育委員
会事務局が担
当ごとに分担
している業務
知識全般につ
いて、用語の意
味や根拠法令
など多岐にわ
たる知識を習
得するのに苦
労している。ま
た、幅広い知識
習得に時間が
かかる一方、異
動・配置換え数
年で担当者が
変わるため、区
における教育
担当業務の知
識・ノウハウの
継承が課題で
ある。 

・新任者が教育委員会事務
局からの各種照会に対
応できるよう、根気強く
ＯＪＴを重ねていく。 

・引き続き、校長会、教育
行政連絡会を通じて、分
権型教育行政の趣旨の
共有を図る。 

鶴見区 

・教育行政連絡会の開
催小・中学校各学期１
回 

・学校協議会への参加
市立幼稚園・小・中・
高校にて各学期１回 

・小・中学校の教育行政連
絡会を開催し、校長経営
戦略支援予算（区担当教
育次長執行枠）等や学校
選択制などに関しての
意見交換を行った。（小・
中学校：各１回ずつ） 

・市立幼・小・中・高等学

― ・引き続き、教育行政連絡
会の開催及び学校協議
会への参加を通じて、校
園長との情報共有を図
るとともに、各校園の課
題やニーズに応じた教
育活動支援を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
校の学校協議会へ参加
し、学校等の運営状況や
保護者、地域住民等の多
様な意見やニーズの把
握を行った。（幼・小・中・
高等学校：各１回ずつ、
計 20 校園） 

 
（実施状況：○） 

阿倍野区 

・阿倍野区教育会議及
び阿倍野区教育行政
連絡会を開催するこ
とにより、学校園・教
育コミュニティの状
況と進捗をモニタリ
ングし、その状況に応
じて学校園の教育活
動をサポートする。
（通年） 

・分権型教育行政の効
果的な推進に向けて、
分権型教育行政の理
解促進に向けた取組
等、具体的な取組を進
める。（通年） 

・阿倍野区教育会議の開
催：２回 

・阿倍野区教育行政連絡会
の開催：小学校の部１
回、中学校の部３回 

・学校見学（公開授業）の
実施：２回 

 
（実施状況：○） 

・９月に阿倍野
区教育会議委
員を改選する
にあたり、適切
な委員選定を
行う。 

・阿倍野区教育会議の開
催：２回 

・阿倍野区教育会議委員改
選 

・阿倍野区教育行政連絡会
の開催：小学校の部 ７
回、中学校の部 ７回 

・学校見学等の実施：随時 
・学校協議会の場における

分権型教育行政の理解
促進等に向けた説明：15
校 

住之江区 

・区教育行政連絡会や
学校協議会、保護者・
区民等参画のための
会議に参加し、学校の
実情把握に努めると
ともに、学習意欲の向
上や児童・生徒等への
様々な支援など、教育
環境の整備に向け、学
校や地域の実情に応
じた支援を行う。（通
年） 

・小・中学校それぞれにお
いて区教育行政連絡会
を開催し、学校の実情に
応じた支援が行えるよ
う学校長に意見を聞い
た。 

・各小中学校で開催する学
校協議会に参加し、学校
長や保護者などから意
見を聞き、学校の状況把
握に努めた。 

・区政会議（子ども・教育
部会）を活用し、保護者・
区民等参画のための会
議に参加し、保護者など
から意見を聞き、学校や
地域の実情把握に努め
た。 

 
（実施状況：○） 

・より学校、地域
の実情に応じ
た教育が行わ
れるよう、区役
所、学校、地域
が連携し取り
組む必要があ
る。 

・引き続き、区教育行政連
絡会や学校協議会、区政
会議（子ども・教育部会）
を活用した保護者・区民
等参画のための会議に
参加し、学校や地域の実
情把握に努めるととも
に、学校や地域の取組に
ついて情報共有を行い
ながら、学校の実情に応
じた支援を行う。 

住吉区 

・保護者・区民等の参画
のための会議（区総合
教育会議）を定期的に
開催し、区長が所管す
る教育振興に係る施
策・事業について意見
を聞くとともに、学校
長との連携を強め、各
学校の状況や課題、及
び区の施策とその成

・区総合教育会議を開催
し、30 年度の施策・事業
の結果及び元年度事業
の実施状況と課題につ
いて意見を聴取した（７
月）。 

・区内小中学校園の第１回
学校協議会に出席し、協
議会運営の補佐を行っ
た。学校協議会新任委員

・区総合教育会
議において、教
育施策に関す
る議論をより
深めるうえで、
委員が学校現
場の状況や課
題を把握して
おく必要があ
る。 

・区総合教育会議に、オブ
ザーバーとして学校園
長に入ってもらい、学校
園の現場の状況や課題
を聞き把握してもらう。 

・30 年度に引き続き、委員
研修等を通じ委員の役
割について周知すると
ともに、各学校協議会に
運営補佐として出席し、
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
果について問題意識
の共有化を図る。（通
年） 

・各学校の学校協議会
についてモニタリン
グ及びサポートを行
うとともに協議会に
おいて活発な意見交
換が行われるよう委
員に対する研修など
の支援をする。（通年） 

向け研修会を実施した
（６月）。学校協議会会
長会を開催し、問題意識
の共有化を図った（８
月・２回）。 

 
（実施状況：○） 

 

・学校協議会の
委員が、委員の
意見が学校運
営に反映され、
学校教育がよ
り推進するた
めには、さらな
る会議の活性
化が必要であ
る。 

区の施策等について説
明を行う。また、「学校協
議会の運営の手引き」を
活用しながら制度の説
明をし、活発な意見交換
を促していく。 

 

東住吉区 

・教育行政連絡会の開
催を通じて校長との
情報共有を図るとと
もに、各校の課題や
ニーズに応じた教育
活動支援に取り組む。
（通年） 

・教育行政連絡会で、小・
中学校長と教育委員会
事務局兼務の区職員と
の意見交換を行うとと
もに情報共有を図った。
（５月小・中学校別、各
１回） 

・「東住吉区教育活動サ
ポート事業」を実施し、
学力・発達障がいに関す
る各校の課題に応じた
支援を行った。 

・民間事業者を活用し、区
内の中学生を対象にし
た課外学習（塾）を実施
するほか、２中学校で夏
期講習を実施した。（塾：
通年、夏期講習：８月） 

・保護者・区民等の参画の
ための会議（区政会議・
子育て教育部会）で、学
校支援に関する取組に
ついて情報共有し意見
交換を行った。（８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・教育行政連絡会で、小・
中学校長と教育委員会
事務局兼務の区職員と
の意見交換を行うとと
もに情報共有を図る。 

・「東住吉区教育活動サ
ポート事業」を実施し、
学力・発達障がいに関す
る各校の課題に応じた
支援を行う。 

・民間事業者を活用し、区
内の中学生及び小学生
を対象にした課外学習
（塾）を実施する。 

平野区 

・区教育会議、区教育行
政連絡会（小･中）の
開催とともに幼稚園･
高等学校との意見交
換をはかりながら、学
校園と連携し、学力向
上や学習意欲向上施
策など分権型教育行
政の推進を図る。 

①区教育会議（年３回）、
区教育行政連絡会
（小･中：各年３回）、
幼稚園意見交換会（年
１回）、区内府立高等
学校意見交換会（年２
回） 

②区長・副区長・課長に
よる区内全小中学校

・区教育会議（１回）、区教
育行政連絡会（小･中：各
１回）、幼稚園意見交換
会（１回）、区内府立高等
学校意見交換会（１回）
を実施した。 

・区長・副区長・課長によ
る区内全小中学校長訪
問を実施した。 

・こども学力サポート事業
（学習支援：区内全小学
校及びこどもの居場所
等）を実施した。 

・こどもの「生きる力」育
成支援事業（不登校相
談・対策支援）を実施し
た。 

・ひらちゃん読書ノート

・英語に親しむ
世代をより拡
大する必要が
ある。 

・区教育会議（２回）、区教
育行政連絡会（小･中：各
２回）、区内府立高等学
校意見交換会（１回）を
実施する。 

・学校協議会（新任）委員
研修会及び区長との意
見交換会（９～11 月）を
実施する。 

・小学生のための英語セミ
ナー 

・英語スピーチコンテスト
（11 月）をこれまでの小
学生だけでなく、中学生
にも対象を広げて実施
する。 

・中学生のための高等学校
合同進学説明会（９月）
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
長訪問（通年） 

③学校協議会（新任）委
員研修会及び区長と
の意見交換会（９～11
月頃） 

④こども学力サポート
事業（学習支援：区内
全小学校及びこども
の居場所等）（通年） 

⑤こどもの「生きる力」
育成支援事業（不登校
相談・対策支援）（通
年） 

⑥ひらちゃん読書ノー
ト（読書習慣の定着に
向けた支援）作成･配
付（通年） 

⑦小学生のための英語
セミナー・英語スピー
チコンテスト（10～
12 月頃） 

⑧中学生のための高等
学校合同進学説明会
（９月） 

⑨平野区課外学習支援
事業（通年） 

⑩がんばる小学生・がん
ばる中学生区長表彰
（２月～３月） 

⑪ゲストティーチャー
制度（通年） 

（読書習慣の定着に向
けた支援）を作成･配付
した。 

・平野区課外学習支援事業
を実施した。 

・英語教育研修会を実施し
た。 

 
（実施状況：○） 

を実施する。 
・がんばる小学生・がんば

る中学生区長表彰（２月
～３月）を実施する。 

・読書ノート表彰（２月～
３月）を実施する。 

・ゲストティーチャー制度
を実施する。 

西成区 

・区政会議教育部会に
おいて、施策の立案段
階から、保護者・地域
住民・その他関係者
（学校長代表も含む）
の意見を把握し、適宜
これを反映する。（通
年） 

・教育行政連絡会で、上
記部会の趣旨や議事
を説明するなどして、
校長に対しても分権
型教育行政の理解促
進を図る。（通年） 

・教育委員会事務局兼
務の区職員に対して、
年度当初だけでなく
随時研修を行い、教育
行政において、年々学
校と区との関係が密
接になり、分権型教育
行政における区の役
割がより重要度を増
している状況や、それ

・７月に区政会議教育部会
を開催し、元年度の施策
に対する意見を聴取し
た。 

・教育行政連絡会を１回開
催し、事業概要の説明や
次年度事業のあり方に
ついての議論等を行い、
分権型教育行政の理解
促進を図った。 

・本年の人事異動で２名の
職員が新たに教育委員
会事務局兼務職員と
なったことにより、前任
からの引継ぎ及び、課長
代理の研修により分権
型教育行政に対する知
識を深めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・７月開催の区政会議教育
部会の委員からの意見
及び今後開催予定の教
育行政連絡会からの意
見を受け、２年度の予算
要求へ反映していく。 

・教育行政連絡会で、上記
部会の趣旨や議事を説
明するなどして、校長に
対しても分権型教育行
政の理解促進を図る。 

・教育委員会事務局兼務の
区職員に対して、年度当
初だけでなく随時研修
を行い、教育行政におい
て、年々学校と区との関
係が密接になり、分権型
教育行政における区の
役割がより重要度を増
している状況や、それに
応じて変遷する制度、区
役所の役割をリアルタ
イムに伝えていく。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
に応じて変遷する制
度、区役所の役割をリ
アルタイムに伝えて
いく。（通年） 
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取組①「区政会議の運営についての効果的なＰＤＣＡの実施」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

【区政運営についての委
員からの直接の評価】 
・区の取組について、委員

から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議における意見
への対応状況（予算へ
の反映状況を含む）に
ついて、区政会議にお
いて説明する。 

都島区 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 
・より活発な意見交換に向

けて、区政会議委員に対
して区政会議運営上の
課題把握のためのアン
ケートを実施する。（下
期） 

・アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図る
とともに、いただいた意
見についての対応状況
を区政会議において示
す。（下期） 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィード
バック】 
・区政会議における意見へ

の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（通年） 

【区政運営についての委
員からの直接の評価】 
・区の取組について、委員

から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

・区政会議運営上の課題把
握のためのアンケート
を実施した。（６月） 

・区政会議において、区政
会議における意見への
対応状況について説明
した。（６月） 

・区の取組について、委員
に４段階での評価を依
頼した。（６月） 

・回収率向上を目的に評価
結果の集約期間を延長
したため、各委員の評価
結果の公表は上期中で
の実施に至らなかった。 

 
（実施状況：△） 

・委員の任期や
アンケートの
回収率を考慮
し た ス ケ
ジュール設定
を行う必要が
ある。 

・より活発な意見交換に
向けて、区政会議委員
に対し、区政会議運営
上の課題把握のための
アンケートを実施す
る。 

・アンケート結果に基づ
き会議運営の改善を図
るとともに、いただい
た意見についての対応
状況を区政会議におい
て示す。 

・引き続き、区政会議に
おける意見への対応状
況（予算への反映状況
を含む）について、区
政会議において説明す
る。 

・区政運営に対する各委
員の評価結果を公表す
る。 

福島区 

・区政会議を活用し、区に
おける施策や事業につ
いて、区民にその企画・
計画段階から参画して
いただくとともに、協働
してこれに取り組み、そ
の成果について評価を
得て改善につなげてい
く。（通年） 

・区政会議において委員か
ら出された意見などへ
の対応状況について、区
政会議の場でフィード
バックする。（通年） 

・意見の出しやすい環境で
活発な議論を行うため

・第１回全体会（６月開催）
において、30年度の区政
各経営課題について委
員からの直接評価を実
施した。 

・第１回全体会において、
説 明 用 資 料 を 基 に
フィードバックを実施
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・委員改選に伴う、新任
委員向け勉強会の要素
を盛り込んだ少人数型
意見交換会「区政会議
ラウンドテーブル」を
10 月中に開催する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
の少人数型意見交換会
「区政会議ラウンド
テーブル」を継続実施す
る。（年１回以上） 

此花区 

・下記の取組を実施し、区
政会議委員に対するア
ンケートを行う。（下期） 

【区役所と委員との間で
より活発な意見交換を図
るための取組】 
・会議開催の概ね１か月前

に要点をとりまとめた
資料を送付し、資料に目
を通す時間を確保する。 

・事前にいただいた質問に
対して、会議当日までに
とりまとめて委員に回
答送付し、理解を深めて
会議当日に臨んでもら
う。 

・下記の取組を実施し、区
政会議委員に対するア
ンケートを行った。（６
月） 

【区役所と委員との間で
より活発な意見交換を図
るための取組】 
・会議開催の概ね１か月前

に要点をとりまとめた
資料を送付し、資料に目
を通す時間を確保した。 

・事前にいただいた質問に
対して、会議当日までに
とりまとめて委員に回
答送付し、理解を深めて
会議当日に臨んでも
らった。 

 
（実施状況：○） 

・より活発な意
見 交 換 に 向
け、区政会議
運営上の課題
把握を行う必
要がある。 

・元年度第２回区政会議
（10 月下旬開催予定）
で第１回区政会議で実
施したアンケート結果
を委員に対してフィー
ドバックし、区役所と
委員との間でより活発
な意見交換を図る。 

中央区 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 
・より活発な意見交換に向

け区政会議運営上の課
題把握のためのアン
ケートを区政会議委員
に対して実施する。（下
期） 

・アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図る。
（下期） 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィード
バック】 
・区政会議における意見へ

の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（下期） 

 
（実施状況：―） 

・区政会議を開
催し、区政会
議委員との活
発な意見交換
を通じて、引
き続き、効果
的なＰＤＣＡ
を実施する必
要がある。 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 
・より活発な意見交換に

向け区政会議運営上の
課題把握のためのアン
ケートを区政会議委員
に対して実施する。 

・アンケート結果に基づ
き会議運営の改善を図
る。 

【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィード
バック】 
・区政会議における意見

への対応状況（予算へ
の反映状況を含む）に
ついて、区政会議にお
いて説明する。 

西区 

・地域活動協議会からの推
薦委員等により構成さ
れる西区区政会議を年
２回以上開催する。（通
年） 

・会議でいただいた意見を
次年度の運営方針や予
算、当年度の施策等に活
かすとともに、意見に対
する区の考えや運営方
針への反映状況を広く
区民に知ってもらうた

・元年度第１回西区区政会
議を６月に開催した。 

・会議でいただいた意見を
当年度の施策等に活か
すとともに、意見に対す
る区の考えや運営方針
への反映状況を広く区
民に知ってもらうため、
ホームページ等へ掲出
した。（７月） 

・新任委員に対する事業説
明会の開催に向け、資料

― ・引き続き地域活動協議
会からの推薦委員等に
より構成される西区区
政会議を開催する。 

・引き続き会議でいただ
いた意見を次年度の運
営方針や予算、当年度
の施策等に活かすとと
もに、意見に対する区
の考えや運営方針への
反映状況を広く区民に
知ってもらうため、
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
め、ホームページ等へ掲
出する。（通年） 

・会議での活発な議論を促
して建設的な意見をい
ただくため、区の施策や
事業について事業説明
会を開催するほか、特に
委員の関心の高いテー
マについては、有識者等
をお招きしフォーラム
を開催する等意見をい
ただきやすい環境づく
りに努める。（通年） 

・会議において頂いた質問
や意見に対する区の基
本的な方針を示し、委員
からの意見に対して丁
寧にフィードバックす
る。（通年） 

の調整を行った。 
・会議において頂いた質問

や意見に対する区の基
本的な方針を示し、委員
からの意見に対して丁
寧にフィードバックし
た。（７月） 

 
（実施状況：○） 

ホームページ等へ掲出
する。 

・引き続き会議での活発
な議論を促して建設的
な意見をいただくた
め、区の施策や事業に
ついて事業説明会を開
催するほか、特に委員
の関心の高いテーマに
ついては、有識者等を
お招きしフォーラムを
開催する等意見をいた
だきやすい環境づくり
に取り組む。 

・引き続き会議において
頂いた質問や意見に対
する区の基本的な方針
を示し、委員からの意
見 に 対 し て 丁 寧 に
フィードバックする。 

港区 

・区政会議運営上の課題把
握のためのアンケート
を区政会議委員に対し
て実施する。（下期） 

・委員からのご意見を踏ま
え会議運営の改善を図
るとともに、いただいた
意見についての対応状
況を区政会議で報告す
る。（通年） 

・区政会議における意見へ
の対応状況を明示して
委員に説明する。（通年） 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

・区政会議運営上の課題把
握のためのアンケート
及び委員構成に関する
アンケートを第１回区
政会議（６月～７月実
施）において実施した。 

・30 年度いただいたご意
見を踏まえ事前配付資
料の早期送付などの改
善を図り区政会議で報
告を行った。 

・第１回区政会議におい
て、先に開催した部会に
おいて出された意見と
その対応状況について
全体会議の場で委員へ
説明した。 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化するための
アンケートを実施した。
より回収率を上げるた
め、現委員の任期である
９月末まで実施するこ
とした。 

 
（実施状況：△） 

・委員の任期や
アンケートの
回収率を考慮
し た ス ケ
ジュール設定
を行う必要が
ある。 

・第２回以降の区政会議
においても、委員から
のご意見を踏まえた会
議運営の改善を図り、
報告する。 

・区政会議委員からのア
ンケートを取りまと
め、区の取組について、
委員から４段階で評価
を受けて点数化し、各
委員の評価を平均して
公表する。 

大正区 

・区政会議の開催（７・９・
12・２月の計４回） 

・施策・事業の企画段階や
事後だけではなく執行
段階においても区政会
議委員の意見を聴取し
て必要に応じて反映す
るなど、区政会議委員と

・７月に区政会議を開催し
た。 

・区政会議委員へ事前に資
料の送付や意見聴取、回
答を行い、区政会議の場
で議論する時間を大幅
に増やし、活発な意見交
換が出来た。 

― ・区政会議（９・12・２
月）を開催する。 

・開催に先立ち、事前資
料を委員に配付し、資
料に対する質問等を聴
取、集約、委員に提供
することで、会議にお
いて活発な議論を促
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
より活発な意見交換を
行う。（通年） 

・区政運営について、区役
所の自己評価に対する
意見に加え、委員の評価
を直接受ける。（１月） 

・委員から出された意見な
どについて、区政への反
映状況や反映できな
かった場合の理由を区
政会議の場で明らかに
する。（通年） 

・元年度、区政会議委員の
改選があることから、現
在の区政会議委員に区
政会議に対する評価（ア
ンケート）を行った。 

・区政会議委員から聴取し
た意見については、全て
書面にして回答した。 

 
（実施状況：○） 

す。 
・区政委員の改選を行

う。 
・区政運営について、区

役所の自己評価に対す
る意見に加え、委員の
評価を直接受ける。（１
月） 

天王寺区 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課
題把握のためのアン
ケートを区政会議委員
に対して実施。同アン
ケート結果に基づき会
議運営の改善を図ると
ともに、アンケート結果
への対応状況を区政会
議等において示す。（通
年） 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（通年） 

・区の取組について、委員
から４段階で受けた評
価を点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（通年） 

・30 年度に実施したアン
ケート結果に基づき、第
１回区政会議を分科会
形式で開催した。 

・第１回区政会議におい
て、前回会議での意見へ
の対応状況についての
説明資料を配布した。 

・第１回区政会議におい
て、委員から４段階で評
価を受け、意見交換する
時間を設けた。 

 
（実施状況：○） 

― ・より活発な意見交換に
向け区政会議運営上の
課題把握のためのアン
ケートを区政会議委員
に対して実施。同アン
ケート結果に基づき会
議運営の改善を図ると
ともに、アンケート結
果への対応状況を区政
会議等において示す。 

・区政会議における意見
への対応状況（予算へ
の反映状況を含む）に
ついて、区政会議にお
いて説明する。 

・区の取組について、委
員から４段階で受けた
評価を点数化し、各委
員の評価を平均して公
表する。 

浪速区 

・活発な意見交換に向け区
政会議運営上の課題把
握のためのアンケート
を委員に対して会議毎
に実施する。（通年） 

・30 年度の区政会議運営
上の課題についての意
見を踏まえ、会議運営の
改善を図る。（通年） 

・予算への反映状況を含ん
だ区政会議における意
見への対応状況につい
て説明する。（上期） 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

・区政会議運営に関するア
ンケートを区政会議委
員に対し実施した。（６
月、８月） 

・30 年度に実施したアン
ケートで得た区政会議
委員からの意見を踏ま
え、会議運営の改善を
図った。 
（会議資料を開催日の
10日前に送付、議事進行
を改善等） 

・区政会議委員の意見に対
する予算への対応状況
について資料としてと
りまとめ、区政会議にお
いて説明を行った。 

・区政運営について、「区政
会議委員評価シート」を
用いて区政会議委員よ
り評価を受けた。 

・区政会議の１部会におい

・区政会議委員
の 意 見 や 要
望、評価につ
いて、適切な
フィードバッ
クが行われて
いないと感じ
ている委員が
複数いること
から、フィー
ドバックの趣
旨をご理解い
ただけるよう
な取組を行う
とともに、会
議運営、資料
作りにも工夫
が 必 要 で あ
る。 

・「区政会議委員評価
シート」をとりまとめ
て公表する。（９月） 

・区政会議委員に対して
毎回会議後にアンケー
ト調査を実施する。 

・区政会議の２部会にお
いて、より活発な議論
ができるよう配席を変
更するなど会議運営の
改善を図る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
て、より活発な議論がで
きるよう配席を変更し
た。 

 
（実施状況：○） 

西淀川区 

・区政会議委員の意見を反
映した会議運営と適切
なフィードバックを実
施する。（通年） 

・30 年度の区の取組につ
いて区政会議の場で報
告し、４段階評価を委員
に依頼した。（６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議委員の意見を
反映した会議運営と適
切なフィードバックを
実施する。 

淀川区 

・区政会議委員を対象にア
ンケートを実施し、アン
ケートの結果を参考に、
会議資料や会議運営の
更なる工夫を行いなが
ら区政会議委員とより
活発に意見を交換する。
（通年） 

・区政会議での委員の意見
に対してフィードバッ
クを行う。（通年） 

・区政運営についての委員
からの直接評価を受け
る（上期） 

・区政会議委員の改選の年
に当たるので、新しくな
られた委員にも活発に
意見交換ができるよう
に工夫する。（下期） 

・区政会議を開催した。（３
部会×各１回、全体会議
×１回） 

・委員からより多くの意見
を聴取するために、①具
体的に聴取したい内容
を含んだ資料を事前に
送付②開催後に意見票
を配布③資料の概略版
を作成等の工夫を行っ
た。 

・委員から聴取した内容を
30 年度運営方針に反映
し、振り返りを行った。 

・区政会議委員を対象にア
ンケートを実施した。 

・区政運営についての委員
からの直接評価を受け
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議委員を対象に
アンケート実施したア
ンケートの結果を参考
に会議資料や会議運営
のさらなる工夫を行い
ながら区政会議委員と
より活発な意見交換を
する。 

・引き続き、区政会議で
の委員の意見への反映
状況をフィードバック
する。 

・区政運営について委員
から受けた直接評価を
分析し、区政運営に反
映させる。 

・委員改選の年であるこ
とから、新たに就任さ
れた委員を含め勉強会
を開き、区政会議に対
する委員の理解を深め
る。 

東淀川区 

・区政会議本会開催（３回
以上）するとともにそれ
ぞれの分野に関する各
専門部会を設けて部会
別の会議・学習会を適宜
開催する。（通年） 

・運営について委員アン
ケートや会議を実施し
改善を図る。（年１回以
上） 

・論点が絞られたわかりや
すい資料を作成する。
（通年） 

・意見への対応状況につい
て、区政会議において委
員へフィードバックす
る。（通年） 

・委員による区政への直接
評価を実施し、点数化し
て公表する。（上期） 

・区政会議本会（１回）の
他、部会（４部会各１
回）･学習会（２回）を開
催した。 

・７月本会時、委員アン
ケートを実施した。 

・議長･副議長会で区政会
議への意見を聴き、会議
進行に取り入れた。 

・概要版の作成等、見やす
くわかりやすい資料を
作成した。 

・区政会議委員の意見につ
いて区役所内で情報共
有し、意見に対する区役
所の対応方針や予算反
映状況について、区政会
議委員へフィードバッ
クした。（２回） 

・区政会議委員から 30 年
度の区政運営について

・より活発な意
見交換のため
アンケート内
容を踏まえた
さらなる工夫
が 必 要 で あ
る。 

・委員の任期や
アンケートの
回収率を考慮
し た ス ケ
ジュール設定
を行う必要が
ある。 

・区政会議本会（２回）の
他、部会･学習会を適宜
開催する。 

・アンケート結果に基づ
き会議運営の改善を図
る。 

・新任委員の方に区政に
ついての説明会を開催
する。（10～11 月） 

・区政会議委員の意見に
ついて区役所内で情報
共有し、意見に対する
区役所の対応方針や予
算反映状況について、
区政会議委員へ適宜
フィードバックしてい
く。 

・区政運営への評価を集
計し点数化するととも
に、区政会議の場で委
員へフィードバックす
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
評価をいただいたが、回
収率向上を目的に評価
結果の集約期間を延長
したため、各委員の評価
結果の公表は上期中で
の実施に至らなかった。 

 
（実施状況：△） 

る。（11 月） 

東成区 

・区政会議委員とのより活
発な意見交換ができる
よう、区政会議とは別
に、自由な意見交換の場
として、引き続き、委員
に関心の高いテーマを
題材にした井戸端会議
風勉強会を開催する。
（８月） 

・新任委員が区政の現状や
行政のしくみ等につい
て学ぶことができるよ
う説明会を開催する。
（10 月） 

・区政会議で関心の高かっ
た「防災・防犯」「子育て
支援」をテーマに、区政
会議委員による自由な
意見交換の場を持った。 

 
（実施状況：○） 

― ・新任委員が区政の現状
や行政のしくみ等につ
いて学ぶことができる
よう説明会を開催す
る。 

生野区 

・各部会において学識を有
する者をファシリテー
ターとして配置し、経験
や事例を提示しながら
会議進行を行うととも
に、行政からの説明につ
いてポイントを絞るな
ど、区政会議委員の発言
しやすい環境を作り、活
発な意見交換を行う。
（通年） 

・区政会議での委員の意見
の反映状況の綿密な
フィードバックを行う。
（通年） 

・区政運営について委員か
らの直接の評価を受け
る。（下期） 

・元年５月及び６月開催の
各部会でも学識を有す
る者の会議進行によっ
て、区政会議委員のより
活発な意見交換が行え
た。 

・元年５月及び６月開催の
各部会では、30年度にお
ける会議での意見、６月
開催の全体会でも前回
会議での意見のフィー
ドバックを行った。また
30 年度の意見に対する
予算反映状況等も示し、
より綿密なフィード
バックを行った。 

 
（実施状況：○） 

・各委員からの
意見や要望、
評 価 に つ い
て、区役所や
委員との間で
意見交換がよ
り活発になる
ような工夫が
必要。 

・各委員からの
意見や要望、
評 価 に つ い
て、より適切
に フ ィ ー ド
バックが行わ
れるような工
夫が必要。 

・各部会に学識を有する
者をファシリテーター
として配置し、経験や
事例を提示しながら会
議進行を行うことで、
区政会議委員の発言し
やすい環境を作り、活
発な意見交換を行う。 

・区政会議での委員の意
見の反映状況のフィー
ドバック 

・区政運営について委員
からの直接の評価 

旭区 

・資料の簡素化等により会
議運営の改善を図る。
（通年） 

・運営方針自己評価の資料
については、記載内容や
記載方法の工夫により
事前に委員が見て内容
を理解しやすく改善し、
会議当日の事務局から
の説明を簡略し、会議運
営の改善を図った。 

 
（実施状況：○） 

・区政会議委員
に対するアン
ケートを踏ま
えた改善を行
う 必 要 が あ
る。 

・資料の簡素化に加え、
資料の内容充実により
会議運営の改善を図
る。 

城東区 
・意見交換を活発にし、よ

り効果的に意見を運営
方針に反映できるよう
開催スケジュールを変

・区政会議の年間スケ
ジュールを変更した。 

・区政会議における意見の
対応状況については、次

― ・活発な意見交換に資す
るよう、現委員任期中
に、運営について委員
アンケートを実施し改
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
更する。（通年） 

・活発な意見交換に資する
よう運営について委員
アンケートを実施し改
善を図る。（９月頃） 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（通年） 

・委員による区政の直接評
価を実施し、点数化して
公表する。（上期） 

・より意見交換が活発にな
るよう区政会議委員の
定数の見直しを検討す
る。（10 月） 

・区の施策等の知識を深め
てもらうため勉強会等
を開催する。（下期） 

の会議までに文書で配
付した。 

・委員による区政の直接評
価を実施した。 

・より意見交換が活発にな
るよう区政会議委員の
定数の見直しを図った
うえで、公募委員を募集
した。 

 
（実施状況：○） 

善を図る。 
・委員による区政の直接

評価を集約し、公表す
る。（９月） 

・委員改選があるため、
区の施策等の知識を深
めてもらうため勉強会
等を開催する。 

鶴見区 

【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 
・委員改選時に区の現状や

行政のしくみについて
の説明を行う。（下期） 

・区政会議委員へのアン
ケートを実施する。（上
期） 

・アンケート結果のフィー
ドバック及び結果に基
づく改善を行う。（随時） 

【区政会議での委員の意
見の反映状況】 
・反映状況の説明を実施す

る。（全体会・部会におい
て随時） 

・区政会議委員へのアン
ケートを実施（６月） 

・区政会議委員からの主な
意見と対応等について
説明（全体会１回、各部
会１回） 

 
（実施状況：○） 

・「意見を述べ
るために前提
となる区の現
状や行政のし
くみ等につい
ての知識が不
足している」
との意見が複
数あった。そ
のため、元年
度中に予定さ
れている委員
改選により、
委員の知識不
足により十分
な議論がなさ
れない恐れが
ある。 

・ ア ン ケ ー ト 結 果 の
フィードバック及び結
果に基づいた改善状況
の説明を行う。（全体
会・各部会において随
時実施） 

・区政会議委員からの意
見に対する対応状況の
説明を行う。（全体会・
各部会において随時実
施） 

・委員の改選に合わせ、
区の現状や行政の仕組
みについての説明を行
う。（10 月） 

阿倍野区 

区政会議の運営について
の効果的なＰＤＣＡの実
施 
【区政会議委員とのより
活発な意見交換】 
・30 年度のアンケート結

果に基づき会議運営の
改善を図るとともに、い
ただいた意見について
の対応状況を区政会議
において示す。（上期） 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課
題把握のためのアン
ケートを区政会議委員
に対して実施する。（下
期） 

・30 年度のアンケートで
いただいた意見をもと
に、「より活発な意見交
換」に向けて改善を行っ
た会議運営上の取組を
区政会議（６月）におい
て報告した。 

・「区役所側の説明が長く、
意見交換をする時間が
短い」との声が多かった
ことから、６月の会議で
は説明時間の厳守を徹
底するよう努めた。 

・「会議前に十分資料を読
み込む時間がない」との
声が多かったことから、
意見聴取が必要な案件
の資料について、30年度

・より活発な意
見 交 換 に 向
け、区政会議
運営上の課題
把握を行う必
要がある。 

・区政会議運営上の課題
把握のためのアンケー
トを区政会議委員に対
して実施する。（９月の
区政会議で依頼） 

・区政会議における意見
への対応状況につい
て、予算反映状況も含
めて明示し、区政会議
（12 月）において説明
する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
【区政会議での委員の意
見の反映状況のフィード
バック】 
・区政会議における意見へ

の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（上期） 

までは概ね１週間前を
目途に送付を行ってい
たが、６月の会議では２
週間前に送付を行った。 

・「30 年度の区政会議にお
ける意見への対応状況」
については、30 年度 12
月の会議で運営方針（素
案）と併せて説明し、６
月の会議でも確定後の
運営方針と併せて説明
する予定であったが、特
に変更点がなかったた
め実施不要と判断した。
また、「元年度の区政会
議における意見への対
応状況」については、元
年度 12 月の会議で説明
する予定とした。 

 
（実施状況：○） 

住之江区 

・年度途中に委員改選予定
であるため、新委員向け
に議論の経過等を説明
する機会を設け、スムー
ズに議論に参加してい
ただけるようにする。
（10 月） 

 
（実施状況：―） 

― ・新委員向けに議論の経
過等を説明する機会と
して、区政会議や運営
方針等についての説明
会を開催する。（９月） 

住吉区 

・簡潔で分かりやすい資料
を作成するとともに、区
政会議でいただいた各
委員からの意見や要望
は 対 応 方 針 と し て
フィードバックを行う。
（通年） 

・第１回・第２回区政会議
では、簡潔で分かりやす
い資料を作成した。事前
資料として各委員へ送
付し、意見聴取を行い、
全ての意見について、対
応方針を説明した。（６
月・８月） 

 
（実施状況：○） 

・区政に関わる
膨大な情報を
分かりやすく
伝える必要が
ある。 

・簡潔かつ分かりやすい
資料作りを行うととも
に、引き続き、全ての
委員意見について、区
政への反映状況等の
フィードバックを行
う。 

東住吉区 

・本会議の意見交換を活発
にするため地域の現地
視察を設ける等、部会長
や議長、委員とのコミュ
ニケーションを密にと
りよりスムーズな運営
を行う。（通年） 

・第１回本会議を実施し
た。（６月） 

・第１回部会を実施した。
（２部会、８月） 

・委員間の意見交換をもと
に部会運営し、部会調査
活動の準備を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・第２回本会議（９月） 
・各部会調査活動（10～

12 月） 
・第２回部会（２部会、11

～12 月） 
・第３回本会議（２月） 
・部会長、議長、委員とコ

ミュニケーションを密
にとり、委員間の意見
交換を活発にするとと
もに、スムーズな会議
運営を実施する。 

平野区 
・可能な限り委員の要望に

沿う運営をめざす。ま
た、いただいたご意見に
対する区役所の取組状

・専門的な議論を行えるよ
う、引き続き、小グルー
プの意見交換会の場を
設定、「防災」「防犯」「地

・委員改選（10
月）以降も、
委員との活発
な意見交換を

・新しく委員になられた
方等に対し、オリエン
テーションを開催して
区政会議についての説
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
況等については、簡易で
わかりやすい資料など
にまとめ、より適切な
フィードバックを行う
とともに、広報紙等で定
期的に委員の活動状況
を発信する。（通年） 

 

域福祉」「こども」「まち
づくり企画」の５つの分
野に分かれて小グルー
プの意見交換会（約１時
間）を実施したあとに、
区政会議（全体会）を同
日開催（約１時間）して
いる。なお、４月は小グ
ループの意見交換会を
単独開催し、それぞれ個
別のテーマをじっくり
とご議論いただいた。 

・広報ひらのに継続して区
政会議の紹介記事を掲
載。開催ごとに写真も交
えて分かりやすく掲載
し、委員から頂いたご意
見やその対応状況につ
いて、区政会議の場で委
員に説明するだけでな
く、一般の区民に対し、
広く周知するなど、委員
の意見・区政への反映状
況の「見える化」を実施
した。 

 
（実施状況：○） 

行い、委員が
区政運営に参
画している実
感を持ってい
ただくための
会議運営に努
める必要があ
る。 

・区政会議の目
的に密接に関
連する団体の
代表者等を選
任する必要が
あるものの、
女性委員の推
薦が少ないた
め、現状の委
員構成では男
女共同参画に
関する本市の
指針（女性比
率 40％以上）
を満たしてい
ない。 

明を行う。 
・改選後も引き続き、可

能な限り委員の要望に
沿う運営をめざす。ま
た、いただいたご意見
に対する区役所の取組
状況等については、簡
易でわかりやすい資料
などにまとめ、より適
切なフィードバックを
行うとともに、広報紙
等で定期的に委員の活
動状況を発信する。 

・女性や若い世代の方な
ど、これまで区政運営
への関与が薄かった区
民の方々に区政に参画
していただく観点か
ら、公募委員の募集を
積極的に行う。 

西成区 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課
題把握のためのアン
ケートを区政会議委員
に対して実施する。（９
月） 

・アンケート結果に基づき
会議運営の改善を図る
とともに、いただいた意
見についての対応状況
を区政会議において示
す。（下期） 

・区政会議における意見へ
の対応状況（予算への反
映状況を含む）につい
て、区政会議において説
明する。（通年） 

・区の取組について、委員
から４段階で評価を受
けて点数化し、各委員の
評価を平均して公表す
る。（上期） 

・より活発な意見交換に向
け区政会議運営上の課
題把握のためのアン
ケート（部会用）を区政
会議委員に対して実施
した。 

・委員からのご意見・質問
等とそれに対する区の
考え方を示した資料を
作成し、区政会議におい
て説明した。 

 
（実施状況：○） 

― ・より活発な意見交換に
向け区政会議運営上の
課題把握のためのアン
ケート（全体会用）を
区政会議委員に対して
実施する。 

・アンケート結果に基づ
き会議運営の改善を図
るとともに、いただい
た意見についての対応
状況を区政会議におい
て示す。 

・区の取組について、委
員から４段階で評価を
受けて点数化し、各委
員の評価を平均して公
表する。（９月） 

・引き続き、区政会議に
おける意見への対応状
況（予算への反映状況
を含む）について、区
政会議において説明す
る。 

 

  

178 

柱 2-Ⅲ-ア 区における住民主体の自治の実現 

取組②「区政会議と地域活動協議会との連携」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（通
年） 

・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定した。 

 
（実施状況：○） 

― ・元年 10 月の委員改選に
おいても、地域活動協議
会から推薦を受けた区
政会議の委員を選定す
る。 

都島区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（10
月） 

・10 月改選に向け、各地域
活動協議会に委員推薦を
依頼した。（６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会からの
推薦に基づき、委員を選
定する。（10 月） 

福島区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（９
月） 

・区政会議において地域活
動協議会からの推薦委員
に参画いただいた。 

・委員改選に向け、各地域活
動協議会あて委員の推薦
依頼を行った。（６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・10 月１日の委員改選に
向けて、引き続き地域活
動協議会から推薦を受
けた区政会議の委員を
選定する。 

此花区 

・地域活動協議会からの
推薦を受けた区政会議
委員を選定する。（上
期） 

・地域活動協議会９団体に
対して区政会議委員の推
薦を依頼した。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会からの推
薦を受けた区政会議委
員を選定する。（任期：元
年 10 月１日から２年
間） 

中央区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を引き続き選定
し、区政会議における
意見交換や情報共有等
による区政会議と地域
活動協議会の連携を図
る。（下期） 

・区広報紙を活用し情報
発信を強化すること
で、区政会議と地域活
動協議会の連携を深め
る。（下期） 

・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を引き続き２名選定し
た。 

・区広報紙を活用した、地域
活動協議会の紹介などの
情報発信を行った。（５
回） 

 
（実施状況：○） 

・引き続き、地
域活動協議
会から推薦
を受けた区
政会議の委
員 を 選 定
し、区政会
議と地域活
動協議会の
連携を図る
必 要 が あ
る。 

・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委
員を引き続き選定し、区
政会議における意見交
換や情報共有等による
区政会議と地域活動協
議会の連携を図る。 

・区広報紙を活用し情報発
信を強化することで、区
政会議と地域活動協議
会の連携を深める。 

西区 

・地域活動協議会からの
推薦委員等により構成
される西区区政会議を
年２回以上開催する。
（通年） 

・地域活動協議会からの推
薦委員等により構成され
る西区区政会議を６月に
開催した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き地域活動協議会
からの推薦委員等によ
り構成される西区区政
会議を開催する。 

港区 

・全地域活動協議会に委
員の推薦を依頼し、地
域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委
員を選定する。（上期） 

・元年 10 月１日からの任期
の委員の推薦依頼を全地
域活動協議会へ行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・各地域活動協議会からの
推薦に基づき、全地域活
動協議会から各１名ず
つ区政会議委員を選定
する。（９月） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

大正区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（通
年） 

・地域活動協議会へ区政会
議委員の推薦を依頼し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・推薦された方を委員に選
定する。 

天王寺区 

・地域活動協議会をはじ
め、各種地域団体から
推薦を受けた区政会議
の委員を置く。（通年） 

・地域活動協議会をはじめ、
各種地域団体から推薦を
受けた区政会議の委員を
置いた。 

 
（実施状況：○） 

― ・10 月の委員改選後も地
域活動協議会をはじめ、
各種地域団体から推薦
を受けた区政会議の委
員を置く。 

浪速区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区民を区政
会議委員として選定す
る。（下期） 

・地域活動協議会からの
推薦委員等により構成
される区政会議を開催
する。（通年） 

・区政会議委員の任期満了
に伴う改選にあたり、地
域活動協議会から各１名
の推薦を受けた。 

・地域活動協議会からの推
薦委員等で構成される区
政会議を開催した。（６
月、８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会から区政
会議委員として推薦を
受けた区民を区政会議
委員として選定する手
続きを行う。 

西淀川区 

・区政会議での議論内容
を地域活動協議会会長
会で報告する。（通年） 

・区政会議での議論内容を
地域活動協議会会長会で
報告した。（８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議での議論内容を
地域活動協議会会長会
で報告する。 

淀川区 

・委員改選の年に当たる
元年度は、地域活動協
議会から区政会議委員
を推薦頂くように依頼
する。（上期） 

・元年度９月に区政会議委
員の改選が行われること
から、地域活動協議会に
区政会議委員の推薦を依
頼した。（18/18 地域） 

 
（実施状況：○） 

― ・任期途中で地域団体推薦
委員がやめる場合は、後
任の委員を地域活動協
議会から推薦いただく
ように引き続き依頼す
る。 

東淀川区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（通
年） 

・地域活動連絡協議会連絡
会議の際、区政会議委員
の改選に伴う委員推薦に
ついて各地域活動協議会
会長あてに依頼した。（７
月） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き各地域活動協議
会から推薦を受けた区
政会議の委員を選定す
る。 

東成区 

・地域の総意形成機能を
担う、地域活動協議会
との連携を図り、地域
活動協議会からの推薦
を受けた区政会議の委
員を選定する。（９月） 

・各地域活動協議会に区政
会議委員の推薦を依頼し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き地域活動協議会
から推薦を受けた区政
会議の委員を選定する。 

生野区 
・地域活動協議会から推

薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（10 

・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委員
を選定する。 

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区
政会議の委員を選定す
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
月） ６月下旬～７月中旬 地

域活動協議会からの推薦 
８月上旬～中旬 選考 
（10 月１日～ 新委員の
任期開始予定） 
 

（実施状況：○） 

る。 

旭区 

・区政会議と地域活動協
議会との連携が図れる
ように、各地域活動協
議会を代表してのご意
見をいただくように説
明する。（通年） 

・区政会議開催の際、議長か
ら、団体から推薦された
委員は、団体を代表して
の提案をお願いする旨の
アナウンスをした。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区政会議と地
域活動協議会との連携
が図れるように、各地域
活動協議会を代表して
のご意見をいただくよ
うに説明する。 

城東区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（10 
月） 

・各地域活動協議会に区政
会議委員の推薦を依頼し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委
員を選定する。 

鶴見区 

・地域活動協議会からの
推薦を受けた区政会議
の委員を選定する。（12 
名）（通年） 

・全地域活動協議会から計
12 名任期満了に合わせ
て、地域活動協議会に委
員選出を依頼した。（７
月） 

 
（実施状況：○） 

― ・全地域活動協議会から選
出を受けた方を区政会
議委員に任命する。（10
月） 

阿倍野区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（10
月） 

・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議委員の
選定に向け、各地域活動
協議会と調整を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議の委
員を選定する。（10 月） 

住之江区 

・委員改選予定であるた
め、引き続き各地域活
動協議会から推薦を受
けた委員の選定を行
う。（９月） 

・各地域活動協議会に推薦
依頼を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き各地域活動協議
会から推薦を受けた委
員の選定を行う。 

住吉区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を２名に参画いた
だく。（９月） 

・区政会議で議論された
地域に関する課題等に
ついて地域活動協議会
会長会で報告する。（通
年） 

・地域活動協議会へ区政会
議委員２名の推薦依頼を
行った。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・区政会議で
議論された
地域課題等
について、
地域活動協
議会との情
報共有を図
ることが必
要である。 

・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議委員
２名に参画いただき、情
報共有を図る。（12・２
月） 

東住吉区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（通
年） 

・地域活動協議会から推薦
を受けた区政会議委員に
活動していただいた。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、地域活動協議
会から推薦を受けた区
政会議委員に活動して
いただく。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

平野区 

・地域活動協議会から推
薦を受けた区政会議の
委員を選定する。（通
年） 

・委員の改選（10 月）に向
け、全 22 地域の地域活動
協議会へ委員の推薦の働
きかけを実施した。 

 
（実施状況：○） 

・区政会議と
地域活動協
議会との連
携を促進す
る 観 点 か
ら、各地域
活動協議会
から推薦の
あった委員
に参画いた
だいている
が、現状で
は全22地域
中、16 地域
からの参画
にとどまっ
ている。 

・推薦を得られなかった地
域活動協議会には継続
的に参画を働きかける
とともに、地域活動協議
会からの推薦委員の活
動状況の情報発信を行
い、区政会議と地域活動
協議会との連携の必要
性についての理解を浸
透させる。 

西成区 

・元年 10 月の委員改選時
に、地域活動協議会か
ら推薦を受けた方を区
政会議の委員に選定す
る。（通年） 

・元年 10 月の委員改選に向
けて、地域活動協議会か
ら新たな委員の推薦を受
けた。 

 
（実施状況：○） 

― ・新たに地域活動協議会か
ら推薦をされた方を、元
年 10 月より区政会議の
委員として選定する。 
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柱 2-Ⅲ-イ 多様な区民の意見やニーズの的確な把握 

取組①「意見やニーズの把握手法の多角化」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・区民アンケートを実施
（下期）するとともに、
区政会議を開催（通年）
し、多様な区民の意見
を聴取し、ニーズを把
握する。 

・区政会議を開催（５月・
８月）し、多様な区民
の意見を聴取し、ニー
ズを把握した。 

 
（実施状況：○） 

・区政会議にお
いて、的確に区
民のニーズを
把握するため
には、委員一人
あたりの意見
を述べる時間
が少ない。 

・区民アンケートを実施す
るとともに、区政会議を
開催し、多様な区民の意
見を聴取し、ニーズを把
握する。 

・区政会議の運営方法を工
夫し、委員一人あたりの
意見を述べる時間を確
保することにより、的確
に区民のニーズを把握
する。 

都島区 

無作為抽出した区民を対
象としてアンケートを実
施、サイレント・マジョリ
ティなどを含めた多様な
意見やニーズを把握し、
区政へ反映する。 
・区長出前講座「区長と話

そう！」の実施（通年） 
・地域担当制の実施（通

年） 
・区民アンケート（２回） 

・出前講座「区長と話そ
う！」を実施した。（６
月） 

・地域担当職員が地域会
議、イベント等に出席
した。（９地域） 

 
（実施状況：○） 

― ・区長出前講座「区長と話
そう！」を実施する。 

・地域担当職員が地域会
議、イベント等に出席す
る。（９地域） 

・無作為抽出した区民を対
象とした区民アンケー
トを実施する。（12 月・
２月） 

福島区 

・多様な区民の意見や
ニーズの把握のため、
能動的には区政会議や
区民モニターアンケー
ト調査（年３回）、区民
懇談会（年３回）によっ
て、受動的には「区長に
届けみんなの声、そし
て小さな声」（意見箱の
設置場所を含む鉄道駅
ほか区内 12 箇所に意
見用紙を常設）により、
意見収集や区政評価を
行う。（通年） 

・新たな意見把握手法の
検討を行う。（年１回以
上） 

・多様な区民の意見や
ニーズを把握するた
め、第一回目の区民モ
ニターアンケートに向
けて準備を進めた。ま
た、６月に第一回目の
区政会議を開催し、地
域の意見を広く把握す
るよう努めた。また、
10 月開催予定のラウ
ンドテーブル（区民懇
談会含む）の準備を進
めた。 

・４月以降「区長に届け
みんなの声、そして小
さな声」を通して随時
意見収集を行った。 

 
（実施状況：○） 

・区民の意見や
ニーズの把握
について、意見
を聞く場の拡
充検討や、わか
りやすいアン
ケートの設問
にするなど、工
夫していく必
要がある。 

・10 月から順次区民モニ
ターアンケートを実施
する（年３回）。 

・区民懇談会を実施する
（年３回）。 

・区政会議のほか、「区長に
届けみんなの声、そして
小さな声」等により引き
続き区民の意見やニー
ズを把握する。 

・新たな意見把握手法の検
討を行う。 

此花区 

・これまで実施してきた
次の取組を継続して実
施する。 

（＊継続して取り組むこ
と） 
・ 無 作 為 抽 出 に よ る

1,500 名の区民を対象
とした此花区民アン
ケートの実施（下期） 

・各事業の参加者を対象

・区民アンケートの質問
項目について事業担当
課に照会した。 

・アンケート実施（12 月
予定）に向けた準備を
進めた。 

 
（実施状況：○） 

― ・これまで実施してきた取
組を継続して実施する。 

（＊継続して取り組むこ
と） 
・無作為抽出による 1,500

名の区民を対象とした
此花区民アンケートの
実施 

・各事業の参加者を対象と
したアンケートの実施 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
としたアンケートの実
施（通年） 

・広報紙での区民意見や
ニーズの把握（通年） 

・区役所内に組織横断的
な地域担当チームを編
成。（通年） 

・区庁舎内に意見箱を設
置（通年） 

・効果的な取組であると
区長会議において判断
された内容を検討し、
可能なものを実施（通
年） 

・広報紙での区民意見や
ニーズの把握（通年） 

・区役所内に組織横断的な
地域担当チームを編成。 

・区庁舎内に意見箱を設置 
・「ＳＮＳを活用した区民

の意見やニーズの把握」
を、30年度に各区共通し
て取り組むとの方向性
が人事・財政部会で決議
されたことから、ＳＮＳ
を活用した区民の意見
やニーズの把握の新た
な取組を検討・実施す
る。 

中央区 

・次の取組を継続して実
施する。 

・市民の声の受付（随時） 
・広く区民から意見を聴

く改善箱を設置し、対
応状況等をホームペー
ジで公開（随時） 

・区民モニターアンケー
トの実施 ２回（下期） 

・アンケートの結果を
ホームページで公開
（下期） 

・効果的な取組であると
区長会議において判断
され、ベストプラク
ティスとして 24 区で
共有された内容を検討
し、当区の実情に即し
たものを実施する。（随
時） 

・市民の声の受付を行っ
た。（50 件） 

・改善箱等を設置し広く
区民から意見を聴取
し、随時対応した。（４
件） 

 
（実施状況：○） 

・引き続き、意見
やニーズを継
続して把握す
る必要がある。 

 

引き続き、次の取組を継続
して実施する。 
・市民の声の受付（随時） 
・広く区民から意見を聴く

改善箱を設置し、対応状
況等をホームページで
公開（随時） 

・区民モニターアンケート
の実施 ２回 
アンケートの結果を
ホームページで公開 

・効果的な取組であると区
長会議において判断さ
れ、ベストプラクティス
として 24 区で共有され
た内容を検討し、当区の
実情に即したものを実
施する。（随時） 

西区 

・区長が区内で活動を
行っている団体等から
意見を聞く取組を行う
など、区民ニーズを把
握する仕組みを充実さ
せる。（通年） 

・区民の方からいただい
た意見等に対しても区
政運営に反映できた意
見だけではなく、反映
できなかったものにつ
いても、庁内掲示や
ホームページへの掲載
手法を工夫するなど、
区民ニーズの施策反映
について「見える化」を
意識した情報発信を行
う。（通年） 

・地域コミュニティの活
性化に向けて連携を検
討いただけるよう団体
やイベント等を訪問
し、意見をお聞きした。 

・第１回区民アンケート
（10 月実施）のテーマ
を決め、市民局にデー
タ抽出を依頼した。 

・「市民の声意見箱」で受
けた意見・要望と回答
等を掲示した 

・区政会議において委員
の皆さんよりいただい
た全ての意見等に対す
る区の考え方・回答に
ついてホームページに
掲載するなど、「見える
化」を意識した情報発

― ・引き続き、地域の様々な
取組に参画している多
様な活動主体などから、
区長が意見を聞き取り、
区民ニーズの把握を行
う。 

・引き続き区民の方から頂
いた意見等に対する回
答について、区政運営に
反映できた意見だけで
はなく、反映できなかっ
たものについても、庁内
掲示やホームページへ
の掲載手法を工夫する
など、区民ニーズの施策
反映について「見える
化」を意識した情報発信
を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
信を行った。 

 
（実施状況：○） 

港区 

・ 既 に 導 入 し て い る
Twitter で、アンケート
機能を活用して、多様
な区民の意見やニーズ
を把握する。（上期） 

・地域活動協議会ごとに
地域担当職員を配置し
て、意見やニーズの把
握を行う。（通年） 

・「区民モニターアンケー
ト」「み・な・と改善箱」
や「市民の声」等により
意見・ニーズの把握を
行う。（通年） 

・他区が過去に実施した
Twitter アンケートの
情報を収集し、実際の
設問についての調整を
担当間で行った。 

・地域活動協議会ごとに
地域担当職員を配置し
て、意見やニーズの把
握を行った。 

・「み・な・と改善箱」「市
民の声」等により意見・
ニーズの把握を行い、
回答掲示の希望があっ
たものについては、区
役所庁内に掲示を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・ＳＮＳツール
の活用につい
ては、他区の取
組を参考によ
り効果的な内
容で実施する
必要がある。 

・他区の取組を参考のうえ
Twitter アンケートを実
施し、多様な区民の意見
やニーズを把握する。 

・「区民モニターアンケー
ト」を実施するともに、
引き続き「市民の声」
「み・な・と改善箱」な
ど広聴に寄せられた意
見に対して適切に回答
を行い、関係部署へ情報
提供を行う。 

大正区 

・無作為抽出した区民に
対する区民意識調査や
これを補完するため
に、区内福祉関連施設
や子育て関連施設など
の協力を得て、高齢者・
障がい者・子育て層な
どの声を把握するとと
もに、新たにＳＮＳ
（LINE のアンケート
機能）を活用した区民
の意見やニーズの把握
を行う。（通年） 

・無作為抽出した区民に
対する区民意識調査
（１回目）を実施した。
（８月） 

・新たに LINE を開設し
た。 

 
（実施状況：○） 

・LINE の開設を
行ったが、区民
の意見やニー
ズ把握を行う
に至っていな
い。 

・無作為抽出した区民に対
する区民意識調査（２回
目）を実施。（１～２月予
定） 

・区内福祉関連施設や子育
て関連施設などの協力
を得て、高齢者・障がい
者・子育て層などの声の
把握を行う。 

・LINE のアンケート機能
の利用開始ができるよ
う調整を行っていく。 

天王寺区 

・区民モニターを区政評
価員と位置づけ、区の
施策・事業に対する、多
くの多様な区民の意見
やニーズ、施策・事業の
成果・評価などに関す
る情報を収集・分析し、
施策・事業の企画・立案
から実施など全般に渡
る意思決定に役立てる
ために、調査を実施す
る。（通年） 
調査回数 ２回（別途、
格付け１回） 
調査対象者数 
区実施（２回） 
１回目 2,000 名 
２回目 2,000 名 

・区政運営にかかる意見
や評価をいただくため

・１回目の区民モニター
（区政評価員）アン
ケート調査を 2,000 名
を対象に実施した。 

・あなたの声をつなげ隊
による意見聴取を、８
月末までに１テーマ実
施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・２回目の区民モニター
（区政評価員）アンケー
ト調査を2,000名を対象
に実施する。 

・区政運営にかかる意見や
評価をいただくために、
区役所職員から構成さ
れる区民の声集約チー
ム～あなたの声をつな
げ隊～のメンバーが中
心となって、意見聴取を
行う。区民と直接対話を
行うことで、区民モニ
ター（区政評価員）でも
捕捉できない区政への
関心の薄い、サイレン
ト・マジョリティの意見
やニーズを的確かつ着
実に把握する。（1,200 件
以上） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
に、区役所職員から構
成される区民の声集約
チーム～あなたの声を
つなげ隊～のメンバー
が中心となって、意見
聴取を行う。区民と直
接対話を行うことで、
区民モニター（区政評
価員）でも捕捉できな
い区政への関心の薄
い、サイレント・マジョ
リティの意見やニーズ
を的確かつ着実に把握
する。 
1,200 件以上（通年） 

浪速区 

・区民アンケートを実施
し公表する。（下期） 

・区民からの声BOXを設
置し、区民の意見や
ニーズについて把握す
る。（通年） 

・区民からの声BOX等の
対応状況を区ＳＮＳで
公表する。（通年） 

・行政連絡調整会議で「市
民の声」の情報共有を
する。（年２回） 

・地域担当職員による地
域情報の収集を行う。
（通年） 

・「区長とかたろう」を実
施する。（通年） 

・区民からの声 BOX を
設置し、日々確認を行
うとともに、迅速に対
応した。 

・区民からの声 BOX 等
の対応状況を区ＳＮＳ
で公表した。 

・行政連絡調整会議を２
回開催し「市民の声」
の情報を共有した。 

・地域担当職員による地
域情報の収集を行い要
望には、迅速な対応を
行った。 

・「区長とかたろう」を実
施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・区民アンケートを実施し
公表する。 

・区民からの声 BOX を設
置し、区民の意見やニー
ズについて把握する。 

・区民からの声 BOX 等の
対応状況を区ＳＮＳで
公表する。 

・地域担当職員による地域
情報の収集を行う。 

・「区長とかたろう」を実施
する。 

西淀川区 

・地域の集会所等に区役
所への要望や意見を郵
送できる専用フォーム
「西淀川区長に届くあ
なたの声」を設置する。
（通年） 

・インターネットで気軽
に市政・区政に対する
意見、要望を伝えられ
ることを、広報紙・ＳＮ
Ｓ・広報板等で広く区
民に周知する。（通年） 

・無作為抽出による区民
アンケート調査を行
う。なお、実施に際して
は、実施時期及び設問
内容等に改善を加え
る。：年３回 

・地域の集会所等に区役
所への要望や意見を郵
送できる専用フォーム
「西淀川区長に届くあ
なたの声」を設置した。 

・インターネットで気軽
に市政・区政に対する
意見、要望を伝えられ
ることを、広報紙・Ｓ
ＮＳ・広報板等で広く
区民に周知した。 

・無作為抽出による区民
アンケート調査を行っ
た。：１回（８月） 

 
（実施状況：○） 

・これまでの取
組を進めると
ともに、無作為
による区民ア
ンケート調査
については回
収率の改善に
向けた取組が
必要である。 

 

・地域の集会所等に区役所
への要望や意見を郵送
できる専用フォーム「西
淀川区長に届くあなた
の声」を設置する。 

・インターネットで気軽に
市政・区政に対する意
見、要望を伝えられるこ
とを、広報紙・ＳＮＳ・
広報板等で広く区民に
周知する。 

・無作為抽出による区民ア
ンケート調査を行う。な
お、実施に際しては、実
施時期及び設問内容等
に改善を加える。：２回 

淀川区 
・区民アンケートを２回

実施する。（10・２月） 
・市民の声に対応、ご意見

・１回目の区民アンケー
トに向けて準備をし
た。 

― ・区民アンケートを２回実
施する。 

・引き続き、市民の声に対
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
箱への回答をロビーで
掲示する。（通年） 

・市民の声で頂いたご意
見に対する市の考え方
をホームページで公表
した。 

・ご意見箱の意見に対応
方針を回答するととも
に、ロビーへ掲示を行
い、来庁者に周知した。 

 
（実施状況：○） 

応、ご意見箱への回答を
ロビーで掲示する。 

東淀川区 

・区広聴・広報戦略に基づ
く広聴の強化・分析の
取組を充実する。（通
年） 

・市民の声の対応を行う。
（通年） 

・ご意見箱への回答を行
う。（通年） 

・区民アンケートを実施
する。（下半期１回） 

・区政会議本会（３回）の
他、部会･学習会を適宜
実施する。（通年） 

・区民から多くの問い合
わせがある等、区民の
関心が高い情報を抽出
し、その内容を各事業
のターゲットにどのよ
うに伝えていくかを検
討して区広聴広報戦
略・年間戦術シートに
とりまとめ、ビラの内
容や広報紙の表現に反
映した。 

・主要な市民の声につい
て職員向けの「広聴・
広報ニュース」で事例
共有を行った。また、
回答所要日数について
の改善を進めた。 

・ご意見箱については回
答を行うに至る内容の
投書がなかった。 

・区政会議本会（１回）の
他、部会（４部会各１
回）･学習会（２回）を
開催した。 

 
（実施状況：○） 

・市民の声の回
答所要日数に
ついて、14日の
期限を超過す
るものが依然
として存在す
る。 

・市民の声の回答について
日程管理の強化等を行
うことで、回答所要日数
短縮につなげていく。 

・より効率的な区民ニーズ
の把握分析に資するよ
う、区広聴広報戦略・年
間戦術シートを改定す
る。 

・より一層の区民ニーズ・
認知度の把握と、区の魅
力や区役所についての
理解促進を目的に、ＳＮ
Ｓを活用したアンケー
トやクイズを実施する。 

・ご意見箱への投書を確認
し、内容に応じて回答し
ていく。 

・区民アンケートを実施す
る。 

・区政会議本会（２回）の
他、部会･学習会を適宜
開催する。 

東成区 

・区民アンケートを実施
する。：２回（区１回、
市民局１回）（11 月・12
月） 

・地域担当職員による地
域情報の収集を行う。：
11 地域（通年） 

・区民アンケートの実施
にあたり、有効な活用
方法や実施時期を検討
するとともに担当課と
質問内容等の調整を
行った。 

・地域担当職員による地
域情報の収集を行っ
た。（11 地域） 

 
（実施状況：○） 

― ・区民の多様な意見やニー
ズを把握するため、区民
アンケートを２回実施
する。 

・引き続き、地域担当職員
による地域情報の収集
を行う。（11 地域） 

生野区 

・ 無 作 為 抽 出 に よ る
1,300 名の区民を対象
とした生野区民アン
ケートの実施（下期） 

・各事業の参加者を対象
としたアンケートの実

・各事業の参加者を対象
としたアンケートを実
施した。 

・区庁舎内への意見箱を
継続して設置した。 

・Twitter でのアンケー

― ・引き続き、これまで実施
してきた次の取組を実
施する。 

・無作為抽出による抽出に
よる1,300名の区民アン
ケートの実施 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
施（通年） 

・区庁舎内への意見箱の
設置（通年） 

・効果的な取組であると
区長会議において判断
された内容を検討し、
可能なものを実施（通
年） 

ト実施に向けた準備を
進めた。 

 
（実施状況：○） 

・各事業の参加者を対象と
したアンケートの実施 

・区庁舎内への意見箱の設
置 

・効果的な取組であると区
長会議において判断さ
れた内容を検討し、可能
なものを実施 

旭区 

・区民アンケートを実施
する。（上期・下期） 

・区民情報コーナーにご
意見箱を設置する。（通
年） 

・区民情報コーナーに「市
民の声」の回答等を配
架する。（閲覧用）（通
年） 

・区長会議部会で決議さ
れた、ＳＮＳを活用し
た区民の意見等の把握
手法について検討す
る。（通年） 

・区民アンケートの実施
について、第１回アン
ケート内容の調整及び
委託事業者の決定を
行った。 

・区民情報コーナーにご
意見箱を設置した。 

・区ホームページに「ご
意見・ご要望（市民の
声など）」を掲載すると
ともに、ファイリング
して区民情報コーナー
で閲覧できるよう設置
した。 

 
（実施状況：○） 

・ニーズの把握
手法の多角化
という観点か
ら、区民が区長
に対し、区政運
営や区役所業
務への意見、質
問等を直接伝
えることがで
きる機会を設
定する必要が
ある。 

・区民アンケートを実施す
る。（９月、１月） 

・区長意見交換会を実施す
る。 

・区民情報コーナーへのご
意見箱の設置を継続す
る。 

・市民の声等の回答を区
ホームページに掲載す
るとともにファイリン
グして区民情報コー
ナーで閲覧できるよう
設置する。 

・区長会議部会で決議され
た、ＳＮＳを活用した意
見聴取の取組等につい
て検討する。 

城東区 

・区政会議や教育会議、区
民アンケート（年２
回）、コスモスメール
（ご意見箱）、市民の声
によるニーズ把握を実
施する。（通年） 

・ＳＮＳを利用した意見
聴取の取組を実施す
る。（下期） 

・区政会議を開催した。 
（５月、７月） 

・コスモスメール（ご意
見箱）、市民の声による
ニーズ把握を実施し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議本会および部会
を実施する。 

・教育会議を実施する。 
・市民の声等により引き続

き、区民ニーズの把握を
行う。 

・ＳＮＳを利用した意見聴
取の取組について、他区
の事例等を参考にしな
がら検討のうえ、実施す
る。 

鶴見区 

・区民アンケートを実施
する。（年３回） 

・転入者リサーチアン
ケートを実施する。（年
３回） 

・ＳＮＳを活用したアン
ケート等の実施。（年１
回） 

・各課への意見箱を設置
する。（通年） 

・区長と区民との意見交
換会を行う。（年１回） 

・区政会議を開催する。
（全体会・部会）（通年） 

・第１回区民アンケート
の実施（７月） 

・転入者リサーチアン
ケートの実施（２回） 

・各課へ意見箱設置し、
区民の意見・要望を受
付 

・区政会議（全体会１回、
部会１回） 

 
（実施状況：○） 

・無作為抽出し
た 区 民 ア ン
ケートでは若
年層の回答率
が低いことか
ら、若年層の意
見やニーズを
把握できる効
果的な手法の
検討・実施が必
要である。 

・第２回・第３回区民アン
ケートを実施する。（11
月・12 月） 

・転入者リサーチアンケー
トを実施する。（１回） 

・ＳＮＳを活用したアン
ケートの実施（１回） 

・各課へ意見箱を設置し区
民の意見・要望を受付。 

・区長と区民との意見交換
会を実施する。（11 月） 

・区政会議の実施。（部会２
回、全体会３回） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

阿倍野区 

次の取組を実施する。 
・区政会議の開催（全体会

年３回、各部会年２回
以上）（通年） 

・教育会議及び学校見学
等の場での意見交換会
の開催（年８回以上）
（通年） 

・区民モニターアンケー
トの実施（年２回）（12
月頃・２月頃）及び回答
率向上にむけた取組 

・窓口応対等にかかる来
庁者への調査（評価
シート）の実施（年２
回）（10 月頃・２月頃） 

・「今月の目標」来庁者ア
ンケートの実施（毎月） 

・意見箱の設置（区役所内
３か所）（通年）及び来
庁者からより認知され
るよう掲示の見直し 

・地域担当職員が地域の
情報やニーズの把握
（通年） 

・区政会議の開催：全体
会１回（６月）、各部会
２回（７月・８月） 

・阿倍野区教育会議の開
催：２回 

・学校見学（公開授業）の
実施：２回 

・来庁者アンケートの実
施：１回（８月） 

・毎月「今月の目標」を設
定し、正面玄関前にア
ンケートボードを設置
して、職員が達成でき
ているかどうかの来庁
者アンケートを実施：
月１回 

・意見箱の設置（区役所
内３か所） 

・意見箱が来庁者からよ
り認知されやすいよう
見直しを実施 

・地域担当職員が地域の
情報やニーズを把握し
情報発信を行った。 

 
（実施状況：○） 

・取組の実施に
あたり、区役所
が様々な機会
を通じて区民
の意見やニー
ズを把握して
いると区民が
感じられるよ
う工夫を行っ
ていく必要が
ある。 

・区政会議の開催：全体会
２回（９月・11 月下旬～
12 月上旬） 

・阿倍野区教育会議の開
催：２回 

・学校見学等の実施：２回 
・区民モニターアンケート

の実施：２回（９月・12
月） 

・区民モニターアンケート
回収率向上にむけた取
組の実施 

・来庁者アンケートの実
施：１回（２月） 

・毎月「今月の目標」を設
定し、正面玄関前にアン
ケートボードを設置し
て、職員が達成できてい
るかどうかの来庁者ア
ンケートを実施：月１回 

・意見箱の設置（区役所内
３か所） 

・地域担当職員が地域の情
報やニーズの把握 

住之江区 

・区政に対する区民ニー
ズを把握し、区政運営
に反映させるため、区
民モニターアンケート
を実施するほか、ＳＮ
Ｓ等による意見やニー
ズを把握し、事業に反
映させる。（通年） 

・広報紙の懸賞応募を活
用したアンケートやイ
ベント開催時のアン
ケートにより、意見や
ニーズを把握する。（通
年） 

・区政会議での意見等を
参考にし、アンケート
手法の変更や、より回
答率を上げるための仕
組みを検討した。 

・広報紙各号にて懸賞応
募を活用したアンケー
トを実施した。 

 
（実施状況：○） 

・アンケート実
施方法や項目
を精査し、より
効果的なアン
ケートとなる
ようにする。ま
た分かりやす
い設問として
区民ニーズを
的確に把握し、
各事業へ反映
できるように
する必要があ
る。 

・下期に検討した内容を反
映のうえ区民アンケー
トを２回実施する。 

・引き続き広報紙の懸賞応
募を活用したアンケー
トを実施する。 

住吉区 

・ＳＮＳを活用したアン
ケート調査を実施す
る。（通年） 

・区民意識調査の結果を
ＰＤＣＡサイクルに活
かせるよう、全課統一
様式を作成する。（上
期） 

・いただいた市民の声に
ついて全課で共有し、
改善につなげる。（通
年） 

・区政会議他、地域からの
意見を予算や施策に反

・ＳＮＳを活用したアン
ケートの対象事業や実
施時期等を決定した。
（８月） 

・区民意識調査の結果を
ＰＤＣＡサイクルに活
かせるよう全課統一様
式である「ＰＤＣＡサ
イクルシート」を作成
した。（４月） 

・市民の声について、管
理職情報共有会におい
て情報共有を行った。 

・「意見やニーズの把握

・区民の様々な
意見や要望の
把握に努め、施
策や事業に反
映し、その取組
を広く周知す
る必要がある。 

・LINE＠を活用したアン
ケート調査を実施（10
月・１月実施予定） 

・「意見やニーズの把握と
反映アクションプラン」
に基づき、区政への反映
状況について、情報発信
を計画的に実施する。 

・いただいた市民の声につ
いて全課で共有し、改善
につなげる。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
映したことを広報で周
知する。（通年） 

と反映アクションプラ
ン」を策定し、ご意見
を受け、区政に反映し
た取組を集約した。（６
月） 

・すみちゃんご意見箱の
記入用紙と表示をリ
ニューアルし、設置場
所を変更した。（５月・
７月） 

・区政会議等の意見を施
策に反映した事例を広
報紙に掲載した。（７
月） 

 
（実施状況：○） 

東住吉区 

・区政会議を開催する。
（本会議２回、２部会
各１回実施）（通年） 

・区政会議の意義や議事
内容を区民へ周知す
る。（広報紙等）（上期） 

・区民アンケートを実施
する。（通年） 

・新・東住吉区将来ビジョ
ンの実現に向けた、区
民が主役となるまちづ
くりプロジェクト（e-
sumi なでしこ）のサ
ポートを実施する。（月
１回） 

・大阪城南女子短期大学
との包括連携会議を開
催する。（１回 上期） 

・大学や企業等と連携し
た取組の促進を行う。
（通年） 

・上記の取組や多くの方
が訪れるイベント等で
意見やニーズの把握を
行っていることをＳＮ
Ｓや広報紙をはじめと
する様々な媒体で発信
する。 

・第１回本会議を実施し
た。（６月） 

・第１回部会を実施し
た。（２部会、８月） 

・区政会議の議事内容を
区ホームページで周知
した。 

・区政会議委員公募にあ
わせて、会議の意義等
について広報紙掲載し
た。（８月） 

・適宜、会議開催や連絡
調整など、e-sumi なで
しこのサポートを実施
した。 

・大阪城南女子短期大学
との包括連携会議を実
施した。（７月） 

・大阪市立大学のイン
ターンシップ学生を受
け入れた。（８月） 

・子育て OH えんフェス
タにおいて、子育て層
のニーズの把握を行っ
ていることを、広報紙、
ホームページで発信し
た。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・区役所が、様々
な機会を通じ
て区民の意見
やニーズを把
握しているこ
とを幅広く伝
える必要があ
る。 

・第２回本会議（９月） 
・各部会調査活動（10～12

月） 
・第２回部会（２部会、11

～12 月） 
・第３回本会議実施（２月） 
・区民アンケート実施 
・区民アンケート実施時

や、区政会議の意義や議
事内容を区広報紙に掲
載（１月）する際に、区
役所が様々な機会を通
じて区民の意見やニー
ズを把握していること
を伝える。 

・ e-sumi なでしこのサ
ポートを実施する。 

・上記の取組や多くの方が
訪れるイベント等で意
見やニーズの把握を
行っていることをＳＮ
Ｓや広報紙をはじめと
する様々な媒体で発信
する。 

平野区 

・区民モニターアンケー
トを実施する。（年２
回）。 

・世代別アンケート（高齢
者層・子育て層）を実施
する。 

・LINE 開設の検討に伴
い、LINEアンケートも

・７月に区民モニターア
ンケート（１回目）を
実施した。 

・LINE 開設の検討を
行った。（６月：他区の
状況を確認。８月：新
料金体制の検証。） 

 

・地域ごとに状
況・課題が異な
るため、それぞ
れ に 応 じ た
ニーズを把握・
分析し、きめ細
やかな施策・事
業への反映が
必要。 

・移動の原因を分析するた
め「（仮称）転入者アン
ケート」を新たに実施す
る。 

・世代別アンケート（高齢
者層・子育て層）を実施
し、その結果をホーム
ページで公表する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
検討する。 （実施状況：○） ・LINE 利用料金

が改定された
ため、開設にあ
た っ て の メ
リット・デメ
リットの精査
が必要。 

・引き続き LINE 開設と
LINEアンケートの検討
を行う。 

西成区 

・他区での効果的な取組
を参考にしながら、意
見・ニーズを把握する
機会を増やすなど、幅
広く区民からの意見な
どを収集する。（通年） 

・満足度などを把握し検
証するために区民アン
ケート等を実施する。
（下期） 

・区役所１階ロビーに
「意見箱」を設置し、
広く区民のニーズや意
見を収集した。 

 
（実施状況：○） 

・区民の意見や
ニーズの把握
手法について、
意見を聞く場
の拡充をより
一層工夫して
いく必要があ
る。 

・他区での効果的な取組を
参考にしながら、意見・
ニーズを把握する機会
を増やすなど、幅広く区
民からの意見などを収
集する。 

・満足度などを把握し検証
するために区民アン
ケート等を実施する。 

・イベント等でのアンケー
トの際に、区政全般への
意見もあわせて収集で
きるように実施する。 
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柱 2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

取組①「区民に身近な総合行政の窓口としての機能の充実」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・区役所が区民に身近
な総合行政の窓口と
して機能したかどう
かを把握するため「市
民の声」や「ご意見箱」
を活用する。（通年） 

・区役所が区民に身近な総
合行政の窓口として機
能したかどうかを把握
するため「市民の声」や
「ご意見箱」を活用し
た。 

 
（実施状況：○） 

・市民の声等の
情報伝達に時
間がかかり、迅
速性に欠ける
ことがある。 

・引き続き、区役所が区民
に身近な総合行政の窓
口として機能したかど
うかを把握するため「市
民の声」や「ご意見箱」
を活用する。 

・市民の声等があった場合
には、必要に応じ、区長・
副区長に報告のうえ、指
示を仰ぎ、即座に対応す
る。 

都島区 

・区民から寄せられる
相談や要望を受け付
け、関係局等への連絡
や指示を速やかに行
う。区内の関係行政機
関等との連携を強化
する。（通年） 

・広聴・各種相談事業の
実施（通年） 

・各相談事業の利用状
況に応じた開催日数
等の見直し（上期） 

・行政連絡調整会議の
開催（通年） 

・法律相談ほか５種の相談
事業を実施した。（４月
～８月） 

・相談ニーズを計るため利
用申込件数など実施状
況の確認を行った。 

・行政連絡調整会議、行政
連絡調整会議小会議、現
業職場事業所等連絡会
議を開催した。（４月～
７月） 

 
（実施状況：○） 

・区民ニーズに
応じた相談事
業を行うとと
もに、引き続
き、関係局と連
携を密にし、区
民の問合せ等
に適切に対応
する必要があ
る。 

・法律相談ほか５種の相談
事業の実施を継続しつ
つ、ニーズに応じて実施
回数の変更を検討する。 

・行政連絡調整会議、行政
連絡調整会議小会議、現
業職場事業所等連絡会
議を開催する。（10 月～
３月） 

福島区 

・よくある問い合わせ
や間違えやすい問い
合わせ事例について、
イントラネットを活
用し、組織全体で案内
に関するノウハウの
共有を図る。（通年） 

・窓口応対補助用タブ
レット端末を窓口に
設置し、幅広い問い合
わせ等に即座に対応
する。（通年） 

・業務内容を記載した
担当の内線番号一覧
を職員間で共有し、随
時アップデートする。
（通年） 

・ライフイベントでの
主な手続き窓口の案
内を１Ｆロビーに設
置する。（通年） 

・幅広い問い合わせ等に即
座に対応するため、大阪
市総合コールセンター
のウェブサイトアイコ
ンをホーム画面に表示
させたタブレット端末
を窓口に設置した。 

・引き続き業務内容を記載
した担当の内線番号一
覧を職員間で共有し、随
時アップデートした。 

・引き続きライフイベント
での主な手続き窓口の
案内を１Ｆロビーに設
置した。 

 
（実施状況：○） 

・問合せに対応
するためのノ
ウハウやツー
ルが、各担当ご
とに独自で蓄
積され、区役所
全体で共有さ
れていない。 

・問い合わせに即座で対応
できるよう、一目で分か
りやすいツールの作成・
共有を実施する。 

此花区 

・「関係局と連携して責
任を持って対応」する
ための連携先情報の
取りまとめ、連絡体制
の構築と連絡方法の
確認を行い、マニュア

・随時連絡先等の更新をお
こない、引き続き業務で
活用した。 

・第１回の区政会議を６月
に開催。 

・「関係局と連携
し て 責 任 を
持って対応」す
るためのノウ
ハウや連携先
情報について、

・「関係局と連携して責任
を持って対応」するため
の連携先情報の取りま
とめ、連絡体制の構築と
連絡方法の確認を行い、
マニュアル化して職員
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ル化して職員に徹底
する。（通年） 

・行政連絡調整会議メン
バーへの情報提供を適
宜実施。 

 
（実施状況：○） 

職員間で共有
する必要があ
る。 

に徹底する。 
・第２回の区政会議を 10

月以降に開催する。 

中央区 

・市民の声などに対し
て、来庁・郵便、電話
やインターネット等
で受け付けし、関係局
と連携して責任を
もって対応するなど、
的確にフィードバッ
クする。（随時） 

・研修等への参加によ
り職員の課題解決力
を向上させる。（随時） 

・市民の声などに対して、
関係局と連携して責任
をもって対応するなど、
的確なフィードバック
を実施した。（随時） 

・コーチングスキル研修を
実施した。（８月） 

・夜間スキルアップ講座な
どの周知を行った。（随
時） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、市民の声など
に対して、来庁・郵便、
電話やインターネット
等で受け付けし、関係局
と連携して責任をもっ
て対応するなど、的確な
フィードバックに努め
る。（随時） 

・研修等への参加により職
員の課題解決力を向上
させる。（随時） 

西区 

・関係局との連絡体制
を確保することによ
り、区内の様々な課題
に対応できる体制づ
くりを進めるための
行政連絡調整会議を
開催する。（上期） 

・課を超えた情報共有
のため定期的に課長
会や係長会を開催す
る。（通年） 

・行政連絡調整会議を実施
した。（５月） 

・「市民の声意見箱」で受け
た意見・要望と回答等を
掲示した。 

・概ね毎日、課長級による
情報共有会を開催した。 

・毎月１回、係長会を開催
した。 

 
（実施状況：○） 

・30 年度中に区
役所に相談や
問い合わせを
行った区民の
うち、区役所が
適切に対応し
ていると感じ
ていただける
方が前年より
減少している
ことから、様々
な課題に対応
できる体制づ
くりに取り組
む必要がある。 

・引き続き区民の方から頂
いた意見等に対する回
答について、区政運営に
反映できた意見だけで
なく、反映できなかった
ものについても、庁内掲
示やホームページへの
掲載手法を工夫するな
ど、区民ニーズの施策反
映について「見える化」
を意識した情報発信を
行う。 

港区 

・市民の声、み・な・と
改善箱など広聴に寄
せられた意見に対し
て、適切に回答すると
ともに、関係部署へ情
報提供を行う。（通年） 

・広報紙等を通じて、市
民の声やみ・な・と改
善箱などの広聴に係
るツールについて、広
く周知する。（通年） 

・港区行政連絡調整会
議開催を定期的に開
催する。（通年） 

・市民の声、み・な・と改
善箱など広聴に寄せら
れた意見に対して、適切
に回答するとともに、関
係部署へ情報提供を
行った。 

・ホームページにおいて広
聴に係るツールを照会
した。 

・港区行政連絡調整会議
を、５月、７月に開催し、
Ｇ20 への対応に係る連
絡調整を始め、各関係部
署との情報共有を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・市民の声やみ・
な・と改善箱な
どの広聴に係
るツールがあ
ることを区民
に知ってもら
う必要がある。 

・引き続き、「市民の声」
「み・な・と改善箱」な
ど広聴に寄せられた意
見に対して、適切に回答
を行い、関係部署へ情報
提供を行う。 

・ホームページだけでなく
広報紙やＳＮＳツール
を用い、市民の声やみ・
な・と改善箱などの広聴
に係るツールについて、
広く周知する。 

大正区 
・「市民の声」など区民

の意見や要望につい
て、迅速かつ的確に回
答を行うことはもと

・「市民の声」等、区民から
の意見や要望に対して、
迅速な対応を行った。 

・毎週行われる区経営会議

・様々な相談や
意見・要望に適
切に対応する
ためには、より

・今後も区民の意見や要望
に対しては、迅速に対応
するとともに、区経営会
議等において、その進捗



193 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
より、区経営会議や区
役所内部の組織を横
断した「地域包括支援
プロジェクトチーム」
において課題の進捗
管理を行うなど、市民
への説明責任を果た
す。（通年） 

により、様々なニーズや
意見に対する対応につ
いて、的確な進捗管理を
行った。 

 
（実施状況：○） 

一層区役所内
部での情報共
有や連携を図
る必要がある。 

管理を行い、マネジメン
トを徹底させる。 

天王寺区 

・「つなげ隊」、市民の
声、ＩＣＴ等を通じて
区に寄せられた区民
の意見・要望に対し
て、総合窓口としてワ
ンストップで対応し
ながら、所管局におい
て対応すべき事項に
ついては、速やかに所
管局等関係機関に伝
達し、連携して課題解
決に取り組む。また、
市民の声を基本とし
てその対応状況を
１ヶ月毎に取りまと
め、専用コーナーを設
けたうえでホーム
ページで公開する。
（通年） 
市民の声に関するも
の 各月１回（公表案
件がない時を除く） 
区政会議や「つなげ
隊」等により聴取した
もの（適時） 

・「つなげ隊」、市民の声、
ＩＣＴ等を通じて区に
寄せられた区民の意見・
要望に対して、総合窓口
としてワンストップで
対応しながら、所管局に
おいて対応すべき事項
については、速やかに所
管局等関係機関に伝達
し、連携して課題解決に
取り組んだ。また、市民
の声を基本としてその
対応状況を１ヶ月毎に
取りまとめ、専用コー
ナーを設けたうえで
ホームページで公開し
た。 
市民の声に関するもの 
各月１回（公表案件がな
い時を除く） 
 

（実施状況：○） 

・区民の意見・要
望に対して関
係局と連携し
ながら、適切に
対応するとと
もに、市民の声
に対する対応
状況も適時公
表していく必
要がある。 

・引き続き、「つなげ隊」、
市民の声、ＩＣＴ等を通
じて区に寄せられた区
民の意見・要望に対し
て、総合窓口としてワン
ストップで対応しなが
ら、所管局において対応
すべき事項については、
速やかに所管局等関係
機関に伝達し、連携して
課題解決に取り組む。ま
た、市民の声を基本とし
てその対応状況を１ヶ
月毎に取りまとめ、専用
コーナーを設けたうえ
でホームページで公開
する。 
市民の声に関するもの
各月１回（公表案件がな
い時を除く） 
区政会議や「つなげ隊」
等により聴取したもの
（適時） 

浪速区 

・来庁、電話、インター
ネット等で寄せられ
る様々な相談に対し
各関係局等と連携し
て取り組む。（通年） 

・行政連絡調整会議で
「市民の声」の情報共
有をする。（年２回） 

・地域担当職員による
地域情報の収集を行
う。（通年） 

・「区長とかたろう」を
実施する。（通年） 

・取組内容について効
果的な周知を行う。
（通年） 

・来庁、電話、インターネッ
ト等で寄せられる様々
な相談に対し各関係局
等と連携し迅速に対応
した。 

・行政連絡調整会議を２回
開催した。 

・地域担当職員による地域
情報の収集を行い要望
には、迅速な対応を行っ
た。 

・「区長とかたろう」を実施
した。 

・取組内容についてポス
ター掲出等の周知を
行った。（「区長とかたろ
う」） 

 
（実施状況：○） 

・区民からの意
見を収集、対応
するための取
組は複数実施
しているもの
の、その取組の
認知度が低い。 

・来庁、電話、インターネッ
ト等で寄せられるさま
ざまな相談に対し各関
係局等と連携した取組
を行う。 

・地域担当職員による地域
情報の収集を行う。 

・「区長とかたろう」を今後
も毎月実施する。 

・取組内容について効果的
な周知を行う。 

西淀川区 
・日常生活に関する

様々な相談・要望等を
インターネット、電

・日常生活に関する様々な
相談・要望等をインター
ネット、電話、ファック

・区民のニーズ
に応じた相談
業務を行う必

・日常生活に関する様々な
相談・要望等をインター
ネット、電話、ファック

194 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
話、ファックス、投書、
来訪等で受け付け、関
係局と連携し、迅速か
つ適正に対応する。
（通年） 

・市民の声、ご意見箱の
受付（通年） 

・目的に応じた窓口を、
職員が的確かつ速や
かに案内できるよう
に、「関係官公署一覧
表」や「庁舎内窓口案
内表」の一層の各課へ
の配備と活用を図る。
（通年） 

・区内関係機関との連
絡会（行政連絡調整会
議）を開催（年４回） 

ス、投書、来訪等で受け
付け、関係局と連携し、
迅速かつ適正に対応し
た。 

・市民の声、ご意見箱の受
付を随時行った。 

・「関係官公署一覧表」や
「庁舎内窓口案内表」を
各課へ配備し、一層の活
用を図った。 

・行政連絡調整会議を開催
した。（１回） 

 
（実施状況：○） 

要がある。 
 

ス、投書、来訪等で受け
付け、関係局と連携し、
迅速かつ適正に対応す
る。 

・市民の声、ご意見箱の受
付。 

・「関係官公署一覧表」や
「庁舎内窓口案内表」を
各課へ配備し、一層の活
用を図る。 

・行政連絡調整会議を開催
する。（３回） 

淀川区 

・区役所全職員に対し
て市民の声の事例共
有を行い、組織全体で
広聴に対する意識付
けを図る。（通年） 

・市民の声の対応につ
いては短縮目標をか
かげた所属内のルー
ルを徹底する。（通年） 

・区役所全職員に向けて、
「市民の声」の事例共有
をメールで実施した。 

・市民の声の回答を依頼す
る際には、回答期限と所
属内ルールを記載した。 

 
（実施状況：○） 

・総合行政の窓
口としての機
能を充実させ
るために、区内
の関係行政機
関等との連携
を強化し、区民
からの問合せ
等に適切に対
応する必要が
ある。 

・引き続き、区役所全職員
に対して市民の声の事
例共有を行い、組織全体
で広聴に対する意識付
けを図る。 

・引き続き、市民の声の対
応については短縮目標
をかかげた所属内の
ルールを徹底する。 

・区内の関係行政機関等と
会議等を開催し、必要に
応じて区役所職員へ情
報提供を行う。 

東淀川区 

・区広聴・広報戦略に基
づく広聴の強化・分析
の取組を充実させる
ことで、区民の声を区
政に活かす取組を進
める。（通年） 

・区民からいただいた
「市民の声」につい
て、迅速確実に回答の
うえ、適切に事務改善
につなげていく。（通
年） 

・身近な総合窓口とし
て市政・区政全般に対
する区民のご意見を
受け止め、関係部署と
連携してその解決に
取り組む。（通年） 

・それらの取組結果に
ついて、積極的に広報
を行っていく。（通年） 

・区民から多くの問い合わ
せがある等、区民の関心
が高い情報を抽出し、そ
の内容を各事業のター
ゲットにどのように伝
えていくかを検討して
区広聴広報戦略・年間戦
術シートにとりまとめ、
ビラの内容や広報紙の
表現に反映した。 

・主要な市民の声について
職員向けの「広聴・広報
ニュース」で事例共有を
行った。また、回答所要
日数についての改善を
進めた。 

・行政連絡調整会議等を活
用し、区内の行政関係事
業所と連携して課題の
解決にあたった。 

 
（実施状況：○） 

・市民の声の回
答所要日数に
ついて、14日の
期限を超過す
るものが依然
として存在す
る。 

・市民の声の回答について
日程管理の強化等を行
うことで、回答所要日数
短縮につなげていく。 

・より効率的な区民ニーズ
の把握分析に資するよ
う、区広聴広報戦略・年
間戦術シートを改定す
る。 

・より一層の区民ニーズ・
認知度の把握と、区の魅
力や区役所についての
理解促進を目的に、ＳＮ
Ｓを活用したアンケー
トやクイズを実施する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

東成区 

・区民に身近な窓口と
して、担当所属など関
係機関と連携を密に
しながら、市政に関す
る相談や問合せにス
ピード感をもって的
確に対応する。（通年） 

・行政連絡調整会議等
の開催により連携を
強め、総合拠点機能の
充実を図る。（通年） 

・総合相談窓口として、各
種相談について、区役所
内のほか道路管理者や
環境事業センター等関
係機関と連携して対応
した。また、定期的に行
政連絡調整会議を開催
し、情報共有に努め、そ
の結果をホームページ
で情報発信した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、総合相談の窓
口として、担当所属など
関係機関と連携を密に
各種相談に対応すると
ともに、行政連絡調整会
議を開催し、情報共有、
連携強化を図っていく。 

生野区 

・来庁者への適切な案
内のため、区役所１階
に総合案内を設置す
るとともに、庁内にフ
ロアマネージャーを
配置（通年） 

・「お仕事がんばっＴＥ
Ｌ」を最新年度版へ更
新し、職員に配布・活
用（上期） 

・区役所１階に総合案内を
設置し、庁内にフロアマ
ネージャーを配置した。 

・「お仕事がんばっＴＥＬ」
を元年度版へ更新し、職
員に配布し、より丁寧で
迅速な区民対応等がで
きるよう活用した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、来庁者への適
切な案内のため、区役所
１階に総合案内を設置
するとともに、庁内にフ
ロアマネージャーを配
置する。 

旭区 

・区役所内の「改革支援
チーム会議」におい
て、日常の点検や必要
な作業を主体的に取
り組む。（毎月） 

・職員向け案内ガイド
ブックを更新する（上
期）ほか、「改革支援
チーム会議」において
検討の結果取り組む
べき改善に取り組む。
（通年） 

・市民向け事象ごとの
手続きを一覧にした
「窓口案内カード」の
内容を点検する。（随
時） 

・各種手続きや行政
サービスの時宜を得
た周知方法等の検討
を行い、ベベクロの利
用率向上に向けて取
り組む。（通年） 

・元年度の「改革支援チー
ム会議」を発足させ、日
常の点検や必要な作業
の主体的な取組等を目
的として開催した。（毎
月） 

・改革支援チーム会議のも
とに市民対応系プロ
ジェクトチームを結成
した。（５月） 

・案内ガイドブックを更新
した。（８月） 

・窓口案内カードの随時点
検を実施した。（４、６
月） 

・ベベクロ利用率向上に向
けて課題研究を実施し
た。（５月～随時） 

 
（実施状況：○） 

・市民の相談や
問い合わせに
対してより適
切かつ細やか
に対応してい
くには、職員用
マニュアルや
市民向け案内
チラシ等の充
実だけでなく
各職員の意識
の向上や気づ
きが必要であ
る。 

・市民対応向上に向けたｅ
ラーニングを実施する。
（10 月） 

・窓口案内カードを随時点
検する。（随時） 

・ベベクロ利用率向上に向
けて課題研究を実施す
る。（随時） 

城東区 

・行政連絡調整会議、広
聴事案城東区事業所
連絡調整会議を実施。
（通年） 

・法律相談等各種専門
相談事業を実施。（通
年） 

・「くらしの手続き案
内」の配付及びホーム

・行政連絡調整会議、広聴
事案城東区事業所連絡
調整会議を実施。 

・法律相談等各種専門相談
事業を実施。 

・「くらしの手続き案内」の
配付及びホームページ
への掲載。 

― ・行政連絡調整会議、広聴
事案城東区事業所連絡
調整会議により区内事
業所との連携を深めな
がら、引き続き総合行政
の窓口としての機能の
充実を図る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ページへの掲載（通
年） 

 
（実施状況：○） 

鶴見区 

・各種専門相談の実施
（通年） 

・区役所版ＦＡＱの更
新（随時） 

・各事業所（署）が受け
付けた意見・要望・提
案等を相互に情報共
有するとともに区役
所版ＦＡＱに関係事
業所（署）の内容も掲
載及び更新するなど
鶴見区担当事業所
（署）と連携（通年） 

・各種専門相談を実施し
た。 

・区役所版ＦＡＱを更新し
た。 

・受け付けた意見・要望・
提案等について、各事業
所（署）と相互に情報共
有し、区役所版ＦＡＱの
更新も行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・各種専門相談を実施す
る。 

・区役所版ＦＡＱの更新を
行う。 

・各事業所（署）との会議
等で、受け付けた意見・
要望・提案や対応状況等
を情報共有し、連携を図
る。 

阿倍野区 

・区民の課題を的確に
把握し、関係局と連携
し、適切に対応できる
よう、行政連絡調整会
議（年５回）及び行政
連絡調整会議小会議
（年４回）を開催す
る。（通年） 

・行政連絡調整会議（４月・
７月）及び行政連絡調整
会議小会議（５月・８月）
を開催した。 

 
（実施状況：○） 

・区内の関係行
政機関等との
連携を強化し、
区民からの問
合せ等に適切
に対応する必
要がある。 

・行政連絡調整会議（10
月・１月・３月）及び行
政連絡調整会議小会議
（11 月・２月）を開催す
る。 

住之江区 

・区民から寄せられた
意見内容に応じ、適切
に関係局等と連携を
行うことで、区民に身
近な総合行政の窓口
として、区民が抱える
様々な課題に迅速か
つ的確に対応する。
（通年） 

・市民の声、電話、来庁等、
区民から寄せられた意
見内容に応じ、適切に関
係局等と連携を行い、迅
速かつ的確に対応した。 

・新たに不動産無料相談会
の実施に向け調整を
行った。 

 
（実施状況：○） 

・インターフェ
イス機能をさ
らに向上させ
ることで、区民
に身近な総合
行政の窓口機
能を高める必
要がある。 

・引き続き関係局との連携
を深め、法律相談等の各
種相談事業の実施等、区
民が抱える様々な問題
に対応できるよう取り
組む。 

・10 月より新たに不動産
無料相談会を実施する。 

住吉区 

・50 音別業務担当一覧
表とよくある問い合
わせの内容について
更新し、全職員で共有
する。（通年） 

・行政ネットワーク会議を
開催し、関係機関との連
携を図った。（５月） 

・庁内ポータルに掲載中の
50 音別業務担当一覧表
とホームページの「よく
ある質問」を更新し、全
職員に周知した。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・区内の行政機
関との連携を
密に行ってい
く必要がある。 

・より的確に案
内できるよう、
常に内容を検
証する必要が
ある。 

・行政ネットワーク会議を
開催し、関係機関との連
携を図る。（12 月） 

・50 音別業務担当一覧表
とホームページの「よく
ある質問」は必要に応じ
て更新する。 

東住吉区 

・職員の対応力の向上
に向けたスキルアッ
プ研修の実施（市民満
足向上研修・５Ｓ・報
連相の徹底）（通年） 

・各課における「東住吉
おもてなしプロジェ
クト」の取組を実施。
（通年） 

・職員の対応力向上のため
のスキルアップ研修の
実施内容を検討した。 

・各課における「東住吉お
もてなしプロジェクト」
の取組を実施した。 

 
（実施状況：○） 

・相談や問い合
わせ内容に適
切に対応する
ため、職員の応
対力向上が必
要である。 

・職員の対応力の向上のた
めのスキルアップ研修
を実施する。 

・各課における「東住吉お
もてなしプロジェクト」
の取組を継続実施する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・各種相談業務の担当

者に対し、当区のおも
てなしプロジェクト
等の説明を行い、問題
意識の共有を図る。
（通年） 

平野区 

・市民の声制度の活用
（通年） 

・市民の声の申出内容
を関係各局と精査す
るなど、継続案件や簡
易な問合せは速やか
に情報提供へ切り替
える。（通年） 

・各種専門相談の実施
（通年） 

・市民の声制度等受付件数
（８月末現在） 
（市民の声：48 件。情報
提供：188 件。） 

・各種専門相談を適切に実
施した。 

 
（実施状況：○） 

・苦情等には丁
寧に対応して
いるものの、
「相談や問い
合わせ内容に
ついて適切に
対応したと思
う区民の割合」
が前年比で減
少している。 

・引き続き市民の声制度の
活用や、各種専門相談の
実施を行う。 

・「50 音順業務内容一覧
表」以外の問合せがあっ
た場合は、全課に情報共
有を行うなどの対応を
検討する。 

西成区 

・区役所が来庁・電話・
郵便・インターネット
等により区民から寄
せられる、日常生活に
関する様々な相談・要
望等を総合的に受け
付け、個々の事業に応
じて、関係局に連絡、
指示等を適切に行い、
状 況 を 相 談 者 に
フィードバックする
など、区における市政
の総合窓口としての
役割を果たすため、適
切かつ迅速な対応を
行う。（随時） 

・区民から寄せられた様々
な相談・要望等を総合的
に受け付け、個々の事案
に応じて、関係部署に連
絡、指示を行う等、適切
かつ迅速に対応した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区役所が来庁・
電話・郵便・インター
ネット等により区民か
ら寄せられる、日常生活
に関する様々な相談・要
望等を総合的に受け付
け、個々の事業に応じ
て、関係局に連絡、指示
等を適切に行い、状況を
相談者にフィードバッ
クするなど、区における
市政の総合窓口として
の役割を果たすため、適
切かつ迅速な対応を行
う。 
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柱 2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

取組②「庁舎案内や窓口サービスにおけるサービス向上」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・接遇研修（下期） 
・企画力、コミュニケー

ション力、説明力の向
上を図るための研修で
取り上げたテーマに基
づいた窓口サービス向
上の取組（通年） 

・総合案内（広聴担当）、
戸籍登録課、保険年金
課で情報交換会の開催
（年６回以上） 

・フロアマネージャー３
名体制による窓口案内
サービスの実施（通年） 

・１階窓口の待ち人数や
交付状況をスマート
フォン等で閲覧できる
サービスの実施（通年） 

・企画力、コミュニケー
ション力、説明力の向上
を図るための研修で取
り上げたテーマに基づ
いた窓口サービス向上
の取組を実施した。 

・総合案内（広聴担当）、戸
籍登録課、保険年金課で
情報交換会を毎月開催
した。 

・フロアマネージャー３名
体制による窓口案内
サービスを実施した。 

・１階窓口の待ち人数や交
付状況をスマートフォ
ン等で閲覧できるサー
ビスを実施した。 

 
（実施状況：○） 

・職員の企画
力、コミュニ
ケ ー シ ョ ン
力、説明力が
弱い。 

・接遇研修を実施する。 
・引き続き、企画力、コミュ

ニケーション力、説明力
の向上を図るための研
修で取り上げたテーマ
に基づいた窓口サービ
ス向上の取組を実施す
る。 

・引き続き、総合案内（広
聴担当）、戸籍登録課、保
険年金課で情報交換会
を開催する。 

・引き続き、フロアマネー
ジャー３名体制による
窓口案内サービスを実
施する。 

・引き続き、１階窓口の待
ち人数や交付状況をス
マートフォン等で閲覧
できるサービスを実施
する。 

都島区 

「来庁者に対する窓口
サービス」の民間事業者
の調査結果を取り入れ窓
口サービス改善につなげ
るとともに、結果を活用
して、外部講師による接
遇研修を実施し、職員の
スキル向上を図るととも
に、快適な環境づくりを
行う。 
・接遇研修（１回） 
・庁舎の環境整備等（通

年） 

・区庁舎照明のＬＥＤ化
（５月）、動線に配慮し
た来庁者スペースの確
保等、庁舎の環境整備を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・外部講師により接遇研修
を実施する。また、事前
モニタリング後、管理監
督者に対して講師から
対応状況の報告やアド
バイスを実施する。 

・施設環境の抜本的な改善
は困難であるが、ソフト
面を中心に整備を行う。 

福島区 

・お客様サービス向上策
の新規企画や、既存の
取組のチェックを行
い、その修正等を検討
する。（年１回以上） 

・外部講師による接遇研
修や窓口応対等のモニ
タリングを実施する。
（年１回以上） 

・常設のお客様アンケー
トブースを設置し、
ニーズ把握を図る。（通
年） 

・７月に外部講師による全
職員対象の接遇研修及
び窓口応対等モニタリ
ングの実施に向けて、業
者との打合せを行った。 

・常設のお客様アンケート
ブースを引き続き設置
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・外部講師による全職員対
象の接遇研修及び窓口
応対等モニタリングを
実施する（９月）。 

・職場活性化プロジェクト
チームにおけるお客様
サ ー ビ ス 向 上 策 の
チェックを行い、その修
正等を検討する。 

此花区 
・モニタリング調査で出

された課題について、
各課にフィードバック
を行い、窓口での応対

・窓口での対応向上にかか
り、接遇研修計画を策定
した。 

・接遇向上を目的として各

― ・接遇研修を実施する。 
・モニタリング調査で出さ

れた課題について、各課
にフィードバックを行
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
の向上を図る。（通年） 

・「庁舎レイアウト」や「窓
口での応対の向上」に
ついて、課題の洗い出
しと具体の取組案の作
成し、出来るものから
実施する。（通年） 

担当からメンバーを募
り、５月にオアシス推進
委員会を立ち上げた。 

 
（実施状況：○） 

い、窓口での応対の向上
を図る。 

・オアシス推進委員会によ
る定期的な情報紙の発
行。 

中央区 

庁舎案内や窓口サービス
におけるサービス向上 
・フロアマネージャー連

絡票の活用（通年） 
・フロアマネージャー打

合せ会の開催（随時：12
回） 

・市民アンケートの実施 
１回（下期） 

・市民サービス向上委員
会の開催（月２回）  

・住民情報業務等窓口に
かかる情報交換会の開
催（月１回） 

・来庁者等サービス向上
研修の実施（随時） 

フロアマネージャーとの
意見交換や情報共有等に
より、庁舎案内や窓口サー
ビスの向上に取り組んだ。 
・フロアマネージャー連絡
票の活用（随時） 

・フロアマネージャー打合
せ会の開催（５回） 

・市民サービス向上委員会
の開催（７回） 

・住民情報業務等窓口にか
かる情報交換会の開催
（５回） 

 
（実施状況：○） 

― ・フロアマネージャー連絡
票の活用 

・フロアマネージャー打合
せ会の開催（随時：７回） 

・市民アンケートの実施 
１回 

・接遇マニュアル等の作成 
・市民サービス向上委員会

の開催（月２回） 
・住民情報業務等窓口にか

かる情報交換会の開催 
（月１回） 

・来庁者等サービス向上研
修の実施（随時） 

西区 

・区民の皆さんが快適で
利用しやすい区役所と
なるよう、庁舎案内の
改善や窓口での応対の
向上を図るための職員
研修を実施する。（下
期・１回） 

・区民の方からいただい
た意見等に対しても区
政運営に反映できた意
見だけではなく、反映
できなかったものにつ
いても、庁内掲示や
ホームページへの掲載
手法を工夫するなど、
区民ニーズの施策反映
について「見える化」を
意識した情報発信を行
う。（通年） 

・「障がいのある方への配
慮等区民サービスの向
上研修」の実施に向け具
体的な研修時期、内容、
研修の進め方等につい
て検討を行った。 

・「市民の声意見箱」で受け
た意見・要望と回答等を
掲示した。 

 
（実施状況：○） 

― ・全職員を対象に、「障がい
のある方へ配慮等区民
サービスの向上研修」を
実施する。 

・引き続き区民の方から頂
いた意見等に対する回
答について、区政運営に
反映できた意見だけで
なく、反映できなかった
ものについても、庁内掲
示やホームページへの
掲載手法を工夫するな
ど、区民ニーズの施策反
映について「見える化」
を意識した情報発信を
行う。 

港区 

・窓口サービス向上委員
会で、課題の検証、対応
策の検討を行い、有効
な取組を検討する。（通
年） 

・６月に第１回窓口サービ
ス向上委員会を開催し、
元年度の接遇等研修の
内容、実施時期について
確認した。 

 
（実施状況：○） 

・全職員がすべ
ての市民・区
民、来庁者に
対し親切・丁
寧に応対でき
るよう、窓口
サービスの実
践的な研修が
必要である。 

・市民満足向上研修 
10 月に実施 

・窓口実地指導研修 
10 月、11 月に実施 

・元年度は接遇研修を、す
べての市民・区民、来庁
者に対し親切・丁寧に応
対することを目的とし
た窓口対応における「や
さしい日本語研修」を全
職員を対象に実施し、窓
口サービスの向上をめ
ざす。 

200 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

大正区 

・５Ｓや標準化等の取組
により職場環境の改
善、事務の効率化を図
るため、窓口５Ｓ推進
会議を開催し、窓口
サービスの充実に向け
た対策を講じ、市民満
足度をさらに高めてい
く。来庁者アンケート
を実施し市民満足度を
検証する。また、区民意
識調査を活用すること
により、普段は区役所
に来ることのない人の
窓口におけるニーズを
分析する。（通年） 

・接遇に係る研修につい
て、課題に対応した適
切な研修テーマを設定
するなどして効果的に
実施する。（10 月） 

・窓口５Ｓ推進会議を開催
し、課題の抽出、検討を
行った。 

・マイナンバーカード普及
への取組として、区民の
意識調査を行った。 

・保健福祉課において、受
付業務に関する学習会
を開催した。また、全部
署対象とした接遇研修
実施に向けて調整を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、窓口５Ｓ推進
会議を開催し、課題の抽
出、検討を行う。 

・保健福祉課において、受
付業務に関する学習会
を開催する。 

・全部署を対象とした接遇
研修を実施する。 

天王寺区 

・さらなる評価アップを
めざすため、ソフト面・
ハード面両面におい
て、さらに取組の深化
を図るとともに、格付
調査において相対的に
評価の低かった項目に
ついては、レベルアッ
プに向け従前以上にピ
ンポイントで取り組
む。ハード面では、ＬＥ
Ｄ照明への全館切替え
を予定している。ソフ
ト面においては、どの
職員がどの場面で評価
されても評価に影響が
出ることのないよう、
高いレベルでの接遇対
応の均一化をめざし、
来庁者サービスの向上
に努めていく。（通年） 

・30 年度に引き続き、新規
採用者や局間異動者を
対象に接遇研修を実施
するなど、年度当初の接
遇向上に取り組むとと
もに、格付調査も念頭に
区役所全体の接遇力の
向上に向け、区独自の接
遇研修の実施準備に着
実に取り組んだ。 

・ハード面では、ＬＥＤ照
明への全館切替えを完
了するとともに、来庁者
用駐輪場の除草、清掃の
徹底や涼ん処の設置（７
～９月）など快適性の向
上にも取り組むことが
できた。 

 
（実施状況：○） 

・これまでの着
実な取組によ
り、「格付調
査」において
は ３ 年 連 続
「☆☆」（二つ
星）を獲得す
ることができ
たが、30 年度
の総合評価点
は 29 年度を
0.2 ポイント
下回る結果と
なった。 

・継続的に取り
組んでいる重
点項目の改善
や、どの職員
がどの場面で
評価されても
評価に影響が
出ることのな
いよう、高い
レベルで接遇
対応の均一化
をめざす必要
がある。 

・さらなるサービス向上を
めざし、当区の課題を反
映した接遇研修を実施
するとともに、11～12月
には、｢接遇向上重点取
組｣項目を定め重点的に
取り組む。 

・また、来庁者アンケート
や区民の声で寄せられ
た具体的な苦情・要望
は、できるだけ迅速な対
応を図る。 

浪速区 

・接遇研修、コンプライア
ンス研修などを実施
し、弱みとなっている
部分の改善をふまえた
接遇の向上に取り組
む。（年２回） 

・来庁者アンケートを実
施する。（四半期毎） 

・接遇研修やコンプライア
ンス研修の実施につい
てカリキュラムの検討
を行った。 

・接遇研修を行う前に、講
師による実地調査を行
い、改善が必要な内容に
ついて研修を強化した。 

・接遇面での弱
み、認識誤り
等による課題
を見極めなが
ら、改善に向
けた取組を進
めていく必要
がある。 

・庁舎案内について、総合
案内員、広聴担当職員な
ど日々の接遇の中から、
区民の細かな意見を取
り入れながら、より良い
庁舎案内を検討する。 

・引き続き、アンケートを
実施し、結果を踏まえた
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・定例会を毎月開催し、来

庁者アンケートの結果
も踏まえた改善策の検
討・実施・検証する。（通
年） 

・来庁者アンケートを実施
した（５月・８月）。 

・庁舎案内について、毎月
点検を行い区民にわか
りやすい表示への見直
しを行なった。 

 
（実施状況：○） 

改善を行う。 

西淀川区 

・外部講師による接遇研
修を実施し、接遇力の
向上を図る。（９月） 

・「西淀川区役所接遇マ
ニュアル」の一層の周
知、活用による区民対
応の実践（通年） 

・来庁者の待ち時間短縮
について、民間委託事
業者の業務と連携し、
改善に取り組む。（通
年） 

・住民情報窓口において来
庁者アンケートを実施
した。（７月） 

・窓口業務の改善等を図
り、待ち時間の短縮など
サービスの向上のため
民間委託事業者と住民
情報窓口業務に関する
打合せ・意見交換会等を
実施した。（毎月１回） 

・待ち時間を気持ちよく過
ごしていただくため、１
階フロアに季節感のあ
る飾りつけを行った。 

・設置した記念撮影コー
ナーの飾りつけ等、随時
メンテナンスを実施し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・窓口業務の改善等を図
り、待ち時間の短縮など
サービスの向上のため
民間委託事業者と住民
情報窓口業務に関する
打合せ・意見交換会等を
実施する。（月１回） 

・待ち時間を気持ちよく過
ごしていただくため、１
階フロアに季節感のあ
る飾りつけなどを行う。 

・設置した記念撮影コー
ナーの飾りつけ等、随時
メンテナンスを実施す
る。 

淀川区 

・区役所職員の接遇の標
準化としてある「淀川
区接遇マニュアル」の
各項目が日々、実践で
きているかを職員一人
ひ と り が 「 セ ル フ
チェックシート」で点
検する。（５・８・11 月） 

・「セルフチェックシー
ト」により職員実践状
況を検証し、その結果
を踏まえた各担当管理
者による改善策を講じ
る。（６・９・12 月） 

・業務カイゼンチーム会議
において区役所格付け
指摘項目を「淀川区接遇
マニュアル」に追加する
とともに担当間で行う
「セルフチェックシー
ト（窓口・電話・庁舎）」
を作成した。また現時点
での区職員の接遇レベ
ルに応じた接遇研修の
在り方を検討し、公募に
向けた準備を行った。 

 
（実施状況：○） 

・各職員が日頃
から意識し、
より良い接遇
を自然と行え
るようにする
必要がある。 

・業務カイゼンチーム会議
を窓口・電話・庁舎の３
部会へ編成し、各部会
（各担当１名づつ各部
会メンバー予定）で「淀
川区接遇マニュアル」の
担当内での浸透に取り
組む。（９・10・11 月） 

・淀川区接遇マニュアルに
沿ったセルフチェック
シートによる具体把握
及び改善指導（担当間）
を各部会で行う。（10・
11・12 月） 

東淀川区 

・区役所職員が、区役所に
訪れたすべての方が区
役所での時間を気持ち
よくすごしてもらえる
よう、相手に好印象を
与える話し方や聞き方
を習得するとともに、
職場ぐるみで継続して
接遇マナーの弱点に気
付き改善する組織風土
の醸成が必要であるた
め、新規採用者及び転

・庁舎案内や窓口での応対
の向上を図るため接遇
マナーアップ研修（新規
採用者及び転入者）を１
回実施した。（６月） 

 
（実施状況：○） 

・28 年度からの
「接遇マナー
ア ッ プ プ ロ
ジェクト」の
実施以降、「区
役所来庁者等
に対するサー
ビスの格付け
結果」におい
て、☆☆を獲
得し続けてい
る。今後も、

・研修実施結果の効果検証
を行い、次年度に向け
て、より効果的な研修が
実現できるよう改善点
を洗い出す。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
入者を対象に接遇力の
向上の為の研修を実施
する。（年１回） 

継続して職場
ぐるみで接遇
マナーの弱点
に気付き改善
する組織風土
の醸成が必要
である。 

東成区 

・「来庁者満足調査」の実
施（通年） 

・職員プロジェクトチー
ムによる具体的改善策
の実施（通年） 

・接遇マニュアルの活用
（通年） 

・職員の個々のスキルによ
らない窓口応対等をめ
ざし、全職員を対象に接
遇研修を実施した。 
また、「来庁者満足調査」
を引き続き実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・職員プロジェクトチーム
の会議を開催し、具体的
改善策の検討を引き続
き行う。 

・研修については、各職場
で実地研修を行うとと
もに、研修後に外部調査
により課題を抽出し組
織として改善する。 

生野区 

・相手の立場になって考
えるやさしさと思いや
りを形にした「やさし
いにほんご」を職員全
員が心がけ、来庁者を
“ホスピタリティ（お
もてなし）の心”でお迎
えする意識と風土を醸
成する接遇研修を実施
（上期） 

・ユニバーサルサービス
やワーク・ライフ・バラ
ンスの意識、企画力等
の向上、新たな課題に
取り組むための人材育
成を目的とした人権研
修、認知症サポーター
養成講座の実施（通年） 

・万一の事態への即応を
目的とした防災訓練、
ＡＥＤ講習会、局の職
員対象の直近参集者防
災訓練等の実施（通年） 

・区長自ら新規採用者・転
入者に対して研修を実
施し、生野区の課題、生
野区として取り組んで
いることを情報共有
し、他の課の事業を知
ると同時に、接遇や公
務員としての心構えを
再度確認する。（上期） 

・接遇研修について、ユニ
バーサルサービスおよ
びホスピタリティ（おも
てなし）の観点を引き続
き重点的に取り入れた
内容での実施に向け、７
月に接遇研修の案を作
成した。 

・５月に区長研修を実施
し、新規採用者や転入者
に対し情報共有や接遇・
公務員としての心構え
を確認した。 

 
（実施状況：○） 

・研修内容が毎
年度同じ内容
にならないよ
う、重点的な
内容の工夫及
び新しい目標
に沿った研修
を企画してい
くことが重要
である。 

・引き続き、相手の立場に
なって考えるやさしさ
と思いやりを形にした
「やさしいにほんご」を
職員全員が心がけ、来庁
者を“ホスピタリティ
（おもてなし）の心”で
お迎えする意識と風土
を醸成する接遇研修を
実施。 

・ユニバーサルサービスや
ワーク・ライフ・バラン
スの意識、企画力等の向
上、新たな課題に取り組
むための人材育成を目
的とした人権研修、認知
症サポーター養成講座
について実施。 

・万一の事態への即応を目
的とした防災訓練、ＡＥ
Ｄ講習会、局の職員対象
の直近参集者防災訓練
等について実施。 

・元年度から 11 月の閉庁
日に避難所を開設する
区役所全体での災害対
応訓練を実施。 

旭区 

・改革支援チームを中心
に、５Ｓ・ムダとり等を
通じた行政クオリティ
の向上や意識改革の実
施に取り組む。（上期） 

・管理職に対するマネジ
メント研修を実施す

・改革支援チーム会議のも
とに市民対応系プロ
ジェクトチームを結成
した。（５月） 

・新採用者、転入者等を対
象に「意識改革セミ
ナー」を開催した。（６

― ・管理職向けマネジメント
研修を実施する。（～９
月） 

・市民対応セルフチェック
表を配布し、セルフ
チェックを実施する。
（９月～） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
る。（上期） 

・意識改革セミナー、また
は接遇研修を実施す
る。（下期） 

・来庁者目線で、表示物の
整理や整備を見直す。
（下期） 

月） 
・５Ｓ点検を６月以降毎月
実施した。 

・市民対応向上に向けた職
員の機運醸成のための
元年度版庁内放送を作
成、開始した。（８月～） 

・市民対応にかかる具体的
な取組案を策定した（市
民対応セルフチェック
表、市民対応向上に向け
たｅラーニング他）。（７
～８月） 

 
（実施状況：○） 

・市民対応向上に向けたｅ
ラーニングを実施する。
（10 月） 

・庁内掲示物の一斉点検を
実施する。（10 月） 

・新採用者、転入者等向け
意識改革セミナーの次
の段階として中級編セ
ミナーを実施する。（12
月） 

城東区 

・「手続き案内書」作成・
配布、婚姻・出生届時
「お祝いカード」（コス
モちゃん挿入）作成、う
ちわ型「証明交付用番
号札」の使用等（通年） 

・最繁忙期にフロアマ
ネージャーや窓口以外
の職員により事前の申
請用紙交付と記入補助
を行い、窓口での所要
時間を短縮する（通年） 

・タブレット型端末機の
テレビ電話機能を使用
した、遠隔手話、遠隔外
国語通訳サービスの提
供（通年） 

・窓口呼び出し状況を区
ホームページで見える
化するなど、待ち時間
を有効に活用していた
だける取組を行う。（通
年） 

・「手続き案内書」「お祝い
カード」うちわ型「証明
交付用番号札」を作成・
使用。 

・フロアマネージャー等に
よる記入補助の実施 

・遠隔手話サービスの提供 
・窓口呼び出し状況の区
ホームページでの見え
る化 

 
（実施状況：○） 

― ・手書き案内書の作成や窓
口呼び出し状況の見え
る化などを継続実施す
るなど、引き続き窓口
サービスの向上に取り
組む。 

鶴見区 

・課長代理級を中心とし
た業務改善ＰＴによる
各課職員への意識啓発
を行っていく。（随時） 

・外部講師による接遇研
修の実施（夏～秋） 

・職員の継続した意識啓発
を行うため業務改善Ｐ
Ｔ会議を開催した。 

 
（実施状況：○） 

― ・全職員を対象に外部講師
による接遇研修を実施
する。 

・各窓口対応についての実
地指導を行う。 

・管理監督者、ＰＴメン
バーで指導ポイントを
共有し各課職員に周知
徹底を行っていく。 

阿倍野区 

・窓口応対等にかかる来
庁者への調査（評価
シート）をもとに区民
サービス向上検討委員
会で課題解決に向け検
討し、改善を行う。（通
年） 

・区民サービス向上検討委
員会の開催：１回（８月） 

・庁内情報誌「あべのいち
ばん」の発行：２ヶ月に
１回（新たな情報メ
ニュー追加など内容を
充実） 

― ・区民サービス向上検討委
員会を開催し、課題解決
に向けた検討・改善を行
う。 

・職員力向上研修の実施：
年１回（11 月） 

・庁内情報誌「あべのいち
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・職員の実務能力を向上

させる取組及び職員間
の情報共有の取組を進
める。（職員力向上研修
の実施：年１回（11 月
頃）、庁内情報誌「あべ
のいちばん」の発行：
２ヶ月に１回） 

・区民からの意見や評価
を把握し改善につなげ
る取組を進める。（窓口
応対等にかかる来庁者
への調査（評価シート）
の実施：年２回（10 月
頃・２月頃）、「今月の目
標」来庁者アンケート
の実施：月１回） 

・来庁者アンケートの実
施：１回（８月） 

・毎月「今月の目標」を設
定し、正面玄関前にアン
ケートボードを設置し
て、職員が達成できてい
るかどうかの来庁者ア
ンケートを実施：月１回 

 
（実施状況：○） 

ばん」の発行：２ヶ月に
１回（新たな情報メ
ニュー追加など内容を
充実） 

・来庁者アンケートの実
施：１回（２月） 

・毎月「今月の目標」を設
定し、正面玄関前にアン
ケートボードを設置し
て、職員が達成できてい
るかどうかの来庁者ア
ンケートを実施：月１回 

住之江区 

・庁舎管理担当と連携を
取りながら、プロジェ
クトチームがメンテナ
ンス作業をするもの
と、庁舎管理担当が管
理していくものの区別
を明確にする。（通年） 

・職員人材開発センター
主催の研修や市政改革
室が作成している「改
善活動支援ツール 1.0」
等を参考にし、今まで
とは異なる視点から改
善活動に取り組んでい
く。（通年） 

・プロジェクトチームを立
ち上げ、課題の洗い出
し、今後の改善活動内容
の検討を行った。 

 
（実施状況：○） 

・庁舎のメンテ
ナンス内容の
工夫及び会議
室等の庁舎案
内をより分か
りやすく表示
する必要があ
る。 

・課題解決にむけ、「改善活
動支援ツール 1.0」等を
参考に取組を進めてい
く。 

・会議室等の庁舎案内を広
告事業を活用してデジ
タル表示化する。 

住吉区 

・接遇チェックシートに
よる自己点検を行うと
ともに、全職員を対象
とした接遇研修を実施
する。（11 月） 

・パソコン等による呼出
状況の確認、証明書の
コンビニ交付サービ
ス、スムーズパスなど
に つ い て 広 報 紙 や
Twitter、広報板で周知
する。（通年） 

・待ち時間について検証
するため、来庁者アン
ケートを実施する。（通
年） 

・接遇チェックシートによ
る自己点検を実施した。
（６月） 

・パソコン等による呼出状
況の確認、証明書のコン
ビニ交付サービス、ス
ムーズパスについて広
報紙で周知した。（６月
号） 

・証明書のコンビニ交付
サービスについてホー
ムページのトップペー
ジに掲載した。（７月） 

・パソコン等による呼出状
況 の 確 認 に つ い て
Twitter で発信した。（８
回） 

・来庁者アンケートを実施
し、パソコン等による呼
出状況の確認について
「知らない」と回答の
あった割合が、75.9%（昨
年同時期）から 69.0%に
やや改善した。（５月） 

・繁忙期におけ
る窓口の混雑
をより緩和さ
せ る た め に
は、繁忙期前
にも広報を行
うとともに、
証明書のコン
ビニ交付サー
ビスの利用割
合を上げる必
要がある。 

・パソコン等による呼出状
況の確認、証明書のコン
ビニ交付サービス、ス
ムーズパスの取組につ
いて、年度末の繁忙期前
に広報紙で周知する。
（２月号） 

・証明書のコンビニ交付
サービスについて新た
なチラシを作成し、区の
広報板に掲示する。（10
月） 

・マイナンバーカードの取
得促進に向けた強化月
間を設定し、区域内の
区・市所管施設に新たな
ポスター掲示を行うと
ともに、窓口で交付申請
手続きのサポートを行
うなどの取組を行う。
（12 月） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
 

（実施状況：○） 

東住吉区 

・職員の対応力の向上に
向けたスキルアップ研
修の実施（市民満足向
上研修・５Ｓ・報連相の
徹底）（通年） 

・各課における「東住吉お
もてなしプロジェク
ト」の取組を実施。（通
年） 

・各種相談業務の担当者
に対し、当区の  おも
てなしプロジェクト等
の説明を行い、問題意
識の共有を図る。（通
年） 

・職員の対応力向上のため
のスキルアップ研修の
実施内容を検討した。 

・各課における「東住吉お
もてなしプロジェクト」
の取組を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・職員の対応力の向上のた
めのスキルアップ研修
を実施する。 

・各課における「東住吉お
もてなしプロジェクト」
の取組を継続実施する。 

平野区 

・課長会等で掲示物の管
理を徹底するよう周知
するとともに、各課の
庶務担当者には自身の
フロアを定期的に点検
し、掲示期間の過ぎた
掲示物の撤去を行うよ
う促す。（通年） 

・総務課において、30 年
度、来庁者等サービス向
上ＰＴで取り組んだ「乱
雑な貼り方、期限切れ、
はがれ、よれよれ」のポ
スター等がないか、適
宜、各フロアを点検し
た。 

・６月に全職員課題共有交
流会を実施し、その中の
テーマの一つとして「こ
の間の来庁者等サービ
ス向上の取組等につい
て」説明を行った。 

 
（実施状況：○） 

・取組は継続し
て い る も の
の、掲示場所
ではない壁な
どにポスター
等の貼紙がな
される場合が
あり、日常的
に管理簿への
記載が徹底さ
れているとは
言えない。 

・引き続き課長会等で掲示
物の管理を徹底するよ
う周知するとともに、各
課の庶務担当者には自
身のフロアを定期的に
点検し、市民目線で見や
すく分かりやすい表示
を心がけるよう促す。 

西成区 

・庁舎表示の維持管理を
行う（通年）とともに、
接遇に関する基本的な
事項の周知徹底を行
い、格付けにおいて評
価の高かった区の事例
も参考にしながら研修
を実施するなど、接遇
レベルの向上を図る。
（下期） 

・選挙期間中の選挙管理委
員会の表示やＡＥＤに
関する案内表示を追加
するなど、庁舎表示の維
持管理を継続して実施。 

・下期の実施に向けて接遇
向上に向けた取組の準
備を行った。 

 
（実施状況：○） 

・職員の一部だ
けではなく、
全員の接遇レ
ベルが向上で
きる取組を実
施していく必
要がある。 

・確定申告時期の表示の追
加などの時期に応じた
案内や表示物の維持管
理を行う。 

・接遇に関する基本的な事
項の周知や他区の事例
も参考にした接遇レベ
ル向上の取組を実施。 
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柱 2-Ⅳ-ア さらなる区民サービスの向上 

取組③「区政情報の発信」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・広報紙を手にとってもら
えるようキャッチコ
ピー、写真、イラストを
効果的に使用するなど
の紙面構成の工夫（通
年） 

・区民に『北区』に愛着を
もっていただけるよう、
区のよいところを紹介
する記事の掲載（通年） 

・区政に関する情報が効果
的に区民全体に届けら
れるよう、区の広報媒体
（区広報紙、ホームペー
ジ、Twitter、Facebook、
Instagram、YouTube、区
役所１階待合モニター、
掲示物、配付物）全てを
相互に活用した、きめ細
やかな情報発信（通年） 

・区の魅力を発掘し、継続
的に発信する区民リ
ポーターを養成すると
ともに、区民が映像制作
の技術を身につけられ
る講座や定期的なミー
ティングを実施する（通
年） 

・広報紙を手にとってもら
えるようキャッチコ
ピー、写真、イラストを
効果的に使用するなど
の紙面構成を工夫した。 

・区民に『北区』に愛着を
もっていただけるよう、
区のよいところを紹介
する記事を掲載した。 

・区政に関する情報が効果
的に区民全体に届けら
れるよう、区の広報媒体
（区広報紙、ホームペー
ジ、Twitter、Facebook、
Instagram、YouTube、
区役所１階待合モニ
ター、掲示物、配付物）
全てを相互に活用した、
きめ細やかな情報発信
をした。 

・区の魅力を発掘し、継続
的に発信する区民リ
ポーターを養成すると
ともに、区民が映像制作
の技術を身につけられ
る講座や定期的なミー
ティングを実施するた
めの業務委託事業者を
選定した。 

 
（実施状況：○） 

・区の魅力の
発掘、発信
力が弱い。 

・引き続き、広報紙を手に
とってもらえるよう
キャッチコピー、写真、
イラストを効果的に使
用するなどの紙面構成
を工夫する。 

・引き続き、区民に『北区』
に愛着をもっていただ
けるよう、区のよいとこ
ろを紹介する記事を掲
載する。 

・引き続き、区政に関する
情報が効果的に区民全
体に届けられるよう、区
の広報媒体（区広報紙、
ホームページ、Twitter、
Facebook、Instagram、
YouTube、区役所１階待
合モニター、掲示物、配
付物）全てを相互に活用
した、きめ細やかな情報
発信（通年） 

・業務委託事業者を活用し
ながら、区の魅力を発掘
し、継続的に発信する区
民リポーターを養成す
るとともに、区民が映像
制作の技術を身につけ
られる講座や定期的な
ミーティングを実施す
る。 

都島区 

広報誌を全戸配布しわか
りやすい情報を提供する。
また、ホームページ、ＳＮ
Ｓ等を活用して行政情報
をはじめ、地域活動の様子
をタイムリーに発信する。 
・広報誌の発行、全戸配布

（通年） 
・ホームページへの情報掲

載（通年） 
・ＳＮＳによる即時性をい

かした情報発信（通年） 

行政情報や地域活動の情
報発信を行った。 
・広報誌を発行し全戸配布

を行った。（４月～８月） 
・ホームページでの情報発

信のほか、ＳＮＳによる
区政情報の発信を行っ
た。（Facebook６回、
Twitter４回） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、広報誌の発行
及び全戸配布、ホーム
ページやＳＮＳによる
効果的な区政情報の発
信に取り組む。 

福島区 

・「誰もが読みやすくかつ
誰もが読みたいと思う
広報紙」を基本理念と
し、広報紙の作成に取り
組む。（通年） 

・広報紙やホームページを
中心に、 Facebook や
Twitter も活用してタイ
ムリーに区政情報を発

・広報紙は、１面のコンセ
プトを「思わず手に取り
たくなるデザイン」と
し、紙面作成に取り組ん
だ。 

・広報紙の全戸配布に加
え、区内各鉄道駅、スー
パーなどにも引き続き
配架し、区民以外にも広

― ・「誰もが読みやすくかつ
誰もが読みたいと思う
広報紙」を基本理念と
し、広報紙の作成に引き
続き取り組む。 

・引き続き広報紙やホーム
ペ ー ジ を 中 心 に 、
Facebook や Twitter も
活用してタイムリーに



207 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
信するとともに、各担当
の広報連絡員にも積極
的に情報発信をしても
らえるよう働きかけ、さ
らに新たな情報発信手
段を検討する。（通年） 

く情報発信を行った。 
・各課より「広報計画」を

提出してもらい、共有す
ることで効率的な情報
発信に努めた。 

・ホームページ（トップ
ページ）の改修を行い、
情報を見やすく取得し
やすくした。 

・ ホ ー ム ペ ー ジ 、
Facebook、Twitter につ
いても、積極的に発信し
てもらうように各担当
に働きかけ、タイムリー
に区政情報を発信した。 

 
（実施状況：○） 

区政情報を発信すると
ともに、各担当の広報連
絡員にも積極的に情報
発信をしてもらえるよ
う働きかける。 

・区民モニターアンケート
などの意見を参考にし
ながら、区政情報の発信
をしていく。 

此花区 

・広報紙の全戸配布を実施
する。（毎月） 

・区ホームページやＳＮＳ
のタイムリーな発信を
実施する。（通年） 

・区主催イベントや地域主
催イベント、防災訓練や
区民が集まる会合等に
あわせて区政情報を発
信する。（通年） 

・広報紙の全戸配布。 
・区ホームページやＳＮＳ

のタイムリーな発信を
実施した。 

・区主催イベントや地域主
催イベント、防災訓練や
区民が集まる会合等に
あわせて区政情報を発
信した。 

 
（実施状況：○） 

― ・広報紙の全戸配布を継続
する。（毎月） 

・区ホームページやＳＮＳ
のタイムリーな発信を
継続する。 

・区主催イベントや地域主
催イベント、防災訓練や
区民が集まる会合等に
あわせて区政情報を発
信する。 

中央区 

・区の特色ある取組や地域
活動の紹介等の記事を
掲載する。（12 回） 

・広報紙の全戸配布を行
う。（12 回） 

・ＳＮＳを活用した効果的
な情報発信を行う。（通
年） 

・区の特色ある取組や地域
活動の紹介等の記事の
掲載（５回） 

・広報紙の全戸配布（５回） 
 

（実施状況：○） 

・引き続き、区
の特色ある
取組や地域
活動の紹介
等の記事を
掲載すると
ともに、区
民ニーズに
即した情報
発信を行う
必 要 が あ
る。 

・区の特色ある取組や地域
活動の紹介等の記事を
掲載する。（７回） 

・広報紙の全戸配布を行
う。（７回） 

・ＳＮＳを活用した区民
ニーズに即した情報発
信を行う。 

西区 

・広報紙について、マン
ションへの配架協力依
頼を行うなど、区民が手
に取りやすい設置場所
を増やすとともに、設置
場所をわかりやすく周
知する取組を積極的に
進める。（通年） 

・区政情報を得るために利
用している媒体の各年
代別の傾向をふまえ、区
政に関する情報が区民
に届けられるよう各媒
体間（広報紙・ホーム

・広報紙の配架について
は、引き続きマンション
への配架協力依頼を継
続して行うとともに、配
架にご協力いただく広
報サポーター制度につ
いて、広報紙や周知ビラ
等の紙媒体をはじめ、
ホームページや LINE
等のＳＮＳを活用しな
がら積極的に周知した。 

・ホームページ、Twitter、
Facebook、LINE による
広報紙デジタルブック

・各取組は順
調に推移し
ているもの
の、30 年度
に実施した
市民局実施
のアンケー
ト 「 区 の
様々な取組
に関する情
報が、区役
所から届い
ていると感
じる区民の

・課題解決に向け、区民モ
ニターアンケート等を
活用しながら情報分析
を進め、その内容を踏ま
えた対応策を検討・実施
する。 
また、並行して認知度が
高い媒体である広報紙
について、広報サポー
ター制度の周知及び活
用等による設置場所の
拡充を図るとともに、
LINEにおける区広報紙
や各種イベント情報の
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
ページ・LINE など）の
連携や誘導、周知拡大に
取り組む。（通年） 

・「区役所から情報が届い
ていると感じる区民の
割合」が減少しているこ
とについて、その理由を
調査するためのアン
ケートを実施する。（下
期） 

版の配信や、広報紙表紙
等への上記媒体の二次
元コードの掲載などに
より、媒体間の連携や誘
導、周知拡大に取り組ん
だ。 

 
（実施状況：○） 

割合」では、
29 年 度 の
37.2% か ら
35.3％へと
減少してい
る。 
区政情報が
さらに区民
に伝わるよ
う 、 区 民
ニーズの把
握 や タ ー
ゲットを意
識した戦略
的・計画的
な情報発信
を行うため
の対応が必
要である。 

発信強化に向け、LINE
友達登録のさらなる周
知及び拡充を図る。 

港区 

・地域の実情や特性に応じ
た施策や事業を各部局
と連携して実施し、その
取組や成果を区の広報
紙、ホームページ及び
Twitter 等で積極的に発
信する。（通年） 

・広報紙については、全戸
配布という強みを生か
して、区政情報が届くよ
うに、見やすく分かりや
すい紙面づくりに取り
組む。（通年） 

・広報紙や Twitter 等を通
じて、広報紙に係る様々
な取組に対する区民の
意見を把握する。（通年） 

・地域で行われたイベント
等の紹介や実施報告を
広報紙、ホームページ及
び Facebook・Twitter 等
で積極的に発信した。 

・広報紙については見やす
く分かりやすい紙面づ
くりに取り組むととも
に、区役所イベント等の
記事を動画で楽しむこ
とができるよう魅力あ
る紙面づくりに取り組
んだ。 

 
（実施状況：○） 

・広報紙に係
る様々な取
組にどれだ
け効果があ
るのか確認
する必要が
ある。 

・引き続き、地域で行われ
たイベント等の紹介や
実施報告を広報紙、ホー
ム ペ ー ジ 及 び
Facebook・Twitter 等で
積極的に発信していく。 

・広報紙については、見や
すく分かりやすいこと
に加えて、より魅力ある
紙面づくりに取り組ん
でいく。 

・区民モニターアンケート
においても広報紙の設
問を設定するとともに、
Twitter のアンケート機
能を活用し、区民の意見
を聴取する。 

大正区 

・広報紙については、１年
の内５か月を 12 ページ
へ増やし、また、ＳＮＳ
に新たに LINE を導入
し、情報発信を強化す
る。そのほか、ホーム
ページ、区内広報板
（55 ヵ所）、広報サポー
ター（34 ヵ所）、バス停、
イオン等大阪市包括連
携先へのチラシ等の掲
示。発信するコンテンツ
に最適なツールを見極
め、効果的な発信を行っ
ていく。（通年） 

・広報紙を 12 ページに増
やし（２カ月実施済：５・
８月号）、LINEの開設を
行った。 

・民間主導のイベント等、
既存のものだけでなく
あらゆる機会を捉え、広
報活動を行った。 

 
（実施状況：○） 

・LINE の登
録者数が多
く な い た
め、さらに
周知・広報
を行う必要
がある。 

・広報紙の増ページの月に
は、通常よりもさらに効
果的な広報となるよう
な紙面作りの工夫を行
う。 

・様々な機会等を逃さず、
効果的な広報発信を
行っていく。 

天王寺区 

・区広報紙や広報板、ホー
ムページ等を活用し、ニ
ア・イズ・ベターの視点
から、区民の関心の高い
情報発信の強化に取り

・区広報紙や広報板、ホー
ムページ等を活用し、ニ
ア・イズ・ベターの視点
から、区民の関心の高い
情報発信の強化に取り

― ・区広報紙や広報板、ホー
ムページ等を活用し、ニ
ア・イズ・ベターの視点
から、区民の関心の高い
情報発信の強化に取り
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
組むとともに、聴取した
区民意見の区政への反
映状況など、“伝わる広
報”を意識しながら、分
かりやすい情報発信を
行う。（通年） 
区における年間事業予
定の公表（４月） 
広報紙において“区民の
声の反映状況を特集”
（通年） 
広報紙の普及促進に向
け１ヶ月分を全戸配布
（７月） 

 

組むとともに、聴取した
区民意見の区政への反
映状況など、“伝わる広
報”を意識しながら、分
かりやすい情報発信を
行った。 
区における年間事業予
定の公表（４月） 
広報紙において“区民の
声の反映状況を特集”
（１回） 
広報紙の普及促進に向
け１ヶ月分を全戸配布
（１回・７月号） 
 

（実施状況：○） 

組むとともに、聴取した
区民意見の区政への反
映状況など、“伝わる広
報”を意識しながら、分
かりやすい情報発信を
行う。 
広報紙において“区民の
声の反映状況を特集”
（１回） 

浪速区 

・保育所、幼稚園、小・中
学校を通じ、保護者へ区
広報紙を配布する。（通
年） 

・区広報紙の特集記事の企
画や充実した区ホーム
ページの作成をする。
（通年） 

・区ＳＮＳ（ Twitter 、
Facebook）などを活用し
た効果的な情報発信に
取り組む。（通年） 

・保育所、幼稚園、小・中
学校を通じて、保護者に
区広報紙を毎月配布し
た。 

・区広報紙での特集記事の
企画（毎月）や区ホーム
ページの充実を図った。 

・区ＳＮＳ（ Twitter 、
Facebook）などを活用
した効果的な情報発信
を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・保育所、幼稚園、小・中
学校を通じて、保護者へ
の区広報紙の配布は今
後も毎月配布する。 

・区広報紙の毎月の特集記
事の企画や充実した区
ホームページの作成は、
今後も継続した取組を
行う。 

・区ＳＮＳ（ Twitter 、
Facebook）などを活用
した効果的な情報発信
についても継続した取
組を行う。 

西淀川区 

・広報紙の紙面構成やデザ
インなどを工夫し、区政
情報を適切にわかりや
すく発信（通年） 

・毎月 57,000 部発行（全戸
配布） 

・区民ボランティアとの協
働により、身近な地域情
報や区民ニーズに応じ
た紙面づくりを実施（通
年） 

・日頃の区政情報や災害発
生時のお知らせなど、
ホームページ・ＳＮＳ・
アプリを活用し、リアル
タイムでわかりやすい
情報を発信（通年） 

・広報紙の紙面構成やデザ
インなどを工夫し、区政
情報を適切にわかりや
すく発信した。 

・毎月 57,000 部発行（全
戸配布） 

・区民ボランティアとの協
働により、身近な地域情
報や区民ニーズに応じ
た紙面づくりを実施し
た。 

・日頃の区政情報や災害発
生時のお知らせなど、
ホームページ・ＳＮＳ・
アプリを活用し、リアル
タイムでわかりやすい
情報を発信した。 

 
（実施状況：○） 

・これまでの
取組を進め
る と と も
に、より質
の高い情報
発信を行う
必 要 が あ
る。 

・広報紙の紙面構成やデザ
インなどを工夫し、区政
情報を適切にわかりや
すく発信する。 

・毎月 57,000 部発行（全
戸配布） 

・区民ボランティアとの協
働により、身近な地域情
報や区民ニーズに応じ
た紙面づくりを実施す
る。 

・日頃の区政情報や災害発
生時のお知らせなど、
ホームページ・ＳＮＳ・
アプリを活用し、リアル
タイムでわかりやすい
情報を発信する。 

淀川区 

・区民ニーズは、区民アン
ケートや区行事での参
加者アンケートにより
把握する。（通年） 

・区広報誌「よどマガ！」
を発行（122,000 部/月）
し、全戸全事業所配布を
実施した。 

・淀川区には
若年単身者
のワンルー
ムマンショ
ンも多く、

・区広報誌「よどマガ！」
の発行では、表紙に写真
を多く使用し、巻頭記事
も「おもしろさ」を念頭
に置き、若年層の興味を
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・あらゆるＳＮＳ媒体を活

用することで、区民の目
に触れる機会を増やす
とともに、夢ちゃんブロ
グではコメントのやり
取りなどで双方向性の
実験を行う。（通年） 

・Twitter、Facebook での
アンケート実験を実施
し、区民からの情報収集
ツールとしての活用を
進める。（通年） 

・不特定多数を相手とした
ＳＮＳ発信を実施しつ
つも、地域関係者のみに
よる情報交換ツール的
なＳＮＳ活用法を検討
する。（通年） 

・区広報誌「よどマガ！」
の発行では、若年層を意
識した巻頭記事作りに
取り組んだ。 

・Twitter、Facebook での
発信は継続的に行った。
（Twitter８月末：870
件、Facebook８月末：17
件） 

・地域関係者間での情報交
換ツールとして、グルー
プ LINE の活用企画を
作成した。 

 
（実施状況：○） 

区 広 報 誌
「 よ ど マ
ガ！」が配
布即ごみ箱
へという情
報 が マ ン
ション管理
者から寄せ
ら れ て い
る。 

・ Twitter 、
Facebook
の フ ォ ロ
ワー数は３
月末から若
干増加して
い る が 、
Twitter で
3,978 件（８
月末。24 区
１位ではあ
るが）であ
り、日常的
な情報発信
ツールとし
て過大評価
は で き な
い。 

・ 情 報 交 換
ツールとし
ての LINE
の 活 用 で
は、地域関
係者のＳＮ
Ｓ活用スキ
ルや個人の
情報端末を
使用しても
らうことな
ど課題もあ
る。 

引く紙面づくりを継続
する。 

・区民ニーズの把握のため
９月に区民アンケート
を実施する。 

・Twitter、Facebook、夢
ちゃんブログでの継続
的発信。 

・Twitter、Facebook のア
ンケート機能を活用し
たアンケートの実施。
（区民まつりについて
のアンケート＝９月実
施。広報誌についてのア
ンケート＝２月実施） 

・地域間のグループ LINE
については、８月に区内
部で調整、運用要領作成
などを経て、10月から地
域に周知、11 月から運用
する。 

東淀川区 

・区事業への東淀川区住み
ます芸人の活用を進め、
より多くの区民の関心
を引く工夫を行ってい
く。（通年） 

・プッシュ型通知で情報発
信でき、災害にも強い
LINE＠公式アカウント
について、ＱＲコード付
きのチラシや看板の配
置・配布場所の増設を行
う。（通年） 

・広報紙５月号の特集記事
やサミットについての
ＳＮＳ発信等に東淀川
区住みます芸人の活用
を行った。 

・広報紙８月号で防災特集
に併せる形で非常時の
情報ツールとしてLINE
＠公式アカウントの周
知を行った。 

 
（実施状況：○） 

・LINE につ
いて従量課
金が行われ
るようにな
るため、セ
グメント別
配信機能を
活用する等
して効率的
な運用に努
める必要が
ある。 

・引き続き、区事業への東
淀川区住みます芸人の
活用を進め、より多くの
区民の関心を引く工夫
を行っていく。 

・LINE については１月よ
りサービスが変更され
ることとなったので新
サービスの条件を確認
しながら友だち募集方
法・配信のスタイルを再
構築する。 

東成区 
・様々な広報媒体を活用

し、わかりやすく魅力的
な広報を行うとともに、

・ ホ ー ム ペ ー ジ や
Facebook 等を活用した
情報発信を行った。 

― ・ホームページ等適切な媒
体を通じて情報発信す
る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
広報紙を区内全世帯、全
事業所へ配布する。（通
年） 
地域情報の広報紙への
掲載：12 回 
広報板の活用：24 回 
広報紙・ホームページに
よる区長からの情報発
信：各 12 回 
ＳＮＳを活用したまち
の魅力の情報発信：通年 

地域情報の広報紙への
掲載：５回 
広報板の活用：10 回 
広報紙、ホームページに
よる区長からの情報発
信：各５回 
 

（実施状況：○） 

地域情報の広報紙への
掲載：７回 
広報板の活用:14 回 
広報紙、ホームページに
よる区長からの情報発
信：各７回 

生野区 

・毎月の広報紙をはじめ、
Twitter、ブログおよび
Facebook 等を活用した
区政情報の効果的な発
信を行う。（通年） 

・近年急増している外国籍
住民へ、Facebook を活
用した「やさしい日本
語」での情報発信を行
う。（通年） 

・広報紙の発行：５回 
・Twitter：858 ツイート 
・ブログ：12 件 
・Facebook：73 件 

（元年８月末時点） 
 

（実施状況：○） 

・区民に対し
て必要な情
報を確実に
届 け る た
め、各種情
報媒体を上
手 く 活 用
し、より効
果的に情報
発信してい
く必要があ
る。 

・引き続き、区広報紙、
Twitter およびブログ等
各種情報媒体を上手く
活用し、区政情報のより
効果的な発信を行うと
ともに、近年急増してい
る 外 国 籍 住 民 へ 、
Facebook を活用した
「やさしい日本語」での
情報発信を行う。 

旭区 

・区広報紙・ホームページ・
ＳＮＳ等の広報媒体に
より効果的な情報発信
を行う。（通年） 

・「こども」及び「地域」を
コンセプトに、区広報紙
一面を刷新、地域イベン
トの連載を開始するな
ど、区民に親しみを感じ
てもらえるような編集
に取り組んだ。 

・ホームページ・ＳＮＳを
活用し、Ｇ20を始め各種
イベント情報等を迅速
かつ効果的に情報発信
した。 

 
（実施状況：○） 

・ホームペー
ジ に つ い
て、より見
やすく、か
つ利用しや
す い よ う
トップペー
ジ等を改修
する必要が
ある。 

・ホームページのトップ
ページデザイン等の変
更を行う。 

・ホームページ・ＳＮＳを
活用し、更に迅速かつ効
果的な情報発信を行う。 

城東区 

・区広報誌の配布（通年） 
・Twitter などＳＮＳを活

用した情報発信。（通年） 
・転入者に対して広報誌、

地図等必要な情報を集
約した転入者パックを
配布。（通年） 

・無料のスマホアプリ「マ
チイロ」で、広報誌を配
信。（通年） 

・「住みます芸人」と連携
し、行政・地域情報をわ
かりやすく発信。（通年） 

・区広報誌への各種情報の
挟み込み。（下期） 

・区ホームページにおける
動画配信の拡充。（通年） 

・区広報誌の配布 
・Twitter などＳＮＳを活

用した情報発信。 
・転入者に対して転入者

パックを配布。 
・「マチイロ」で、広報誌を

配信。 
・「住みます芸人」と連携

し、行政・地域情報をわ
かりやすく発信。 

・区広報誌への各種情報の
挟み込み（６月） 

・「住みます芸人」と連携
し、区広報誌の予告動画
を配信。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区広報誌、ホー
ムページ、Twitter 等を
活用するとともに、動画
を活用した情報発信に
取り組む。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

鶴見区 

・区広報戦略に基づき、区
民アンケート等により
区民ニーズの把握に努
め、あらゆる世代に手に
取って読んでもらえる
魅力的な広報紙を作成
（通年） 

・全世帯・全事業所への配
布（毎月） 

・広報サポーター制度によ
る民間事業所との連携
による広報紙の設置拡
大 22 箇所増（38 ヵ所⇒
60 ヵ所）（通年） 

・広報紙について区民ニー
ズを把握するため、区民
アンケートを実施した。 

・広報紙の全世帯・全事業
所への配布を行った。 

・民間事業者への啓発を行
い、広報紙設置箇所を拡
大した。（２箇所増） 

 
（実施状況：○） 

― ・区民アンケート結果を分
析し、区民ニーズに沿っ
た広報紙の紙面づくり
を検討する。また、鶴見
区広報戦略の策定を行
う。 

・広報紙の全世帯・全事業
所への配布を行う。 

・広報サポーター制度によ
る広報紙設置箇所の拡
大を行う。（20 箇所） 

阿倍野区 

区民が必要とする情報を
必要なツールで届くよう
情報発信する。（通年） 
・区広報紙：月 46,000 部発

行（11 回）、月 66,000 部
発行（１回） 

・ホームページ：月平均 30
件 

・Twitter：月平均 250 件 
・AR、YouTube 動画：毎月

配信 
・広報掲示板：月平均 20 件 
・ケーブルテレビでの情報

発信：月平均８回 

・区広報紙の発行 
①広報紙「広報あべの」発

行部数（46,000） 
②新聞折込部数（33,235）

【元年８月号】 
③新聞未購読世帯への個

別配付数（4,289）【元年
８月末日現在】 

④世帯配布率（約 71.3％）
【元年８月号実績】 

・Web ツールの活用 
①区ホームページアクセ

ス数（59,659）【元年８月
実績】 

②Twitter フォロワー数
（3,732）【元年８月末日
現在】 

③AR、YouTube 動画：毎
月配信 

・広報掲示板：月平均約 33
件【元年４月～８月】 

・ケーブルテレビでの情報
発信：月平均８回 

 
（実施状況：○） 

・ 広 報 紙 や
Web ツール
等の情報発
信ツールを
用いて、周
知 活 動 を
行っている
が、30 年度
第２回区民
アンケート
結果におい
て、区政情
報を必要と
する区民が
必要な情報
を入手でき
ていると感
じている割
合が 49.7％
であったた
め、目標と
する 60％以
上を達成で
きるようよ
り一層の周
知活動が必
要である。 

・これまで継続してきた健
診やイベント会場等で
の情報発信ツールの周
知活動に加え、駅や商業
施設での情報発信を拡
大するとともに、Web
ツールもこれまで以上
に活用し、より確実に情
報が届くよう取り組む。 

住之江区 

・区広報紙「さざんか」に
ついて、手にとって読ん
でもらいやすい紙面構
成とするなどし、市民に
より分かりやすい区政
情報を発信する。（通年） 

・区広報紙を手に取って読
んでもらえるよう、区民
の生活に密着する記事
として健康に関する情
報面を充実するなど、内
容の充実を図る。（通年） 

・まちづくりセンターとの
連携も深めながら、地域

・区広報紙４～８月号の特
集頁について、掲載月・
テーマを戦略的に企画
し、より区民の関心の高
い情報について発信し
た。 

・区広報紙４～８月号にお
いて、健康に関する連載
を掲載した。 

・広報紙４～８月号におい
て、まちづくりセンター
からの地域情報記事を
掲載した。また、区広報
紙に二次元コードを載

・多くの区民
が区の取組
に関する情
報を広報紙
から入手し
ており、数
ある媒体の
中で第１位
であること
が区民モニ
タ ー ア ン
ケートで明
らかになっ
た。この結

・区民がどういった情報を
受け取りたいかを分析・
検討し、広報紙の内容に
反映させるとともに、広
報紙等の紙媒体と Web
と連動した情報発信を
行うことで、広報紙で不
足する情報やタイム
リーな発信を行う。 

・区民アンケートを情報発
信の機会と捉え、区の取
組を分かりやすく発信
する設問内容とする。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
イベントをはじめ地域
情報の発信を強化する。
（通年） 

・区民に関心の高い情報に
ついては、区ホームペー
ジの目立つ場所に載せ、
すぐに内容を知ること
ができるようにするな
ど、より分かりやすく掲
載するよう工夫する。
（通年） 

せることにより、区ホー
ムページや区 Facebook
などの Web との連動を
行い、タイムリーでより
広範囲への情報発信を
行った。 

・区ホームページのメイン
ビジュアルに区民に関
心の高い情報をタイム
リーに掲載し、関連ペー
ジへの誘導をスムーズ
に行った。 

 
（実施状況：○） 

果を、目標
である「区
の様々な取
組に関する
情報が、区
役所から届
いていると
感じる」と
いう回答に
結びつくよ
う 、 ア ン
ケート結果
を分析し対
応する必要
がある。 

住吉区 

・区民意識調査等を実施し
（年１回）、その結果を
踏まえ、より読みたい・
読みやすいと思っても
らえる広報紙・ホーム
ページづくりを行う。
（通年） 

・点字版「広報すみよし」
の作成・希望者へ送付す
る。（毎月） 

・ＳＮＳを活用した情報発
信を実施していること
の周知及び若年層を意
識したＳＮＳを活用し
た情報発信を行う。（通
年） 

・区民意識調査を実施し、
広報・区政についての区
民ニーズを調査。（８月） 

・点字版「広報すみよし」
の作成・希望者へ送付。
（毎月） 

・ＳＮＳを活用した情報発
信を実施していること
について広報紙での周
知。若年層を意識して、
やわらかい表現での情
報発信を実施。（毎月） 

 
（実施状況：○） 

・きめ細かな
情報発信や
読みやすい
広報紙作成
のため、把
握した意見
やニーズに
基づき、改
善していく
こ と が 必
要。 

・区民意識調査の結果を踏
まえ、より読みたい、読
みやすいと思ってもら
える広報紙・ホームぺー
ジづくりを行うほか、Ｓ
ＮＳについても内容の
充実を行う。 

・点字版「広報すみよし」
の作成・希望者へ送付す
る。（毎月） 

東住吉区 

・区民アンケートの結果
や、写真募集時の意見を
参考に、区民ニーズに
沿った記事を掲載し、よ
り魅力的な広報紙を作
成する。（通年） 

・区民等が多く参加する区
民フェスティバル等の
イベントで、広報紙をは
じめ、各種ＳＮＳ等の周
知を実施し、普及啓発を
行う。（通年） 

・区民からの意見等を参考
に、５月号から 区内の
小中学校の紹介記事を
掲載した。 

・７、８月に開催された区
民が集うイベントにお
いて、区公式ＳＮＳ等の
周知チラシを配布した。 

・各課の広報担当者を対象
に、元年度の区の広報業
務の方針や各種広報媒
体について周知し情報
共有を図るとともに、 
意見交換を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・区民が集うイベント等
に、広報紙をはじめ、区
公式の各種ＳＮＳ等の
情報を広く周知し、引き
続き普及啓発に取り組
む。 

平野区 

・広報紙の発行（年 12 回） 
・区広報戦略委員会（年 12

回）にて記事の掲載要否
を判定する。 

・ＳＮＳでの情報発信（通
年） 

・LINE 開設の検討（上期） 

・広報紙４月号から、より
多くの記事を掲載し、か
つ読みやすくなるよう
紙面構成を工夫した。 

・区広報戦略委員会を開催
した。（毎月） 

・Twitter にて大阪市広報
のリツイートをするな

・全戸配布で
は な い た
め、広報紙
をより多く
の区民に見
ていただけ
るような工
夫が必要。 

・広報紙の配架場所やポス
ティングについて、広報
板、ホームページなどの
ＳＮＳを活用し、継続的
に情報発信する。 

・引き続き LINE 開設の検
討を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・広報板の管理、修理、整

理（通年） 
どの情報発信を行った。 

・LINE 開設の検討を行っ
た。（２回） 

 
（実施状況：○） 

・LINE 利用
料金が改定
さ れ た た
め、開設に
あたっての
メリット・
デメリット
の精査が必
要。 

西成区 

・広報紙において、より分
かりやすい紙面づくり
を行うとともに、より多
くの方に届けるため、広
報紙の宣伝活動を行う。
（通年） 

・ホームページにおいて、
閲覧者が興味をひくよ
うバナー等を活用した
発信を強化する。（通年） 

・ＳＮＳは若い世代を中心
にコミュニケーション
ツールとなるよう一層
の活用を図る。（通年） 

・区内での広報紙の配架場
所を増やすなど、広報紙
がより多くの方に届く
よう取り組む。（通年） 

 

・広報紙の周知・配架にお
いて、区役所内の窓口に
配架したり、区民の方に
触れる機会を設けたり、
また転入者パックに区
広報紙の紹介及び戸別
配送申込書のチラシを
封入するといった取組
を継続実施。 

・紙面において、同ジャン
ルの記事をまとめて掲
載するなどレイアウト
に配慮し、わかりやすい
紙面づくりを行った。 

・ホームページにおいて、
区トップページ最上部
のバナーや「注目情報」
コーナーに、Ｇ20大阪サ
ミットに関する情報、粗
大ごみの受付電話番号
の変更のページなど、区
民に必要な情報を掲載
した。 

・ＳＮＳにおいて、写真を
入れて投稿するなど親
しみやすいものになる
ような工夫を行った。 

 
（実施状況：○） 

・新聞購読者
の減少傾向
もあり、広
報紙の配布
数は全体的
に微増にと
どまってい
るため、引
き続き配架
場所を増や
すなど、広
報紙がより
多くの方に
届くよう取
り組む必要
がある。 

・広報紙や区
ホームペー
ジ、ＳＮＳ
にて区政情
報を発信し
ているが、
より効果的
な情報発信
が必要であ
る。 

・広報紙においては、引き
続きレイアウトに配慮
したわかりやすい紙面
づくりを継続する。宣伝
活動については区ホー
ムページやＳＮＳを活
用し、区広報紙発行のお
知らせや配架場所の周
知を行う。 

・ホームぺージにおいて
は、引き続き区トップ
ページのバナーや注目
情報コーナーを活用す
る。 

・ＳＮＳにおいて、引き続
き写真を活用した投稿
を行う。またＳＮＳの投
稿が活発になるよう区
役所内での支援を行う。 

・区内での広報紙の配架場
所を増やすなど、広報紙
がより多くの方に届く
よう取り組む。 
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柱 2-Ⅳ-イ 効率的な区行政の運営の推進 

取組①「区役所事務についての標準化・ＢＰＲの計画的推進」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・区役所の業務が効果的・効
率的に運営されるよう、
「５Ｓ活動」「標準化」に
取組、適正な業務執行の基
盤を作る。（通年） 

・区役所の業務が効果
的・効率的に運営され
るよう、ごみの分別等
の「５Ｓ活動」や区長日
程エントリーシートの
「標準化」に取り組ん
だ。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、区役所の業
務が効果的・効率的
に運営されるよう、
「５Ｓ活動」「標準
化」に取り組み、適正
な業務執行の基盤を
作る。 

都島区 

・５Ｓ活動、標準化の実施
（通年） 

・ペーパーレス化の推進等
（通年） 

・５Ｓ活動推進体制（改
善チーム）を設置した。
（５月） 

・「年間計画表」及び「事
業シート（事務引継
書）」の標準化に取り組
んだ。（５月） 

・ペーパーレス会議の実
施（契約事務審査会：４
～８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・５Ｓ活動・カイゼン
チーム会議の開催 

・引き続き、会議等の場
でモニターやプロ
ジェクター等を活用
し、ペーパーレス化
を推進する。 

福島区 

・「事務標準化・ＢＰＲ」の
取組（業務マニュアル等の
ア ッ プ デ ー ト や 各 種
チェックシート等の作成・
共有等）を実施する。（年
１回以上） 

・30 年度の取組の実施結
果を振り返り、効果的
な取組となるよう、新
しいアイデアを検討し
た。 

・事務標準化の一環とし
て業務進捗管理チェッ
クシートを更新した。 

 
（実施状況：○） 

― ・業務マニュアル等の
アップデートや各種
チェックシート等の
作成・共有等の取組
を実施する。 

此花区 

・区役所庁舎１階の窓口
サービス課、保健福祉課業
務の業務プロセスの分析
や５Ｓ・標準化の観点から
のレイアウト変更を実施
する。（通年） 

・区役所事務のうち「区民へ
の影響が大きいもの」を仕
分けし、対象業務を選定す
る。 

・選定した業務の業務プロ
セスの分析や５Ｓ・標準化
に取り組む。（通年） 

・区役所庁舎１階のレイ
アウト変更にかかるＰ
Ｔを立ち上げた。 

・保健福祉課、窓口サー
ビス課の業務プロセス
を分析し、レイアウト
配置案を策定した。 

 
（実施状況：○） 

― ・９月のレイアウト変
更後、保健福祉課、窓
口サービス課の５
Ｓ、標準化に取り組
む。 

中央区 

・５Ｓ活動、業務の標準化の
実施（随時） 

・改善に向けた取組内容を
広報紙やホームページ等
で紹介（随時）２回 

・電子申請システムを用い

・５Ｓ活動、業務の標準
化の年度計画を策定し
周知した。（５月） 

・電子申請システムを用
いたがん検診、行政書
士相談の予約受付等を

・年度計画に基
づき、５Ｓ活
動、業務の標準
化の取組を実
施し、区役所事
務の標準化・Ｂ

・５Ｓ活動、業務の標準
化の実施（随時） 

・改善に向けた取組内
容を広報紙やホーム
ページ等で紹介（随
時）２回 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
たがん検診、行政書士相談
の予約受付等の実施（通
年） 

実施した。（随時） 
 

（実施状況：○） 

ＰＲの計画的
推進を図って
いく必要があ
る。 

・電子申請システムを
用いたがん検診、行
政書士相談の予約受
付等の実施 

西区 

・これまでにあった個人情
報漏えい事故や不適切な
事務処理事案等を共有化
し、課題を検討して再発防
止対策に取り組む。（通年） 

・また、適切な事務処理がで
きる組織づくりのため、コ
ンプライアンス研修を実
施し、職員のコンプライア
ンス意識の向上と不適正
事案を未然に防ぐ「風通し
の良い職場づくり」を推進
する。（通年） 

・事務の習熟度をあげるた
め、事務の所管局が作成し
たマニュアルを徹底し、職
場におけるＯＪＴを実践
するとともに、不適切事務
が発生した場合は原因と
今後の対策を所管局と協
議するとともにマニュア
ルへの反映を依頼する。
（通年） 

・毎月開催している各課
の庶務担当係長を集め
た会議で、庁内ポータ
ルに掲載された不適切
な事務処理事案を共有
し、発生原因や再発防
止策を分析した上で、
同様の事案の発生抑止
に取り組んだ。 

・コンプライアンス研修
の実施に向け、具体的
な研修時期、内容、研修
の進め方等について検
討を行った。 

・日々の業務実施に際
し、マニュアルを再確
認するとともに、ＯＪ
Ｔを通じて内容の習
熟・定着化を図った。 

 
（実施状況：○） 

― ・今後も引き続き情報
共有を図ることによ
り、職員のコンプラ
イアンス意識の向上
と不適正事案を未然
に防ぐ「風通しの良
い職場づくり」を推
進する。 

港区 

・各区で生じている不適切
な事務処理の報告書の全
件について、当区も同様の
リスクがないか検証し対
応策を検討する。（通年） 

・４月の庶務担当係長会
において、元年度の５
Ｓ・標準化推進委員会
の体制および課題、取
組内容について確認し
た。 

 
（実施状況：○） 

・30 年度に引き
続き、他区の不
適正事務から、
同様の事象が
起こり得るリ
スクについて
業務ごとに検
証し、必要に応
じて対応策を
検討する必要
がある。 

・10 月までに各課にお
いて同様のリスクの
有無についての検
証、現在の対応状況
確認を行い、リスク
がある場合対応策を
検討する。 

・12 月までに総務課に
おいて報告をうけた
対応策を検証し、全
庁的に共有する。 

大正区 

・区長、副区長が参加する朝
礼の実施および職場巡視 

・コンプライアンス、個人情
報保護、接遇、契約・会計
等に係る研修について、課
題に対応した適切な研修
テーマを設定するなどし
て効果的に実施。 

・コンプライアンス推進強
化月間の取組の実施 

・他所属の不祥事案の共有 
・適正な決裁・審査事務の実

施 
・不適正事務を防止するた

め、ダブルチェック体制を
徹底する。なお、不正閲覧
防止対策として、年１回以

・区長等が参加する朝礼
を全部署で行い、職場
巡回を行った。 

・経営会議等において不
祥事事案等の共有を
図った。 

・窓口サービス課におい
て、セルフチェックを
行い、ダブルチェック
体制の徹底を図った。 

 
（実施状況：○） 

・不適切事務事
案が発生して
おり、区役所の
全部署での徹
底がなされて
いない状況で
ある。 

・今後、引き続き不祥事
事案の共有や重要管
理ポイントの徹底を
図るよう職員の意識
向上に向けた取組を
行う。 

・不適切事務事案の原
因の究明を徹底的に
行い、今後、同様の事
案が発生しないよう
事務処理等の手法等
の見直しを行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
上、アクセスログ調査を実
施する。また、毎月のセル
フチェックの実施及び四
半期ごとの検証を行い、重
要管理ポイントの徹底に
関する職員の意識を高め
る。 

（以上通年） 

天王寺区 

・この間の取組により、個人
情報漏えい等事故の発生
頻度は大きく低減したも
のの、目標とする事故「ゼ
ロ」には至っていない。委
託業者への指導の徹底も
含め、職員全員が意識を高
め、継続的かつ着実な取組
を推進することで、新たな
事故を発生させない。（通
年） 

・標準化の取組については、
「ペーパーレス会議の推
進」等に加え、新たな目標
を設定し、取組推進を図
る。（通年） 

・不適切事務処理の減少
に向けた取組として
は、引き続き個人情報
漏えい等事故の未然防
止を図るため、区独自
点 検 シ ー ト に よ る
チェックや企画総務課
による運用状況チェッ
クの実施、朝会等を活
用した｢個人情報事務
処理誤りゼロ宣言｣に
よる注意喚起など漏え
い等事故｢ゼロ｣をめざ
して取り組んだ。 

・標準化の取組として
は、引き続き、｢ペー
パーレス会議の推進｣
に取り組むとともに、
｢スケジューラー活用
の徹底｣について取り
組んだ。 

 
（実施状況：○） 

・こうした取組
にもかかわら
ず、元年度も、
窓口サービス
課（保険年金グ
ループ）におい
て、個人情報の
「誤送付」が１
件発生した。 

・経年的な取組により
個人情報漏えい等事
故の発生頻度は大き
く低減したものの、
目標とする事故「ゼ
ロ」には至っていな
い。本件の原因を分
析、再発防止策につ
いて速やかに全庁共
有を図るとともに､
引き続き､全職員が
意識を高め､着実に
取組を推進すること
で新たな事故を発生
させない。 

・標準化の取組｢ペー
パーレス会議の推
進｣及び｢スケジュー
ラー活用の徹底｣に
ついて、着実に取り
組む。 

浪速区 

・５Ｓ、業務の標準化等を全
庁的な取組として強化す
るため、定例的な会議や業
務 改 善 チ ー ム に よ る
チェック機能の強化を実
施し、情報の共有化を図
り、モニタリングを行う。
（年３回以上） 

・職場単位で職員による業
務ダイエット、業務改善等
の提案をし、グループウェ
アで見える化し、定例会議
で相互検証を行う。（年３
回以上） 

・標準化されていない業務
については、ＢＰＲの視点
で随時検討を行いマニュ
アル化を行うとともに、モ
ニタリングを行う。（通年） 

・他区の先進事例の導入検
討や、他区の不適切事例の
防止検討を行い、見える化
により、情報の共有化を図
る。（通年） 

・ユーザ作業フォルダに
ついて、個人用フォル
ダなどの無駄なデータ
がないか毎月各課で点
検を行った。 

・業務改善推進課長会議
（定例会議）を１回実
施した。 

・各課で取り組んでいる
業務ダイエットなどの
業務改善の内容、標準
化されている業務につ
いてグループウェアで
見える化を行なった。 

・他区における効果的な
取組を当区において、
有効性と実施の可否に
ついて検証し、見える
化（ＴＴＰ活動）を行っ
た。 

 
（実施状況：○） 

・全区で共通し
ている業務に
ついては、業務
標準化を全庁
的な課題とし
て進めて行く
必要がある。 

・引き続き、業務改善推
進課長会議（定例会
議）の実施、各課で取
り組んでいる業務ダ
イエットなどの業務
改善の内容、業務の
標準化についてＢＰ
Ｒの観点から検討し
たうえで、グループ
ウェアで見える化を
行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

西淀川区 

・各課職員で構成する会計
事務適正化検討会を定期
的に開催し、会計事務の業
務改善に取り組むととも
に、より一層の適正化を図
る。（通年） 

・不適切事務の事例につい
て、発生の原因や防止策に
ついて、各課で共通して取
り組める事例の抽出およ
び共有化を図る。（通年） 

・また、職場巡視（上記の不
適切事務が生じた現場確
認を含む）や面談で見えて
きた課題認識を共有し改
善を図るとともに、引き続
き「西淀川区役所における
職場マネジメント指針」に
掲げた取組項目の継続的
な実施に取り組む。（通年） 

・各課職員で構成する会
計事務適正化検討会を
開催した。（６月） 

・不適切事務の事例につ
いて、管理職職員によ
る会議で共有するとと
もに、発生防止につい
て認識の共有化を図っ
た。 

・そうした状況等をふま
え、人材育成や５Ｓ、服
務規律確保などの観点
から「西淀川区役所に
おける職場マネジメン
ト指針」に掲げた取組
項目について継続的に
取り組むとともに、区
長・副区長による職場
巡視や職員との面談を
実施した。（６～８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・各課職員で構成する
会計事務適正化検討
会を定期的に開催
し、会計事務の業務
改善に取り組むとと
もに、より一層の適
正化を図る。 

・不適切事務の事例に
ついて、発生の原因
や防止策について、
各課で共通して取り
組める事例の抽出お
よび共有化を図る。 

・また、職場巡視（上記
の不適切事務が生じ
た現場確認を含む）
や面談で見えてきた
課題認識を共有し改
善を図るとともに、
引き続き「西淀川区
役所における職場マ
ネジメント指針」に
掲げた取組項目の継
続的な実施に取り組
む。 

淀川区 

・各職員の様々な取組の結
果を広く周知し顕彰する
ことで積極的な取組を促
進するため、業務改善など
その効果をより多くの職
員で評価し、表彰を行って
いく。（通年） 

・「業務カイゼンチーム会
議」を実施する。（通年） 

・「淀川区ダイエット作戦」
と称し、職員からの提案を
得ることにより、職場全体
が改善を意識する風土を
醸成する。（通年） 

・５Ｓに係る「標準机」につ
いて各管理監督者による
相互点検を実施する。（通
年） 

・不適切事務が発生した場
合は、標準作業書を作成す
る。（通年） 

・業務カイゼンチーム会
議を開催（３回）し、元
年度は窓口接遇向上を
中心に取り組むことと
なったため、業務改善
や５Ｓ、標準作業書に
ついては総務課で検討
を行った。 

 
（実施状況：○） 

・本取組は、個人
情報漏えいな
ど重大な事故
を根絶するた
めに業務改善
により職員負
担を軽減し、事
故を起こしに
くい職場環境
や作業マニュ
アルづくりを
行っているが、
日々の繁忙業
務の中、現時点
で５件（内１件
個人情報漏え
い）の不適切事
務処理が発生
し、特に６月に
連続４件発生
したことによ
り、「非常事態
宣言」を発令す
るとともに発
生した担当に
は、防止策とし
てライン係長
を中心とした
事務進捗状況
の把握及び証
跡 の 記 録 を
行っており、引

・各職員の様々な取組
の結果を広く周知し
顕彰することで積極
的な取組を促進する
ため、業務改善など
その効果をより多く
の職員で評価し、表
彰を行っていく。 

・「淀川区ダイエット作
戦」の企画提案を募
集し、提案企画の実
践を検討していく。 

・５Ｓに係る「標準机」
について各管理監督
者による相互点検及
びセルフチェックを
実施。 

・現時点発生した５件
の不適切事務処理に
係る標準作業書を作
成する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
き続き、より多
くの職員によ
る職場風土改
善への積極的
な取組を促進
する必要があ
る。 

東淀川区 

区民から信頼され、区民の信
託に応える組織風土をつく
るため、コンプライアンス研
修や個人情報保護研修等を
開催し、職場の内部統制機能
を向上させ、職員のコンプラ
イアンスの自覚と覚悟の徹
底、不正を未然に防ぐ職場風
土の醸成に取り組む。 
また、５Ｓ活動や標準化（Ｂ
ＰＲの視点での検討）を実践
し、適正な業務執行を行うた
めの基盤整備の充実を図る。 
・コンプライアンス研修（全

職員）（年１回） 
・個人情報保護研修（全職

員）（年１回） 
・服務研修（全職員）（年１

回） 
・コンプライアンス推進強

化月間の取組（年１回） 
・事故防止強化月間の取組
（年１回） 
・職員情報誌に服務通信を

掲載（年２回以上） 
・職員アンケートの実施（年

１回） 
・朝礼の実施（通年） 
・事務処理誤り等について、

他区で講じられた改善策
を取り入れるとともに、自
所属のみで対応ができな
いものについては、制度所
管へ相談・要望し再発防止
を図る。（通年） 

・各課において５Ｓ活動及
び標準化の取組（通年） 

・職員情報誌に服務通信
を掲載（８月） 

・朝礼の実施（通年） 
・他区及び過去に発生し

た事務処理誤り等を分
析し、対策を講じるこ
とで再発防止を図っ
た。 

・課長級を対象に５Ｓ・
標準化指導者研修を実
施（８月） 

・各課において５Ｓ活動
及び標準化の取組 
各担当で５Ｓ・標準化
策定リーダーを選出
し、５Ｓ・標準化アク
ションプランを策定
（８月） 

 
（実施状況：○） 

・30 年度同時期
と比較して、個
人情報事務処
理誤り等の件
数は増加して
いる。発生事案
の中には、重要
管理ポイント
を遵守してい
ない単純な事
務処理誤りも
発生している。
あらためて、職
員一人ひとり
が日々の業務
において、個人
情報を適正に
扱わなければ、
市民の信頼を
失うというこ
とを強く意識
するとともに、
事務処理誤り
等のリスクや
重要管理ポイ
ントの意義な
どについて、さ
らに理解を深
めるために個
人情報保護な
どの研修を実
施する必要が
ある。 

次の事業の実施によ
り、職員のコンプライ
アンスの自覚と覚悟の
徹底、不正を未然に防
ぐ職場風土の醸成に取
り組む。 
・コンプライアンス研

修（全職員）（10 月） 
・個人情報保護研修（全

職員）（10 月） 
・服務研修（全職員）（10

月） 
・コンプライアンス推

進強化月間の取組
（９月～10 月） 

・事故防止強化月間の
取組（２月） 

・職員情報誌に服務通
信を掲載 

・職員アンケートの実
施 

・各課において５Ｓ活
動及び標準化の取組 

東成区 

・ｅラーニングの内容を更
新し、また、年度当初にｅ
ラーニングを実施するこ
とで人事異動等で新たな
業務を担当することに
なった職員へ、自らが担当
する業務はどのような不
適切事案が多いのか、どの
ような原因で発生してい
るのかを把握させること

・30 年度に作成したｅ
ラーニングの内容を精
査して、実施に向けて
取り組んだ。 

・不適切事案の情報共有
を図り、発生件数の抑
制に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

― ・内容を精査したｅ
ラーニングを全職員
対象に実施する。 

・どのような原因で不
適切事案が発生して
いるのかを把握させ
ることで、発生件数
の抑制に取り組む。 

・また、定期的な不適切
事案にかかる情報共
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
で、発生件数の抑止に取り
組む。（通年） 

・また、定期的に情報共有す
る。（通年） 

 有を行う。 

生野区 

・巡視により把握した課題
の進捗管理および新たな
課題の把握とともに、職員
の誰もがゆとりを持ち、効
率的・効果的に執務を行う
ことができるような環境
づくりに取り組む。（通年） 

・６月から７月にかけて
区長・副区長による各
課の職場巡視を行い、
職場の整理整頓が出来
ているか、５Ｓの取組
についても確認を行っ
た。 

・職場巡視による指摘事
項について、８月中に
再度、庶務係長等によ
る再点検を行った。 

 
（実施状況：○） 

・今回の巡回に
より、問題と
なったことに
ついて、一時的
に整理整頓す
るだけでなく、
その状態を継
続して持続す
ることが必要。 

・区長・副区長が職場巡
視を行った際の指摘
事項については、継
続して整理整頓した
状態等を保てている
かの確認を庶務係長
等が定期的に行う。 

旭区 

・各課の現行フォルダを、文
書分類表に基づく体系に
再編するにあたり、固定す
るフォルダ構造を文書分
類表のどの階層までとす
るかを決定する。（８月） 

・所属内での共通ルールを
整備したうえで、各課・担
当で課サーバーの整理を
図る。（12 月） 

・固定するフォルダ構造
を文書分類表のどの階
層までとするかを決定
した。（８月） 

 
（実施状況：○） 

・不適切な事務
処理事案につ
いて、７月末時
点ですでに 30
年度を上回っ
ている（７件）。 

・所属内での共通ルー
ルを整備したうえ
で、各課・担当で課
サーバーの整理を図
る。 

・不適切な事務処理事
案の発生を防ぐため
の方策の見直し等を
検討する。 

城東区 

・課長会や朝礼等の機会を
通じて、区長から５Ｓ・標
準化の徹底や、重要管理ポ
イントの遵守等トップ
メッセージの発信を行う。
（通年） 

・所属職員研修時等におい
て、全職員に対して５Ｓの
意味や職場での取組内容
のアナウンスを行う。（下
期） 

・標準化の取組に対しては、
成果を収めている所属の
取組内容を調査し実践す
る。（下期） 

・課長会の機会を通じ
て、区長から５Ｓ・標準
化の徹底等、トップ
メッセージの発信を
行った。 

・５月開催の区服務規律
確保推進委員会におい
て、個人情報等を扱う
事務の総点検（区長ヒ
アリング）の実施を確
認した。 

 
（実施状況：○） 

・30 年度実施し
た区長ヒアリ
ング（ルーティ
ン業務）の実施
が功を奏した
のか、不適切事
務が 16 件から
10 件に減少し
た。 

・しかしながら、
年度当初に特
異な事務にか
かる不適切事
務が連続して
発生したこと
から、元年度は
レアケースに
特化した区長
ヒアリングを
実施すること
とした。 

・区政会議にお
いて、委員から
事務室内の５
Ｓについて意
見を頂いた。 

・節目節目において、区
長から５Ｓ・標準化
の徹底や、重要管理
ポイントの遵守等
トップメッセージを
発信。 

・不適切事務防止につ
いて、レアケースに
特化した区長ヒアリ
ングを実施。 

・全職員に対して５Ｓ
の意味や職場での取
組内容のアナウンス
を行うとともに、全
担当において来庁者
からの視点に立った
事務室内の５Ｓを実
施。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

鶴見区 

・コンプライアンス、個人情
報保護、接遇等に係る研修
を効果的に実施（夏～秋） 

・重要管理ポイントの徹底
に関する職員の意識を高
める。（通年） 

・受付事務に関する不適正
な事務処理の発生を防ぐ
ため、受付事務の総点検を
実施する（10 月） 

・契約事務の標準化につい
て、「Ｑ＆Ａ」等の更新に
取り組む。（通年） 

・これまでに発生した不
適正事務の再発防止策
や個人情報漏えい防止
のための重要管理ポイ
ントが有効に機能して
いるかのチェックを実
施。（８月） 

・公募型比較見積実施時
の区ホームページへの
掲載方法等について、
事務の標準化を行っ
た。「Ｑ＆Ａ」について、
時点更新を行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・全職員を対象とした
接遇研修（９月）、実
施指導研修（10 月）、
事後覆面調査を実
施。 

・全職員を対象とした
コンプライアンス、
個人情報保護研修を
実施。（11 月） 

・重要管理ポイントの
徹底に関する職員の
意識を高める。 

・消費税改定に伴う契
約事務の変更点につ
いて、「Ｑ＆Ａ」等を
更新する。 

阿倍野区 

・内部統制システムによる
自律的な服務規律確保の
ための改善サイクルを推
進し、職員一人ひとりの意
識向上を図るため、効果的
にコンプライアンス研修
等を実施するとともに、日
常的な啓発に努める。（通
年） 

・全業務で様式を統一して
作成した事務引き継ぎ書
を活用していく。（通年） 

・服務規律確保に向けた
重点取組等について、
所属長から課長会にて
周知徹底を図るととも
に、全職員に対しメー
ルにて周知した。 

・全職員を対象に、内部
統制員による定期券等
の事後確認を実施し
た。 

・職員向け広報紙に啓発
記事を掲載した。 

・全業務で作成した事務
引き継ぎ書を活用し
た。 

 
（実施状況：○） 

・アンケートに
おいて、「日々
の業務を執行
するにあたっ
てコンプライ
アンスを意識
していない」と
回答した職員
がわずかなが
ら存在してい
る。 

・コンプライアンス推
進強化月間等の集中
取組期間中に、所属
長から全職員に対し
メッセージを発信す
る。 

・コンプライアンス推
進強化月間等の集中
取組期間中にポス
ターを掲示する。 

・全職員を対象に、研修
を実施する。 

・全業務で作成した事
務引き継ぎ書を活用 

住之江区 

・定期的に点検を行い、メー
ル等で周知をしていくこ
とで、整理状態を維持す
る。（通年） 

・総務課において試験的に
フリーアドレス化を実施
するとともに、ペーパーレ
ス化も推進する。（４月） 

・総務課執務室のフリー
アドレス化の実施。 

・ペーパーレス化のため
のパソコンの無線化及
びモニターの設置。 

・課長会議・区長レク等
でのペーパーレス化の
周知、徹底。 

 
（実施状況：○） 

・職員の出勤・着
席状況が把握
しにくい。 

・電話機が固定
されているた
め、担当の電話
番号にかけて
も担当者が出
ない。 

・一目で職員の出勤・着
席状況の分かる配席
図を作成する。 

・コードレス電話機を
導入する。 

住吉区 

・標準化されていない業務
についてマニュアルを作
成する。（通年） 

・個人情報を取扱う業務に
ついて業務フローを作成
する。（通年） 

・標準化されていない業
務について、各課のグ
ループごとに１業務以
上マニュアルを作成す
るよう周知した。（６
月） 

・個人情報を取扱う業務
について業務フローを
作成するよう周知し
た。（４月） 

 
（実施状況：○） 

・誰もが同様の
実践ができる
マニュアルの
作成と個人情
報の漏えいを
起こしにくい
仕組みの構築
が必要である。 

・標準化されていない
業務について、各課
のグループごとに１
業務以上マニュアル
を作成する。（３月） 

・個人情報を取扱う業
務について各課優先
度の高い順から業務
フローを10件作成す
る。（９月） 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

東住吉区 

・情報共有を行い、同様事例
の未然防止に取り組む（通
年） 

・報告・連絡・相談を徹底し、
職場の風通しを良くする
ことにより事務手順・約束
ごとを守る職場づくりを
推進する。（通年） 

・区長から全職員にメー
ル等により直接取組の
重要性を伝えた。 

・当区の不適切事務処
理・改善策を課長会等
を通じて所属内で共有
した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、情報共有を
行い、同様事例の未
然防止に取り組む。 

平野区 

・「引継ぎメモ」の書式や利
用方法について意見を求
めるとともに、設置場所の
工夫や、様々な利用方法を
職員情報紙に掲載するな
どし、利用率の上昇に繋げ
る。（通年） 

・職場改善チームにおい
て全課から意見を取り
入れ、随時、引継ぎメモ
の改善を行うよう職員
情報誌等で周知した。 

 
（実施状況：○） 

・職員情報誌へ
掲載し、職員間
での利用率が
向上している
ものの、全職員
への定着は図
れていない。 

・職場改善チームでの
議論を経て、職員情
報誌に使用例などを
掲載するなど、全職
員が恒常的に利用で
きることをめざして
取り組む。 

西成区 

・課長会（毎週開催）、庶務
担当係長会（毎月開催）及
び係会議や朝礼等を通じ
て、不適切事務、不祥事根
絶に向けた再確認を行う。
また、常に事務を見直すこ
との重要性などについて
全職員への意識付けを強
化する。（通年） 

・重要管理ポイントの遵守
についてセルフチェック
を行い、遵守できなかった
項目について改定する。
（下期） 

・課長会（毎週開催）や朝
礼等を通じて、不適切
事務、不祥事根絶に向
けた再確認を行い、職
員全体に意識付けを
図った。 

 
（実施状況：○） 

・人事異動に伴
う事務引継ぎ
が不十分であ
ることが起因
して不適切事
務につながる
ケースが見受
けられるため、
このタイミン
グでの強い注
意喚起が必要
である。 

・継続して、不適切事
務、不祥事根絶に向
けた取組を進める。 

・重要管理ポイントの
遵守についてセルフ
チェックを行い、遵
守できなかった項目
について改定する。 

・不適切事務への対応
について、区全体で
の共有をさらに進め
る。 
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取組②「各区による自主的・自律的なＰＤＣＡサイクル徹底の促進（※「市政改革プラン 2.0－新たな価値を

生み出す改革－」Ｐ68 の再掲）」 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

北区 

・効果的な取組であると
区長会議において判断
された内容の共有（通
年） 

・効果的な取組であると区
長会議において判断され
た内容を課長会（週１回
開催）で共有した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、効果的な取組
であると区長会議にお
いて判断された内容の
共有 

都島区 

・運営方針を活用したＰ
ＤＣＡサイクルの徹底
（策定時・評価時など
随時） 

・内部統制連絡会議 ２回 

・効率的な区行政の運営に
ついて、運営方針に加え、
ＰＤＣＡ確認表（区独自）
を活用し、ＰＤＣＡサイ
クルの徹底の促進に取り
組んだ。（４月～６月） 

・内部統制連絡会議  １回
（４月） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、ＰＤＣＡ確認
表の活用や運営方針の
中間振り返り、素案策定
等を通じてＰＤＣＡサ
イクルの定着、意識づけ
に取り組む。 

・内部統制連絡会議の開催 

福島区 

・現行の区役所事務につ
いてＰＤＣＡサイクル
を徹底することを目的
に、全職員が参加する
接遇研修の機会にあわ
せて、ＰＤＣＡの理解
を深める職員研修を実
施する。（年１回以上） 

・９月に実施予定のＰＤＣ
Ａ職員研修に向けて研修
テキストの作成準備を進
めた。 

・業務進捗管理チェック
シートを活用し、各担当
でＰＤＣＡサイクルに基
づいた業務改善を検討し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・現行の区役所事務につい
てＰＤＣＡサイクルを
徹底することを目的に、
全職員が参加する接遇
研修の機会にあわせて、
ＰＤＣＡの理解を深め
る職員研修を実施する。 

此花区 

・ＰＤＣＡにかかる他区
の取組について、情報
収集を行い、ベストプ
ラクティスとなるもの
を検討し、可能なもの
を実施する。また、事業
計画シートを活用した
進捗管理を実施する。
（通年） 

・ＰＤＣＡにかかる他区の
取組について、ベストプ
ラクティスとなるものを
検討した。 

・事業計画シートを活用し
た進捗管理を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、他区の取組に
ついて情報収集を行う
ほか、事業計画シートを
活用した進捗管理を実
施する。 

中央区 

・区運営方針等の作成過
程（ダイアログ等）を通
じＰＤＣＡサイクルを
徹底する。（随時） 

・所属研修を実施。（下期） 

・区運営方針等の振り返り
過程（ダイアログ等）を通
じたＰＤＣＡサイクルの
実施。（随時） 

 
（実施状況：○） 

― ・区運営方針等の作成過程
（ダイアログ等）を通じ
ＰＤＣＡサイクルを徹
底する。（随時） 

・所属研修を実施。 

西区 

・施策の目的を明確にし
た上で事業を実施し、
定期的に目的に対する
成果や取組の有効性を
チェックすることで、
事業内容の改善や新た

・ＰＤＣＡ会議を４月に開
催し、各担当事業の進捗
状況、目標に対する成果、
取組の有効性について
チェックし、必要なもの
については取組の軌道修

― ・定期的にＰＤＣＡ会議を
開催することによりマ
ネジメントサイクルを
徹底する。 

・職員のＰＤＣＡにかかる
意識向上をめざし、職員

224 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
な事業展開につなげる
よう、マネジメントサ
イクルを徹底すること
により責任ある区政運
営を進める。（通年） 

・職員のＰＤＣＡにかか
る意識向上をめざし、
研修等を実施する。（12
月頃） 

正を図った。 
 

（実施状況：○） 

アンケートや研修等を
実施する。（12 月） 

港区 

・庁内情報誌や職員研修
などで、自主的・自律的
なＰＤＣＡサイクルの
徹底を促進する。（通
年） 

・課長会や職員研修など
で、運営方針や予算要
求を活用したＰＤＣＡ
の意識徹底を図る。（通
年） 

・新規採用者及び所属間異
動者への研修において、
ＰＤＣＡサイクルについ
て及び運営方針について
説明した。 

 
（実施状況：○） 

― ・２年度予算要求や区運営
方針の策定に係り、課長
会等を通じてＰＤＣＡ
サイクルの徹底を促進
する。 

大正区 

・「大正区区将来ビジョン
2022」で掲げるめざす
べき将来像の実現に向
け、単年度ごとのアク
ションプランとして
「大正区事業・業務計
画書」「運営方針」の策
定および進捗管理を行
う。 

・効果的な取組であると
区長会議において判断
された内容を検討し、
可能なものを実施す
る。 

（以上通年） 

・元年度の「運営方針」「大
正区事業・業務計画書」を
策定し、「大正区事業・業
務計画書」については第
１四半期の進捗管理を
行った。 

 
（実施状況：○） 

― ・今後、「運営方針」「大正
区事業・業務計画書」の
進捗管理を随時行い、２
年度の「運営方針」「大正
区事業・業務計画書」の
策定に生かしていく。 

・区長会議等で判断された
効果的な取組があれば、
可能な限り実施してい
く。 

天王寺区 

・自律した区政運営の展
開に向け、ＰＤＣＡの
徹底を図ることを目的
に、独自の事業評価の
取組「ＰＤ“Ｌ”ＣＡサ
イクル」（L:Listen）を
活用し、事業の再構築
に向け全事務事業の再
点検を実施する。（通
年） 

・独自の事業評価の取組「Ｐ
Ｄ“Ｌ”ＣＡサイクル」を
活用した事業の再構築に
向けた全事務事業の再点
検の実施をするため、「事
業評価シート」の作成を
各課に依頼した。 

 
（実施状況：○） 

― ・自律した区政運営の展開
に向け、ＰＤＣＡの徹底
を図ることを目的に、独
自の事業評価の取組「Ｐ
Ｄ“Ｌ”ＣＡサイクル」
を活用し、事業の再構築
に向け全事務事業の再
点検を実施する。 

浪速区 

・職員アンケートや研修
等の機会を通じて、Ｐ
ＤＣＡの事例等を紹介
し、職員の意識の向上
を図る。（通年） 

・年間行動計画を作成し、
進捗管理をするなかで
ＰＤＣＡサイクルを意
識して、業務改善を行
う。（通年） 

・業務改善推進課長会議で
ＰＤＣＡの事例として
「止める会議」の総務課
での事例を紹介し、全庁
的な意識の向上を図っ
た。 

・各課で年間行動計画を作
成し、自主的に進捗管理
を行った。 

・重要管理ポイントを毎月、
課ごとに個人での自己

・ＰＤＣＡサ
イクルを意
識し、業務
の見直しを
システム的
に行ってい
く必要があ
る。 

・ＰＤＣＡサイクルを意識
して業務改善を進めて
行くとともに、ＰＤＣＡ
サイクルの事例を紹介
しながら「止める会議」
を定例的に実施するこ
とにより業務の見直し
を行う。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
チェックを行った。 

 
（実施状況：○） 

西淀川区 

・業務の運営にあたって
は、ＰＤＣＡサイクル
を徹底するため、予算
要求や決算見込提出時
期にヒアリングを実施
する。（通年） 

・課題等がある場合、区長
や副区長による幹部ヒ
アリングを実施し、Ｐ
ＤＣＡサイクルを徹底
する。（通年） 

・各課職員で構成する会
計事務適正化検討会を
定期的に開催し、会計
事務の業務改善に取り
組むとともに、より一
層の適正化を図る。（通
年） 

・各課でＰＤＣＡを徹底す
るため、区長・副区長によ
る管理職ヒアリングを実
施し、各課の業務の進捗
状況や課題を確認した。
（８月） 

・各課職員で構成する会計
事務適正化検討会を開催
した。（６月） 

 
（実施状況：○） 

― ・業務の運営にあたって
は、ＰＤＣＡサイクルを
徹底するため、予算要求
や決算見込提出時期に
ヒアリングを実施する。 

・課題等がある場合、区長
や副区長による幹部ヒ
アリングを実施し、ＰＤ
ＣＡサイクルを徹底す
る。 

・各課職員で構成する会計
事務適正化検討会を定
期的に開催し、会計事務
の業務改善に取り組む
とともに、より一層の適
正化を図る。 

淀川区 

・各職員がＰＤＣＡサイ
クルを自ら回すことが
できるように、引き続
き運営方針の策定並び
に進捗管理の機会を捉
えて、ＰＤＣＡサイク
ルを意識した作業を徹
底する。（通年） 

・運営方針の振り返り作業
時にＰＤＣＡサイクルを
徹底するように職員への
周知等意識づけに取り組
んだ。 

・区政会議委員の意見につ
いて、ＰＤＣＡサイクル
を意識しながら運営方針
等により区政へ反映し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き運営方針の策定
並びに進捗管理を機会
と捉えて、ＰＤＣＡサイ
クルを意識した作業を
徹底するほか、あらゆる
媒体をとらえて情報を
発信することによりマ
ネジメントサイクルを
徹底する。 

東淀川区 

・区政会議をはじめとす
る各種会議、市民の声
や各種アンケート調査
などにより、区民の
ニーズを把握し、適切
に対応するとともに、
いただいた意見や課題
から改善策を区政に反
映するＰＤＣＡサイク
ルを徹底して行うこと
で、地域実情や特性に
応じた住民参画型の区
政を運営する。（通年） 

 

・区政会議委員の意見一覧
表を作成し、それぞれへ
の対応方針を区役所内で
共有するとともに、サ
マーレビューを通じてそ
の対応方針が次年度予
算･運営方針に反映して
いるかについて確認し
た。 

・区広聴・広報戦略年間戦術
シート及び区独自の広報
シートを活用し、広聴状
況を分析して広報につな
げ、さらに広報の結果を
分析して改善につなげる
というＰＤＣＡサイクル
による広聴・広報業務の
実施に取り組んだ。 

 
（実施状況：○） 

― ・区政会議委員の意見につ
いて区役所内で情報共
有し、意見に対する区役
所の対応方針や予算反
映状況について、区政会
議委員へ適宜フィード
バックする。 

・ＰＤＣＡについて全職員
に所属研修を実施する。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

東成区 

・区運営方針等の策定過
程（ダイアログ等）を通
じて、ＰＤＣＡサイク
ルを徹底する。（通年） 

・運営方針に記載の事務
事業等について、実施
期間が複数年度に亘る
ことが想定される、規
模の大きい事業等の業
務スケジュール等につ
いて「プログラム管理
シート（東成区版）」に
より見える化し、組織
での共有を図り、ＰＤ
ＣＡサイクルの徹底を
促進する。（通年） 

・主要事業について作成し
た「プログラム管理シー
ト」も参照しつつ、区運営
方針の振り返りについて
のダイアログを行い、Ｐ
ＤＣＡの徹底を促進し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・作成したシートを活用
し、定期的に進捗管理を
行っていく。 

生野区 

・区長による区長だより
を全職員に月に１度程
度配信し、日ごろから
ＰＤＣＡサイクルを意
識するように徹底す
る。（通年） 

・効果的な取組であると
区長会議において判断
された内容を検討し、
可能なものを実施す
る。（通年） 

・日ごろからＰＤＣＡサイ
クルを意識するように毎
月、区長だよりをメール
で配信した。 

 
（実施状況：○） 

・職員一人一
人に意識付
けをするこ
とが必要。 

・区長による区長だよりを
全職員に月に１度程度
配信し、日ごろからＰＤ
ＣＡサイクルを意識す
るように徹底する。 

・効果的な取組であると区
長会議において判断さ
れた内容を検討し、可能
なものを実施する。 

旭区 

・事務事業進捗会議にて、
ＰＤＣＡサイクルの進
捗状況を報告・確認す
る。（毎月） 

・事務事業進捗会議を毎月
開催し、進捗状況を報告・
確認した。 

・予算編成に向けてＰＤＣ
Ａサイクルを意識し、所
属として方向性を共有す
るためのサマーレビュー
を実施した。（８月） 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き事務事業進捗会
議を毎月開催し、進捗状
況を報告・確認する。 

城東区 

・区運営方針の各担当版
を作成し、担当内にお
いて周知を実施。（４
月） 

・運営方針の策定、振り返
り等各段階において、
ダイアログを実施。（通
年） 

・区運営方針の各担当版を
作成し、担当内において
周知を実施した。 

 
（実施状況：○） 

― ・ダイアログの実施等を通
じて、ＰＤＣＡサイクル
等について理解促進を
図る。 

鶴見区 

・事業・イベントごとにＰ
ＤＣＡシートを作成
し、終了ごとに時機を
失することなく振り返
りを実施する。（随時） 

・事業ごとに進捗管理表
を作成し、予算執行を
含めた計画的な事業執
行（通年） 

・事業・イベントごとにＰＤ
ＣＡシートを作成し、終
了ごと振り返りを実施し
た。 

・年度当初の事業計画、30
年度の課題を反映した進
捗管理表を事業ごとに作
成した。 

― ・事業・イベントごとにＰ
ＤＣＡサイクルを徹底
し見直しを行う。 

・10 月末、１月末、３月末
の決算見込時に合わせ
て進捗管理表を時点更
新し、計画的な事業執行
が行えているか把握す
る。 
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 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 
・所属長からの指示事項

の進捗管理表を作成
し、随時意見交換を行
い、進捗状況を把握（通
年） 

（実施状況：○） ・事業ごとに進捗管理表を
作成し、予算執行を含め
た計画的な事業執行を
行う。 

阿倍野区 

・業務におけるＰＤＣＡ
サイクルの徹底のため
事業報告「あべのレ
ポート」を毎月発行す
る。 

・事業報告「あべのレポー
ト」を毎月発行した。 

 
（実施状況：○） 

― ・事業報告「あべのレポー
ト」を毎月発行する。 

住之江区 

・運営方針自己評価時や
策定時、予算要求時等
での啓発を行うほか、
区長会議や他区におい
て効果的な取組である
と判断された内容を検
討し、可能なものを全
職員向け実施する。（通
年） 

・運営方針中間振返りや予
算要求に向けたサマーレ
ビューにおいて、ＰＤＣ
Ａサイクルについて意識
するよう周知した。 

 
（実施状況：○） 

― ・運営方針素案策定等、予
算編成においてＰＤＣ
Ａサイクルを意識した
業務遂行に取り組む。 

住吉区 

・運営方針における工程
管理を実施する。（通
年） 

・ＰＤＣＡの事例等を紹
介し職員全員の意識付
を図る。（年３回） 

・30 年度運営方針の振り返
りによる変更を元年度の
運営方針へ反映。（７月） 

・運営方針における工程管
理を実施。（８月） 

・各業務におけるＰＤＣＡ
サイクルの徹底を図るた
め、各課のＰＤＣＡサイ
クルを活用した身近な業
務改善事例をとりあげ、
全職員対象に啓発を行っ
た。（７回） 

 
（実施状況：○） 

・各業務に応
じたＰＤＣ
Ａサイクル
の徹底に向
けた意識の
向 上 が 必
要。 

・運営方針における工程管
理を実施する。（３月） 

・ＰＤＣＡサイクルを活用
した業務改善事例の共
有を行う。（毎月２回） 

東住吉区 

・業務執行の効率化及び
作業効率の向上を図る
ため、「５Ｓ標準化アク
ションプラン」を策定
し、「５Ｓ活動」や「標
準化」を実践する取組
を実施する等、ＰＤＣ
Ａサイクルの徹底を図
る。（通年） 

・５Ｓ活動の重要性の理
解を深めるための５Ｓ
活動もテーマにした職
員研修の実施、５Ｓ活
動の意識づけの各課に
おける事務室内の整理
整頓を実施する。（通
年） 

・サマーレビュー及び予
算編成作業時にＰＤＣ
Ａサイクルを意識した
業務改善に取り組む。
（通年） 

・予算編成に向けたサマー
レビューを実施した。 

・「Outlook スケジューラの
活用」をテーマに「予定表
（ホワイトボード）の組
織用予定表への転用」等、
区役所内部で周知した。 

・元年度策定した「５Ｓ標準
化アクションプラン」に
基づき、５Ｓ活動の意識
づけに向け、職場内の不
用品の廃棄や整理整頓を
呼びかけ、不用品の廃棄
等の整理整頓を実施し
た。 

 
（実施状況：○） 

― ・予算編成作業等の機会を
とらえて、ＰＤＣＡサイ
クルを意識した業務改
革に取り組む。 

・「５Ｓ標準化アクション
プラン」に基づき、「５Ｓ
活動」や「標準化」を実
践する取組を継続する
等、ＰＤＣＡサイクルの
徹底を図る。 

・５Ｓ活動の重要性の理解
を深め、維持・習慣化へ
と繋がるための職員研
修の実施、５Ｓ活動の意
識づけの各課における
事務室内の整理整頓を
継続して実施する。 

228 

 元年度の取組内容 元年８月末までの 
主な取組実績 課題 元年９月以降の 

取組内容 

平野区 

・課長会や職員情報紙等
でＰＤＣＡサイクルを
意識して業務に取り組
むよう周知する。（通
年） 

・朝礼などを活用し、各業務
に対するＰＤＣＡサイク
ルを意識するよう、適宜、
周知を行った。 

 
（実施状況：○） 

・「日頃からＰ
ＤＣＡサイ
クルを意識
し業務に取
り組んでい
る 職 員 割
合」は目標
数値を達成
し て い る
が、今後、さ
らにその割
合を上昇さ
せる必要が
ある。 

・引き続き課長会や職員情
報紙等を通じて他所属
の取組を紹介するなど、
これまで以上にＰＤＣ
Ａサイクルを意識して
業務に取り組むよう周
知する。 

西成区 

・研修等の機会を通じて、
ＰＤＣＡの意義・役割
や事例を紹介し、職員
全体にＰＤＣＡサイク
ルの意識付けを図る。
（通年） 

・課長会（毎週開催）にお
いて、各担当から事業
等の情報を提供し、情
報共有を図る。（通年） 

・運営方針の振り返り等の
機会を通じて、ＰＤＣＡ
サイクルの意識付けを
図った。 

・課長会（毎週開催）、庶務
担当係長会（毎月開催）に
おいて、事業等について
各担当から報告を行い、
情報を共有した。 

 
（実施状況：○） 

― ・引き続き、研修等の機会
を通じて、ＰＤＣＡの意
義・役割や事例を紹介
し、職員全体にＰＤＣＡ
サイクルの意識付けを
図る。 

・今後も課長会において、
各担当から事業等の情
報を提供し、情報共有を
図る。 
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